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 「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」について次のよ

うに定める。 

 

   平成２５年６月１９日 

 

 

原子力規制委員会         



 
 

 

 

 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」の制定について 

 

 

 

 原子力規制委員会は、「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の

解釈」を別添のとおり定める。 

なお、規制等業務の当面の実施手順に関する方針（原規総発第 120919097 号）２．

（２）の規定に基づき旧原子力安全・保安院より継承されている「発電用原子力設備に関

する技術基準を定める省令の解釈」（平成 17･12･15 原院第 5号）及び「「発電用原子炉

施設に関する耐震設計審査指針」（平成１８年９月１９日原子力安全委員会決定）に照ら

した「発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令」第５条への適合性に関する審査

要領（内規）」（平成 20･04･21 原院第 3号）は、以後用いない。 

 

附 則 

この規程は、平成２５年７月８日より施行する。 

附 則 

この規程は、平成２６年７月９日より施行する。 

附 則 

この規程は、平成２６年８月６日より施行する。 

附 則 

この規程は、平成２６年１１月１２日より施行する。 

附 則 

この規程は、平成２７年２月４日より施行する。 

附 則 

１ この規程は、平成２８年１月１日より施行する。 

２ この規程の決定の日（平成２７年１０月７日）後その施行前にされた申請に係る核

原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）

第４３条の３の９第１項又は第２項の認可（実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則（平成２５年原子力規制委員会規則第６号）第１４条及び第２

２条に係るものに限る。）については、この規程の施行前においても、施行後の解釈

を適用する。 

附 則 

この規程は、平成２７年１０月２１日より施行する。 



 
 

附 則 

この規程は、平成２８年４月１日より施行する。 

 附 則 

この規程は、平成２８年１０月２４日より施行する。 

附 則 

この規程は、平成２９年５月１日より施行する。 

附 則 

この規程は、再処理施設の設計及び工事の方法の技術基準に関する規則等の一部を改

正する規則の施行の日（平成２９年８月８日）より施行する。 

附 則 

この規程は、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則等の一部を改正する規則の施行の日（平成２９年９月１１日）より施行する。 

 附 則 

１ この規程は、平成２９年１１月１５日から施行する。 

２ この規程の施行日前に既に新規制基準適合性に係る工事計画の認可を受けた実用

発電用原子炉施設に対するこの規程による改正後の実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則の解釈の適用については、平成３０年１１月３０日ま

では、なお従前の例による。ただし、当該施設の設置者は、当該工事計画に本改正の

内容に係る記載を加えるため、平成３０年１１月３０日までに、核原料物質、核燃料

物質及び原子炉の規制に関する法律第43条の３の９の規定に基づく工事計画の認可

又は変更の認可を受けるものとする。 

附 則 

この規程は、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則及び実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の一部を改正す

る規則の施行の日（平成２９年１２月１４日）より施行する。 

附 則 
この規程は、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の一部を改正する規則の

施行の日（平成２９年１２月１４日）から施行する。 
附 則 

この規程は、試験研究の用に供する原子炉等の設計及び工事の方法の技術基準に関す

る規則等の一部を改正する規則の施行の日（平成３０年２月２０日）より施行する。 

附 則 

この規程は、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則及び実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の一部を改正す

る規則の施行の日（平成３１年４月２日）から施行する。 

附 則 



 
 

この規程は、令和元年６月５日より施行する。 

附 則 

この規程は、令和元年９月２日より施行する。 

附 則 

１ この規程は、原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質

及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律（平成２９年法律第１５号。

次項において「改正法」という。）第３条の規定の施行の日（令和２年４月１日）か

ら施行する。 

２ この規程の施行の際現に改正法第３条の規定による改正前の核原料物質、核燃料

物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第１６条の４第２

項、第２８条の２第２項又は第４６条の２第２項に規定に基づき認可を受けた溶接

の方法において、溶接をする者として確認を受けた者は、この規程による改正後の実

用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈別記－５ ３．（３）

イｃ）の溶接士の技能の確認を受けた者とみなす。 

附 則 

この規程は、令和２年１月１５日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和３年６月２３日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和３年７月２１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和４年２月２４日から施行する。 
附 則 

この規程は、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則及び実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の一部を改正

する規則（令和４年原子力規制委員会規則第４号）の施行の日（令和４年９月２６日）

から施行する。 

附 則 

この規程は、令和５年２月２２日から施行する。 
附 則 

この規程は、令和５年１０月１１日より施行する。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

第一章 総則 

 

（適用範囲） 

第一条 この規則は、実用発電用原子炉及びその附属施設について適

用する。 

第１章 総則 

 

第１条（適用範囲） 

１ 第１条は、実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関す

る規則（平成２５年原子力規制委員会規則第６号。以下「技術基準

規則」という。）の適用範囲を定めたもので、「実用発電用原子炉及

びその附属施設」とは、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する

規則（昭和５３年通商産業省令第７７号）別表第二に掲げられて

いる事項を含むものであって、次の施設を含む。 

（１） 原子炉本体 

（２） 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

（３） 原子炉冷却系統施設 

（４） 計測制御系統施設 

（５） 放射性廃棄物の廃棄施設 

（６） 放射線管理施設 

（７） 原子炉格納施設 

（８） その他発電用原子炉の附属施設 

① 非常用電源設備 

② 常用電源設備 

③ 補助ボイラー 

④ 火災防護設備 

技術基準規則に定める技術的要件を満足する技術的内容は、本解釈に限定されるものではなく、技術基準規則に照らして十分な保安水準の

確保が達成できる技術的根拠があれば、技術基準規則に適合するものと判断する。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

⑤ 浸水防護施設 

⑥ 補機駆動用燃料設備（非常用電源設備及び補助ボイラーに

係るものを除く。） 

⑦ 非常用取水設備 

⑧ 敷地内土木構造物 

⑨ 緊急時対策所 

２ 技術基準規則の発電用原子炉に対する許認可上の位置付けは、設

置（変更）許可申請に対する安全審査で確認された事項を、工事計

画等の後段規制において具体的に確認するための基準である。 

３ 技術基準規則は、各条文において別途適用除外が規定されている

場合を除き、発電用原子炉が設計建設時（改造時を含む。）に満足

すべき基準であるとともに、供用を開始した後においても維持すべ

き基準である。 

この場合において、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」

という。）第４３条の３の９に基づく設計及び工事の計画の認可又

は同法第４３条の３の１０に基づく設計及び工事の計画の届出を

行った場合にあっては、当該認可又は届出に当たって申請された仕

様又は規格（経年劣化を想定した必要仕様を含む。）を維持するこ

とが求められる。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（定義） 

第二条 この規則において使用する用語は、核原料物質、核燃料物質

及び原子炉の規制に関する法律（以下「法」という。）において使

用する用語の例による。 

２ この規則において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

一 「放射線」とは、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則（昭和五十三年通商産業省令第七十七号。以下「実用炉規則」

という。）第二条第二項第一号に規定する放射線をいう。 

二 「通常運転」とは、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、

構造及び設備の基準に関する規則（平成二十五年原子力規制委員

会規則第五号。以下「設置許可基準規則」という。）第二条第二

項第二号に規定する通常運転をいう。 

三 「運転時の異常な過渡変化」とは、設置許可基準規則第二条第

二項第三号に規定する運転時の異常な過渡変化をいう。 

四 「設計基準事故」とは、設置許可基準規則第二条第二項第四号

に規定する設計基準事故をいう。 

五 「設計基準対象施設」とは、設置許可基準規則第二条第二項第

七号に規定する設計基準対象施設をいう。 

六 「工学的安全施設」とは、設置許可基準規則第二条第二項第十

号に規定する工学的安全施設をいう。 

七 「重大事故等対処施設」とは、設置許可基準規則第二条第二項

第２条（定義） 

１ 本規程において使用する用語は、原子炉等規制法及び技術基準規

則において使用する用語の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第２項第６号に規定する「工学的安全施設」とは、日本電気協会

「原子力発電所工学的安全施設及びその関連施設の範囲を定める

規程」（JEAC4605-2004）に規定する「工学的安全施設及びその関連
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第十一号に規定する重大事故等対処施設をいう。 

八 「特定重大事故等対処施設」とは、設置許可基準規則第二条第

二項第十二号に規定する特定重大事故等対処施設をいう。 

九 「安全設備」とは、設計基準事故時及び設計基準事故に至るま

での間に想定される環境条件において、その損壊又は故障その他

の異常により公衆に放射線障害を及ぼすおそれを直接又は間接

に生じさせる設備であって次に掲げるものをいう。 

イ 一次冷却系統に係る設備及びその附属設備 

ロ 反応度制御系統（設置許可基準規則第二条第二項第二十七号

に規定する反応度制御系統をいう。以下同じ。）に係る設備及

びそれらの附属設備 

ハ 安全保護装置（運転時の異常な過渡変化が発生する場合、地

震の発生により発電用原子炉の運転に支障が生ずる場合及び

一次冷却材喪失その他の設計基準事故時に原子炉停止系統を

自動的に作動させ、かつ、発電用原子炉内の燃料体の破損又は

発電用原子炉の炉心（以下単に「炉心」という。）の損傷によ

る多量の放射性物質の放出のおそれがある場合に、工学的安全

施設を自動的に作動させる装置をいう。以下同じ。）、非常用

炉心冷却設備（原子炉圧力容器内において発生した熱を通常運

転時において除去する発電用原子炉施設が設計基準事故時及

び設計基準事故に至るまでの間にその機能を失った場合に原

子炉圧力容器内において発生した熱を除去する設備をいう。以

施設」をいう。（「安全設計分野及び放射線管理分野における日本電

気協会規格に関する技術評価書（平成１７年１２月原子力安全・保

安院、原子力安全基盤機構取りまとめ）」） 

３ 第２項第９号に規定する「安全設備」のイ、ハ、ニ及びホとは次

の設備をいう。 

 

 

イ 容器、配管、ポンプ等であって原子炉冷却材圧力バウンダリに

属する設備 

 

 

ハ 安全保護装置、非常用炉心冷却設備及び次の施設 

・工学的安全施設（非常用炉心冷却設備、原子炉格納容器及びそ

の隔離弁を除く） 

・原子炉隔離時冷却系（ＢＷＲ） 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）（ＢＷＲ） 

・余熱除去系（ＰＷＲ） 

・逃がし安全弁（安全弁としての開機能）（ＢＷＲ） 

・加圧器安全弁（開機能）（ＰＷＲ） 

・原子炉制御室非常用換気空調系 

・格納容器エリアモニタ（設計基準事故時）（ＰＷＲ） 

・格納容器雰囲気放射線モニタ（設計基準事故時）（ＢＷＲ） 
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下同じ。）その他非常時に発電用原子炉の安全性を確保するた

めに必要な設備及びそれらの附属設備 

ニ 原子炉格納容器及びその隔離弁 

ホ 非常用電源設備及びその附属設備 

十 「設計基準事故対処設備」とは、設置許可基準規則第二条第二

項第十三号に規定する設計基準事故対処設備をいう。 

十一 「重大事故等対処設備」とは、設置許可基準規則第二条第二

項第十四号に規定する重大事故等対処設備をいう。 

十二 「重大事故防止設備」とは、設置許可基準規則第二条第二項

第十五号に規定する重大事故防止設備をいう。 

十三 「重大事故緩和設備」とは、設置許可基準規則第二条第二項

第十六号に規定する重大事故緩和設備をいう。 

十四 「管理区域」とは、実用炉規則第二条第二項第四号に規定す

る管理区域をいう。 

十五 「周辺監視区域」とは、実用炉規則第二条第二項第六号に規

定する周辺監視区域をいう。 

十六 「燃料材」とは、設置許可基準規則第二条第二項第二十二号

に規定する燃料材をいう。 

十七 「燃料被覆材」とは、設置許可基準規則第二条第二項第二十

三号に規定する燃料被覆材をいう。 

十八 「燃料要素」とは、設置許可基準規則第二条第二項第二十四

号に規定する燃料要素をいう。 

 

 

ニ 原子炉建屋（ＢＷＲ）、アニュラス（ＰＷＲ）を含む 

ホ イ（一次冷却材ポンプを除く）、ロ（制御棒駆動装置を除く）、

ハ及びニに規定する設備に対してその機能を確保するために電

力を供給するもの 
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十九 「燃料要素の許容損傷限界」とは、設置許可基準規則第二条

第二項第二十五号に規定する燃料要素の許容損傷限界をいう。 

二十 「反応度価値」とは、設置許可基準規則第二条第二項第二十

八号に規定する反応度価値をいう。 

二十一 「制御棒の最大反応度価値」とは、設置許可基準規則第二

条第二項第二十九号に規定する制御棒の最大反応度価値をいう。 

二十二 「反応度添加率」とは、設置許可基準規則第二条第二項第

三十号に規定する反応度添加率をいう。 

二十三 「一次冷却材」とは、設置許可基準規則第二条第二項第三

十一号に規定する一次冷却材をいう。 

二十四 「二次冷却材」とは、設置許可基準規則第二条第二項第三

十二号に規定する二次冷却材をいう。 

二十五 「一次冷却系統」とは、設置許可基準規則第二条第二項第

三十三号に規定する一次冷却系統をいう。 

二十六 「最終ヒートシンク」とは、設置許可基準規則第二条第二

項第三十四号に規定する最終ヒートシンクをいう。 

二十七 「原子炉冷却材圧力バウンダリ」とは、設置許可基準規則

第二条第二項第三十五号に規定する原子炉冷却材圧力バウンダ

リをいう。 

二十八 「原子炉格納容器」とは、設置許可基準規則第二条第二項

第三十六号に規定する原子炉格納容器をいう。 

二十九 「コンクリート製原子炉格納容器」とは、原子炉格納容器

４ 第２項第１９号に規定する「燃料要素の許容損傷限界」に関する

判断基準は、「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指

針（平成２年８月３０日原子力安全委員会決定）」の「４．１運転

時の異常な過渡変化」によること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 第２項第２７号に規定する「原子炉冷却材圧力バウンダリ」とは、

原子炉の通常運転時に原子炉冷却材 (ＰＷＲにおいては一次冷却

材)を内包して原子炉と同じ圧力条件となり、異常状態において圧

力障壁を形成するもので、それが破壊すると原子炉冷却材喪失とな

る範囲の施設をいう。原子炉冷却材圧力バウンダリの範囲は次のと

おりとする。 
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であって、鋼板で内張りされたコンクリート部を有するものをい

う。 

三十 「コンクリート部」とは、コンクリート製原子炉格納容器の

うち鉄筋コンクリート構造又はプレストレストコンクリート構

造の部分をいう。 

三十一 「鋼製内張り部等」とは、コンクリート製原子炉格納容器

内の機械又は器具から放出される放射性物質の漏えいを防止す

るためにコンクリート部に内張りされている鋼板（以下「ライナ

プレート」という。）、胴と底部のライナプレートを接続する鋼

板（以下「ナックル」という。）、貫通部スリーブ及びコンクリ

ート部への定着金具をいう。 

三十二 「クラス１容器」、「クラス１管」、「クラス１ポンプ」

又は「クラス１弁」とは、それぞれ原子炉冷却材圧力バウンダリ

を構成する容器、管、ポンプ又は弁をいう。 

三十三 「クラス２容器」、「クラス２管」、「クラス２ポンプ」

又は「クラス２弁」とは、それぞれ次に掲げる機器（設計基準対

象施設に属するものに限る。）に該当する容器、管、ポンプ又は

弁をいう。 

イ 設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に想定さ

れる環境条件において、発電用原子炉を安全に停止するため又

は発電用原子炉施設の安全を確保するために必要な設備であ

って、その損壊又は故障その他の異常により公衆に放射線障害

(a)原子炉圧力容器及びその附属物（本体に直接付けられるもの、

制御棒駆動機構ハウジング等） 

(b)原子炉冷却材系を構成する機器及び配管。ただし、ＰＷＲにお

いては一次冷却材ポンプ、蒸気発生器の水室・管板・管、加圧

器、一次冷却系配管、弁等をいい、また、ＢＷＲにおいては、主

蒸気管及び給水管のうち原子炉側からみて第２隔離弁を含むま

での範囲とする。 

(c)接続配管 

ⅰ)通常時開、事故時閉となる弁を有するものは、原子炉側から

みて、第２隔離弁を含むまでの範囲とする。 

ⅱ)通常時又は事故時に開となるおそれがある通常時閉、事故時

閉となる弁を有するものは、原子炉側からみて、第２隔離弁

を含むまでの範囲とする。 

ⅲ)通常時閉、事故時閉となる弁を有するもののうち、ⅱ）以外

のものは、原子炉側からみて、第１隔離弁を含むまでの範囲

とする。 

ⅳ)通常時閉、原子炉冷却材喪失時開となる弁を有する非常用炉

心冷却系等もⅰ)に準ずる。 

ⅴ)上記において「隔離弁」とは、自動隔離弁、逆止弁、通常時

ロックされた閉止弁及び遠隔操作閉止弁をいう。 
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を及ぼすおそれを間接に生じさせるものに属する機器（放射線

管理施設又は原子炉格納施設（非常用ガス処理設備に限る。）

に属するダクトにあっては、原子炉格納容器の貫通部から外側

隔離弁までの部分に限る。） 

ロ 蒸気タービンを駆動させることを主たる目的とする流体（蒸

気及び給水をいう。）が循環する回路に係る設備に属する機器

であって、クラス１機器（クラス１容器、クラス１管、クラス

１ポンプ又はクラス１弁をいう。以下同じ。）の下流側に位置

する蒸気系統のうちクラス１機器からこれに最も近い止め弁

までのもの及びクラス１機器の上流側に位置する給水系統の

うちクラス１機器からこれに最も近い止め弁までのもの 

ハ イ及びロに掲げる機器以外の機器であって、原子炉格納容器

の貫通部から内側隔離弁又は外側隔離弁までのもの 

三十四 「クラス３容器」又は「クラス３管」とは、それぞれクラ

ス１機器、クラス２機器（クラス２容器、クラス２管、クラス２

ポンプ又はクラス２弁をいう。以下同じ。）、原子炉格納容器及

び放射線管理施設若しくは原子炉格納施設（非常用ガス処理設備

に限る。）に属するダクト以外の設計基準対象施設に属する容器

又は管（内包する流体の放射性物質の濃度が三十七ミリベクレル

毎立方センチメートル（流体が液体の場合にあっては、三十七キ

ロベクレル毎立方センチメートル）以上の管又は最高使用圧力が

零メガパスカルを超える管に限る。）をいう。 
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三十五 「クラス４管」とは、放射線管理施設又は原子炉格納施設

（非常用ガス処理設備に限る。）に属するダクトであって、内包

する流体の放射性物質の濃度が三十七ミリベクレル毎立方セン

チメートル以上のもの（クラス２管に属する部分を除く。）をい

う。 

三十六 「クラス１支持構造物」、「クラス２支持構造物」又は「原

子炉格納容器支持構造物」とは、それぞれクラス１機器、クラス

２機器又は原子炉格納容器を支持する構造物をいう。 

三十七 「重大事故等クラス１容器」、「重大事故等クラス１管」、

「重大事故等クラス１ポンプ」又は「重大事故等クラス１弁」と

は、それぞれ重大事故等対処設備に属する容器、管、ポンプ又は

弁（特定重大事故等対処施設に属するものに限る。）をいう。 

三十八 「重大事故等クラス２容器」、「重大事故等クラス２管」、

「重大事故等クラス２ポンプ」又は「重大事故等クラス２弁」と

は、それぞれ重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故等

対処設備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大事故等対処設備」

という。）と接続するものにあっては、当該可搬型重大事故等対

処設備と接続するために必要な発電用原子炉施設内の常設の配

管、弁、ケーブルその他の機器を含む。以下「常設重大事故等対

処設備」という。）に属する容器、管、ポンプ又は弁（特定重大

事故等対処施設に属するものを除く。）をいう。 

三十九 「重大事故等クラス３容器」、「重大事故等クラス３管」、
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「重大事故等クラス３ポンプ」又は「重大事故等クラス３弁」と

は、それぞれ可搬型重大事故等対処設備に属する容器、管、ポン

プ又は弁をいう。 

四十 「重大事故等クラス１支持構造物」とは、重大事故等クラス

１機器（重大事故等クラス１容器、重大事故等クラス１管、重大

事故等クラス１ポンプ又は重大事故等クラス１弁をいう。以下同

じ。）を支持する構造物をいう。 

四十一 「重大事故等クラス２支持構造物」とは、重大事故等クラ

ス２機器（重大事故等クラス２容器、重大事故等クラス２管、重

大事故等クラス２ポンプ又は重大事故等クラス２弁をいう。以下

同じ。）を支持する構造物をいう。 

四十二 「最高使用圧力」とは、設置許可基準規則第二条第二項第

三十八号に規定する最高使用圧力をいう。 

四十三 「最高使用温度」とは、設置許可基準規則第二条第二項第

三十九号に規定する最高使用温度をいう。 

四十四 「最低使用温度」とは、対象とする機器、支持構造物又は

炉心支持構造物がその主たる機能を果たすべき運転状態又は試

験状態において生ずる最低の温度以下の温度であって、設計上定

めるものをいう。 

四十五 「運転状態Ⅰ」とは、発電用原子炉施設の通常運転時の状

態をいう。 

四十六 「運転状態Ⅱ」とは、設計基準事故時及び設計基準事故に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 第２項第４４号に規定する「その主たる機能を果たすべき運転状

態」とは、日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格

（2005 年版（2007 年追補版を含む。））（JSME S NC1-2005/2007）」

（以下「設計・建設規格 2005(2007)」という。）GNR-2110 又は日本

機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版）

（JSME S NC1-2012）」（以下「「設計・建設規格 2012」」という。）

GNR-2110 及び同解説に規定される「供用状態」をいう。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

至るまでの間に想定される環境条件において、運転状態Ⅰ、運転

状態Ⅲ、運転状態Ⅳ及び試験状態以外の状態をいう。 

四十七 「運転状態Ⅲ」とは、設計基準事故時及び設計基準事故に

至るまでの間に想定される環境条件において、発電用原子炉施設

の故障、誤作動その他の異常により発電用原子炉の運転の停止が

緊急に必要とされる状態をいう。 

四十八 「運転状態Ⅳ」とは、設計基準事故時及び設計基準事故に

至るまでの間に想定される環境条件において、発電用原子炉施設

の安全設計上想定される異常な事態が生じている状態をいう。 

四十九 「機械的荷重」とは、自重、管又は支持構造物からの反力

その他附加荷重のうち地震荷重を除くものであって、設計上定め

るものをいう。 

五十 「荷重状態Ⅰ」とは、コンクリート製原子炉格納容器が運転

状態Ⅰ（積雪時及び暴風時を除く。）において想定される荷重を

受ける状態をいう。 

五十一 「荷重状態Ⅱ」とは、コンクリート製原子炉格納容器が次

に掲げるいずれかの状態において想定される荷重を受ける状態

をいう。 

イ 逃がし安全弁作動時の状態（積雪時及び暴風時を除く。） 

ロ 原子炉格納容器耐圧試験時の状態（積雪時及び暴風時を除

く。） 

ハ 運転状態Ⅰにおける積雪時の状態（暴風時を除く。） 

（「日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（2007

年追補版）並びに【事例規格】「設計・建設規格 2005 年版「管の設

計」（管継手、フランジ）の JIS 規格年度の読替規定（NC-CC-003）」

及び【事例規格】「設計・建設規格 2005 年版付録材料図表 JIS 規格

年度の読替規定（NC-CC-004）」に関する技術評価書」（平成２０年

１０月原子力安全・保安院、原子力安全基盤機構取りまとめ）（以

下「「設計・建設規格 2007 技術評価書」」という。）及び「日本機械

学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版）」（JSME 

S NC1-2012）に関する技術評価書」（原規技発第 1408062 号（平成

２６年８月６日原子力規制委員会決定。以下「「設計・建設規格 2012

技術評価書」」という。）） 

７ 第２項第４４号に規定する「炉心支持構造物」とは、原子炉圧力

容器の内部において燃料集合体を直接に支持するか又は拘束する

部材をいう。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

五十二 「荷重状態Ⅲ」とは、コンクリート製原子炉格納容器が運

転状態Ⅰにおける暴風時の状態又は運転状態Ⅳにおける荷重状

態Ⅳ以外の状態をいう。 

五十三 「荷重状態Ⅳ」とは、コンクリート製原子炉格納容器が運

転状態Ⅳ（積雪時又は暴風時を含む。）において原子炉格納容器

の安全上想定される異常な事態が生じている状態をいう。 

五十四 「試験状態」とは、耐圧試験により発電用原子炉施設に最

高使用圧力を超える圧力が加えられている状態をいう。 

五十五 「兼用キャスク」とは、設置許可基準規則第二条第二項第

四十一号に規定する兼用キャスクをいう。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（特殊な設計による発電用原子炉施設） 

第三条 特別の理由により原子力規制委員会の認可を受けた場合は、

この規則の規定によらないで発電用原子炉施設を施設することが

できる。 

２ 前項の認可を受けようとする者は、その理由及び施設方法を記載

した申請書に関係図面を添付して申請しなければならない。 

 

（廃止措置中の発電用原子炉施設の維持） 

第三条の二 法第四十三条の三の三十四第二項の認可を受けた場合

には、当該認可に係る廃止措置計画（同条第三項において準用する

法第十二条の六第三項又は第五項の規定による変更の認可又は届

出があったときは、その変更後のもの。以下この条において同じ。）

で定める性能維持施設（実用炉規則第百十五条の二第十一号の性能

維持施設をいう。）については、第二章及び第三章の規定にかかわ

らず、当該認可に係る廃止措置計画に定めるところにより、当該施

設を維持しなければならない。 

第３条（特殊な設計による発電用原子炉施設） 

１ 技術基準規則の規定によらない場合又は本解釈に照らして同等

性の判断が困難な場合については、第３条によること。 

 

２ 第２項の規定により申請する場合の申請書の様式及び添付図面

は、様式１のとおりである。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

第二章 設計基準対象施設 

 

（設計基準対象施設の地盤） 

第四条 設計基準対象施設は、設置許可基準規則第三条第一項の地震

力が作用した場合においても当該設計基準対象施設を十分に支持

することができる地盤に施設しなければならない。ただし、兼用キ

ャスクにあっては、地盤により十分に支持されなくてもその安全機

能が損なわれない方法により設けることができるときは、この限り

でない。 

第２章 設計基準対象施設 

 

第４条（設計基準対象施設の地盤） 

１ 第４条に規定する「十分に支持することができる」とは、実用発

電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則（平成２５年原子力規制委員会規則第５号。以下「設置許可基

準規則」という。）第３条第１項の規定に基づき設置許可で確認し

た設計方針に基づき、設計基準対象施設について、以下のいずれか

を満たすことをいう。 

 一 兼用キャスク貯蔵施設以外の設計基準対象施設にあっては、自

重や運転時の荷重等に加え、設置許可基準規則第３条第１項の地

震力（耐震重要度分類（実用発電用原子炉及びその附属施設の位

置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（原規技発第

1306193 号（平成２５年６月１９日原子力規制委員会決定））の第

４条の解釈中２に規定する耐震重要度分類をいう。以下同じ。）

の各クラスに応じて設置許可基準規則第４条第２項の規定によ

り算定する地震力（設置許可基準規則第３条第１項に規定する耐

震重要施設にあっては、基準地震動による地震力（設置許可基準

規則第４条第３項に規定する基準地震動による地震力をいう。以

下同じ。）を含む。）をいう。）が作用した場合においても、接地

圧に対する十分な支持力を有すること。 

 二 兼用キャスク貯蔵施設にあっては、自重その他の貯蔵時に想定
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される荷重に加え、設置許可基準規則第４条第２項の規定により

算定する地震力（兼用キャスクにあっては、基準地震動による地

震力を含む。）が作用した場合においても、接地圧に対する十分

な支持力を有すること。 

２ 第４条に規定する「安全機能が損なわれない方法」とは、設置許

可基準規則第３条第１項の方法をいう。 

 

 

 

 



 

18 
 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（地震による損傷の防止） 

第五条 設計基準対象施設は、これに作用する地震力（設置許可基準

規則第四条第二項の規定により算定する地震力をいう。）による損

壊により公衆に放射線障害を及ぼさないように施設しなければな

らない。 

２ 耐震重要施設（設置許可基準規則第三条第一項に規定する耐震重

要施設をいう。以下同じ。）は、基準地震動による地震力（設置許

可基準規則第四条第三項に規定する基準地震動による地震力をい

う。以下同じ。）に対してその安全性が損なわれるおそれがないよ

うに施設しなければならない。 

 

 

 

 

３ 耐震重要施設が設置許可基準規則第四条第三項の地震により生

ずる斜面の崩壊によりその安全性が損なわれるおそれがないよう、

防護措置その他の適切な措置を講じなければならない。 

 

 

 

４ 炉心内の燃料被覆材は、基準地震動による地震力に対して放射性

物質の閉じ込めの機能が損なわれるおそれがないように施設しな

第５条（地震による損傷の防止） 

１ 第１項の規定は、設置許可基準規則第４条第１項の規定に基づき

設置許可で確認した設計方針に基づき、設計基準対象施設が、設置

許可基準規則第４条第２項の地震力に対し、施設の機能を維持して

いること又は構造強度を確保していることをいう。 

２ 第２項の規定は、設置許可基準規則第４条第３項の規定に基づき

設置許可で確認した設計方針に基づき、耐震重要施設が、設置許可

基準規則第４条第３項の基準地震動による地震力に対し、施設の機

能を維持していること又は構造強度を確保していることをいう。 

３ 動的機器に対する「施設の機能を維持していること」とは、基準

地震動による応答に対して、当該機器に要求される機能を保持する

ことをいう。具体的には、当該機器の構造、動作原理等を考慮した

評価を行うこと、既往研究で機能維持の確認がなされた機能確認済

加速度等を超えていないことを確認することをいう。 

４ 第３項の規定は、設置許可基準規則第４条第４項の規定に基づき

設置許可で確認した設計方針に基づき、設置許可基準規則第４条第

３項の地震により斜面の崩壊が生じるおそれがある場合には、耐震

重要施設の安全性を損なわないよう、敷地内土木工作物による斜面

の保持等の措置を講ずること及びその機能を維持していることを

いう。 

５ 第４項に規定する「基準地震動による地震力に対して放射性物質

の閉じ込めの機能が損なわれるおそれがない」とは、通常運転時及



 

19 
 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

ければならない。 

 

 

 

 

５ 兼用キャスクは、設置許可基準規則第四条第六項に規定する地震

力に対してその安全性が損なわれるおそれがないように施設しな

ければならない。 

 

６ 兼用キャスクが設置許可基準規則第四条第七項の地震により生

ずる斜面の崩壊によりその安全性が損なわれるおそれがないよう、

防護措置その他の適切な措置を講じなければならない。 

び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重と基準地震

動による地震力を組み合わせた荷重条件により塑性ひずみが生じ

る場合であっても、その量が小さなレベルにとどまって破断延性限

界に十分な余裕を有し、放射性物質の閉じ込めの機能に影響を及ぼ

さないことをいう。 

６ 第５項の規定は、設置許可基準規則第４条第６項の規定に基づき

設置許可で確認した設計方針に基づき、兼用キャスクが、同項の地

震力に対し、施設の機能を維持していること又は構造強度を確保し

ていることをいう。 

７ 第６項の規定は、設置許可基準規則第４条第７項の規定に基づき

設置許可で確認した設計方針に基づき、同項の斜面の崩壊が生じる

おそれがある場合には、兼用キャスクの安全性を損なわないよう、

敷地内土木工作物による斜面の保持等の措置を講ずること及びそ

の機能を維持していることをいう。 
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（津波による損傷の防止） 

第六条 設計基準対象施設（兼用キャスク及びその周辺施設を除く。）

が基準津波（設置許可基準規則第五条第一項に規定する基準津波を

いう。以下同じ。）によりその安全性が損なわれるおそれがないよ

う、防護措置その他の適切な措置を講じなければならない。 

 

 

２ 兼用キャスク及びその周辺施設が設置許可基準規則第五条第二

項に規定する津波によりその安全性が損なわれるおそれがないよ

う、防護措置その他の適切な措置を講じなければならない。 

第６条（津波による損傷の防止） 

１ 第１項の規定は、設置許可基準規則第５条第１項の規定に基づき

設置許可で確認した設計方針に基づき、基準津波（設置許可基準規

則第５条第１項に規定する基準津波をいう。以下同じ。）により設

計基準対象施設の安全性を損なわないよう、津波防護施設、浸水防

止設備及び津波監視設備の設置等の措置を講じていること並びに

それらの機能を維持していることをいう。 

２ 第２項の規定は、設置許可基準規則第５条第２項の規定に基づき

設置許可で確認した設計方針に基づき、設置許可基準規則第５条第

２項に規定する津波に対して兼用キャスクが機能を維持している

ことをいう。 
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（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第七条 設計基準対象施設（兼用キャスクを除く。）が想定される自

然現象（地震及び津波を除く。）によりその安全性を損なうおそれ

がある場合は、防護措置、基礎地盤の改良その他の適切な措置を講

じなければならない。 

 

２ 周辺監視区域に隣接する地域に事業所、鉄道、道路その他の外部

からの衝撃が発生するおそれがある要因がある場合には、事業所に

おける火災又は爆発事故、危険物を搭載した車両、船舶又は航空機

の事故その他の敷地及び敷地周辺の状況から想定される事象であ

って人為によるもの（故意によるものを除く。以下「人為による事

象」という。）により発電用原子炉施設（兼用キャスクを除く。）

の安全性が損なわれないよう、防護措置その他の適切な措置を講じ

なければならない。 

３ 航空機の墜落により発電用原子炉施設（兼用キャスクを除く。）

の安全性を損なうおそれがある場合は、防護措置その他の適切な措

置を講じなければならない。 

 

 

４ 兼用キャスクが設置許可基準規則第六条第四項又は第五項の規

第７条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

１ 第１項に規定する「想定される自然現象」には、台風、竜巻、降

水、積雪、凍結、落雷、火山事象、生物学的事象、森林火災等を含

む。 

２ 第１項に規定する「適切な措置を講じなければならない」には、

供用中における運転管理等の運用上の措置を含む。 

３ 第２項に規定する「事故その他の敷地及び敷地周辺の状況から想

定される事象であって人為によるもの」には、ダムの崩壊、船舶の

衝突、電磁的障害等の敷地及び敷地周辺の状況から生じうる事故を

含む。 

４ 第２項に規定する「適切な措置を講じなければならない」には、

対象とする発生源から一定の距離を置くことを含む。 

 

 

５ 第３項の航空機の墜落については、「実用発電用原子炉施設への

航空機落下確率の評価基準について」（平成２１・０６・２５原院

第１号。平成２１年６月３０日原子力安全・保安院制定））に基づ

いて確認すること。この場合において、設置許可申請時の航路に変

更がないことにより確認すること。 

６ 第４項及び第５項に規定する「適切な措置を講じなければならな



 

22 
 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

定により定める自然現象によりその安全性を損なうおそれがある

場合は、防護措置、基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなけ

ればならない。 

５ 兼用キャスクが設置許可基準規則第六条第六項又は第七項の規

定により定める人為による事象によりその安全性が損なわれない

よう、防護措置その他の適切な措置を講じなければならない。 

い」には、供用中における運転管理等の運用上の措置及び対象とす

る発生源から一定の距離を置くことを含む。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（立入りの防止） 

第八条 工場等には、人がみだりに管理区域内に立ち入らないように

壁、柵、塀その他の人の侵入を防止するための設備を設け、かつ、

管理区域である旨を表示しなければならない。 

２ 保全区域（実用炉規則第二条第二項第五号に規定する保全区域を

いう。以下この項において同じ。）と管理区域以外の場所との境界

には、他の場所と区別するため、柵、塀その他の保全区域を明らか

にするための設備を設けるか、又は保全区域である旨を表示しなけ

ればならない。 

３ 工場等には、業務上立ち入る者以外の者がみだりに周辺監視区域

内に立ち入ることを制限するため、柵、塀その他の人の侵入を防止

するための設備を設けるか、又は周辺監視区域である旨を表示しな

ければならない。ただし、当該区域に人が立ち入るおそれがないこ

とが明らかな場合は、この限りでない。 

第８条（立入りの防止） 

１ 第１項及び第３項に規定する「みだりに」とは、不注意又は知ら

ずに容易に立ち入ることをいう。 

２ 「工場等」とは、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則

第７条第１項第２号に規定する「工場又は事業所」のことをいう。 

 

 

 

 

３ 第３項に規定する「当該区域に人が立ち入るおそれがないことが

明らかな場合」とは、河川、沼、湖、海、断崖等で当該区域の境界

が設定されているような場合であって、当該区域に人が立ち入るお

それがないことが明らかな場合をいう。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止） 

第九条 工場等には、発電用原子炉施設への人の不法な侵入、発電用

原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危

害を与え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件が持ち込まれ

ること及び不正アクセス行為（不正アクセス行為の禁止等に関する

法律（平成十一年法律第百二十八号）第二条第四項に規定する不正

アクセス行為をいう。以下第三十五条第五号において同じ。）を防

止するため、適切な措置を講じなければならない。 

第９条（発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止） 

１ 第９条に規定する「適切な措置」には、工場等内の人による核物

質の不法な移動又は妨害破壊行為、郵便物などによる工場等外から

の爆破物又は有害物質の持ち込み及びサイバーテロへの対策とし

ての柵等の障壁による区画、出入口の常時管理設備の施設等が含ま

れる。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（急傾斜地の崩壊の防止） 

第十条 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和四十四

年法律第五十七号）第三条第一項の規定により指定された急傾斜地

崩壊危険区域内に施設する設備は、当該区域内の急傾斜地（同法第

二条第一項に規定するものをいう。）の崩壊を助長し、又は誘発す

ることがないように施設しなければならない。 

第１０条（急傾斜地の崩壊の防止） 

１ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律

第５７号）に基づき急傾斜地崩壊危険区域として指定された地域に

設備を施設する場合には、急傾斜地崩壊防止工事の技術基準(同法

施行令第３条)によること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（火災による損傷の防止） 

第十一条 設計基準対象施設が火災によりその安全性が損なわれな

いよう、次に掲げる措置を講じなければならない。 

一 火災の発生を防止するため、次の措置を講ずること。 

イ 発火性又は引火性の物質を内包する系統の漏えい防止そ

の他の措置を講ずること。 

ロ 安全施設（設置許可基準規則第二条第二項第八号に規定す

る安全施設をいう。以下同じ。）には、不燃性材料又は難燃

性材料を使用すること。ただし、次に掲げる場合は、この限

りでない。 

（１） 安全施設に使用する材料が、不燃性材料又は難燃性

材料と同等以上の性能を有するもの（以下「代替材料」

という。）である場合 

（２） 安全施設の機能を確保するために必要な代替材料

の使用が技術上困難な場合であって、安全施設におけ

る火災に起因して他の安全施設において火災が発生す

ることを防止するための措置が講じられている場合 

ハ 避雷設備その他の自然現象による火災発生を防止するた

めの設備を施設すること。 

ニ 水素の供給設備その他の水素が内部に存在する可能性が

ある設備にあっては、水素の燃焼が起きた場合においても

発電用原子炉施設の安全性を損なわないよう施設するこ

第１１条（火災による損傷の防止） 

１ 第１１条に規定する措置とは、別途定める「実用発電用原子炉

及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（原規技発第

1306195 号（平成２５年６月１９日原子力規制委員会決定））によ

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第１号ロ（２）に規定する「安全施設の機能を確保するために必

要な代替材料の使用が技術上困難な場合であって、安全施設にお

ける火災に起因して他の安全施設において火災が発生することを

防止するための措置が講じられている場合」とは、ポンプ、弁等の

駆動部の潤滑油、機器躯体内部に設置される電気配線、不燃材料

の表面に塗布されるコーティング剤等、当該材料が発火した場合

においても、他の構築物、系統又は機器において火災を生じさせ

るおそれが小さい場合をいう。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

と。 

ホ 放射線分解により発生し、蓄積した水素の急速な燃焼によ

って、発電用原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場

合には、水素の蓄積を防止する措置を講ずること。 

二 火災の感知及び消火のため、次に掲げるところにより、早期

に火災発生を感知する設備（以下「火災感知設備」という。）

及び早期に消火を行う設備（以下「消火設備」という。）を施

設すること。 

イ 火災と同時に発生すると想定される自然現象により、その

機能が損なわれることがないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 消火設備にあっては、その損壊、誤作動又は誤操作が起き

た場合においても発電用原子炉施設の安全性が損なわれる

 

３ 第１号ホの規定については、「実用発電用原子炉及びその附属施

設の火災防護に係る審査基準」のほか、以下によること。 

・「放射線分解により発生し、蓄積した水素の急速な燃焼によって、

発電用原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合」とは、

水の放射線分解によって発電用原子炉で発生する水素が滞留、

蓄積される可能性のある配管等の損傷により、発電用原子炉の

安全性を損なうおそれがあることをいう。この場合において、

水素燃焼によっても破断可能性が極めて小さい配管内容積（１

～３０リットル程度）を有し、破断対策として元弁を閉じて破

断部を隔離できる配管（計装系配管等）にあっては、発電用原子

炉の安全性を損なうおそれがないものとみなすことができる。 

・「水素の蓄積を防止する措置」とは、「ＢＷＲ配管における混合

ガス（水素･酸素）蓄積防止に関するガイドライン」（平成１７年

１０月社団法人火力原子力発電技術協会）の本文のみならず、

具体的な評価手法等を規定した解説によること。 

（「社団法人火力原子力発電技術協会「ＢＷＲ配管における混合

ガス（水素･酸素）蓄積防止に関するガイドライン」に関する技

術評価書」（平成１７年１２月原子力安全・保安院、原子力安全

基盤機構取りまとめ） 

４ 第２号ロの規定について、消火設備の損壊、誤作動又は誤操作

が起きた場合のほか、火災感知設備の損壊、誤作動又は誤操作が
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

ことがないこと。 

三 火災の影響を軽減するため、耐火性能を有する壁の設置その

他の延焼を防止するための措置その他の発電用原子炉施設の火

災により発電用原子炉を停止する機能が損なわれることがない

ようにするための措置を講ずること。 

起きたことにより消火設備が作動した場合においても、発電用原

子炉施設の安全性を損なわないものであること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（発電用原子炉施設内における溢
いっ

水等による損傷の防止） 

第十二条 設計基準対象施設が発電用原子炉施設内における溢
いっ

水の

発生によりその安全性を損なうおそれがある場合は、防護措置そ

の他の適切な措置を講じなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 設計基準対象施設が発電用原子炉施設内の放射性物質を含む液

体を内包する容器、配管その他の設備から放射性物質を含む液体が

あふれ出るおそれがある場合は、当該液体が管理区域外へ漏えいす

ることを防止するために必要な措置を講じなければならない。 

第１２条（発電用原子炉施設内における溢
いっ

水等による損傷の防止） 

１ 第１項に規定する「発電用原子炉施設内における溢
いっ

水の発生」と

は、発電用原子炉施設内に設置された機器及び配管の破損（地震起

因を含む。）、消火系統等の作動、使用済燃料貯蔵プール（ＢＷＲ）

又は使用済燃料貯蔵ピット（ＰＷＲ）等のスロッシングその他の事

象により発生する溢
いっ

水をいう。 

２ 第１項に規定する「防護措置その他の適切な措置」とは、発電用

原子炉施設内部で発生が想定される溢
いっ

水に対し、運転状態にある場

合は原子炉を高温停止及び、引き続き低温停止することができ、並

びに放射性物質の閉じ込め機能を維持できる措置をすること、ま

た、停止状態にある場合は、引き続きその状態を維持できる措置を

いう。さらに、使用済燃料貯蔵プール（ＢＷＲ）又は使用済燃料貯

蔵ピット（ＰＷＲ）においては、プール冷却機能及びプールへの給

水機能を維持できる措置をいう。 

３ 第２項に規定する「容器、配管その他の設備」には、次に掲げる

設備を含む。 

・ ポンプ、弁 

・ 使用済燃料貯蔵プール（ＢＷＲ）、使用済燃料貯蔵ピット（Ｐ

ＷＲ） 

・ サイトバンカ貯蔵プール 

・ 原子炉ウェル、機器貯蔵プール（ＢＷＲ） 

・ 原子炉キャビティ（キャナルを含む。）（ＰＷＲ） 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（安全避難通路等） 

第十三条 発電用原子炉施設には、次に掲げる設備を施設しなければ

ならない。 

一 その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易に識別

できる安全避難通路 

二 照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわない避

難用の照明 

三 設計基準事故が発生した場合に用いる照明（前号の避難用の照

明を除く。）及びその専用の電源 

第１３条（安全避難通路等） 

 

 

 

 

 

 

１ 第３号に規定する「設計基準事故が発生した場合に用いる照明

（前号の避難用の照明を除く。）及びその専用の電源」は、昼夜、

場所を問わず、発電用原子炉施設内で事故対策のための作業が生じ

た場合に、作業が可能となる照明及び電源を施設すること。なお、

現場作業の緊急性との関連において、仮設照明（可搬型）の準備に

時間的余裕がある場合には、仮設照明による対応を考慮してもよ

い。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（安全設備） 

第十四条 第二条第二項第九号ハ及びホに掲げる安全設備は、当該安

全設備を構成する機械又は器具の単一故障（設置許可基準規則第

十二条第二項に規定する単一故障をいう。以下同じ。）が発生し

た場合であって、外部電源が利用できない場合においても機能で

きるよう、構成する機械又は器具の機能、構造及び動作原理を考

慮して、多重性又は多様性を確保し、及び独立性を確保するよう、

施設しなければならない。 

２ 安全設備は、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に

想定される全ての環境条件において、その機能を発揮することがで

きるよう、施設しなければならない。 

第１４条（安全設備） 

１ 第１項に規定する「単一故障」は、短期間では動的機器の単一故

障を、長期間では動的機器の単一故障又は静的機器の想定される単

一故障のいずれかをいう。ここで、 短期間と長期間の境界は24時

間を基本とし、例えば、ＰＷＲの非常用炉心冷却系及び格納容器熱

除去系の注入モードから再循環モードへの切り替え等のように、運

転モードの切り替えを行う場合は、その時点を短期間と長期間の境

界とする。 

２ 第２項の規定は、安全設備のほか、「発電用軽水型原子炉施設の

安全機能の重要度分類に関する審査指針（平成２年８月３０日原子

力安全委員会）」において規定される安全機能を有する構築物、系統

及び機器についても適用するものとする。 

３ 第２項に規定する「想定される全ての環境条件」とは、通常運転

時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、所定

の機能を期待されている構築物、系統及び機器が、その間にさらさ

れると考えられる全ての環境条件のことで、格納容器内の安全設備

であれば通常運転からＬＯＣＡ（冷却材喪失事故）時までの状態に

おいて考えられる圧力、温度、放射線、湿度をいう。また、「環境

条件」には、冷却材の性状（冷却材中の破損物等の異物を含む）が

含まれる。なお、配管内円柱状構造物が流体振動により破損物とし

て冷却材に流入することの評価に当たっては、日本機械学会「配管

内円柱状構造物の流力振動評価指針（JSME S012）」を適用すること。 
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４ 第２項について、安全設備のうち供用期間中において中性子照射

脆化の影響を受ける原子炉圧力容器にあっては、日本電気協会「原

子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験方法（JEAC 4206-

2007）」(以下「「破壊靭性の確認試験方法（JEAC 4206-2007）」」とい

う。)の規定に「日本電気協会「原子力発電所用機器に対する破壊靭

性の確認試験方法（JEAC 4206-2007）」の適用に当たって(別記－１)」

の要件を付したものに掲げる、破壊じん性の要求を満足すること。

この場合において、監視試験を行うに当たっては、日本電気協会「原

子炉構造材の監視試験方法（JEAC 4201-2007）」（以下「「監視試験方

法（JEAC 4201-2007）」」という。）、「原子炉構造材の監視試験方法

（JEAC 4201-2007）[2010年追補版]」（以下「「監視試験方法（JEAC 

4201-2007/2010）」」という。）及び「原子炉構造材の監視試験方法

（JEAC 4201-2007）[2013年追補版]」（以下「「監視試験方法（JEAC 

4201-2007/2013）」」という。）の規定に「日本電気協会「原子炉構造

材の監視試験方法（JEAC 4201）」の適用に当たって(別記－６)」の

要件を付したものによること。 

（「日本電気協会規格「原子炉構造材の監視試験方法」（JEAC 4201-

2007）及び「原子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験方法」

（JEAC 4206-2007）に関する技術評価書」（平成２１年８月原子力

安全・保安院、原子力安全基盤機構取りまとめ）、「日本電気協会「原

子炉構造材の監視試験方法(JEAC 4201-2007)[2010 年追補版]」に関

する技術評価書」（平成２３年５月原子力安全・保安院、原子力安全
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基盤機構取りまとめ）及び「日本電気協会「原子炉構造材の監視試

験方法(JEAC4201-2007)[2013 年追補版]」に関する技術評価書」（原

規技発1510073号（平成２７年１０月７日原子力規制委員会決定））） 
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（設計基準対象施設の機能） 

第十五条 設計基準対象施設は、通常運転時において発電用原子炉の

反応度を安全かつ安定的に制御でき、かつ、運転時の異常な過渡

変化時においても発電用原子炉固有の出力抑制特性を有するとと

もに、発電用原子炉の反応度を制御することにより核分裂の連鎖

反応を制御できる能力を有するものでなければならない。 

２ 設計基準対象施設は、その健全性及び能力を確認するため、発電

用原子炉の運転中又は停止中に必要な箇所の保守点検（試験及び

検査を含む。）ができるよう、施設しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

３ 設計基準対象施設は、通常運転時において容器、配管、ポンプ、

弁その他の機械又は器具から放射性物質を含む流体が著しく漏え

いする場合は、流体状の放射性廃棄物を処理する設備によりこれ

を安全に処理するように施設しなければならない。 

 

 

 

第１５条（設計基準対象施設の機能） 

 

 

 

 

 

１ 第２項に規定する「保守点検（試験及び検査を含む。）ができる

よう、施設しなければならない」とは、発電用原子炉施設が所要の

性能を確認するために必要な保守及び点検が可能な構造であり、

かつ、そのために必要な配置、空間等を備えたものであること。 

また、試験及び検査には、原子炉等規制法第４３条の３の１１

（使用前事業者検査等）及び同法第４３条の３の１６（定期事業

者検査）に規定する検査並びに技術基準規則第２１条、同規則第

３２条第４項、同規則第３５条第７号、同規則第４４条第１号ハ、

同条第２号ホ及び同条第５号ロに規定する試験を含む。 

２ 第３項に規定する「これを安全に処理するように施設しなければ

ならない」とは、通常運転時において容器、配管、ポンプ、弁その

他の機械器具からの放射性物質を含む流体が著しく漏えいする場

合（ＢＷＲの原子炉再循環ポンプ軸封部のコントロールリーク、 

高圧タービン等の軸封部からの漏えい防止のための衛帯（シール）

蒸気及び低圧タービンの空気の流入防止のための衛帯（シール）

蒸気を含む。）、液体にあってはこれらを原子炉格納容器内、原子



 

35 
 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

 

 

 

 

４ 設計基準対象施設に属する設備であって、蒸気タービン、ポンプ

その他の機器又は配管の損壊に伴う飛散物により損傷を受け、発

電用原子炉施設の安全性を損なうことが想定されるものには、防

護施設の設置その他の損傷防止措置を講じなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 設計基準対象施設に属する安全設備であって、第二条第二項第九

号ハに掲げるものは、二以上の発電用原子炉施設において共用し、

又は相互に接続するものであってはならない。ただし、二以上の

発電用原子炉施設と共用し、又は相互に接続することによって当

炉建屋、タービン建屋、原子炉補助建屋等に設けられた機器又は

床のそれぞれのドレンサンプ又はタンクに収集し、サンプ又はタ

ンクから放射性廃棄物処理設備に移送して適切に処理ができるよ

うな施設とすること。 

３ 第４項に規定する「蒸気タービンの損壊に伴う飛散物により損傷

を受け、発電用原子炉施設の安全性を損なうことが想定される」

とは、タービンミサイル発生時の対象物を破損する確率が１０－７

回／炉・年を超える場合をいう。 

「ポンプその他の機器又は配管の損壊に伴う飛散物により損傷

を受け、発電用原子炉施設の安全性を損なうことが想定される」

とは、ＰＷＲの原子炉冷却材ポンプフライホイールにあっては、

限界回転数が予想される最大回転数に比べて十分大きいことを確

認すれば安全性を損なうことが想定されないものと判断する。 

４ 第４項に規定する「その他の損傷防止措置」とは、（１）想定さ

れる飛散物の発生箇所と防護対象機器の距離を十分にとること、

又は、（２）想定される飛散物の飛散方向を考慮し、防護対象を損

傷し安全性を損なうことがないよう配置上の配慮又は多重性を考

慮すること。 

５ 第５項に規定する「設計基準対象施設に属する安全設備であっ

て、第二条第二項第九号ハに掲げるもの」については、「発電用軽

水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（平成

２年８月３０日原子力安全委員会決定）において、クラスＭＳ－
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該二以上の発電用原子炉施設の安全性が向上する場合は、この限

りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 前項の安全設備以外の安全設備を二以上の発電用原子炉施設と

共用し、又は相互に接続する場合には、発電用原子炉施設の安全性

を損なわないよう、施設しなければならない。 

１に分類される下記の機能を有する設備を対象とする 。 

・原子炉の緊急停止機能 

・未臨界維持機能 

・原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

・原子炉停止後の除熱機能 

・炉心冷却機能 

・放射性物質の閉じ込め機能並びに放射線の遮蔽及び放出低減

機能（ただし、可搬型再結合装置及び沸騰水型発電用原子炉施

設の排気筒（非常用ガス処理系排気管の支持機能を持つ構造

物）を除く。） 

・工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能 

・安全上特に重要な関連機能（第２条第２項第９号ホに掲げるも

のを含む。ただし、原子炉制御室遮蔽、取水口及び排水口 を除

く。） 

６ 第６項に規定する「前項の安全設備以外の安全設備」については、

「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査

指針」（平成２年８月３０日原子力安全委員会決定）において規定

される安全機能を有する構築物、系統及び機器のうち、第５項に

規定する「設計基準対象施設に属する安全設備であって、第二条

第二項第九号ハに掲げるもの」以外の設備を対象とする 。 
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（全交流動力電源喪失対策設備） 

第十六条 発電用原子炉施設には、全交流動力電源喪失時から重大事

故等（重大事故に至るおそれがある事故（運転時の異常な過渡変化

及び設計基準事故を除く。以下同じ。）又は重大事故をいう。以下

同じ。）に対処するために必要な電力の供給が交流動力電源設備か

ら開始されるまでの間、発電用原子炉を安全に停止し、かつ、発電

用原子炉の停止後に炉心を冷却するための設備が動作するととも

に、原子炉格納容器の健全性を確保するための設備が動作すること

ができるよう、これらの設備の動作に必要な容量を有する蓄電池そ

の他の設計基準事故に対処するための電源設備を施設しなければ

ならない。 

第１６条（全交流動力電源喪失対策設備） 

１ 第１６条に規定する「必要な容量」とは、発電用原子炉の停止、

停止後の冷却、原子炉格納容器の健全性の確保のために施設され

ている設備に必要な容量をいう。 
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（材料及び構造） 

第十七条 設計基準対象施設（圧縮機、補助ボイラー、蒸気タービン

（発電用のものに限る。）、発電機、変圧器及び遮断器を除く。）

に属する容器、管、ポンプ若しくは弁若しくはこれらの支持構造

物又は炉心支持構造物の材料及び構造は、次に定めるところによ

らなければならない。この場合において、第一号から第七号まで

及び第十五号の規定については、法第四十三条の三の十一第二項

に定める使用前事業者検査の確認を行うまでの間適用する。 

一 クラス１機器及びクラス１支持構造物に使用する材料は、次

に定めるところによること。 

イ クラス１機器又はクラス１支持構造物が、その使用される

圧力、温度、水質、放射線、荷重その他の使用条件に対して

適切な機械的強度及び化学的成分（使用中の応力その他の

使用条件に対する適切な耐食性を含む。）を有すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１７条（材料及び構造） 

１ 第８号から第１４号までの構造強度は、原子炉等規制法第４３条

の３の１４に基づき維持段階にも適用される。 

２ 第一項に規定する「法第四十三条の三の十一第二項に定める使用

前事業者検査の確認を行うまでの間適用する」とは、設計基準対

象施設（圧縮機、補助ボイラー、蒸気タービン（発電用のものに限

る。）、発電機、変圧器及び遮断器を除く。）に属する容器、管、ポ

ンプ若しくは弁若しくはこれらの支持構造物又は炉心支持構造物

の使用前に適用することをいう。 

 

３ 第１号イの「使用中の応力その他の使用条件に対する適切な耐食

性を含む」とは、日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建

設規格」（JSME S NC1-2001）及び（JSME S NC1-2005）【事例規格】

発電用原子力設備における「応力腐食割れ発生の抑制に対する考

慮」（NC-CC-002）（JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格 事

例規格 発電用原子力設備における｢応力腐食割れ発生の抑制に対

する考慮｣(JSME S NC-CC-002) 正誤表（平成 28年 2 月 17 日付け）

及び JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格 事例規格(NC-

CC-002)正誤表（令和元年 7月 12日付け）を含む。）によること。 

（「日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（2001

年版及び 2005 年版）事例規格「過圧防護に関する規定（NC-CC-001）」

及び事例規格「応力腐食割れ発生の抑制に対する考慮（NC-CC-002）」
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ロ クラス１容器に使用する材料にあっては、当該容器が使用

される圧力、温度、放射線、荷重その他の使用条件に対して

適切な破壊じん性を有することを機械試験その他の評価方

法により確認したものであること。 

ハ クラス１機器（クラス１容器を除く。）又はクラス１支持

構造物（クラス１管及びクラス１弁を支持するものを除

く。）に使用する材料にあっては、当該機器又は当該支持構

造物の最低使用温度に対して適切な破壊じん性を有するこ

とを機械試験その他の評価方法により確認したものである

こと。 

ニ クラス１機器又はクラス１支持構造物（棒及びボルトに限

る。）に使用する材料にあっては、有害な欠陥がないことを

非破壊試験により確認したものであること。 

二 クラス２機器及びクラス２支持構造物に使用する材料は、次

に定めるところによること。 

イ クラス２機器又はクラス２支持構造物が、その使用される

に関する技術評価書」（平成１８年８月原子力安全・保安院、原子力

安全基盤機構取りまとめ）及び「日本機械学会 設計・建設規格

（JSME S NC1）正誤表（令和元年 7月 12 日付け）等及び日本電気

協会 原子炉格納容器の漏えい率試験規程（JEAC4203-2008）正誤表

（平成 28年 12 月 13 日付け）等に関する技術評価書」（原規技発第

2001159 号（令和 2年 1月 15 日原子力規制委員会決定））） 

４ 第１号ロ、ハ、第２号ロ、第３号ロ、第５号ロの破壊じん性の規

定において、板厚の薄い材料や高ニッケル合金等脆性破壊が問題

とならないことが明白な材料については機械試験による確認に代

えて寸法や材質により確認することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の

材料及び構造については、第２号及び第９号の規定を準用すると

ともに、「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過
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圧力、温度、荷重その他の使用条件に対して適切な機械的強

度及び化学的成分を有すること。 

ロ クラス２機器に使用する材料にあっては、当該機器の最低

使用温度に対して適切な破壊じん性を有することを機械試

験その他の評価方法により確認したものであること。 

ハ クラス２機器に属する鋳造品にあっては、有害な欠陥がな

いことを非破壊試験により確認したものであること。 

三 クラス３機器（クラス３容器又はクラス３管をいう。以下同

じ。）に使用する材料は、次に定めるところによること。 

イ クラス３機器が、その使用される圧力、温度、荷重その他

の使用条件に対して適切な機械的強度及び化学的成分を有

すること。 

ロ 工学的安全施設に属するクラス３機器に使用する材料に

あっては、当該機器の最低使用温度に対して適切な破壊じ

ん性を有することを機械試験その他の評価方法により確認

したものであること。 

四 クラス４管に使用する材料は、当該管が使用される圧力、温

度、荷重その他の使用条件に対して適切な機械的強度及び化学

的成分を有すること。 

五 原子炉格納容器（コンクリート製原子炉格納容器を除く。以

下この号において同じ。）及び原子炉格納容器支持構造物に使

用する材料は、次に定めるところによること。 

装置の性能評価等について（内規）」（平成２０・０２・１２原院第

5 号（平成２０年２月２７日原子力安全・保安院制定））に適合す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 第３号ロの「工学的安全施設に属するクラス３機器」には非常用

ディーゼル発電機の冷却系が含まれる。 

（「安全設計分野及び放射線管理分野における日本電気協会規格に

関する技術評価書」（平成１７年１２月原子力安全・保安院、原子

力安全基盤機構取りまとめ）） 
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イ 原子炉格納容器又は原子炉格納容器支持構造物が、その使

用される圧力、温度、湿度、荷重その他の使用条件に対して

適切な機械的強度及び化学的成分を有すること。 

ロ 原子炉格納容器又は原子炉格納容器支持構造物の最低使

用温度に対して適切な破壊じん性を有することを機械試験

その他の評価方法により確認したものであること。 

六 コンクリート製原子炉格納容器のコンクリート部及び鋼製内

張り部等に使用する材料は、次に定めるところによること。 

イ コンクリートにあっては、当該原子炉格納容器が使用され

る圧力、温度、荷重その他の使用条件に対して適切な圧縮強

度を有すること。 

ロ コンクリートにあっては、有害な膨張及び鉄筋腐食を起こ

さないよう、長期の耐久性を有すること。 

ハ コンクリート部に強度部材として使用する鉄筋並びに緊

張材及び定着具（以下「鉄筋等」という。）にあっては、当

該原子炉格納容器が使用される圧力、温度、荷重その他の使

用条件に対して適切な機械的強度、化学的成分及び形状寸

法を有すること。 

ニ 鋼製内張り部等に使用する材料にあっては、前号イ及びロ

の規定に準ずること。 

七 炉心支持構造物に使用する材料は、第一号イ、ハ及びニの規

定に準ずること。 
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八 クラス１機器及びクラス１支持構造物の構造及び強度は、次

に定めるところによること。 

イ クラス１機器にあっては、最高使用圧力、最高使用温度及

び機械的荷重が負荷されている状態（以下「設計上定める条

件」という。）において、全体的な変形を弾性域に抑えるこ

と。 

ロ クラス１支持構造物にあっては、運転状態Ⅰ及び運転状態

Ⅱにおいて、全体的な変形を弾性域に抑えること。 

ハ クラス１容器（オメガシールその他のシールを除く。）、

クラス１管、クラス１弁及びクラス１支持構造物にあって

は、運転状態Ⅲにおいて、全体的な塑性変形が生じないこ

と。ただし、構造上の不連続部における局部的な塑性変形は

この限りでない。 

ニ クラス１容器（オメガシールその他のシールを除く。）、

クラス１管及びクラス１支持構造物にあっては、運転状態

Ⅳにおいて、延性破断に至る塑性変形が生じないこと。 

 

 

ホ クラス１容器（ボルトその他の固定用金具、オメガシール

その他のシールを除く。）にあっては、試験状態において、

全体的な塑性変形が生じないこと。ただし、構造上の不連続

部における局部的な塑性変形はこの限りでない。 

 

 

７ 第８号イ及びロ、第９号イ、第１０号イ並びに第１２号イの「全

体的な変形を弾性域に抑えること」とは、構造上の全体的な変形

を弾性域に抑えることに加え、材料の引張り強さに対しても十分

な構造強度を有することをいう。 

８ 第８号イ、ロ、ハ及びニの適用に当たっては、解析により以下を

確認すること。 

（１）イ及びロの「全体的な変形を弾性域に抑える」とは、一般部

に加え、構造不連続部にあっても塑性変形を許容しないこと。 

（２）ハの「全体的な塑性変形が生じないこと。ただし、構造上の

不連続部における局部的な塑性変形はこの限りではない。」とは、

応力が集中する箇所である「構造上の不連続部」にのみ一時的な

荷重による塑性変形を許容するが、構造体の機能低下に至るよう

な塑性変形は許容しないこと。 

（３）ニの「延性破断に至る塑性変形が生じないこと」とは、箇所

の限定なしに塑性変形が生じることを許容するが、構造体の著

しい機能喪失に至るような塑性変形は許容しないこと。 

９ 第８号ホ及びヘの「ボルトその他の固定用金具」とは、ボルト及

びナット等をいう。ハからホの「オメガシールその他のシール」と

は、オメガシール及びキャノピーシールをいう。 
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ヘ クラス１容器（ボルトその他の固定用金具を除く。）、ク

ラス１管、クラス１弁（弁箱に限る。）及びクラス１支持構

造物にあっては、運転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱにおいて、進行

性変形が生じないこと。 

ト クラス１容器、クラス１管、クラス１弁（弁箱に限る。）

及びクラス１支持構造物にあっては、運転状態Ⅰ及び運転

状態Ⅱにおいて、疲労破壊が生じないこと。 

チ クラス１容器（胴、鏡板及び外側から圧力を受ける円筒形

又は管状のものに限る。）にあっては、運転状態Ⅰ、運転状

態Ⅱ、運転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳ並びに試験状態において、

座屈が生じないこと。 

リ クラス１管にあっては、設計上定める条件において、座屈

が生じないこと。 

ヌ クラス１支持構造物にあっては、運転状態Ⅰ、運転状態Ⅱ、

運転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳにおいて、座屈が生じないこと。 

ル ロ、ハ、ニ、ヘ、ト及びヌにかかわらず、クラス１支持構

造物であって、クラス１容器に溶接により取り付けられ、そ

の損壊により、クラス１容器の損壊を生じさせるおそれが

あるものにあっては、クラス１容器の規定に準ずること。 

九 クラス２機器及びクラス２支持構造物の構造及び強度は、次

に定めるところによること。 

イ クラス２機器にあっては、設計上定める条件において、全

１０ 第８号ヘの「進行性変形」とは、内圧などによる一定の応力（一

次応力）が加わった状態で、熱応力等（二次応力）による変形（ひ

ずみ）が弾性的挙動を示す領域を超え繰り返し加えられる場合に、

その変形（ひずみ）が一方向に蓄積されるもので、「進行性変形が

生じないこと」とは、その二次応力による変形（ひずみ）を弾性的

挙動を示す範囲内に抑えること。 

１１ 第１号から第５号まで、第７号から第１２号まで及び第１４号

の規定に適合する材料及び構造とは、「設計・建設規格 2005(2007)」

又は「設計・建設規格 2012」及び日本機械学会「発電用原子力設備

規格 材料規格（2012 年版）（JSME S NJ1-2012）」（以下「「材料規

格 2012」」という。）の規定に、「日本機械学会「設計・建設規格」

及び「材料規格」の適用に当たって（別記－２）」の要件を付した

ものによること。ただし、施設時に「設計・建設規格 2005(2007)」

又は「設計・建設規格 2012」及び「材料規格 2012」が適用されて

いない設計基準対象施設については、施設時に適用された規格（「発

電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和５５年通商産業省

告示第５０１号）」等）によること。 

（「設計・建設規格 2007 技術評価書」、「設計・建設規格 2012 技術

評価書」及び「日本機械学会「発電用原子力設備規格 材料規格

（2012 年版）」（JSME S NJ1-2012）に関する技術評価書」（原規技発

第 1408062 号（平成２６年８月６日原子力規制委員会決定。以下

「「材料規格 2012 技術評価書」」という。）） 
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体的な変形を弾性域に抑えること。 

ロ クラス２機器に属する伸縮継手にあっては、設計上定める

条件で応力が繰り返し加わる場合において、疲労破壊が生

じないこと。 

ハ クラス２管（伸縮継手を除く。）にあっては、運転状態Ⅰ

及び運転状態Ⅱにおいて、疲労破壊が生じないこと。 

ニ クラス２容器及びクラス２管にあっては、設計上定める条

件において、座屈が生じないこと。 

ホ クラス２支持構造物であって、クラス２機器に溶接により

取り付けられ、その損壊によりクラス２機器に損壊を生じ

させるおそれがあるものにあっては、運転状態Ⅰ及び運転

状態Ⅱにおいて、延性破断及び座屈が生じないこと。 

十 クラス３機器の構造及び強度は、次に定めるところによるこ

と。 

イ 設計上定める条件において、全体的な変形を弾性域に抑え

ること。 

ロ クラス３機器に属する伸縮継手にあっては、設計上定める

条件で応力が繰り返し加わる場合において、疲労破壊が生

じないこと。 

ハ 設計上定める条件において、座屈が生じないこと。 

十一 クラス４管の構造及び強度は、設計上定める条件において、

延性破断に至る塑性変形を生じないこと。 

ウェルドオーバーレイ工法を適用する場合は、第１号及び第８号の

規定に適合するため、「ウェルドオーバーレイ工法の適用に当たっ

て（別記－３）」によること。 
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十二 原子炉格納容器（コンクリート製原子炉格納容器を除く。）

及び原子炉格納容器支持構造物の構造及び強度は、次に定める

ところによること。 

イ 原子炉格納容器（ロに掲げる部分を除く。）にあっては、

設計上定める条件において、全体的な変形を弾性域に抑え

ること。 

ロ 原子炉格納容器のうち著しい応力が生ずる部分及び特殊

な形状の部分にあっては、第八号イ、ハ、ニ及びホのクラス

１容器の規定を準用する。 

ハ 原子炉格納容器支持構造物にあっては、第八号ロ、ハ及び

ニのクラス１支持構造物の規定を準用する。 

ニ 原子炉格納容器のうち著しい応力が生ずる部分及び特殊

な形状の部分並びに原子炉格納容器支持構造物にあって

は、運転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱにおいて、進行性変形による

破壊が生じないこと。 

ホ 原子炉格納容器の伸縮継手にあっては、設計上定める条件

で応力が繰り返し加わる場合において、疲労破壊が生じな

いこと。 

ヘ 原子炉格納容器のうち著しい応力が生ずる部分及び特殊

な形状の部分並びに原子炉格納容器支持構造物にあって

は、運転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱにおいて、疲労破壊が生じな

いこと。 
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ト 原子炉格納容器にあっては、設計上定める条件並びに運転

状態Ⅲ及び運転状態Ⅳにおいて、座屈が生じないこと。 

チ 原子炉格納容器支持構造物にあっては、運転状態Ⅰ、運転

状態Ⅱ、運転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳにおいて、座屈が生じな

いこと。 

十三 コンクリート製原子炉格納容器の構造及び強度は、次に定

めるところによること。 

イ コンクリートにあっては、荷重状態Ⅰ、荷重状態Ⅱ及び荷

重状態Ⅲにおいて圧縮破壊が生じず、かつ、荷重状態Ⅳにお

いてコンクリート製原子炉格納容器が大きな塑性変形に至

る圧縮破壊が生じないこと。 

ロ 鉄筋等にあっては、荷重状態Ⅰ、荷重状態Ⅱ及び荷重状態

Ⅲにおいて降伏せず、かつ、荷重状態Ⅳにおいて破断に至る

ひずみが生じないこと。 

ハ コンクリート部にあっては、荷重状態Ⅰ、荷重状態Ⅱ及び

荷重状態Ⅲにおいてせん断破壊が生じず、かつ、荷重状態Ⅳ

においてコンクリート製原子炉格納容器が大きな塑性変形

に至るせん断破壊が生じないこと。 

ニ ライナプレート（貫通部スリーブが取り付く部分を除く。）

にあっては、荷重状態Ⅰ及び荷重状態Ⅱにおいて著しい残

留ひずみが生じず、かつ、荷重状態Ⅲ及び荷重状態Ⅳにおい

て破断に至らないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 第１３号イの「荷重状態Ⅰ、荷重状態Ⅱ及び荷重状態Ⅲにおい

て圧縮破壊が生じず」とは、原子炉格納容器のコンクリートが弾

性状態を保持することであり、「荷重状態Ⅳにおいてコンクリート

製原子炉格納容器が大きな塑性変形に至る圧縮破壊が生じないこ

と。」とは、若干の塑性変形は許容するが、圧縮破壊が生じない変

形（ひずみ）までに制限することであり、圧縮応力による塑性変形

が過大な状態又は圧縮破壊を生じている状態は許容しないこと。 

１３ 第１３号ハの「荷重状態Ⅰ、荷重状態Ⅱ及び荷重状態Ⅲにおい

てせん断破壊が生じず」とは、原子炉格納容器のコンクリート部

が、塑性変形が過大な状態又はせん断破壊を生じている状態に対

して十分な余裕を保持することであり、「荷重状態Ⅳにおいてコン

クリート製原子炉格納容器が大きな塑性変形に至るせん断破壊が

生じないこと。」とは、若干の塑性変形は許容するが、せん断応力

による塑性変形が過大な状態又はせん断破壊を生じている状態は

許容しないこと。 
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ホ ライナプレート（貫通部スリーブが取り付く部分を除く。）

にあっては、ニの規定によるほか、第十二号ヘの原子炉格納

容器の規定を準用する。 

ヘ ライナプレート（貫通部スリーブが取り付く部分に限

る。）、貫通部スリーブ及び定着金具（ライナプレートに取

り付ける定着金具であって、全ての荷重状態において全体

的な変形を弾性域に抑えることができるものを除く。）にあ

っては、第十二号ハ、ニ、ヘ及びチの原子炉格納容器支持構

造物の規定を準用する。この場合において、第十二号中「運

転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱ」とあるのは「荷重状態Ⅰ及び荷重

状態Ⅱ」と、「運転状態Ⅰ、運転状態Ⅱ、運転状態Ⅲ及び運

転状態Ⅳ」とあるのは「荷重状態Ⅰ、荷重状態Ⅱ、荷重状態

Ⅲ及び荷重状態Ⅳ」と読み替えるものとする。 

ト ナックルにあっては、第十二号ロ、ニ及びヘの原子炉格納

容器のうち著しい応力が生ずる部分及び特殊な形状の部分

の規定を準用する。 

十四 炉心支持構造物の構造及び強度は、次に定めるところによ

ること。 

イ 設計上定める条件において、全体的な変形を弾性域に抑え

ること。 

ロ 運転状態Ⅲにおいて、全体的な塑性変形が生じないこと。

ただし、構造上の不連続部における局部的な塑性変形はこ

 

 

 

１４ 第１３号ヘの規定において、「全ての荷重状態において全体的

な変形を弾性域に抑えることができる」とは、機械的荷重に対す

る許容荷重として弾性変形の範囲に抑えることに加え、内張り鋼

板に生ずる強制ひずみにより定着金具に生ずる変位量が、破断変

位に対し十分な裕度を有することをいう。 

１５ 第６号及び１３号の規定に適合する材料及び構造とは、日本機

械学会「コンクリート製原子炉格納容器規格」の規定に、「日本機

械学会「コンクリート製原子炉格納容器規格」の適用に当たって（別

記－４）」の要件を付したものによること。なお、この規則の施行

の際現に施設し、又は着手した設計基準対象施設については、施設

時に適用された規格（「コンクリート製原子炉格納容器に関する構

造等の技術基準（平成２年通商産業省告示第４５２号）」等）によ

ること。 

（「日本機械学会「コンクリート製原子炉格納容器規格（JSME S 

NE1-2003）」技術評価書」（平成１７年７月原子力安全・保安院、原

子力安全基盤機構取りまとめ）） 
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の限りでない。 

ハ 運転状態Ⅳにおいて、延性破断に至る塑性変形が生じない

こと。 

ニ 炉心支持構造物にあっては、運転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱに

おいて、進行性変形による破壊が生じないこと。 

ホ 運転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱにおいて、疲労破壊が生じない

こと。 

ヘ 運転状態Ⅰ、運転状態Ⅱ、運転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳにお

いて、座屈が生じないこと。 

十五 クラス１容器、クラス１管、クラス２容器、クラス２管、ク

ラス３容器、クラス３管、クラス４管及び原子炉格納容器のう

ち主要な耐圧部の溶接部（溶接金属部及び熱影響部をいう。）

は、次に定めるところによること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１６ 第１５号に規定する「主要な耐圧部の溶接部」とは、以下に掲

げるものの溶接部をいう。 

（１）－① 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設、原子炉冷却系統施

設（蒸気タービンを除く。以下同じ。）、計測制御系統施設、放射

性廃棄物の廃棄施設（排気筒を除く。以下同じ。）又は放射線管

理施設に属する容器（（２）－①に規定する容器を除く。）又はこ

れらの設備に属する外径１５０ｍｍ以上の管（（３）及び（４）

に規定するものを除く。）であって、その内包する放射性物質の

濃度が、３７ｍＢｑ／ｃｍ３（その内包する放射性物質が液体に

ある場合は、３７ｋＢｑ／ｃｍ３)未満のもののうち、次に定め

る圧力以上の圧力を加えられる部分（以下「耐圧部」）について

溶接を必要とするもの 

イ 水用の容器又は管であって、最高使用温度１００℃未満の
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ものについては、最高使用圧力１９６０ｋＰａ  

ロ 液化ガス（通常の使用状態での温度における飽和圧力が１

９６ｋＰａ以上であって現に液体の状態であるもの又は圧力

が１９６ｋＰａにおける飽和温度が３５℃以下であって現に

液体の状態であるものをいう。以下同じ。）用の容器又は管に

ついては、最高使用圧力０ｋＰａ 

ハ イ又はロに規定する容器以外の容器については、最高使用

圧力９８ｋＰａ 

ニ イ又はロに規定する管以外の管については、最高使用圧力

９８０ｋＰａ（長手継手の部分にあっては、４９０ｋＰａ） 

（１）－② 非常用電源設備又は補機駆動用燃料設備（非常用電源設

備及び補助ボイラーに係るものを除く。）に属する容器のうち、

耐圧部について溶接を必要とするもの 

（１）－③ 非常用電源設備、火災防護設備又は区画排水設備に係る

外径１５０ｍｍ以上の管のうち、耐圧部について溶接を必要と

するもの 

（２）－① 原子炉本体又は原子炉格納施設に属する容器 

（２）－② 原子炉冷却系統施設、計測制御系統施設又は放射線管理

施設に属する容器であって非常時に安全装置として使用される

もの 

（３）原子炉本体に属する容器又は原子炉格納容器に取り付けられる

管のうち、それが取付けられる当該容器から最も近い止め弁ま
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イ 不連続で特異な形状でないものであること。 

での部分 

（４）原子炉冷却系統施設、計測制御系統施設、放射線管理施設又は

原子炉格納施設のうち原子炉格納容器安全設備、放射性物質濃

度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容器再循環

設備若しくは圧力逃がし装置に属する管であって、非常時に安

全装置として使用されるもの（（３）に規定するものを除く。） 

（５）核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設、原子炉冷却系統施設、計

測制御系統施設、放射性廃棄物の廃棄施設若しくは 放射線管理

施設に属する容器（（２）－②に規定するものを除く。）又はこれ

らの施設に属する外径６１ｍｍ（最高使用圧力９８ｋＰａ未満

の管にあっては、１００ｍｍ）を超える管（（３）（４）に規定す

るものを除く。）であって、その内包する放射性物質の濃度が３

７ｍＢｑ／ｃｍ３（その内包する放射性物質が液体中にある場合

は、３７ｋＢｑ／ｃｍ３）以上のもの 

（６）上記（１）～（５）に規定する容器又は管の耐圧部に取付く溶

接部（非耐圧部である場合を含む。） 

（例） ・キャノピーシールの溶接部 

・管と管板との溶接部 

・耐圧部材に直接溶接されるラグ、ブラケット等であ

って地震、熱膨張、反力、重量、振動等による過

度の変位を防止するために施設されるもの 

１７ 第１５号イに規定する「不連続で特異な形状でないもの」とは、
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ロ 溶接による割れが生ずるおそれがなく、かつ、健全な溶接

部の確保に有害な溶込み不良その他の欠陥がないことを非

破壊試験により確認したものであること。 

 

 

 

 

 

ハ 適切な強度を有するものであること。 

ニ 機械試験その他の評価方法により適切な溶接施工法、溶接

設備及び技能を有する溶接士であることをあらかじめ確認

したものにより溶接したものであること。 

溶接部の設計において、溶接部の開先等の形状に配慮し、鋭い切

欠き等の不連続で特異な形状でないものをいう。 

１８ 第１５号ロに規定する「溶接による割れが生ずるおそれがな

く」とは、溶接後の非破壊試験において割れがないことに加え、溶

接時の有害な欠陥により割れが生じるおそれがないことをいい、

「健全な溶接部の確保に有害な溶込み不良その他の欠陥がないこ

と」とは、溶接部の設計及び形状が溶込み不足を生じがたいもの

であり、溶接部の表面及び内部に有害な欠陥がないことをいう。 

１９ 第１５号ロに規定する「非破壊試験」は、放射線透過試験、超

音波探傷試験、磁粉探傷試験、浸透探傷試験、目視試験等をいう。 

２０ 第１５号ハに規定する「適切な強度を有する」とは、母材と同

等以上の機械的強度を有するものであることをいう。 

２１ 第１５号の規定に適合する溶接部は、次の（１）又は（２）の

いずれかに適合したものをいう。 

（１）日本機械学会「発電用原子力設備規格 溶接規格（2007 年

版）（JSME S NB1-2007）」（以下「「溶接規格 2007」」という。）

及び「設計・建設規格 2005(2007)」の規定に「日本機械学会「溶

接規格」等の適用に当たって（別記－５）」の要件を付したも

の 

（２）日本機械学会「発電用原子力設備規格 溶接規格（2012 年版

（2013 年追補を含む。））（JSME S NB1-2012/2013）」（以下「「溶

接規格 2012(2013)」」という。）及び「設計・建設規格 2012」
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の規定に「日本機械学会「設計・建設規格」及び「材料規格」

の適用に当たって（別記－２）」及び「日本機械学会「溶接規

格」等の適用に当たって（別記－５）」の要件を付したもの 

（「日本機械学会「発電用原子力設備規格 溶接規格」（2007 年版）

に関する技術評価書」（平成２０年１０月原子力安全・保安院、原

子力安全基盤機構取りまとめ。以下「「溶接規格 2007 技術評価書」」

という。）、「日本機械学会「発電用原子力設備規格 溶接規格 2012

年版/2013 年追補」（JSME S NB1-2012/2013）に関する技術評価書」

（原規技発 1502041 号（平成２７年２月４日原子力規制委員会決

定。以下「「溶接規格 2012(2013)技術評価書」」という。））、「設計・

建設規格 2007 技術評価書」及び「設計・建設規格 2012 技術評価

書」） 

なお、ウェルドオーバーレイ工法を適用する場合は、「ウェルド

オーバーレイ工法の適用に当たって（別記－３）」によること。 
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（使用中の亀裂等による破壊の防止） 

第十八条 使用中のクラス１機器、クラス１支持構造物、クラス２機

器、クラス２支持構造物、クラス３機器、クラス４管、原子炉格納

容器、原子炉格納容器支持構造物及び炉心支持構造物には、その

破壊を引き起こす亀裂その他の欠陥があってはならない。 

２ 使用中のクラス１機器の耐圧部分には、その耐圧部分を貫通する

亀裂その他の欠陥があってはならない。 

第１８条（使用中の亀裂等による破壊の防止） 

１ 第１項に規定する｢その破壊を引き起こす亀裂その他の欠陥｣と

は、「実用発電用原子炉及びその附属施設における破壊を引き起こ

す亀裂その他の欠陥の解釈」（原規技発第1408063号（平成２６年８

月６日原子力規制委員会決定））（以下「亀裂解釈という」。）による

こと。 
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（流体振動等による損傷の防止） 

第十九条 燃料体及び反射材並びに炉心支持構造物、熱遮蔽材並びに

一次冷却系統に係る容器、管、ポンプ及び弁は、一次冷却材又は二

次冷却材の循環、沸騰その他の一次冷却材又は二次冷却材の挙動に

より生ずる流体振動又は温度差のある流体の混合その他の一次冷

却材又は二次冷却材の挙動により生ずる温度変動により損傷を受

けないように施設しなければならない。 

第１９条（流体振動等による損傷の防止） 

１ 「流体振動により損傷を受けないように施設しなければならな

い」とは、流れの乱れ、渦、気泡等に起因する高サイクル疲労によ

る損傷の発生防止を規定するものであり、以下の措置を講ずるこ

と。 

・蒸気発生器伝熱管群の曲げ部については、日本機械学会「発電用

原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版）（JSME S NC1-2005）」

（以下「「設計・建設規格 2005」」という。）PVB-3600 又は「設計・

建設規格 2012」PVB-3600 に「日本機械学会「設計・建設規格」

及び「材料規格」の適用に当たって（別記－２）の要件を付した

ものによること。 

・管に設置された円柱状構造物で耐圧機能を有するものについて

は、日本機械学会「配管内円柱状構造物の流力振動評価指針」

（JSME S012）に規定する手法を適用すること。 

（「日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME 

S NC1）」(2005年改訂版)並びに流力振動及び高サイクル熱疲労に関

する評価指針の技術評価書」（平成１７年１２月原子力安全・保安

院、原子力安全基盤機構取りまとめ）及び「設計・建設規格2012技

術評価書」） 

２ 「温度差のある流体の混合等により生ずる温度変動により損傷を

受けないように施設しなければならない」とは、日本機械学会「配

管の高サイクル熱疲労に関する評価指針」（JSME S017）に規定する
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手法を適用し、損傷の発生防止措置を講ずること。 

（「日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S 

NC1）」(2005年改訂版)並びに流力振動及び高サイクル熱疲労に関

する評価指針の技術評価書」（平成１７年１２月原子力安全・保安

院、原子力安全基盤機構取りまとめ）） 

３ 配管内円柱状構造物の流力振動及び配管の高サイクル熱疲労に

ついては、一次冷却材が循環する施設として、原子炉冷却材浄化系、

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）（ＢＷＲ）及び化学体積制

御系、余熱除去系（ＰＷＲ）を含めて措置を講ずること。 
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（安全弁等） 

第二十条 設計基準対象施設（蒸気タービン（発電用のものに限る。）、

発電機、変圧器及び遮断器を除く。以下この条において同じ。）に

は、次に定めるところにより安全弁又は逃がし弁（以下この条に

おいて「安全弁」という。）を設けなければならない。 

一 安全弁等は、確実に作動する構造を有すること。 

二 安全弁等の弁軸は、弁座面からの漏えいを適切に防止できる

構造であること。 

三 安全弁等の材料は、次に定めるところによること。 

イ クラス１容器及びクラス１管に取り付けられる安全弁等

の材料にあっては、第十七条第一号の規定に準ずること。 

ロ クラス２容器及びクラス２管に取り付けられる安全弁等

の材料にあっては、第十七条第二号の規定に準ずること。 

四 補助作動装置付きのものにあっては、当該補助作動装置が故

障しても所要の吹き出し容量が得られる構造であること。 

五 原子炉圧力容器（加圧器がある場合は、加圧器。以下この号に

おいて同じ。）にあっては、次に定めるところによること。 

イ 背圧の影響によりその作動に支障を生ずることを防止す

るためベローズが設けられた安全弁（第七号において「ベロ

ーズ付き安全弁」という。）を適当な箇所に二個以上設ける

こと。 

ロ 安全弁の容量の合計は、当該安全弁の吹き出し圧力と設置

第２０条（安全弁等） 

１ 第２０条に規定する「安全弁等」とは、安全弁（蒸気又は他のガ

ス用に使用されるもの）及び逃がし弁（水又は他の液体用に使用

されるもの）をいう。 

２ 第２０条に規定する安全弁等は、次の（１）又は（２）のいずれ

かによること。 

（１）「設計・建設規格2005」の第１０章（安全弁等）及び日本機

械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-

2001）（JSME S NC1-2005）【事例規格】過圧防護に関する規定」

（NC-CC-001）（以下「「過圧防護規定」」という。）（JSME 発電

用原子力設備規格 設計・建設規格 事例規格 NC-CC-

001/NC-CC-001-1正誤表（令和元年７月１２日付け）を含む。） 

（２）「設計・建設規格2012」の第１０章（安全弁等）及び「過圧

防護規定」（JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格 事

例規格 NC-CC-001/NC-CC-001-1正誤表（令和元年７月１２日

付け）を含む。） 

（「日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格」

（2001年版及び2005年版）事例規格「過圧防護に関する規定

（NC-CC-001）」及び事例規格「応力腐食割れ発生の抑制に対す

る考慮（NC-CC-002）」に関する技術評価書」（平成１８年８月

原子力安全・保安院、原子力安全基盤機構取りまとめ）、「設計・

建設規格2012技術評価書」及び「日本機械学会 設計・建設規
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個数とを適切に組み合わせることにより、当該原子炉圧力

容器の過圧防止に必要な容量以上であること。ただし、安全

弁以外の過圧防止効果を有する装置を有するものにあって

は、当該装置の過圧防止能力に相当する値を減ずることが

できる。 

六 蒸気発生器にあっては、次に定めるところによること。 

イ 安全弁を適当な箇所に二個以上設けること。 

ロ 安全弁の容量の合計は、当該安全弁の吹き出し圧力と設置

個数とを適切に組み合わせることにより、当該蒸気発生器

の過圧防止に必要な容量以上であること。 

ハ 安全弁は、吹き出し圧力を下回った後に、速やかに吹き止

まること。 

七 減圧弁を有する管であって、低圧側の部分又はこれに接続す

る設計基準対象施設に属する容器、管、ポンプ若しくは弁が高

圧側の圧力に耐えるように設計されていないものにあっては、

次に定めるところによること。 

イ クラス１管にあっては、ベローズ付き安全弁を減圧弁の低

圧側にこれに接近して二個以上設けること。 

ロ イに掲げる管以外の管にあっては、安全弁等を減圧弁の低

圧側にこれに接近して一個以上設けること。 

ハ 安全弁等の容量の合計は、当該安全弁等の吹き出し圧力と

設置個数とを適切に組み合わせることにより、減圧弁が全

格（JSME S NC1）正誤表（令和元年7月12日付け）等及び日本

電気協会 原子炉格納容器の漏えい率試験規程（JEAC4203-

2008）正誤表（平成28年12月13日付け）等に関する技術評価書」

（原規技発第2001159号（令和2年1月15日原子力規制委員会決

定））） 

なお、既設プラントの安全弁等については、施設時に適用された 

以下の告示によることができる。 

・通商産業省「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭

和５５年通商産業省告示第５０１号）」の第１０１条、第１０

２条及び第１０３条の規定 

・通商産業省「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭

和４５年通商産業省告示第５０１号）」の第７２条及び第７３

条の規定 

・通商産業省「発電用原子力設備に関する技術基準の細目を定め

る告示（昭和４０年通商産業省告示第２７２号）」の第２３条

及び第２４条の規定  
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開したとき管の低圧側の部分及びこれに接続する設計基準

対象施設に属する容器、管、ポンプ若しくは弁の過圧防止に

必要な容量以上であること。 

ニ 安全弁は、吹き出し圧力を下回った後に、速やかに吹き止

まること。 

八 設計基準対象施設に属する容器（第五号、第六号及び第三項

に掲げる容器、補助ボイラー並びに原子炉格納容器を除く。）

又は管（前号に掲げるものを除く。）であって、内部に過圧が

生ずるおそれがあるものにあっては、第六号ロ並びに前号イ、

ロ及びニの規定に準じて安全弁等を適当な箇所に設けること。 

２ 前項の場合において、安全弁等の入口側又は出口側に破壊板を設

ける場合は、次に定めるところによらなければならない。 

一 安全弁等の入口側に設ける場合は、次に定めるところによる

こと。 

イ 破壊板の吹き出し圧力は、当該容器の最高使用圧力以下の

圧力であること。 

ロ 破壊板の破壊により安全弁等の機能を損なわないように

すること。 

二 安全弁等の出口側に設ける場合は、次に定めるところによる

こと。 

イ 破壊板は、安全弁等の作動を妨げないように低圧で破壊す

るものであること。 
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ロ 破壊板の吹き出し圧力に安全弁等の吹き出し圧力を加え

た圧力が、過圧防止に必要な吹き出し圧力より小さくなる

こと。 

ハ 破壊板を支持する構造は、流体が排出する場合の通過面積

が安全弁等の出口の面積以上となるものであること。 

ニ 破壊板の破壊により吹き出し管の機能を損なわないよう

にすること。 

３ 設計基準対象施設に属する容器であって、内部に液体炭酸ガスそ

の他の安全弁等の作動を不能にするおそれがある物質を含むもの

には、次に定めるところにより破壊板を設けなければならない。 

一 吹き出し圧力と設置個数とを適切に組み合わせることによ

り、当該容器の過圧防止に必要な容量以上となるように、適当

な箇所に一個以上設けること。 

二 容器と破壊板との連絡管の断面積は、破壊板の断面積以上で

あること。 

４ 第一項又は前項の場合において、安全弁等又は破壊板の入口側又

は出口側に止め弁を設ける場合は、発電用原子炉を起動させると

き及び運転中に、止め弁が全開していることを確認できる装置を

設けなければならない。 

５ 設計基準対象施設に属する容器又は管であって、内部が大気圧未

満となることにより外面に設計上定める圧力を超える圧力を受け

るおそれがあるものには、次に定めるところにより過圧防止に必
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要な容量以上となるように真空破壊弁を設けなければならない。 

一 真空破壊弁の材料は、次に定めるところによること。 

イ クラス１容器及びクラス１管に取り付けられる真空破壊

弁の材料にあっては、第十七条第一号の規定に準ずること。 

ロ 原子炉格納容器、クラス２容器及びクラス２管に取り付け

られる真空破壊弁の材料にあっては、第十七条第二号の規

定に準ずること。 

二 原子炉格納容器にあっては、真空破壊弁を適当な箇所に二個

以上設けること。 

三 前号に掲げる容器以外の容器又は管にあっては、真空破壊弁

を適当な箇所に一個以上設けること。 

６ 設計基準対象施設は、安全弁等、破壊板又は真空破壊弁から放出

される流体が放射性物質を含む場合は、これを安全に処理すること

ができるように施設しなければならない。 
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（耐圧試験等） 

第二十一条 クラス１機器、クラス２機器、クラス３機器、クラス４

管及び原子炉格納容器は、次に定めるところによる圧力で耐圧試

験を行ったとき、これに耐え、かつ、著しい漏えいがないもので

なければならない。ただし、気圧により試験を行う場合であって、

当該圧力に耐えることが確認された場合は、当該圧力を最高使用

圧力（原子炉格納容器にあっては、最高使用圧力の〇・九倍）まで

に減じて著しい漏えいがないことを確認することができる。 

一 内圧を受ける機器に係る耐圧試験の圧力は、機器の最高使用

圧力を超え、かつ、機器に生ずる全体的な変形が弾性域の範囲

内となる圧力とすること。ただし、クラス１機器、クラス２管

又はクラス３管であって原子炉圧力容器と一体で耐圧試験を

行う場合の圧力は、燃料体の装荷までの間に試験を行った後に

おいては、通常運転時の圧力を超える圧力とすることができ

る。 

二 内部が大気圧未満になることにより、大気圧による外圧を受

ける機器の耐圧試験の圧力は、大気圧と内圧との最大の差を上

回る圧力とすること。この場合において、耐圧試験の圧力は機

器の内面から加えることができる。 

２ クラス１機器、クラス２機器、クラス３機器及びクラス４管は、

通常運転時における圧力で漏えい試験を行ったとき、著しい漏え

いがないものでなければならない。 

第２１条（耐圧試験等） 

１ 第１項の規定に適合する耐圧試験は、「設計・建設規格

2005(2007)」の第１１章又は「設計・建設規格2012」の第１１章に

よること。 

（「設計・建設規格2007技術評価書」及び「設計・建設規格2012技術

評価書」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第２項の「漏えい試験」は、日本機械学会「発電用原子力設備規

格 維持規格（2008年版）」（JSME S NA1-2008）又は日本機械学会

「発電用原子力設備規格 維持規格（2012年版）」（2013年追補及び
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３ 原子炉格納容器は、最高使用圧力の〇・九倍に等しい気圧で気密

試験を行ったとき、著しい漏えいがないものでなければならない。 

2014年追補を含む。）（JSME S NA1- 2012/2013/2014）に亀裂解釈の

「別紙６ 日本機械学会「維持規格」等の適用に当たって」の要件

を付したものによること。 

（「日本機械学会「発電用原子力設備規格 維持規格（2008年版）」

（JSME S NA1-2008）に関する技術評価書」（平成２１年２月原子力

安全・保安院、原子力安全基盤機構取りまとめ）又は「日本機械学

会「発電用原子力設備規格 維持規格（2012年版/2013年追補/2014

年追補）」（JSME S NA1-2012/2013/2014）及び関連規格に関する技

術評価書」（原規技発第1906051号（令和元年６月５日 原子力規制

委員会決定））） 

３ 第３項に規定する「気密試験を行ったとき、著しい漏えいがない」

は、日本電気協会「漏えい率試験規程2008」（以下「「漏えい率試験

規程（JEAC 4203-2008）」」という。）又は原子炉格納容器の漏えい

率試験規程（JEAC 4203-2017）」（以下「漏えい率試験規程2017」と

いう。）の規定に「日本電気協会「原子炉格納容器の漏えい率試験

規程」の適用に当たって（別記－８）」の要件を付したものにより

確認すること。 

（「日本電気協会「原子炉格納容器の漏えい率試験規程」（JEAC4203-

2008）に関する技術評価書（平成２１年２月原子力安全・保安院、

原子力安全基盤機構取りまとめ）及び「日本電気協会「原子力発電

所用機器における渦電流探傷試験指針（JEAG 4217-2018）、軽水型

原子力発電所用機器の供用期間中検査における超音波探傷試験規
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程（JEAC 4207-2016）及び原子炉格納容器の漏えい率試験規程（JEAC 

4203-2017）」に関する技術評価書」（原規技発第 2107219 号（令和

３年７月２１日原子力規制委員会決定））） 
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（監視試験片） 

第二十二条 設計基準対象施設に属する容器であって、一メガ電子ボ

ルト以上の中性子の照射を受けその材料が著しく劣化するおそれ

があるものの内部には、当該容器が想定される運転状態において

脆性破壊を引き起こさないようにするために、照射の影響を確認

できるよう次に定める監視試験片を備えなければならない。 

一 監視試験片の材料は、中性子の照射領域にある容器の材料と

同等の製造履歴を有するものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 監視試験片は、容器の使用開始後に取り出して試験を実施す

ることにより、容器の材料の機械的強度及び破壊じん性の変化

第２２条（監視試験片） 

１ 第２２条において「設計基準対象施設に属する容器であって、一

メガ電子ボルト以上の中性子の照射を受けその材料が著しく劣化

するおそれがあるもの」とは、原子炉圧力容器をいう。 

２ 第２２条に適合する監視試験片は、「設計・建設規格2005」又は

「設計・建設規格2012」の該当規定（第１２章 監視試験）に次の

規定を付加した要件によること。 

・第１号及び第３号の「容器の材料」には、中性子の照射領域に溶

接部がある場合、母材／溶接金属と同数の溶接熱影響部の監視試

験片も設置すること。 

なお、既設プラントについては、施設時に適用された以下の告示

による監視試験片が設置されていること。 

・通商産業省「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和

５５年通商産業省告示第５０１号）」適用プラントについては同

告示第１０５条の規定 

・通商産業省「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和

４５年通商産業省告示第５０１号）」適用プラントについては同

告示第７５条の規定 

・通商産業省「発電用原子力設備に関する技術基準の細目を定める

告示（昭和４０年通商産業省告示第２７２号）」 

３ 第２号に規定する「監視試験片は、容器の使用開始後に取り出し

て試験を実施する」とは、「監視試験方法（JEAC 4201-2007）」、「監
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を確認できる個数とすること。 

三 監視試験片は、中性子の照射領域にある容器の材料が受ける

中性子スペクトル、中性子照射量及び温度履歴の条件と同等の

条件になるように配置すること。 

視試験方法（JEAC 4201-2007/2010）」及び「監視試験方法（JEAC 

4201-2007/2013）」の規定に「日本電気協会「原子炉構造材の監視

試験方法（JEAC 4201）」の適用に当たって(別記－６)」の要件を付

したものにより、監視試験片の取り出し及び監視試験並びに必要な

場合は監視試験片の再生を実施することをいう。 

（「日本電気協会規格「原子炉構造材の監視試験方法」（JEAC 4201-

2007）及び「原子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験方

法」（JEAC 4206-2007）に関する技術評価書」（平成２１年８月原子

力安全・保安院、原子力安全基盤機構取りまとめ）、「日本電気協会

「原子炉構造材の監視試験方法(JEAC 4201-2007)[2010 年追補

版]」に関する技術評価書」（平成２３年５月原子力安全・保安院、

原子力安全基盤機構取りまとめ）及び「日本電気協会「原子炉構造

材の監視試験方法(JEAC4201-2007)[2013 年追補版]」に関する技術

評価書」（原規技発 1510073 号（平成２７年１０月７日原子力規制

委員会決定））） 
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（炉心等） 

第二十三条 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物の材料

は、通常運転時における圧力、温度及び放射線に起因する最も厳

しい条件において、必要な物理的及び化学的性質を保持するもの

でなければならない。 

 

 

２ 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物は、最高使用圧

力、自重、附加荷重その他の燃料体、減速材及び反射材並びに炉心

支持構造物に加わる負荷に耐えるものでなければならない。 

第２３条（炉心等） 

１ 第１項に規定する「最も厳しい条件」とは、原子炉運転状態に対

応した圧力及び温度条件、燃料使用期間中の燃焼度、中性子照射

量等の組み合わせのうち想定される最も厳しい条件をいう。また、

「必要な物理的及び化学的性質」とは、物理的性質については耐

放射線性、寸法安定性、耐熱性及び核性質等をいい、化学的性質に

ついては耐食性及び化学的安定性等をいう。 

２ 第２項における「その他の燃料体、減速材及び反射材並びに炉心

支持構造物に加わる負荷」には、燃料体における核分裂生成物質

の蓄積による燃料被覆管の内圧上昇及び熱応力等の荷重を含むも

のとする。 

３ 第１項及び第２項の燃料体の物理的性質、化学的性質及び強度等

については「発電用軽水型原子炉の燃料設計手法について（昭和

６３年５月１２日 原子力安全委員会了承）」及び「燃料体に関す

る要求事項（別記－１０）」によること。 
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（熱遮蔽材） 

第二十四条 放射線により材料が著しく劣化するおそれがある原子

炉圧力容器には、これを防止するため熱遮蔽材を施設しなければ

ならない。 

２ 前項の熱遮蔽材は、熱応力による変形により発電用原子炉の運転

に支障を及ぼすことがないように施設しなければならない。 

第２４条（熱遮蔽材） 

 

 

 

１ 第２項に規定する「支障を及ぼすことがない」とは、遮蔽材自身

が発生する熱等による変形が原子炉圧力容器の内部構造物に過度

の変形を及ぼすことのないように熱遮蔽材の材料、構造及び取付

方法等を考慮すること。 
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（一次冷却材） 

第二十五条 一次冷却材は、通常運転時における圧力、温度及び放射

線によって起る最も厳しい条件において、必要な物理的及び化学的

性質を保持するものでなければならない。 

第２５条（一次冷却材） 

１ 第２５条に規定する「必要な物理的性質」は、核的性質と熱水力

的性質に分けられ、核的性質としては核反応断面積が核反応維持

のために適切であること、熱水力的性質については冷却能力が適

切であること。また、「必要な化学的性質」は、燃料体及び構造材

の健全性を妨げることのない性質であること及び通常運転時にお

いて放射線に対して化学的に安定であること。 
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（燃料取扱設備及び燃料貯蔵設備） 

第二十六条 通常運転時に使用する燃料体又は使用済燃料（以下この

条において「燃料体等」という。）を取り扱う設備は、次に定める

ところにより施設しなければならない。 

一 燃料体等を取り扱う能力を有するものであること。 

 

 

 

二 燃料体等が臨界に達するおそれがない構造であること。 

 

 

三 崩壊熱により燃料体等が溶融しないものであること。 

 

 

四 取扱中に燃料体等が破損しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

第２６条（燃料取扱設備及び燃料貯蔵設備） 

１ 第１項に規定する「燃料体又は使用済燃料を取り扱う設備」とは、

新燃料、再使用燃料又は使用済燃料の装荷、取出又は保管等を行う

ために使用する設備をいう。 

２ 第１項第１号に規定する「燃料体等を取り扱う能力」とは、新燃

料の搬入から使用済燃料の搬出までの取扱いにおいて、関連する

機器間を連携し、当該燃料を搬入、搬出又は保管できる能力がある

こと。 

３ 第１項第２号に規定する「燃料体等が臨界に達するおそれがない

構造であること」とは、臨界計算により燃料が臨界に達しないこと

を確認された構造であること。 

４ 第１項第３号に規定する「燃料体等が溶融しないものであるこ

と」とは、設計計算により、燃料が溶融しないことを確認された冷

却能力を有すること。 

５ 第１項第４号に規定する「燃料体等が破損しないこと」とは、以

下によること。 

・燃料交換機にあっては、掴み機構のワイヤーを二重化すること｡ 

・燃料交換機にあっては、燃料取扱中に過荷重となった場合は上昇

阻止される措置がなされていること。この場合において、取扱

い時の荷重監視等による運転管理による対応も含まれる。 

・原子炉建屋天井クレーンにあっては、吊り上げられた使用済燃料

運搬用容器等重量物が燃料プールに貯蔵された燃料上を走行で
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五 燃料体等を封入する容器は、取扱中における衝撃、熱その他

の容器に加わる負荷に耐え、かつ、容易に破損しないものであ

ること。 

六 前号の容器は、内部に燃料体等を入れた場合に、放射線障害

を防止するため、その表面の線量当量率及びその表面から一メ

ートルの距離における線量当量率がそれぞれ原子力規制委員

会の定める線量当量率を超えないように遮蔽できるものであ

ること。ただし、管理区域内においてのみ使用されるものにつ

いては、この限りでない。 

 

 

 

きない措置を行うこと。ただし、措置には、運用管理での対応も

含むものとする。この運用管理にあっては、運搬用容器等重量物

が燃料上に行かないことを確実にするものであること。また、フ

ックのワイヤー外れ止めを設けること｡なお、ここでの「使用済

燃料運搬用容器等」の等には、燃料交換機又は原子炉建屋天井ク

レーンを用いて取扱うものであって、その落下によって燃料を

破損させるおそれがあるものを含む。 

・燃料交換機、原子炉建屋天井クレーン等にあっては、適切な落下

防止対策等を施すことにより、その落下により燃料を破損する

おそれがないとしてもよい。 

６ 第１項第５号に規定する「容易に破損しないものであること」と

は、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和５３年

通商産業省令第７７号）｣第８８条第１項第３号ロに規定されてい

る「容易かつ安全に取扱うことができ、かつ、運搬中に予想される

温度及び内圧の変化、振動等により、亀裂、破損等が生じるおそれ

がないものであること」をいう。 

なお、「核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関す

る規則第３条等の規定に基づく核燃料物質等の工場又は事業所の

外における運搬に関する技術上の基準に係る細目等」（以下「科技

庁告示第５号」という。）を満たすものを、「燃料体等を封入する容

器」として用いてもよい。 

７ 第１項第５号に規定する「容器」は、「実用発電用原子炉の設置、
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七 燃料体等の取扱中に燃料体等を取り扱うための動力源がなく

なった場合に、燃料体等を保持する構造を有する機器を設ける

ことにより燃料体等の落下を防止できること。 

２ 燃料体等を貯蔵する設備は、次に定めるところにより施設しなけ

ればならない。 

一 燃料体等が臨界に達するおそれがない構造であること。 

 

 

二 崩壊熱により燃料体等が溶融しないものであること。 

 

 

三 燃料体等を必要に応じて貯蔵することができる容量を有する

ものであること。 

 

 

四 使用済燃料その他高放射性の燃料体を貯蔵する水槽（以下「使

用済燃料貯蔵槽」という。）は、次に定めるところによること。 

イ 放射性物質を含む水があふれ、又は漏れない構造であるこ

と。 

 

運転等に関する規則」を準用し、理論的若しくは適切な試験又は

実験により所定の機能が満足されていること。 

８ 第１項第７号に規定する「燃料体等の取扱中に燃料体等を取り

扱うための動力源がなくなった場合に、燃料体等を保持する構造」

とは、動力源である電源又は空気等が喪失した場合でも燃料を保

持できる性能を有すること｡ 

 

９ 第２項第１号に規定する「燃料体等が臨界に達するおそれがない

構造であること」とは、臨界計算により、燃料が臨界に達しないこ

とを確認された構造であること。 

１０ 第２項第２号に規定する「燃料体等が溶融しないものであるこ

と」とは、設計計算により、燃料が溶融しないことを確認された冷

却能力を有すること。 

１１ 第２項第３号に規定する「燃料体等を必要に応じて貯蔵するこ

とができる容量を有する」とは、発電用原子炉に全て燃料が装荷

されている状態で、使用済燃料及び貯蔵されている取替燃料に加

えて、１炉心分以上の容量を確保すること。この場合において、

｢容量｣には、第６号に規定するキャスク貯蔵分を含むことができ

る。 

１２ 第２項第４号イに規定する「漏れない構造」とは、プール内面

をステンレス鋼等でライニングすること、燃料プールに必要な水

位より低い位置に排水口を設けないこと。 
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ロ 使用済燃料その他高放射性の燃料体の放射線を遮蔽する

ために必要な量の水があること。 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 使用済燃料その他高放射性の燃料体の被覆が著しく腐食

するおそれがある場合は、これを防止すること。 

 

ニ 燃料体等の取扱中に想定される燃料体等の落下時及び重

量物の落下時においてもその機能が損なわれないこと。 

 

 

 

 

 

五 燃料体等の落下により燃料体等が破損して放射性物質が放出

されることに伴い公衆に放射線障害を及ぼすおそれがある場

合、放射性物質による敷地外への影響を低減するため、燃料貯

１３ 第２項第４号ロに規定する「使用済燃料その他高放射性の燃料

体の放射線を遮蔽するために必要な量の水」とは、燃料取替作業

時に線量限度（「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する

規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示（平成２７年原子

力規制委員会告示第８号）」による。）を超えないよう放射線を遮

蔽するために必要な量の水をいう。 

この場合において、常用の補給水系統の一つが機能しない場合

においても、放射線を遮蔽するために必要な水量が確保できるこ

と。 

１４ 第２項第４号ハに規定する「使用済燃料その他高放射性の燃料

体の被覆が著しく腐食するおそれがある場合は、これを防止する

こと」とは、浄化装置を設置すること。 

１５ 第２項第４号ニに規定する「その機能が損なわれない」とは、

落下した燃料体等やクレーン等の重量物によって使用済燃料貯蔵

プール（ＢＷＲ）の機能を失うような損傷は生じさせないよう必

要な強度のライニングを施設すること。この場合において、クレ

ーン等にあっては、適切な落下防止対策等を施すことにより、使

用済燃料貯蔵プール（ＢＷＲ）の機能を維持することとしてもよ

い。 

１６ 第２項第５号に規定する「放射性物質の放出を低減する発電用

原子炉施設」とは、空気系の浄化装置をいい、第４４条第４号（原

子炉格納施設の雰囲気の浄化）に規定された施設を兼ねることが
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蔵設備の格納施設及び放射性物質の放出を低減する発電用原

子炉施設を施設すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

六 使用済燃料を工場等内に貯蔵する乾式キャスク（以下「キャ

スク」という。）は、次に定めるところによること。 

 

 

 

 

イ 使用済燃料が内包する放射性物質を適切に閉じ込めるこ

できる。また、空気系の浄化装置として専用のものを施設する場

合、その浄化装置の機能については、設置許可申請書において評

価した当該事象による放射性物質の放出量の評価の条件として設

定した浄化装置の処理容量及びフィルターよう素除去効率に非保

守的な変更がないことを確認すること。 

１７ 第２項第５号に規定する「公衆に放射線障害を及ぼすおそれが

ある場合」とは、燃料貯蔵プール等への燃料落下による敷地境界

外の実効線量が｢発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審

査指針（平成２年８月３０日原子力安全委員会決定）｣にある「４．

２事故（５）周辺の公衆に対し、著しい放射線被ばくのリスクを与

えないこと｣を満たさないことをいう。この場合において、核原料、

核燃料及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の５（又は第

４３条の３の８）に基づき許可を受けた原子炉設置（変更）許可申

請において確認されていることを、関連する設備が同申請要件を

満たしていることにより確認することができる。 

１８ 第２項第６号に規定する「キャスク」とは、金属キャスクのこ

とをいい、第１号及び第２号で規定する臨界防止機能及び除熱機

能に加え、第６号の要件を満足すること。また、兼用キャスク以外

のキャスクにあっては「原子力発電所内の使用済燃料の乾式キャ

スク貯蔵について（平成４年８月２７日原子力安全委員会了承）」

の要件を満足すること。 

１９ 第２項第６号イの規定は以下によること。 



 

74 
 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

とができ、かつ、その機能を適切に監視できること。 

ロ 使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有す

ること。 

 

 

ハ 使用済燃料の被覆材の著しい腐食又は変形を防止できる

こと。 

ニ キャスク本体その他のキャスクを構成する部材は、使用さ

れる温度、放射線、荷重その他の条件に対し、適切な材料及

び構造であること。 

七 取扱者以外の者がみだりに立ち入らないようにすること。 

・耐熱性、耐食性等を有し耐久性の高い金属ガスケット等のシール

を採用すること 

・蓋部を一次蓋と二次蓋の二重とし、一次蓋と二次蓋との間の圧力

を監視することにより密封性を監視できること 

・キャスク内部の負圧を維持できること 

２０ 第２項第６号ハに規定する「腐食を防止できる」とは、キャス

ク内部に不活性ガスを保持できる構造とすることにより被覆管の

腐食を防止すること。 
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（原子炉冷却材圧力バウンダリ） 

第二十七条 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器は、一次冷

却系統に係る発電用原子炉施設の損壊その他の異常に伴う衝撃、炉

心の反応度の変化による荷重の増加その他の原子炉冷却材圧力バ

ウンダリを構成する機器に加わる負荷に耐えるように施設しなけ

ればならない。 

第２７条（原子炉冷却材圧力バウンダリ） 

１ 第２７条に規定する「一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損

壊その他の異常に伴う衝撃」とは、原子炉冷却材喪失事故に伴う

ジェット反力等、安全弁等の開放に伴う荷重をいう。 

２ 第２７条に規定する「炉心の反応度の変化による荷重の増加その

他の原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器に加わる負荷」

とは、運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時において、反

応度が炉心に投入されることにより１次冷却系の圧力が増加する

ことに伴う荷重の増加をいう。この場合において、浸水燃料の破

裂に加えて、ペレット／被覆管機械的相互作用を原因とする破損

による衝撃圧力等に伴う荷重の増加を含む。 
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（原子炉冷却材圧力バウンダリの隔離装置等） 

第二十八条 原子炉冷却材圧力バウンダリには、原子炉冷却材の流出

を制限するよう、隔離装置を施設しなければならない。 

 

２ 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリからの原子

炉冷却材の漏えいを検出する装置を施設しなければならない。 

第２８条（原子炉冷却材圧力バウンダリの隔離装置等） 

１ 第１項に規定する「原子炉冷却材の流出」とは、原子炉冷却材圧

力バウンダリに接続する配管等が破損することによって原子炉冷

却材が流出することをいう。 

２ 第２項に規定する「原子炉冷却材圧力バウンダリからの原子炉冷

却材の漏えいを検出する装置」とは、漏えい位置を特定できない格

納容器内の漏えいに対しては、１時間以内に０．２３立方メートル

の漏えい量を検出する能力を有すること。 
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（一次冷却材処理装置） 

第二十九条 放射性物質を含む一次冷却材（第三十三条第四号の装置

から排出される放射性物質を含む流体を含む。）を通常運転時にお

いて一次冷却系統外に排出する場合は、これを安全に処理する装置

を施設しなければならない。 

第２９条（一次冷却材処理装置） 

１ 第２９条に規定する「安全に処理する装置」とは、放射性物質を

含む一次冷却材を通常運転時において一次冷却系統外に排出する

場合に、これを最終的に放射性廃棄物処理設備に適切に導く施設で

あること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（逆止め弁） 

第三十条 放射性物質を含む一次冷却材を内包する容器若しくは管

又は放射性廃棄物を処理する設備（排気筒並びに第四十条及び第四

十三条に規定するものを除く。第四十七条において同じ。）へ放射

性物質を含まない流体を導く管には、逆止め弁を設けなければなら

ない。ただし、放射性物質を含む流体が放射性物質を含まない流体

を導く管に逆流するおそれがない場合は、この限りでない。 

第３０条（逆止め弁） 

１ 第３０条に規定する「逆流するおそれがない場合」とは、直接接

続されていない場合、又は十分な圧力差を有している場合をいう。 
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（蒸気タービン） 

第三十一条 第十七条第十五号の規定及び発電用火力設備に関する

技術基準を定める省令（平成九年通商産業省令第五十一号）第三章

の規定は、設計基準対象施設に施設する蒸気タービンについて準用

する。 

 

第３１条（蒸気タービン） 

１ 第３１条において準用する第１７条第１５号に規定する「主要

な耐圧部の溶接部」とは、以下に掲げるものの溶接部をいう。 

（１） 設計基準対象施設の蒸気タービンに係る蒸気だめ又は熱交換

器の次に定める圧力以上の圧力を加えられる部分（以下「耐圧

部」）について溶接を必要とするもの 

イ 水用の容器又は管であって、最高使用温度１００℃未満の

ものについては、最高使用圧力１９６０ｋＰａ  

ロ 液化ガス（通常の使用状態での温度における飽和圧力が１

９６ｋＰａ以上であって現に液体の状態であるもの又は圧

力が１９６ｋＰａにおける飽和温度が３５℃以下であって

現に液体の状態であるものをいう。以下同じ。）用の容器又

は管については、最高使用圧力０ｋＰａ 

ハ イ又はロに規定する容器以外の容器については、最高使用

圧力９８ｋＰａ 

ニ イ又はロに規定する管以外の管については、最高使用圧力

９８０ｋＰａ（長手継手の部分にあっては、４９０ｋＰａ） 

（２） 設計基準対象施設の蒸気タービンに係る外径１５０ｍｍ以上

の管のうち、耐圧部について溶接を必要とするもの 

２ 第３１条において準用する第１７条第１５号の規定に適合する

溶接部は、次の（１）又は（２）のいずれかに適合したものをいう。 

（１）「溶接規格 2007」及び「設計・建設規格 2005(2007)」の規
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

定に「日本機械学会「溶接規格」等の適用に当たって（別記－

５）」の要件を付したもの 

（２）「溶接規格 2012(2013)」及び「設計・建設規格 2012」の規

定に「日本機械学会「設計・建設規格」及び「材料規格」の適

用に当たって（別記－２）」及び「日本機械学会「溶接規格」

等の適用に当たって（別記－５）」の要件を付したもの 

（「溶接規格 2007 技術評価書」、「溶接規格 2012(2013)技術評価

書」、「設計・建設規格 2007 技術評価書」及び「設計・建設

規格 2012 技術評価書」） 

３ 第３１条において蒸気タービン（その附属設備を含む）について

「発電用火力設備に関する技術基準を定める省令」（平成９年３月

２７日通商産業省令第五十一号。以下「火力省令」という。）第３

章の規定を準用する範囲は、ＰＷＲでは図－１、ＢＷＲでは図－２

の区分図によること。 

４ 火力省令の準用に当たっては、「発電用火力設備の技術基準の解

釈」（2013507 商局第 2号（平成２５年５月１７日経済産業省商務

流通保安グループ制定））の該当部分によること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（非常用炉心冷却設備） 

第三十二条 発電用原子炉施設には、非常用炉心冷却設備を施設しな

ければならない。 

２ 非常用炉心冷却設備は、次の機能を有するものでなければならな

い。 

一 燃料被覆材の温度が燃料材の溶融又は燃料体の著しい破損を

生ずる温度を超えて上昇することを防止できるものであるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 燃料被覆材と冷却材との反応により著しく多量の水素を生ず

るものでないこと。 

 

 

第３２条（非常用炉心冷却設備） 

 

 

 

 

１ 第２項第１号に規定する「燃料体の著しい破損を生ずる温度を超

えて上昇することを防止できる」とは、「軽水型動力炉の非常用炉

心冷却系の性能評価指針（平成４年６月１１日 原子力安全委員会

一部改定）」に基づいて想定冷却材喪失事故の解析を行った結果、

燃料被覆の温度、燃料被覆の化学量論的酸化量が同指針に規定する

判断基準を満足することをいい、具体的には、非常用炉心冷却設備

の仕様が原子炉等規制法第４３条の３の５（又は第４３条の３の

８）に基づき許可を受けた原子炉の設置（変更）許可申請書（以下

「設置許可申請書」という。）添付書類八に記載された仕様を満足

するとともに、設置（変更）許可申請書における評価条件と比較し

て非保守的な変更がないことを確認すること。また、ＰＷＲにあっ

ては、蓄圧注入系の蓄圧タンクの保持圧力及び保有水量に非保守的

な変更がないことを確認すること。 

２ 第２項第２号に規定する「著しく多量の水素を生ずるものでな

い」とは、前号の要求条件に基づく想定冷却材喪失事故解析におい

て発生する水素量が同指針に規定する判断基準を満足することを

いい、具体的には、非常用炉心冷却設備の仕様が設置（変更）許可
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３ 非常用炉心冷却設備は、原子炉圧力容器内又は原子炉格納容器内

の圧力及び温度並びに冷却材中の異物の影響につき想定される最

も厳しい条件下においても、正常に機能する能力を有するもので

なければならない。 

 

 

４ 非常用炉心冷却設備は、その能力の維持状況を確認するため、発

電用原子炉の運転中に試験ができるように施設しなければならな

い。 

 

申請書添付書類八に記載された仕様を満足するとともに、設置（変

更）許可申請書における評価条件と比較して非保守的な変更がない

ことを確認することをいう。 

３ 第３項に規定する「想定される最も厳しい条件下」とは、予想さ

れる最も小さい有効吸込水頭をいい、非常用炉心冷却設備に係るろ

過装置の性能については「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去

設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）」（平成２０・０

２・１２原院第5号（平成２０年２月２７日原子力安全・保安院制

定））によること。 

４ 第４項に規定する「発電用原子炉の運転中に試験ができるように

施設しなければならない」機器とは、動的機器（ポンプ及び事故時

に動作する弁等）をいう。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（循環設備等） 

第三十三条 発電用原子炉施設には、次に掲げる設備を施設しなけれ

ばならない。 

一 原子炉圧力容器内において発生した熱を除去するために、熱

を輸送することができる容量の一次冷却材を循環させる設備 

二 負荷の変動その他の発電用原子炉の運転に伴う原子炉圧力容

器内の圧力の変動を自動的に調整する設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３３条（循環設備等） 

１ 第３３条各号の設備として、少なくとも次の設備又は同等の機能

を有する設備を保有すること。 

 ＢＷＲ ＰＷＲ 

第１号に該

当するもの 
原子炉再循環系 一次冷却系 

第２号に該

当するもの 
原子炉圧力制御系 加圧
器圧力制御系 

第３号に該

当するもの 

原子炉給水制御系 

原子炉隔離時冷却系 

制御棒駆動水圧系 

化学
体積制御系 

第４号に該

当するもの 
原子炉冷却材浄化系 化学体積制御系 

第５号に該

当するもの 

原子炉隔離時冷却系

(*1) 

残留熱除去系(*2) 

隔離時復水器系(*1) 

補助給水系(*1) (*2) 

余熱除去系(*2) 

第６号に該

当するもの 

原子炉補機冷却系 

原子炉補機冷却海水系 

原子炉補機冷却水系 

原子炉補機冷却海水
系 

(*1) 重大事故等に対処するために必要な電源設備からの電気の供給

が開始されるまでの間の全交流動力電源喪失時に原子炉圧力容器

内において発生した残留熱を除去することができる設備。ただし、
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三 通常運転時又は一次冷却材の小規模漏えい時に発生した一次

冷却材の減少分を自動的に補給する設備 

四 一次冷却材中の不純物及び放射性物質の濃度を発電用原子炉

施設の運転に支障を及ぼさない値以下に保つ設備 

五 発電用原子炉停止時（全交流動力電源喪失時から重大事故等

に対処するために必要な電力の供給が交流動力電源設備から

開始されるまでの間を含む。）に原子炉圧力容器内において発

生した残留熱を除去することができる設備 

六 前号の設備により除去された熱を最終ヒートシンクへ輸送す

ることができる設備 

補助給水系にあってはタービン駆動のものに限る。 

(*2) 原子炉停止時に原子炉圧力容器内において発生した残留熱を除

去することができる設備。 

２ 第３号に規定する「一次冷却材の小規模漏えい時」とは、原子炉

冷却材圧力バウンダリを構成する弁、ポンプ等のシール部及び原子

炉冷却材圧力バウンダリの小亀裂等からの原子炉冷却材の漏えい

をいう。なお、「一次冷却材の減少」には、安全弁の正常な作動に

よる原子炉冷却材の体積の減少も含まれる。 

 

 

 

３ 第６号の設備には第５号の設備により除去された熱を最終的な

熱の逃がし場へ輸送することが要求されているが、重大事故等に対

処するために必要な電源設備からの電気の供給が開始されるまで

の間の全交流動力電源喪失時における機能確保は要求されない。 
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（計測装置） 

第三十四条 発電用原子炉施設には、次に掲げる事項を計測する装置

を施設しなければならない。ただし、直接計測することが困難な

場合は、当該事項を間接的に測定する装置を施設することをもっ

て、これに代えることができる。 

一 炉心における中性子束密度 

二 炉周期 

三 制御棒の位置及び液体制御材を使用する場合にあっては、そ

の濃度 

四 一次冷却材に関する次の事項 

イ 放射性物質及び不純物の濃度 

ロ 原子炉圧力容器の入口及び出口における圧力、温度及び流

量 

五 原子炉圧力容器（加圧器がある場合は、加圧器）内及び蒸気発

生器内の水位 

六 原子炉格納容器内の圧力、温度、可燃性ガスの濃度、放射性物

質の濃度及び線量当量率 

 

七 主蒸気管中及び空気抽出器その他の蒸気タービン又は復水器

に接続する設備であって放射性物質を内包する設備の排ガス

中の放射性物質の濃度 

八 蒸気発生器の出口における二次冷却材の圧力、温度及び流量

第３４条（計測装置） 

１ 第３４条における計測する手段としてはサンプリングによる測

定、演算（炉周期）が含まれる。 

第１項第１１号の計測の場合、「間接的に測定する装置を施設す

ることをもって、これに代えることができる。」とは、排水路の出

口又はこれに近接する箇所における放射性物質の濃度を直接測定

することが技術的に困難な場合、排水路の上流における濃度を測定

することをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第１項第６号に規定する「可燃性ガスの濃度」とは、ＢＷＲにお

いては、酸素・水素ガス濃度、ＰＷＲにおいては、水素ガス濃度を

いう。 

３ 第１項第７号はＢＷＲに対して、第８号はＰＷＲに対して適用さ

れる。 
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並びに二次冷却材中の放射性物質の濃度 

九 排気筒の出口又はこれに近接する箇所における排気中の放射

性物質の濃度 

十 排水口又はこれに近接する箇所における排水中の放射性物質

の濃度 

十一 放射性物質により汚染するおそれがある管理区域（管理区

域のうち、その場所における外部放射線に係る線量のみが実用

炉規則第二条第二項第四号に規定する線量を超えるおそれが

ある場所を除いた場所をいう。以下同じ。）内に開口部がある

排水路の出口又はこれに近接する箇所における排水中の放射

性物質の濃度 

十二 管理区域内において人が常時立ち入る場所その他放射線管

理を特に必要とする場所（燃料取扱場所その他の放射線業務従

事者に対する放射線障害の防止のための措置を必要とする場

所をいう。）の線量当量率 

 

 

 

 

 

 

十三 周辺監視区域に隣接する地域における空間線量率及び放射

 

 

 

 

 

４ 第１項第１１号に規定する「放射性物質により汚染するおそれが

ある管理区域」とは、管理区域を規定する以下の３要素のうち外

部放射線に係る線量のみが「核原料物質又は核燃料物質の製錬の

事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」に

規定される基準を超える管理区域以外の管理区域をいい、３要素

のうちＡ、Ｂ及びＣの組み合わせ、ＡとＢ若しくはＡとＣの組み

合わせ、ＢとＣの組み合わせ又はＢ若しくはＣのみで規定される

管理区域のことをいう。この場合において、管理区域の３要素は

以下による。 

Ａ．その場所における外部放射線に係る線量が別に告示する実効

線量を超えるおそれがあるもの。 

Ｂ．空気中の放射性物質（空気又は水のうちに自然に含まれてい

るものを除く。）の濃度が別に告示する濃度を超えるおそれが

あるもの。 

Ｃ．放射性物質によって汚染された物の表面の放射性物質の密度

が別に告示する密度を超えるおそれがあるもの。 

５ 第１項第１３号に規定する装置のうち、恒設のモニタリング設備
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性物質の濃度 

十四 使用済燃料その他高放射性の燃料体を貯蔵する水槽の水温

及び水位 

十五 敷地内における風向及び風速 

２ 前項第六号に掲げる装置であって線量当量率を計測する装置に

あっては、多重性及び独立性を確保しなければならない。 

３ 第一項第十二号から第十四号までに掲げる事項を計測する装置

（同項第十二号に掲げる事項を計測する装置にあっては、燃料取

扱設備及び燃料貯蔵設備に属するものに限る。）にあっては、外

部電源が喪失した場合においてもこれらの事項を計測することが

できるものでなければならない。 

４ 第一項第一号及び第三号から第十五号までに掲げる事項を計測

する装置にあっては、計測結果を表示し、記録し、及びこれを保存

することができるものでなければならない。ただし、設計基準事故

時の放射性物質の濃度及び線量当量率を計測する主要な装置以外

の装置であって、断続的に試料の分析を行う装置については、運転

員その他の従事者が測定結果を記録し、及びこれを保存し、その記

録を確認することをもって、これに代えることができる。 

については、非常用電源設備に接続するか、無停電電源装置など

により電源復旧までの期間の電気の供給を担保できる設計である

こと。また、必要な情報を原子炉制御室又は適切な場所に表示で

きる設計であること。さらに、そのデータ伝送系は多様性を有す

る設計であること。 

 

 

 

 

 

 

６ 第４項に規定する「計測する装置にあっては、計測結果を表示し、

記録し、及びこれを保存する」には、計測、計測結果の表示、記録

及び保存を、複数の装置の組み合わせにより実現してもよい。 

７ 第４項に規定する「設計基準事故時の放射性物質の濃度及び線量

当量率を計測する主要な装置」とは、「発電用軽水型原子炉施設に

おける事故時の放射線計測に関する審査指針（昭和５６年７月２

３日原子力安全委員会決定）」に定める放射線計測系の分類１及び

２の計測装置をいう。 
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（安全保護装置） 

第三十五条 発電用原子炉施設には、安全保護装置を次に定めるとこ

ろにより施設しなければならない。 

一 運転時の異常な過渡変化が発生する場合又は地震の発生によ

り発電用原子炉の運転に支障が生ずる場合において、原子炉停

止系統その他系統と併せて機能することにより、燃料要素の許

容損傷限界を超えないようにできるものであること。 

二 系統を構成する機械若しくは器具又はチャンネルは、単一故

障が起きた場合又は使用状態からの単一の取り外しを行った

場合において、安全保護機能を失わないよう、多重性を確保す

ること。 

三 系統を構成するチャンネルは、それぞれ互いに分離し、それ

ぞれのチャンネル間において安全保護機能を失わないように

独立性を確保すること。 

四 駆動源の喪失、系統の遮断その他の不利な状況が生じた場合

においても、発電用原子炉施設をより安全な状態に移行する

か、又は当該状態を維持することにより、発電用原子炉施設の

安全上支障がない状態を維持できること。 

五 不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき

動作をさせず、又は使用目的に反する動作をさせる行為による

被害を防止するために必要な措置が講じられているものであ

第３５条（安全保護装置） 

 

 

１ 第１号の安全保護装置の機能の確認については、設置許可申請書

の添付書類八の設備仕様及び設置許可申請書において評価した運

転時の異常な過渡変化の評価の条件に非保守的な変更がないこと

を確認すること。 

 

 

 

 

２ 第３号に規定する「独立性を確保すること」とは、チャンネル間

の距離、バリア、電気的隔離装置等により、相互を分離することを

いう。 

 

 

 

 

３ 第５号に規定する「必要な措置が講じられているものであるこ

と」とは、外部ネットワークと物理的な分離又は機能的な分離を行

うこと、有線又は無線による外部ネットワークからの遠隔操作及
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ること。 

六 計測制御系の一部を安全保護装置と共用する場合には、その

安全保護機能を失わないよう、計測制御系から機能的に分離さ

れたものであること。 

七 発電用原子炉の運転中に、その能力を確認するための必要な

試験ができるものであること。 

八 運転条件に応じて作動設定値を変更できるものであること。 

びウイルス等の侵入を防止すること、物理的及び電気的アクセス

の制限を設けることにより、システムの据付、更新、試験、保守等

で、承認されていない者の操作及びウイルス等の侵入を防止する

こと等の措置を講ずることをいう。なお、ソフトウェアの内部管理

を強化するために、ウイルス等によるシステムの異常動作を検出

させる場合には以下の機能を有すること。 

（１）ウイルス等によるシステムの異常動作を検出する機能を設け

る場合には、ウイルス等を検知した場合に運転員等へ告知する

こと。 

（２）ウイルス等によるシステムの異常動作を検出する機能は、安

全保護装置の機能に悪影響を及ぼさないこと。 

４ デジタル安全保護系の適用に当たっては、次のいずれかの規格に

よること。この場合において、「日本電気協会「安全保護系へのデ

ィジタル計算機の適用に関する規程（JEAC 4620）」等の適用に当た

って（別記－１１）」によること。 

（１）日本電気協会「安全保護系へのディジタル計算機の適用に関

する規程」（JEAC 4620-2008）（以下「デジタル安全保護系規程

2008」という。）及び「ディジタル安全保護系の検証及び妥当性

確認に関する指針」（JEAG 4609-2008）（以下「デジタル安全保護

系V&V指針2008」という。） 

（２）日本電気協会「安全保護系へのディジタル計算機の適用に関

する規程」（JEAC 4620-2020）（以下「デジタル安全保護系規程
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2020」という。）及び「ディジタル安全保護系の検証及び妥当性

確認に関する指針」（JEAG 4609-2020）（以下「デジタル安全保護

系V&V指針2020」という。） 
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（反応度制御系統及び原子炉停止系統） 

第三十六条 発電用原子炉施設には、反応度制御系統を施設しなけれ

ばならない。 

２ 反応度制御系統は、二つ以上の独立した制御棒、液体制御材その

他の反応度を制御する系統を有するものであり、かつ、計画的な

出力変化に伴う反応度変化を燃料要素の許容損傷限界を超えるこ

となく制御できる能力を有するものでなければならない。 

３ 原子炉停止系統は、次の能力を有するものでなければならない。 

一 通常運転時の高温状態において、二つ以上の独立した系統が

それぞれ発電用原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維持で

きるものであり、かつ、運転時の異常な過渡変化時の高温状態

においても原子炉停止系統のうち少なくとも一つは、燃料要素

の許容損傷限界を超えることなく発電用原子炉を未臨界に移

行し、及び未臨界を維持できること。この場合において、非常

用炉心冷却設備その他の発電用原子炉施設の安全性を損なう

おそれがある場合に作動する設備の作動に伴って注入される

液体制御材による反応度価値を加えることができる。 

二 通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時における低温状態

において、少なくとも一つは、発電用原子炉を未臨界に移行し、

及び未臨界を維持できること。 

三 一次冷却材喪失その他の設計基準事故時において、少なくと

も一つは、発電用原子炉を未臨界へ移行することができ、かつ、

第３６条（反応度制御系統及び原子炉停止系統） 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第３項第１号に規定する「発電用原子炉を未臨界に移行し、及び

未臨界を維持できる」とは、キセノン崩壊により反応度が添加さ

れるまでの期間、未臨界を維持できること。キセノン崩壊により

反応度が添加された以降の長期的な未臨界の維持は、他の原子炉

停止系統（ほう酸注入系）、原子炉の停止能力を備えた原子炉停止

系統以外の系統（非常用炉心冷却設備）の作動を含むことができ

る。 

 

 

２ 第３項第２号に規定する「通常運転時及び運転時の異常な過渡変

化時における低温状態において、発電用原子炉を未臨界に移行し、

及び未臨界を維持できる」とは、高温臨界未満の状態からキセノ

ン崩壊及び一次冷却材温度変化による反応度添加を補償しつつ原

子炉を低温状態で未臨界に移行して維持できること。 
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少なくとも一つは、発電用原子炉を未臨界に維持できること。

この場合において、非常用炉心冷却設備その他の発電用原子炉

施設の安全性を損なうおそれがある場合に作動する設備の作

動に伴って注入される液体制御材による反応度価値を加える

ことができる。 

四 制御棒を用いる場合にあっては、反応度価値の最も大きな制

御棒一本が固着した場合においても第一号から前号までの規

定に適合すること。 

 

 

 

４ 制御棒の最大反応度価値及び反応度添加率は、想定される反応度

投入事象（発電用原子炉に反応度が異常に投入される事象をい

う。）に対して原子炉冷却材圧力バウンダリを破損せず、かつ、炉

心の冷却機能を損なうような炉心、炉心支持構造物及び原子炉圧

力容器内部構造物の損壊を起こさないものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 第３項第４号に規定する「制御棒１本が固着した場合」とは、制

御棒１本が、完全に炉心の外に引き抜かれ、挿入できないことを

いう。 

なお、ＡＢＷＲにあっては、同一の水圧制御ユニットに属する

制御棒１組又は１本の固着を考慮すること。また 、固着時にあっ

ても第３項１号から３号の要求事項が満たされる必要がある。 

４ 第４項の規定は、設置（変更）許可申請書における「制御棒飛び

出し（ＰＷＲ）」、「制御棒落下（ＢＷＲ）」の評価で想定した下記の

内容を確認することにより確認できる。 

【ＢＷＲ】 

・制御棒引抜手順が定められていること 

・定められた制御棒引抜手順に沿った操作が行われていること

を制御棒価値ミニマイザ又はそれに替わる運用管理によって

確認できること 

・制御棒落下速度を制限する装置 

【ＰＷＲ】 

・制御棒挿入限界 
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５ 制御棒、液体制御材その他の反応度を制御する設備は、通常運転

時における圧力、温度及び放射線に起因する最も厳しい条件におい

て、必要な物理的及び化学的性質を保持するものでなければならな

い。 

５ 第５項に規定する「必要な物理的及び化学的性質」とは、物理的

性質については耐放射線性、寸法安定性、耐熱性、核性質をいい、

化学的性質については耐食性、化学的安定性をいう。 
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（制御材駆動装置） 

第三十七条 制御材を駆動する装置は、次に定めるところにより施設

しなければならない。 

一 発電用原子炉の特性に適合した速度で制御材を駆動できるも

のであること。 

 

 

 

 

 

 

二 発電用原子炉の通常運転時において制御棒の異常な引き抜き

が発生した場合においても、燃料要素の許容損傷限界を超える

速度で駆動できないものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

三 制御棒の駆動動力源が喪失した場合に、発電用原子炉の反応

第３７条（制御材駆動装置） 

 

 

１ 第１号に規定する「発電用原子炉の特性に適合した速度で制御材

を駆動できる」とは、発電用原子炉の緊急停止時に制御棒の挿入に

よる時間（この間に炉心に加えられる負の反応度）が、当該原子炉

の燃料及び原子炉冷却材圧力バウンダリの損傷を防ぐために適切

な値となるような速度で炉心内に挿入されること。ここで、緊急停

止時の制御棒の挿入時間は、設置（変更）許可申請書添付書類八の

仕様及び設置（変更）許可申請書における運転時の異常な過渡変化

及び設計基準事故の評価で設定した時間を満たしていること。 

２ 第２号に規定する「制御棒の異常な引き抜きが発生した場合にお

いても、燃料要素の許容損傷限界を超える速度で駆動できないも

の」とは、「原子炉起動時における制御棒の異常な引き抜き」及び

「出力運転中の制御棒の異常な引き抜き」により、制御棒が異常に

引き抜かれた場合でも、燃料の許容損傷限界を超えないよう引抜速

度が制限されていること。この場合において、設置（変更）許可申

請書において評価した「原子炉起動時における制御棒の異常な引き

抜き」及び「出力運転中の制御棒の異常な引き抜き」の評価の条件

として設定した制御棒引抜速度に非保守的な変更がないことを確

認すること。 

３ 第３号に規定する「発電用原子炉の反応度を増加させる方向に制
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度を増加させる方向に制御棒を動作させないものであること。 

四 制御棒を駆動する装置にあっては、制御棒の挿入その他の衝

撃により制御棒、燃料体、反射材その他の炉心を構成するもの

を損壊しないものであること。 

御棒を動作させないものであること」とは、次の各号のいずれかに

適合するもの又はこれと同等であること。 

一 ＢＷＲにおいては、次によること。 

・水圧駆動による制御棒駆動装置にあっては、動力源としての制

御棒駆動水ポンプ等による水圧が喪失した場合において、ラッ

チ機構により制御棒は現状位置に保持されること。 

・電動駆動による制御棒駆動装置にあっては、電磁ブレーキ等を

有することにより、動力電源喪失時も現状位置に保持される機

構を有すること。 

二 ＰＷＲにおいては、制御棒駆動装置の動力源がなくなると制

御棒は自重で落下すること。 
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（原子炉制御室等） 

第三十八条 発電用原子炉施設には、原子炉制御室を施設しなければ

ならない。 

２ 原子炉制御室には、反応度制御系統及び原子炉停止系統に係る設

備を操作する装置、非常用炉心冷却設備その他の非常時に発電用

原子炉の安全を確保するための設備を操作する装置、発電用原子

炉及び一次冷却系統に係る主要な機械又は器具の動作状態を表示

する装置、主要計測装置の計測結果を表示する装置その他の発電

用原子炉を安全に運転するための主要な装置（第四十七条第一項

に規定する装置を含む。）を集中し、かつ、誤操作することなく適

切に運転操作することができるよう施設しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３８条（原子炉制御室等） 

 

 

１ 第２項に規定する「発電用原子炉及び一次冷却系統に係る主要な

機械又は器具の動作状態」とは次の状態をいう。 

(1) 発電用原子炉の制御棒の動作状態 

(2) 発電用原子炉及び一次冷却系統に係る主要なポンプの起動・

停止状態 

(3) 発電用原子炉及び一次冷却系統に係る主要な弁の開閉状態 

２ 第２項に規定する「その他の発電用原子炉を安全に運転するため

の主要な装置」とは、警報装置、機械器具を操作する装置及び機械

器具の動作状況を表示する装置をいう。 

３ 第２項に規定する「主要計測装置の計測結果を表示する装置」と

は、発電用原子炉の炉心、原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉

格納容器バウンダリ並びにこれらに関する系統の健全性を確認す

るために必要なパラメータを計測する装置であって、通常運転時及

び運転時の異常な過渡変化時において、中性子束、制御棒位置、一

次冷却系統の圧力、温度、流量、水位等の重要なパラメータを計測

し、かつ監視できる設備をいう。 

４ 第２項に規定する「第４７条第１項に規定する装置」を「集中し」

施設するに当たり、当該設備の専用制御場所に集中して警報表示す

る場合は、原子炉制御室に一括して警報表示してもよい。また、複
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３ 原子炉制御室には、発電用原子炉施設の外部の状況を把握するた

めの装置を施設しなければならない。 

 

４ 発電用原子炉施設には、火災その他の異常な事態により原子炉制

御室が使用できない場合に、原子炉制御室以外の場所から発電用

数の発電用原子炉で廃棄物処理設備等を共用する場合にあっては、

当該設備の属するいずれかの発電用原子炉の原子炉制御室に一括

して警報表示してもよい。 

５ 第３５条に規定する安全保護装置及びそれにより駆動又は制御

される機器については、バイパス状態、使用不能状態について表示

すること等により運転員が的確に認知できること。 

６ 第２項に規定する安全設備を運転中に試験するため、電動弁用電

動機に熱的過負荷保護装置（以下「保護装置」という。）を使用する

場合には、保護装置の使用状態又は不使用状態を運転員が的確に識

別できるように、表示装置が設けられていること。ただし、保護装

置が常時使用され、事故時にのみ自動的にバイパスされるように設

計されている場合、又は保護装置が事故時において不要な作動をし

ないように設定されている場合は、同表示装置の設置は不要であ

る。 

７ 第２項に規定する「誤操作することなく適切に運転操作すること

ができる」とは｢原子炉制御室における誤操作防止のための設備面

への要求事項(別記－７)｣によること。 

８ 第３項に規定する「発電用原子炉施設の外部の状況を把握するた

めの装置」とは、発電用原子炉施設に迫る津波等の自然現象をカメ

ラの映像等により昼夜にわたり監視できる装置をいう。 

９ 第４項に規定する「原子炉制御室以外の場所」とは、原子炉制御

室を構成する区画壁の外であって、原子炉制御室退避の原因となっ
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原子炉の運転を停止し、かつ、安全な状態に維持することができ

る装置を施設しなければならない。 

 

 

５ 一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障その他の

異常が発生した場合に発電用原子炉の運転の停止その他の発電用

原子炉施設の安全性を確保するための措置をとるため、従事者が

支障なく原子炉制御室に入り、又は一定期間とどまり、かつ、当

該措置をとるための操作を行うことができるよう、次の各号に掲

げる場所の区分に応じ、当該各号に定める防護措置を講じなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た居住性の悪化の影響が及ぶおそれがない程度に隔離された場所

をいい、「安全な状態に維持することができる装置」とは、原子炉制

御室以外の場所から発電用原子炉を高温停止でき、引き続き低温停

止できる機能を有した装置であること。 

１０ 第５項に規定する｢これに連絡する通路並びに運転員その他の

従事者が原子炉制御室に出入りするための区域｣とは、一次冷却系

統に係る施設の故障、損壊等が生じた場合に原子炉制御室に直交替

等のため入退域する通路及び区域をいう。 

１１ 第５項においては、原子炉制御室等には事故・異常時において

も従事者が原子炉制御室に立ち入り、一定期間滞在できるように放

射線に係る遮蔽壁、放射線量率の計測装置の設置等の「適切な放射

線防護措置」が施されていること。この「放射線防護措置」として

は必ずしも設備面の対策のみではなく防護具の配備、着用等運用面

の対策も含まれる。「一定期間」とは、運転員が必要な交替も含め、

一次冷却材喪失等の設計基準事故時に過度の被ばくなしにとどま

り、必要な操作を行う期間をいう。 

１２ 第５項に規定する「遮蔽その他の適切な放射線防護措置」とは、

一次冷却材喪失等の設計基準事故時に，原子炉制御室内にとどまり

必要な操作、措置を行う運転員が過度の被ばくを受けないよう施設

し、運転員が原子炉制御室に入り、とどまる間の被ばくを「核原料

物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく

線量限度等を定める告示」第７条第１項における緊急時作業に係る
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一 原子炉制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍 

工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置及び

当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に原子炉制御室に

おいて自動的に警報するための装置の設置 

線量限度１００ｍＳｖ以下にできるものであることをいう。 

この場合における運転員の被ばく評価は、判断基準の線量限度内

であることを確認すること。被ばく評価手法は、「原子力発電所中

央制御室の居住性に係る被ばく評価手法について（内規）」（平成２

１・０７・２７原院第１号（平成２１年８月１２日原子力安全・保

安院制定））（以下「被ばく評価手法（内規）」という。）に基づくこ

と。 

チャコールフィルターを通らない空気の原子炉制御室への流入

量については、被ばく評価手法（内規）に基づき、原子炉制御室換

気設備の新設の際、原子炉制御室換気設備再循環モード時における

再循環対象範囲境界部での空気の流入に影響を与える改造の際、及

び、定期的に測定を行い、運転員の被ばく評価に用いている想定し

た空気量を下回っていることを確認すること。 

１３ 第５項に規定する「当該措置をとるための操作を行うことがで

きる」には、有毒ガスの発生時において、原子炉制御室の運転員の

吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のための判断基準値以下と

することを含む。「防護措置」には、必ずしも設備面の対策のみで

はなく防護具の配備、着用等運用面の対策を含む。 

１４ 第５項第１号に規定する「工場等内における有毒ガスの発生を

検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場

合に原子炉制御室において自動的に警報するための装置の設置」に

ついては「有毒ガスの発生を検出し警報するための装置に関する要
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二 原子炉制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の

従事者が原子炉制御室に出入りするための区域 遮蔽その他

の適切な放射線防護措置、気体状の放射性物質及び原子炉制御

室外の火災により発生する燃焼ガスに対する換気設備の隔離

その他の適切な防護措置 

６ 原子炉制御室には、酸素濃度計を施設しなければならない。 

求事項（別記－９）」によること。 

１５ 第５項第２号に規定する「換気設備の隔離」とは、原子炉制御

室外の火災により発生した燃焼ガスを原子炉制御室換気設備によ

って取り入れないように外気との連絡口を遮断することをいい、

「換気設備」とは、隔離時の酸欠防止を考慮して外気取入れ等の再

開が可能であるものをいう。 

１６ 第６項に規定する「酸素濃度計」は、設計基準事故時において、

外気から原子炉制御室への空気の取り込みを、一時的に停止した場

合に、事故対策のための活動に支障のない酸素濃度の範囲にあるこ

とが正確に把握できるものであること。また、所定の精度を保証す

るものであれば、常設設備、可搬型を問わない。 
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（廃棄物処理設備等） 

第三十九条 工場等には、次に定めるところにより放射性廃棄物を処

理する設備（排気筒を含み、次条及び第四十三条に規定するもの

を除く。）を施設しなければならない。 

一 周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界における

水中の放射性物質の濃度が、それぞれ原子力規制委員会の定め

る濃度限度以下になるように発電用原子炉施設において発生

する放射性廃棄物を処理する能力を有するものであること。 

二 放射性廃棄物以外の廃棄物を処理する設備と区別して施設す

ること。ただし、放射性廃棄物以外の流体状の廃棄物を流体状

の放射性廃棄物を処理する設備に導く場合において、流体状の

放射性廃棄物が放射性廃棄物以外の廃棄物を取り扱う設備に

逆流するおそれがない場合は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

三 放射性廃棄物が漏えいし難い構造であり、かつ、放射性廃棄

物に含まれる化学薬品の影響その他の負荷により著しく腐食

しないものであること。 

四 気体状の放射性廃棄物を処理する設備は、第四十三条第三号

第３９条（廃棄物処理設備等） 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第１項第２号に規定する「流体状の放射性廃棄物」とは、液体状

の放射性廃棄物及び液体にスラッジ等の固体が混入している状態

のものをいう（以下、本解釈において同じ。）。 

２ 第１項第２号に規定する「流体状の放射性廃棄物を処理する設

備」とは、流体状の放射性廃棄物に係る廃棄設備のうち、流体状の

放射性廃棄物を処理する樹脂塔、熱交換器、濃縮器、ポンプ、タン

ク（処理の過程で一時的に貯蔵するもの）、弁等の機器をいい、貯

蔵する設備（長期間貯蔵するタンク等）以外の設備をいう。なお、

廃棄物処理設備に該当するタンク類としては、機器ドレンタンク、

床ドレンタンクが含まれる。 

３ 第１項第３号に規定する「その他の負荷」とは、不純物の影響を

いう。（技術基準規則第４０条第１項第３号も同じ。） 
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の規定に準ずるほか、排気筒の出口以外の箇所において気体状

の放射性廃棄物を排出しないこと。 

五 流体状の放射性廃棄物及び原子炉冷却材圧力バウンダリ内に

施設されたものから発生する高放射性の固体状の放射性廃棄

物を工場等内において運搬するための容器は、取扱中における

衝撃その他の負荷に耐え、かつ、容易に破損しないものである

こと。ただし、管理区域内においてのみ使用されるものについ

ては、この限りでない。 

六 前号の容器は、内部に放射性廃棄物を入れた場合に、放射線

障害を防止するため、その表面の線量当量率及びその表面から

一メートルの距離における線量当量率が原子力規制委員会の

定める線量当量率を超えないよう、遮蔽できるものであるこ

と。ただし、管理区域内においてのみ使用されるものについて

は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 第１項第５号で対象とする｢流体状の放射性廃棄物｣は、内包する

流体の放射性物質の濃度が37mBq/cm³（流体が液体の場合にあって

は、37kBq/cm³）以上のもの(クラス３相当)をいう。 

５ 第１項第５号に規定する「原子炉冷却材圧力バウンダリ内に施設

されたものから発生する高放射性の固体状の放射性廃棄物」とは、

炉内構造物取替工事により発生するシュラウド等、高線量（除染等

により線量低減ができるものは除く）の主要な固体状放射性廃棄物

をいう。 

なお、「高線量の主要な固体放射性廃棄物」とは、構内輸送する固

体放射性廃棄物の放射能量が科技庁告示第５号第３条第１号に規

定するＡ１値又はＡ２値（２種類以上の放射性物質がある場合にあ

っては、それらの放射性物質の放射能の量のそれぞれその放射性物

質についてのＡ１値又はＡ２値に対する割合の和が１）を超えるも

のをいう。 

６ 第１項第５号に規定する「取扱中における衝撃その他の負荷に耐

え、かつ、容易に破損しないものであること」とは、「実用発電用

原子炉の設置、運転等に関する規則第８８条第１項第３号ロに規定

されている「容易かつ安全に取扱うことができ、かつ、運搬中に予

想される温度及び内圧の変化、振動等により、亀裂、破損等が生じ

るおそれがないもの」であること。 
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２ 流体状の放射性廃棄物を処理する設備が設置される放射性廃棄

物処理施設（流体状の放射性廃棄物の漏えいが拡大するおそれが

ある部分に限る。以下この項において同じ。）は、次に定めるとこ

ろにより施設しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

一 放射性廃棄物処理施設内部の床面及び壁面は、流体状の放射

性廃棄物が漏えいし難い構造であること。 

 

 

 

 

二 放射性廃棄物処理施設内部の床面は、床面の傾斜又は床面に

設けられた溝の傾斜により流体状の放射性廃棄物が排液受け

また、流体状の放射性廃棄物を運搬する容器は、技術基準規則第

１７条のクラス３容器の規定を満足すること。主要な固体状放射性

廃棄物を運搬する容器については、同規則第４０条第１項第２号及

び第３号の規定を満足すること。 

７ 第２項に規定する「流体状の放射性廃棄物を処理する設備が設置

される放射性廃棄物処理施設」とは、流体状の放射性廃棄物を処理

する設備が設置される建屋全部をいう（技術基準規則第４０条にお

いて同じ）。また、「漏えいが拡大するおそれがある部分に限る」と

は、流体状の放射性廃棄物を処理する設備が設置される施設内であ

っても、流体状の放射性物質が流入するおそれがない場所であって

流体状の放射性廃棄物を処理する設備が設置されていない場所（例

えば廃棄設備の制御室、換気空調室、電気室等）及び二重管構造等

により流体状の放射性廃棄物が漏えいし難い構造となっている場

所を適用除外にすることができる。 

８ 第２項第１号に規定する「漏えいし難い構造」とは、適切な高さ

までの壁面、床面全部及び両者の接合部には耐水性を有する塗料が

塗布されていること、並びに漏えい防止措置の必要な床面及び壁面

の貫通部にはラバーブーツ又はモルタル等の充填が施されている

こと等、堰
せき

の機能を失わせないよう適切な耐漏えい措置が施された

構造とすること（技術基準規則第４０条において同じ。） 

９ 第２項第２号に規定する「漏えいの拡大を防止するための堰
せき

」と

は、ポンプのシールがリークした時、機器のメインテナンス時又は
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口に導かれる構造であり、かつ、流体状の放射性廃棄物（気体

状のものを除く。以下同じ。）を処理する設備の周辺部には、

流体状の放射性廃棄物の漏えいの拡大を防止するための堰
せき

が

施設されていること。 

三 放射性廃棄物処理施設外に通じる出入口又はその周辺部に

は、流体状の放射性廃棄物が放射性廃棄物処理施設外へ漏えい

することを防止するための堰
せき

が施設されていること。ただし、

放射性廃棄物処理施設内部の床面が隣接する発電用原子炉施

設の床面又は地表面より低い場合であって、放射性廃棄物処理

施設外へ漏えいするおそれがない場合は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

四 工場等外に排水を排出する排水路（湧水に係るものであって

放射性物質により汚染するおそれがある管理区域内に開口部

がないもの並びに排水監視設備及び放射性物質を含む排水を

安全に処理する設備を施設するものを除く。）上に放射性廃棄

物処理施設内部の床面がないよう、施設すること。 

除染時等に飛散する液体状の放射性廃棄物が広範囲に拡大するこ

とを防止するために設けるものをいい、排水溝、床面段差等堰
せき

と同

様の効果を有するものを含む。 

 

１０ 第２項第３号に規定する「施設外へ漏えいすることを防止する

ための堰
せき

」とは、処理する設備に関わる配管について、長さが当該

設備に接続される配管の内径の１／２、幅がその配管の肉厚の１／

２の大きさの開口を当該設備と当該配管との接合部近傍に仮定し

たとき、開口からの流体状の放射性廃棄物の漏えい量のうち最大の

漏えい量をもってしても、流体状の放射性廃棄物の漏えいが広範囲

に拡大することを防止するため、当該貯蔵設備の周辺近傍に設ける

こと。この場合の仮定は堰
せき

の能力を算定するためにのみに設けるも

のであり、開口は施設内の貯蔵設備に１か所想定し、漏えい時間は

漏えいを適切に止めることができるまでの時間とし、床ドレンファ

ンネルの排出能力は考慮できるものとする。ただし、床ドレンファ

ンネルの排出機能を期待する場合は、その機能が確実なものでなけ

ればならない。 

１１ 第２項第４号に規定する「湧水に係るものであって放射性物質

により汚染するおそれがある管理区域内に開口部がないものを除

く。」とは、自然発生的に地下から大量に湧き出し、この排出を止

めることが技術的に不可能な湧水に係る排水路は、放射性物質によ

り汚染するおそれがある管理区域に開口部がない場合には本号を
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３ 第一項第五号の流体状の放射性廃棄物を運搬するための容器は、

前項第三号に準じて流体状の放射性廃棄物の漏えいの拡大を防止

するように施設しなければならない。ただし、管理区域内において

のみ使用されるもの及び漏えいするおそれがない構造のものは、こ

の限りでない。 

適用除外することができる。 

１２ 第３項における「漏えいの拡大を防止するように施設しなけれ

ばならない」とは、第２項第３号に準じて運搬容器の周辺に堰
せき

、受

皿（トレイ）、吸収材を設置すること。 

「漏えいするおそれのない構造」とは、胴の二重容器構造やフラ

ンジ部の二重Ｏリング構造とすることを含む。 
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（廃棄物貯蔵設備等） 

第四十条 放射性廃棄物を貯蔵する設備は、次に定めるところにより

施設しなければならない。 

一 通常運転時に発生する放射性廃棄物を貯蔵する容量があるこ

と。 

二 放射性廃棄物が漏えいし難い構造であること。 

三 崩壊熱及び放射線の照射により発生する熱に耐え、かつ、放

射性廃棄物に含まれる化学薬品の影響その他の負荷により著

しく腐食しないこと。 

２ 固体状の放射性廃棄物を貯蔵する設備が設置される発電用原子

炉施設は、放射性廃棄物による汚染が広がらないように施設しな

ければならない。 

３ 前条第二項の規定は、流体状の放射性廃棄物を貯蔵する設備が設

置される放射性廃棄物処理施設について準用する。この場合におい

て、「流体状の放射性廃棄物を処理する設備」とあるのは「流体状

の放射性廃棄物を貯蔵する設備」と読み替えるものとする。 

第４０条（廃棄物貯蔵設備等） 

 

 

１ 第１項第１号に規定する「貯蔵する容量」とは、発生量と処理能

力、設備の稼働率を想定したものであること。 

 

 

 

 

２ 第２項に規定する「汚染が広がらないように施設」とは、ドラム

缶に詰める等汚染拡大防止措置を講ずること。 

 

３ 第３項に規定する「流体状の放射性廃棄物を貯蔵する設備」とは、

貯蔵タンク等で、内包する放射性廃棄物の濃度が３７Ｂｑ／ｃｍ３

を超える設備をいう。ただし、当該設備に係る床ドレンサンプの容

量が貯蔵容量を超える設備は適用除外とすることができる。 

 また、第３項は第３９条第２項の解釈８、９、１１を準用するも

のとし、この場合「処理する」を「貯蔵する」と読み替えるものと

する。 

４ 堰
せき

の設置に関しては、漏えいの拡大を防止するための堰
せき

として、

貯蔵する設備について、長さが当該設備に接続される配管の内径の

１／２、幅がその配管の肉厚の１／２の大きさの開口を当該設備と
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当該配管との接合部近傍に仮定したとき、開口からの流体状の放射

性廃棄物の漏えい量のうち最大漏えい量をもってしても、流体状の

放射性廃棄物の漏えいが広範囲に拡大することを防止するため、当

該貯蔵設備の周辺に近傍に設けるものをいう。この場合の仮定は、

堰
せき

の能力を算定するためにのみに設けるものであり、開口は施設内

の貯蔵設備１か所想定し、漏えい時間は漏えいを適切に止めること

ができるまでの時間とし、床ドレンファンネルの排出能力は考慮で

きるものとする。ただし、床ドレンファンネルの排出機能を期待す

る場合は、その機能が確実なものでなければならない。 

また、施設外へ漏えいすることを防止するための堰
せき

は、漏えい

の拡大を防止するための堰
せき

の想定に加え、開口を仮定する貯蔵設

備が設置されている区画内の床ドレンファンネルが排出機能を喪

失したとしても、流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えいを防

止できる能力をもつものとする。 
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（放射性物質による汚染の防止） 

第四十一条 発電用原子炉施設のうち、人が頻繁に出入りする建物の

内部の壁、床その他の放射性物質により汚染されるおそれがある

部分であって、人が触れるおそれがある部分の表面は、放射性物

質による汚染を除去し易いものでなければならない。 

２ 発電用原子炉施設には、人が触れるおそれがある物の放射性物質

による汚染を除去する設備を施設しなければならない。 

３ 放射性物質により汚染されるおそれがある管理区域内に開口部

がある排水路であって、工場等外に排水を排出するものには、排水

監視設備及び放射性物質を含む排水を安全に処理する設備を施設

しなければならない。 

第４１条（放射性物質による汚染の防止） 

１ 第１項に規定する「放射性物質により汚染されるおそれがある部

分であって、人が触れるおそれがある部分」とは、管理区域内で人

が頻繁に出入りする場所の床面、壁面（人が触れるおそれがある高

さまで）、手摺、梯子をいう。また「表面は、放射性物質による汚

染を除去しやすいもの」とは、当該表面が平滑に施工されているこ

と。 

２ 第３項に規定する「排水監視設備」とは、排水中の放射性物質の

濃度を測定することができる設備をいい、排出する排水が間欠的で

あるものはサンプリング分析等により、また連続的であるものは連

続モニタ等により排水中の放射性物質濃度が測定可能な設備であ

ること。 

３ 第３項に規定する「安全に処理する設備」とは、排水中の放射性

物質の濃度に異常を検出した場合には、適切な処理により排水中の

放射性物質の濃度を低下させ、周辺監視区域の外側の境界における

水中の放射性物質の濃度が「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事

業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」第８条

に定める濃度限度を超えないようにできる設備であること。（技術

基準規則第３９条第２項及び第４０条第３項において同じ。） 

ここで、「適切な処理」とは、排水中の放射性物質の濃度を測定

し、放射性物質の濃度の異常を検出した場合には、当該排水の排

出をすみやかに停止することができ、ろ過、蒸発、イオン交換樹脂
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法等による吸着、放射能の時間による減衰、多量の水による希釈

等の方法により排出中の放射性物質の濃度をできるだけ低下させ

ること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（生体遮蔽等） 

第四十二条 設計基準対象施設は、通常運転時において発電用原子炉

施設からの直接線及びスカイシャイン線による工場等周辺の空間

線量率が原子力規制委員会の定める線量限度を十分下回るように

施設しなければならない。 

２ 工場等内における外部放射線による放射線障害を防止する必要

がある場所には、次に定めるところにより生体遮蔽を施設しなけ

ればならない。 

 

 

 

 

一 放射線障害を防止するために必要な遮蔽能力を有するもので

あること。 

 

 

 

 

 

二 開口部又は配管その他の貫通部があるものにあっては、必要

に応じて放射線漏えい防止措置が講じられていること。 

 

第４２条（生体遮蔽等） 

１ 第１項においては、第２項で規定する従事者の放射線障害を防止

するために必要な生体遮蔽等を適切に施設することに加えて、発電

用原子炉施設から周辺監視区域境界までの距離とあいまって、敷地

周辺の空間線量率を合理的に達成できる限り低減し、周辺監視区域

外における線量限度（年間１ｍＳｖ）に比べ十分下回る水準とする

こと。ここで、「十分下回る水準」とは、｢発電用軽水型原子炉施設

の安全審査における一般公衆の線量評価について（平成元年３月２

７日原子力安全委員会了承）｣を踏まえ、空気カーマで年間５０μ

Ｇｙ程度（工場等内にキャスクを設置する場合にあっては、工場等

内の他の施設からのガンマ線とキャスクからの中性子及びガンマ

線とを合算し、実効線量で年間５０μＳｖ程度）をいう。 

２ 第２項第１号に規定する「遮蔽能力を有する」とは、通常運転時

の作業員の被ばく線量が適切な作業管理と相まって、「核原料物質

又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量

限度等を定める告示」第１条及び第５条を満足することをいい、こ

れを遮蔽計算により確認すること。なお、既に供用中の原子力発電

施設にあっては、定期的な線量率の測定、従事者の被ばく線量の確

認により上記告示を満足していることを確認すること。 

３ 第２項第２号に規定する「放射線漏えい防止措置」としては、次

の措置によること。 

（１）開口部を設ける場合、人が容易に接近できないような場所
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三 自重、附加荷重及び熱応力に耐えるものであること。 （通路の行き止まり部、高所等）への開口部設置 

（２）貫通部に対する遮蔽補強（スリーブと配管との間隙への遮蔽

材の充塡等） 

（３）線源機器と貫通孔との位置関係により、貫通孔から線源機器

が直視できない措置 

４ 第４２条に規定する｢生体遮蔽｣及び遮蔽設計の具体的仕様に関

する規定（第２項第３号を除く。）は、日本電気協会「原子力発電

所放射線遮へい設計規程」(JEAC 4615-2008)の事故時の遮蔽設計に

係る事項を除き、本文及び解説４－５に以下の条件を付したものに

よること。 

（１）４．１．２の適用に当たっては、「実効線量が１．３ｍＳｖ/

３月間以下となる区域は管理区域外として設定できる。」を除

き、また、「設定にあたっては、管理区域の外側で作業する者」

を「管理区域の外側の区域における遮蔽設計基準線量率の設定

に当たっては、その区域で作業する者」と、「超える区域」を

「超えるおそれがある区域」と、「運転開始後の放射線管理の

運用に支障のないよう」を「従事者の実効線量限度である年間

５０ｍＳｖ及び５年間で１００ｍＳｖを超えないように、」と

読み替えるものとする。 

（２）解説４－５の適用に当たっては、［BWR］(1)の「目的がある」

を「ものとする」と、［BWR］(2)の「外側区域の」を「外側の区

域における」と、「ものである」を「ものとする」と、［BWR］
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(3)の「２次遮へいの外側区域の」を「２次遮蔽は、その外側

の区域における」と、「管理区域外の」を「管理区域の外側の

区域における」と、「減衰させる」を「減衰させるものとする」

と、［BWR］(4)の「外側区域の」を「外側の区域における」と、

「ものである」を「ものとする」と、［BWR］(5)の「管理区域外

の遮へい設計基準線量率以下、及び事故時においても、制御室

に留まり事故対策操作を行う従事者が過度の被ばくを受けな

いように設計する」を「管理区域の外側の区域における遮蔽設

計基準線量率以下となるように設計するものとする」と、［PWR］

(1)の「ものである」を「ものとする」と、［PWR］(2)の「もの

である」を「ものとする」と、［PWR］(3)の「管理区域外の」を

「管理区域の外側の区域における」と、「ものである」を「も

のとする」と、［PWR］(4)の「補助建屋内」を「補助遮蔽」と、

「ものである」を「ものとする」と、［PWR］(5)の「管理区域外

の遮へい設計基準線量率以下、及び事故時においても、制御室

に留まり事故対策操作を行う従事者が過度の被ばくを受けな

いように設計する」を「管理区域の外側の区域における遮蔽設

計基準線量率以下となるように設計するものとする」と読み替

えるものとする。 

（「日本電気協会「原子力発電所放射線遮へい設計規程 

(JEAC4615-2008)」に関する技術評価書」（平成２３年３月原子力

安全・保安院、原子力安全基盤機構取りまとめ）） 
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（換気設備） 

第四十三条 発電用原子炉施設内の放射性物質により汚染された空

気による放射線障害を防止する必要がある場所には、次に定める

ところにより換気設備を施設しなければならない。 

一 放射線障害を防止するために必要な換気能力を有するもので

あること。 

二 放射性物質により汚染された空気が漏えい及び逆流し難い構

造であること。 

 

 

 

 

三 排出する空気を浄化する装置を設ける場合にあっては、ろ過

装置の放射性物質による汚染の除去又はろ過装置の取替えが

容易な構造であること。 

 

 

 

 

 

四 吸気口は、放射性物質により汚染された空気を吸入し難いよ

第４３条（換気設備） 

 

 

 

 

 

１ 第２号に規定する「漏えいし難い構造」とは、ダクトであって内

包する流体の放射線物質の濃度が３７ｍＢｑ／ｃｍ３以上のもの

（クラス４管）は、第１７条に基づく構造とするとともに第２１条

の耐圧試験により漏えいし難い構造であることが確認されている

ことをいう。また、「逆流し難い構造」とは、ファン、逆流防止用

ダンパー等を設けることをいう。 

２ 第３号に規定する「ろ過装置」とは、気体状の放射性よう素を除

去するよう素（チャコール又は同等品）フィルター及び放射性微粒

子を除去する微粒子（高性能粒子又は同等品）フィルターを用いる

ことをいう。 

３ 第３号に規定する「ろ過装置の取替えが容易な構造であること」

とは、換気設備がろ過装置交換に必要な空間を有するとともに、必

要に応じて梯子等を設置し、ろ過装置の取替えが容易な構造である

ことをいう。 

４ 第４号に規定する「汚染された空気を吸入し難い」は、排気筒か
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うに施設すること。 ら十分に離れた位置に設置することをいう。 
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（原子炉格納施設） 

第四十四条 発電用原子炉施設には、一次冷却系統に係る発電用原子

炉施設の損壊又は故障の際に漏えいする放射性物質が公衆に放射

線障害を及ぼすおそれがないよう、次に定めるところにより原子

炉格納施設を施設しなければならない。 

一 原子炉格納容器にあっては、次に定めるところによること。 

イ 一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の

際に想定される最大の圧力及び最高の温度に耐えること。 

ロ 原子炉格納容器に開口部を設ける場合には気密性を確保

すること。 

 

ハ 原子炉格納容器を貫通する箇所及び出入口は、想定される

漏えい量その他の漏えい試験に影響を与える環境条件に応

じて漏えい試験ができること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４４条（原子炉格納施設） 

 

 

 

 

 

１ 第１号イに規定する「想定される最大の圧力及び最高の温度に耐

えること」とは、安全評価指針付録１の３．４に示す下記の２項目

の解析の条件により確認できる。 

ａ）原子炉冷却材喪失（ＰＷＲ、ＢＷＲ） 

ｂ）動荷重の発生（ＢＷＲ） 

２ 第１号ハに規定する「漏えい試験ができる」とは、漏えい率試験

規程2008又は漏えい率試験規程2017の規定に「日本電気協会「原子

炉格納容器の漏えい率試験規程」の適用に当たって（別記－８）」

の要件を付した試験ができること。 

（「日本電気協会「原子炉格納容器の漏えい率試験規程」（JEAC4203-

2008）に関する技術評価書」（平成２１年２月原子力安全・保安院、

原子力安全基盤機構取りまとめ）及び「日本電気協会「原子力発電

所用機器における渦電流探傷試験指針（JEAG 4217-2018）、軽水型

原子力発電所用機器の供用期間中検査における超音波探傷試験規

程（JEAC 4207-2016）及び原子炉格納容器の漏えい率試験規程（JEAC 

4203-2017）」に関する技術評価書」（原規技発第2107219号（令和３
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二 原子炉格納容器を貫通して取り付ける管には、次により隔離

弁（閉鎖隔離弁（ロック装置が付されているものに限る。）又

は自動隔離弁（隔離機能がない逆止め弁を除く。）をいう。以

下同じ。）を設けること。 

イ 原子炉格納容器に取り付ける管であって原子炉格納容器

を貫通するものには、当該貫通箇所の内側及び外側であっ

て近接した箇所に一個の隔離弁を施設すること。 

 

ロ イの規定にかかわらず、次に掲げるところにより隔離弁を

施設することをもって、イの規定による隔離弁の設置に代

えることができる。 

（１） 一次冷却系統に係る発電用原子炉施設内及び原子

炉格納容器内に開口部がなく、かつ、一次冷却系統に係

る発電用原子炉施設の損壊の際に損壊するおそれがな

い管又は一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊

その他の異常の際に構造上内部に滞留する液体により

原子炉格納容器内の放射性物質が外部へ漏えいするお

それがない管にあっては、貫通箇所の内側又は外側の近

接した箇所に一個の隔離弁を施設すること。 

年７月２１日原子力規制委員会決定））） 

 

（原子炉格納容器隔離弁） 

３ 第２号に規定する「閉鎖隔離弁（ロック装置が付されているもの

に限る。）」とはキーロックにて管理されている遠隔操作閉止弁及び

チェーンロックにて管理されている手動弁も含む。 

４ 第２号に規定する「自動隔離弁」とは、次のいずれかの設備をい

う。 

・安全保護装置からの信号により、自動的に閉鎖する動力駆動によ

る隔離弁 

・隔離機能を有する逆止弁（強制閉鎖装置が付設しているもの、又

は、逆止弁に対する逆圧が全て喪失した場合にあっても必要な隔

離機能が重力等に維持される逆止弁） 

 

５ 第２号ロ（１）に規定する「一次冷却系統に係る発電用原子炉施

設内及び原子炉格納容器内に開口部がなく」とは、原子炉格納容器

の内側で閉じた系を構成する管をいう。この場合において、隔離弁

は遠隔操作にて閉止可能な弁でもよい。 

６ 第２号ロ（１）に規定する「構造上内部に滞留する液体により原

子炉格納容器内の放射性物質が外部へ漏えいするおそれがない管」

は、以下の要件を満たすこと。 

－ 原子炉冷却材喪失事故時においても原子炉格納容器内におい
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（２） 貫通箇所の内側又は外側に隔離弁を設ける場合に

は、一方の側の設置箇所における管であって、湿気その

他の隔離弁の機能に影響を与える環境条件によりその隔

離弁の機能が著しく低下するおそれがあると認められる

ものにあっては、貫通箇所の外側であって近接した箇所

に二個の隔離弁を施設すること。 

（３） 前二号の規定にかかわらず、配管に圧力開放板を適

切に設ける場合には、原子炉格納容器の内側又は外側に

通常時において閉止された一個の隔離弁を設けること。 

ハ イ及びロの規定にかかわらず、次の場合には隔離弁を設け

ることを要しない。 

（１） 設計基準事故及び重大事故等の収束に必要な系統

の配管に隔離弁を設けることにより安全性を損なうおそ

れがあり、かつ、当該系統の配管により原子炉格納容器

の隔離機能が失われない場合 

 

 

て水封が維持されること 

－ 原子炉格納容器外側で閉じた系を構成すること 

－ 格納容器外へ導かれた水の漏えいによる放射性物質の放出量

が、原子炉冷却材喪失事故の格納容器内気相部からの漏えいによ

る放出量に比べて十分小さいこと 

７ 第２号ロ（２）に規定する「湿気その他の隔離弁の機能に影響を

与える環境条件によりその隔離弁の機能が著しく低下するおそれ

があると認められるもの」とは、湿気や水滴等により隔離弁の駆動

機構等の機能が著しく低下するおそれがある管、配管が狭隘部を貫

通する場合であって貫通部に近接した箇所に設置できないことに

より隔離弁の機能が著しく低下するおそれがある管をいう。 

 

 

 

 

 

８ 第２号ハ（１）に規定する「配管」とは、第３２条で規定する非

常用炉心冷却設備又は第４４条第３号、第４号（ただし、BWRの非

常用ガス処理設備及びPWRのアニュラス空気浄化設備を除く）及び

第５号で規定する原子炉格納容器を貫通する配管、その他隔離弁を

設けることにより安全性に支障を生じるおそれがある配管をいう。

ただし、原則遠隔操作が可能であり、隔離機能を有する弁（事故時
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（２） 計測制御系統施設又は制御棒駆動装置に関連する

配管であって、当該配管を通じての漏えい量が十分許容

される程度に抑制されているものの場合 

ニ 隔離弁は、閉止後において駆動動力源が喪失した場合にお

いても隔離機能が失われないこと。 

 

 

 

ホ 隔離弁は、想定される漏えい量その他の漏えい試験に影響

を与える環境条件に応じて漏えい試験ができること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に容易に閉鎖可能であり、運転管理により確実に対応できることが

確認されている場合は手動操作弁も含む）を設置すること。 

９ 第２号ハ（２）に規定する「配管を通じての漏えい量が十分許容

される程度に抑制されているもの」とは、ＢＷＲの原子炉圧力容器

計装用及び格納容器計装用の配管、ＰＷＲの格納容器圧力検出用の

計測用配管、ＢＷＲの制御棒駆動水圧系配管のように安全上重要な

計測系配管又は制御系配管であって、口径が小さい配管をいう。 

ここで、原子炉冷却材圧力バウンダリに接続される一次格納容器

を貫通する計測系配管について隔離弁を設けない場合には、オリフ

ィス又は過流量防止逆止弁の設置等流出量抑制対策を講ずること。 

１０ 第２号ホに規定する「漏えい試験ができる」とは、漏えい率試

験規程2008又は漏えい率試験規程2017の規定に「日本電気協会「原

子炉格納容器の漏えい率試験規程」の適用に当たって（別記－８）」

の要件を付した試験ができること。 

（「日本電気協会「原子炉格納容器の漏えい率試験規程」（JEAC4203-

2008）に関する技術評価書」（平成２１年２月原子力安全・保安院、

原子力安全基盤機構取りまとめ）及び「日本電気協会「原子力発電

所用機器における渦電流探傷試験指針（JEAG 4217-2018）、軽水型

原子力発電所用機器の供用期間中検査における超音波探傷試験規

程（JEAC 4207-2016）及び原子炉格納容器の漏えい率試験規程（JEAC 

4203-2017）」に関する技術評価書」（原規技発第2107219号（令和３

年７月２１日原子力規制委員会決定））） 
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三 一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に

生ずる水素及び酸素により原子炉格納容器の安全性を損なう

おそれがある場合は、水素又は酸素の濃度を抑制する設備を施

設すること。 

 

 

 

 

四 一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に

原子炉格納容器から気体状の放射性物質が漏えいすることに

より公衆に放射線障害を及ぼすおそれがある場合は、当該放射

性物質の濃度を低減する設備（当該放射性物質を格納する設備

を含む。）を施設すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（原子炉格納容器の可燃性ガスの濃度制御） 

１１ 第３号に規定する「安全性を損なうおそれがある場合」とは、

事故評価期間中に原子炉格納容器内の水素濃度が４％以上、かつ酸

素濃度が５％以上であることをいう。 

１２ 第３号における可燃性ガス濃度制御設備は、設置（変更）許可

申請書及び同添付書類八に規定された仕様を満たすものであるこ

と。 

 

（放射性物質の濃度低減設備） 

１３ 第４号に規定する気体状の放射性物質を低減する装置とは具

体的には以下の設備をいう。 

ＢＷＲ：格納容器スプレイ設備、非常用ガス処理設備 

ＰＷＲ：格納容器スプレイ設備、アニュラス空気浄化設備 

また、「当該放射性物質を格納」するものには、以下の設備も含

む。 

ＢＷＲ：原子炉建屋原子炉棟 

ＰＷＲ：アニュラス部 

これらの施設に開口部を設ける場合には気密性を確保すること。 

１４ 第４号に規定する気体状の放射性物質を低減する装置の機能

は、設置（変更）許可申請書において評価した当該事象による放射

性物質の放出量の評価の条件を確認することにより確認すること
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五 一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に

生ずる原子炉格納容器内の圧力及び温度の上昇により原子炉

ができる。また当該設備は、設置（変更）許可申請書及び同添付書

類八に規定された仕様を満たすものであること。この場合におい

て、設置（変更）許可時の解析条件のうち以下の値に非保守的な変

更がないことを確認すること。 

(1) ＢＷＲ 

a) 非常用ガス処理設備 

・ガス処理設備のフィルターのよう素除去効率 

・ガス処理設備の処理容量 

(2)ＰＷＲ 

a) アニュラス空気浄化設備 

・浄化装置のフィルターのよう素除去効率 

・アニュラス負圧達成時間  

・浄化装置の処理容量 

１５ 第４号に規定する「公衆に放射線障害を及ぼすおそれがある場

合」とは、一次冷却材系統に係る施設の損壊又は故障による敷地境

界外の実効線量が「「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する

審査指針（平成２年８月３０日原子力安全委員会）」「解説 Ⅱ.３.

判断基準について」に規定する線量を超える場合をいう。 

 

（原子炉格納容器熱除去装置） 

１６ 第５号に規定する「安全性を損なうこと」とは、一次冷却系統

に係る施設の損壊又は故障によるエネルギー放出によって生ずる
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格納容器の安全性を損なうことを防止するため、原子炉格納容

器内において発生した熱を除去する設備（以下「格納容器熱除

去設備」という。）を次により施設すること。 

イ 格納容器熱除去設備は、原子炉格納容器内の圧力及び温度

並びに冷却材中の異物の影響の想定される最も厳しい条件

下においても、正常に機能すること。 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 格納容器熱除去設備は、その能力を確認するため、発電用

原子炉の運転中に試験ができること。 

圧力と温度に原子炉格納容器が耐えられないか又は原子炉格納容

器漏えい率が公衆に放射線障害を及ぼすおそれが生ずるほど大き

くなることをいう。 

１７ 第５号イに規定する「想定される最も厳しい条件下」とは、予

想される最も小さい有効吸込水頭をいい、格納容器熱除去設備に係

るろ過装置の性能については「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱

除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）」（平成２０・

０２・１２原院第 5号（平成２０年２月２７日原子力安全・保安院

制定））によること。 

１８ 第５号イに規定する「正常に機能する」とは、具体的には、格

納容器熱除去設備の仕様が設置許可申請書添付書類八に規定され

た仕様を満足するとともに、設置許可申請書における評価条件と比

較して非保守的な変更がないことを確認することをいう。 

１９ 第５号ロに規定する「発電用原子炉の運転中に試験ができる」

機器とは、動的機器（ポンプ及び事故時に動作する弁等）をいう。 
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（保安電源設備） 

第四十五条 発電用原子炉施設には、電線路及び当該発電用原子炉施

設において常時使用される発電機からの電力の供給が停止した場

合において発電用原子炉施設の安全性を確保するために必要な装

置の機能を維持するため、内燃機関を原動力とする発電設備又は

これと同等以上の機能を有する非常用電源設備を施設しなければ

ならない。 

 

 

２ 設計基準対象施設の安全性を確保する上で特に必要な設備には、

無停電電源装置又はこれと同等以上の機能を有する装置を施設し

なければならない。 

 

３ 保安電源設備（安全施設へ電力を供給するための設備をいう。）

には、第一項の電線路、当該発電用原子炉施設において常時使用さ

れる発電機及び非常用電源設備から発電用原子炉施設の安全性を

確保するために必要な装置への電力の供給が停止することがない

よう、次に掲げる措置を講じなければならない。 

一 高エネルギーのアーク放電による電気盤の損壊の拡大を防止

するために必要な措置 

 

 

第４５条（保安電源設備） 

１ 第１項に規定する「発電用原子炉施設の安全性を確保するために

必要な装置」とは、以下の装置をいう。 

・第２条第２項第９号ホに規定される装置 

・燃料プール補給水系 

・第３４条第１項第６号に規定する事故時監視計器 

・原子炉制御室外からの原子炉停止装置 

・ＰＷＲの加圧器逃がし弁（手動開閉機能）及び同元弁 

・非常用電源設備の機能を達成するための燃料系 

２ 第２項に規定する「特に必要な設備」とは、非常用炉心冷却系の

計測制御用電源設備等をいう。 

「同等以上の機能を有する装置」とは、直流電源装置をいい、第

１６条に規定する蓄電池を兼ねて設置してもよい。 

３ 第３項に規定する「常時使用される」とは、主発電機又は非常用

電源設備から電気が供給されている状態をいう。 

 

 

 

４ 第３項第１号に規定する「高エネルギーのアーク放電による電気

盤の損壊の拡大を防止するために必要な措置」とは、重要安全施設

（設置許可基準規則第２条第２項第９号に規定する重要安全施設を

いう。以下同じ。）への電力供給に係る電気盤及び当該電気盤に影響
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二 前号に掲げるもののほか、機器の損壊、故障その他の異常を検

知し、及びその拡大を防止するために必要な措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 設計基準対象施設に接続する第一項の電線路のうち少なくとも

二回線は、それぞれ互いに独立したものであって、当該設計基準

対象施設において受電可能なものであって、使用電圧が六万ボル

トを超える特別高圧のものであり、かつ、それにより当該設計基

準対象施設を電力系統に連系するように施設しなければならな

い。 

 

 

を与えるおそれのある電気盤（安全施設（重要安全施設を除く。）へ

の電力供給に係るものに限る。）について、遮断器の遮断時間の適切

な設定等により、高エネルギーのアーク放電によるこれらの電気盤

の損壊の拡大を防止することができることをいう。 

５ 第３項第２号に規定する「異常を検知し、及びその拡大を防止す

るために必要な措置」とは、短絡、地絡、母線の低電圧又は過電流

などを検知し、遮断器等により故障箇所を隔離し、保安を確保する

ために必要な装置への影響を限定できる設計及び外部電源に直接

接続している変圧器の一次側において３相のうちの１相の電路の

開放が生じた場合に、安全施設への電力の供給が不安定になったこ

とを検知し、故障箇所の隔離又は非常用母線の接続変更その他の異

常の拡大を防止する対策（手動操作による対策を含む。）を行うこ

とによって、安全施設への電力の供給が停止することがないよう

に、電力供給の安定性を回復できる設計とすることをいう。 

６ 第４項に規定する「少なくとも二回線」とは、送受電可能な回線

又は受電専用の回線の組み合わせにより、電力系統と非常用所内配

電設備とを接続する外部電源受電回路を2つ以上設けることにより

達成されることをいう。 

７ 第４項に規定する「互いに独立したもの」とは、２回線以上の電

線路の上流側が一つの変電所又は開閉所のみに連系し、当該変電所

又は開閉所が停止することによって、発電用原子炉施設に連系する

全ての電線路が停止する事態にならないことをいう。 
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５ 前項の電線路のうち少なくとも一回線は、当該設計基準対象施設

において他の回線と物理的に分離して受電できるように施設しな

ければならない。 

６ 設計基準対象施設に接続する電線路は、同一の敷地内の二以上の

発電用原子炉施設を電力系統に連系する場合には、いずれの二回

線が喪失した場合においても電力系統からそれらの発電用原子炉

施設への電力の供給が同時に停止しないように施設しなければな

らない。 

７ 非常用電源設備及びその附属設備は、多重性又は多様性を確保

し、及び独立性を確保し、その系統を構成する機械又は器具の単

一故障が発生した場合であっても、運転時の異常な過渡変化時又

は設計基準事故時において工学的安全施設及び設計基準事故に対

処するための設備がその機能を確保するために十分な容量を有す

るものでなければならない。 

８ 設計基準対象施設は、他の発電用原子炉施設に属する非常用電源

設備から受電する場合には、当該非常用電源設備から供給される電

力に過度に依存しないように施設しなければならない。 

８ 第５項に規定する「物理的に分離」とは、同一の送電鉄塔等に架

線されていないことをいう。 

 

 

 

 

 

 

９ 第７項に規定する「附属設備」には、非常用電源設備の機能を達

成するための燃料系を含む。 

１０ 第７項に規定する「工学的安全施設等及び設計基準事故に対処

するための設備がその機能を確保するために十分な容量」とは、工

学的安全施設等の設備が必要とする電源が所定の時間内に所定の

電圧に到達し、継続的に供給できる容量をいう。工学的安全施設等

の設備に継続的に供給できる容量に達する時間は、発電用原子炉設

置（変更）許可申請書において評価した原子炉冷却材喪失事故にお

ける工学的安全施設等の設備の作動開始時間を満たすものである

とともに、７日間の外部電源喪失を仮定しても、電力を供給できる

容量以上の燃料を敷地内に貯蔵すること。また当該設備は、発電用

原子炉設置（変更）許可申請書に規定された仕様を満たすものであ

ること。 
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（緊急時対策所） 

第四十六条 工場等には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損

壊その他の異常が発生した場合に適切な措置をとるため、緊急時対

策所を原子炉制御室以外の場所に施設しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍には、

有毒ガスが発生した場合に適切な措置をとるため、工場等内におけ

る有毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガス

の発生を検出した場合に緊急時対策所において自動的に警報する

ための装置の設置その他の適切な防護措置を講じなければならな

い。 

第４６条（緊急時対策所） 

１ 第４６条に規定する「緊急時対策所」の機能としては、一次冷却

材喪失事故等が発生した場合において、関係要員が必要な期間に

わたり滞在でき、原子炉制御室内の運転員を介さずに事故状態等

を正確にかつ速やかに把握できること。また、発電所内の関係要

員に指示できる通信連絡設備、並びに発電所外関連箇所と専用で

あって多様性を備えた通信回線にて連絡できる通信連絡設備及び

データを伝送できる設備を施設しなければならない。さらに、酸

素濃度計を施設しなければならない。酸素濃度計は、設計基準事

故時において、外気から緊急時対策所への空気の取り込みを、一

時的に停止した場合に、事故対策のための活動に支障がない酸素

濃度の範囲にあることが正確に把握できるものであること。また、

所定の精度を保証するものであれば、常設設備、可搬型を問わな

い。 

２ 第２項に規定する「有毒ガスが発生した場合」とは、緊急時対策

所の指示要員の吸気中の有毒ガスの濃度が有毒ガス防護のための

判断基準値を超えるおそれがあることをいう。「工場等内における

有毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの

発生を検出した場合に緊急時対策所において自動的に警報するた

めの装置の設置」については「有毒ガスの発生を検出し警報する

ための装置に関する要求事項（別記－９）」によること。 
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（警報装置等） 

第四十七条 発電用原子炉施設には、その機械又は器具の機能の喪

失、誤操作その他の異常により発電用原子炉の運転に著しい支障

を及ぼすおそれが発生した場合、第三十四条第一項第九号の放射

性物質の濃度又は同項第十二号及び第十三号の線量当量率が著し

く上昇した場合又は流体状の放射性廃棄物を処理し、又は貯蔵す

る設備から流体状の放射性廃棄物が著しく漏えいするおそれが発

生した場合においてこれらを確実に検出して自動的に警報する装

置を施設しなければならない。 

２ 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵槽の水温の著しい上昇又

は使用済燃料貯蔵槽の水位の著しい低下を確実に検知し、自動的

に警報する装置を施設しなければならない。ただし、発電用原子

炉施設が、使用済燃料貯蔵槽の水温の著しい上昇又は使用済燃料

貯蔵槽の水位の著しい低下に自動的に対処する機能を有している

場合は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

第４７条（警報装置等） 

１ 第１項に規定する「警報する装置」とは、表示ランプ点灯だけで

なく同時にブザー鳴動等を行うこと。 

２ 第１項における警報すべきそれぞれの場合に対しては、少なくと

も以下のものが施設されていること。 

第４７条 ＢＷＲ ＰＷＲ 

その機械又は器具の機能の

喪失、誤操作その他の異常に

より発電用原子炉の運転に

著しい支障を及ぼすおそれ

が発生した場合 

原子炉水位低又

は高 

加圧器水位低又

は高 

原子炉圧力高 原子炉圧力高 

中性子束高 中性子束高 

原子炉建屋放射

能高 

原子炉格納容器

内放射能高 

主蒸気管放射能

高 

復水器排気放射

能高 

第３４条第１項第９号の放

射性物質の濃度又は同条同

項第１２号及び第１３号の

線量当量率が著しく上昇し

た場合 

排気筒放射能高 排気筒放射能高 

エリア放射線モ

ニタ放射能高 

エリア放射線モ

ニタ放射能高 

周辺監視区域放

射能高 

周辺監視区域放

射能高 

流体状の放射性廃棄物を処 機器ドレン、床 機器ドレン、床
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３ 発電用原子炉施設には、発電用原子炉並びに一次冷却系統及び放

射性廃棄物を処理し、又は貯蔵する設備に係る主要な機械又は器

具の動作状態を表示する装置を施設しなければならない。 

４ 工場等には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故

障の際に発電用原子炉施設内の人に対し必要な指示ができるよ

う、警報装置及び多様性を確保した通信連絡設備を施設しなけれ

ばならない。 

 

理し、又は貯蔵する設備から

流体状の放射性廃棄物が著

しく漏えいするおそれが発

生した場合 

ドレンの容器又

はサンプの水位 

ドレンの容器又

はサンプの水位 

第３４条第１項第１４号の

水温が著しく上昇した場合

若しくは水位が著しく下降

した場合 

使用済燃料貯蔵

プール水温高 

使用済燃料貯蔵

ピット水温高 

使用済燃料貯蔵

プール水位低 

使用済燃料貯蔵

ピット水位低 

３ 第１項に規定する「放射性廃棄物が著しく漏えいするおそれが

生じた場合にこれらを確実に検出して」とは、床への漏えい又はそ

のおそれ（数滴程度の微少漏えいを除く。）を早期に検出するよう、

ポンプ及び弁からのシールリーク、タンクからのリーク等により、

通常の運転状態から逸脱が生じた場合に、タンク又はサンプの水

位の異常変化を検出すること。 

４ 第３項における表示すべき動作状態の種類は、ポンプの運転・停

止状態、弁の開・閉状態等を、表示方法としては表示ランプの点灯

をいう。 

５ 第４項に規定する「一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊

又は故障」とは、事故の発生等（一次冷却系に係る発電用原子施設

の損傷又は故障を含む。）に伴い従業員等の一時退避、事故対策の

ための集合等を要する事態をいう。 

６ 第４項に規定する「警報装置及び多様性を確保した通信連絡設
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５ 工場等には、設計基準事故が発生した場合において当該発電用原

子炉施設外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡ができる

よう、多様性を確保した専用通信回線を施設しなければならない。 

備」とは、原子炉制御室等から人が立ち入る可能性のある原子炉建

屋、タービン建屋等の建屋内外各所の人に操作、作業、退避の指示

等の連絡を、ブザー鳴動等により行うことができる設備及び音声に

より行うことができる設備をいう。 

７ 第５項に規定する「当該発電用原子炉施設外の通信連絡」とは、

原子炉制御室等から、使用制限を受けない専用の通信回線を通じ

て、所外必要箇所への事故の発生等（一次冷却系に係る発電用原

子炉施設の損傷又は故障を含む。）に係る連絡をいう。 
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（準用） 

第四十八条 第十七条第十五号の規定及び発電用火力設備に関する

技術基準を定める省令第二章の規定は、設計基準対象施設に施設

する補助ボイラーについて準用する。 

２ 発電用火力設備に関する技術基準を定める省令第十九条から第

二十三条までの規定は、設計基準対象施設に施設するガスタービ

ンについて準用する。 

３ 発電用火力設備に関する技術基準を定める省令第二十五条から

第二十九条までの規定は、設計基準対象施設に施設する内燃機関

について準用する。 

４ 原子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定める命

令（平成二十四年経済産業省令第七十号）第四条から第十六条まで、

第十九条から第二十八条まで及び第三十条から第三十五条までの

規定は、設計基準対象施設に施設する電気設備について準用する。 

第４８条（準用） 

１ 第１項において準用する第１７条第１５号に規定する「主要な

耐圧部の溶接部」とは、以下に掲げるものの溶接部をいう。 

（１） 設計基準対象施設の補助ボイラーに属する容器のうち、次

に定める圧力以上の圧力を加えられる部分（以下「耐圧部」と

いう。）について溶接を必要とするもの 

イ 水用の容器又は管であって、最高使用温度１００℃未満のも

のについては、最高使用圧力１９６０ｋＰａ  

ロ 液化ガス（通常の使用状態での温度における飽和圧力が１９

６ｋＰａ以上であって現に液体の状態であるもの又は圧力が１

９６ｋＰａにおける飽和温度が３５℃以下であって現に液体の

状態であるものをいう。以下同じ。）用の容器又は管について

は、最高使用圧力０ｋＰａ  

ハ イ又はロに規定する容器以外の容器については、最高使用圧

力９８ｋＰａ 

ニ イ又はロに規定する管以外の管については、最高使用圧力９

８０ｋＰａ（長手継手の部分にあっては、４９０ｋＰａ） 

（２） 設計基準対象施設の補助ボイラーに係る外径１５０ｍｍ以

上の管のうち、耐圧部について溶接を必要とするもの 

２ 第１項において準用する第１７条第１５号の規定に適合する溶接

部は、次の（１）又は（２）のいずれかに適合したものをいう。 

（１）「溶接規格 2007」及び「設計・建設規格 2005(2007)」の規
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定に「日本機械学会「溶接規格」等の適用に当たって（別記－

５）」の要件を付したもの 

（２）「溶接規格 2012(2013)」及び「設計・建設規格 2012」の規

定に「日本機械学会「設計・建設規格」及び「材料規格」の適

用に当たって（別記－２）」及び「日本機械学会「溶接規格」

等の適用に当たって（別記－５）」の要件を付したもの 

（「溶接規格2007技術評価書」、「溶接規格2012(2013)技術評価書」、

「設計・建設規格2007技術評価書」及び「設計・建設規格2012技術

評価書」） 

３ ガスタービンの附属設備に属する容器及び管は発電用原子炉施

設に含まれることから、第１７条、第２０条及び第２１条によりそ

れぞれ材料及び構造、安全弁等並びに耐圧試験の規定が適用され

る。 

４ 内燃機関の附属設備に属する容器及び管は発電用原子炉施設に

含まれることから、第１７条、第２０条及び第２１条によりそれぞ

れ材料及び構造、安全弁等並びに耐圧試験の規定が適用される。 

５ 火力省令の準用に当たっては、「発電用火力設備の技術基準の解

釈」の該当部分によること。 

６ 原子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定める命

令（平成２４年経済産業省令第７０号）の準用に当たっては、「原

子力発電工作物に係る電気設備の技術基準の解釈」（原規技発第

1306199 号（平成２５年６月１９日原子力規制委員会決定））の該
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当部分によること。 
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第三章 重大事故等対処施設 

 

（重大事故等対処施設の地盤） 

第四十九条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に応じ、

それぞれ次に定める地盤に施設しなければならない。 

一 重大事故防止設備のうち常設のもの（以下「常設重大事故防

止設備」という。）であって、耐震重要施設に属する設計基準事

故対処設備が有する機能を代替するもの（以下「常設耐震重要

重大事故防止設備」という。）が設置される重大事故等対処施

設（特定重大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地

震力が作用した場合においても当該重大事故等対処施設を十

分に支持することができる地盤 

二 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備

が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を

除く。） 設置許可基準規則第四条第二項の規定により算定す

る地震力が作用した場合においても当該重大事故等対処施設

を十分に支持することができる地盤 

三 重大事故緩和設備のうち常設のもの（以下「常設重大事故緩

和設備」という。）が設置される重大事故等対処施設（特定重大

事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力が作用し

た場合においても当該重大事故等対処施設を十分に支持する

第３章 重大事故等対処施設 

 

第４９条（重大事故等対処施設の地盤） 

１ 第４９条の適用に当たっては、第４条の解釈に準ずるものとす

る。 
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ことができる地盤 

四 特定重大事故等対処施設 設置許可基準規則第四条第二項の

規定により算定する地震力が作用した場合及び基準地震動に

よる地震力が作用した場合においても当該特定重大事故等対

処施設を十分に支持することができる地盤 
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（地震による損傷の防止） 

第五十条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に応じ、そ

れぞれ次に定めるところにより施設しなければならない。 

一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処

施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地

震力に対して重大事故に至るおそれがある事故に対処するため

に必要な機能が損なわれるおそれがないこと。 

二 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備

が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を

除く。） 設置許可基準規則第四条第二項の規定により算定する

地震力に十分に耐えること。 

三 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設（特

定重大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力に対

して重大事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれ

がないこと。 

四 特定重大事故等対処施設 設置許可基準規則第四条第二項の

規定により算定する地震力に十分に耐え、かつ、基準地震動によ

る地震力に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損

なわれるおそれがないこと。 

２ 重大事故等対処施設（前項第二号の重大事故等対処施設を除く。）

が設置許可基準規則第四条第三項の地震により生ずる斜面の崩壊

によりその重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれる

第５０条（地震による損傷の防止） 

１ 第５０条の適用に当たっては、第５条の解釈に準ずるものとす

る。 

 

 

 

 

２ 第 1 項第２号に規定する「設置許可基準規則第４条第２項の規

定により算定する地震力」とは、設置許可基準規則解釈第３９条２

の地震力とする。 

 

 

 

 

 

３ 第 1 項第４号に規定する「設置許可基準規則第４条第２項の規

定により算定する地震力」とは、設置許可基準規則解釈第３９条３

の地震力とする。 
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おそれがないよう、防護措置その他の適切な措置を講じなければな

らない。 
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（津波による損傷の防止） 

第五十一条 重大事故等対処施設が基準津波によりその重大事故等

に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないよう、防

護措置その他の適切な措置を講じなければならない。 

第５１条（津波による損傷の防止） 

１ 第５１条の適用に当たっては、第６条の解釈に準ずるものとす

る。 
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（火災による損傷の防止） 

第五十二条 重大事故等対処施設が火災によりその重大事故等に対

処するために必要な機能が損なわれないよう、次に掲げる措置を

講じなければならない。 

一 火災の発生を防止するため、次の措置を講ずること。 

イ 発火性又は引火性の物質を内包する系統の漏えい防止そ

の他の措置を講ずること。 

ロ 重大事故等対処施設には、不燃性材料又は難燃性材料を使

用すること。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

（１） 重大事故等対処施設に使用する材料が、代替材料であ

る場合 

（２） 重大事故等対処施設の機能を確保するために必要な代

替材料の使用が技術上困難な場合であって、重大事故等対処

施設における火災に起因して他の重大事故等対処施設にお

いて火災が発生することを防止するための措置が講じられ

ている場合 

ハ 避雷設備その他の自然現象による火災発生を防止するた

めの設備を施設すること。 

ニ 水素の供給設備その他の水素が内部に存在する可能性が

ある設備にあっては、水素の燃焼が起きた場合においても重

大事故等対処施設の重大事故等に対処するために必要な機

能を損なわないよう施設すること。 

第５２条（火災による損傷の防止） 

１ 第５２条の適用に当たっては、第１１条の解釈に準ずるものとす

る。 
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ホ 放射線分解により発生し、蓄積した水素の急速な燃焼によ

って、重大事故等対処施設の重大事故等に対処するために必

要な機能を損なうおそれがある場合には、水素の蓄積を防止

する措置を講ずること。 

二 火災の感知及び消火のため、火災と同時に発生すると想定さ

れる自然現象により、火災感知設備及び消火設備の機能が損な

われることがないように施設すること。 
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（特定重大事故等対処施設） 

第五十三条 工場等には、次に定めるところにより特定重大事故等

対処施設を施設しなければならない。 

一 原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムに対してその重大事故等に対処するために必要な機能が

損なわれるおそれがないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備を有する

こと。 

 

 

 

 

第５３条（特定重大事故等対処施設） 

 

 

１ 第１号に規定する「原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムに対してその重大事故等に対処するために必

要な機能が損なわれるおそれがないこと」とは、以下に規定する設

備又はこれと同等以上の効果を有する設備とする。 

(a) 原子炉建屋及び特定重大事故等対処施設が同時に破損するこ

とを防ぐために必要な離隔距離（例えば 100m 以上）を確保する

こと、又は故意による大型航空機の衝突に対して頑健な建屋に

収納すること。 

２ 特定重大事故等対処施設は、第４９条第１項第４号、第５０条第

１項第４号及び第５１条並びに第５３条各号のそれぞれの要求事

項を満たす施設群から成るが、少なくとも第４９条第１項第４号、

第５０条第１項第４号及び第５１条の要求事項を満たす施設は一

の施設でなければならない。 

３ 第２号に規定する「原子炉格納容器の破損を防止するために必要

な設備」とは、以下に掲げる設備又はこれらと同等以上の効果を有

する設備をいう。 

(a)以下の機能を有すること。 

ⅰ．原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作機能（例えば、緊急

時制御室からの原子炉減圧操作設備） 
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ⅱ．炉内の溶融炉心の冷却機能（例えば、原子炉内への低圧注水

設備） 

ⅲ．原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却機能（例えば、

原子炉格納容器下部への注水設備） 

ⅳ．格納容器内の冷却・減圧・放射性物質低減機能（例えば、原

子炉格納容器スプレイへの注水設備） 

ⅴ．原子炉格納容器の過圧破損防止機能（例えば、格納容器圧力

逃がし装置（排気筒を除く）） 

ⅵ．水素爆発による原子炉格納容器の破損防止機能（必要な原子

炉）（例えば、水素濃度制御設備） 

ⅶ．サポート機能（例えば、電源設備、計装設備、通信連絡設備） 

ⅷ．上記設備の関連機能（例えば、減圧弁、配管等） 

(b)上記３(a)の機能を制御する緊急時制御室を設けること。 

(c)上記３(a)の機能を有する設備は、設計基準事故対処設備及び重

大事故等対処設備（特定重大事故等対処施設を構成するものを除

く。）に対して、可能な限り、多重性又は多様性及び独立性を有

し、位置的分散を図ること。 

(d)重大事故等対処設備（特定重大事故等対処施設を構成するもの

を除く。）による格納容器破損防止対策が有効に機能しなかった

場合は、原子炉制御室から移動し緊急時制御室で対処することを

想定し、緊急時制御室の居住性について、次の要件を満たすもの

であること。 
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① 想定する放射性物質の放出量等は東京電力株式会社福島第

一原子力発電所事故と同等とすること。 

② 運転員はマスクの着用を考慮してもよい。ただしその場合

は、実施のための体制を整備すること。 

③ 交代要員体制を考慮してもよい。ただしその場合は、実施の

ための体制を整備すること。 

④ 判断基準は、運転員の実効線量が 7日間で 100mSv を超えな

いこと。 

(e)緊急時制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍に、

有毒ガスの発生時において、緊急時制御室の運転員の吸気中の有

毒ガス濃度を有毒ガス防護のための判断基準値以下とするよう、

工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置及び当

該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に緊急時制御室におい

て自動的に警報するための装置の設置（「有毒ガスの発生を検出

し警報するための装置に関する要求事項（別記－９）」による。）

その他の適切な防護措置を講じなければならない。 

(f)通信連絡設備は緊急時制御室に整備され、原子炉制御室及び工

場等内緊急時対策所その他の必要箇所との通信連絡を行えるも

のであること。 

(g)電源設備は、「原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設

備」に電力を供給するものであり、特定重大事故等対処施設の要

件を満たすこと。同電源設備には、可搬型代替電源設備及び常設
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三 原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムの発生後、発電用原子炉施設の外からの支援が受けられるま

での間、使用できること。 

代替電源設備のいずれからも接続できること。なお、電源設備は、

特定重大事故等対処施設に属するが、重大事故に至るおそれがあ

る事故が発生した場合にも活用可能である。 

４ 第３号に規定する「発電用原子炉施設の外からの支援が受けられ

るまでの間、使用できること」とは、例えば、少なくとも 7日間、

必要な設備が機能するに十分な容量を有するよう設計を行うこと

をいう。 
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（重大事故等対処設備）  

第五十四条 重大事故等対処設備は、次に定めるところによらなけ

ればならない。 

一 想定される重大事故等が発生した場合における温度、放射

線、荷重その他の使用条件において、重大事故等に対処するた

めに必要な機能を有効に発揮すること。 

二 想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作

できること。 

三 健全性及び能力を確認するため、発電用原子炉の運転中又は

停止中に必要な箇所の保守点検（試験及び検査を含む。）がで

きること。 

四 本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために

使用する設備にあっては、通常時に使用する系統から速やかに

切り替えられる機能を備えること。 

五 工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないこと。 

六 想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等

対処設備の操作及び復旧作業を行うことができるよう、放射線

量が高くなるおそれが少ない設置場所の選定、設置場所への遮

蔽物の設置その他の適切な措置を講ずること。 

２ 常設重大事故等対処設備は、前項の規定によるほか、次に定める

ところによらなければならない。 

一 想定される重大事故等の収束に必要な容量を有すること。 

第５４条（重大事故等対処設備） 

１ 第１項から第３項までに規定する「想定される重大事故等」とは、

設置許可基準規則解釈第３７条において想定する事故シーケンス

グループ（炉心の著しい損傷後の原子炉格納容器の機能に期待でき

るものにあっては、計画された対策が想定するもの。）、想定する格

納容器破損モード、使用済燃料貯蔵槽内における想定事故及び想定

する運転停止中事故シーケンスグループをいう。 

 

２ 第１項第３号の規定の適用に当たっては、第１５条第２項の解釈

に準ずるものとする。 

 

 

 

 

３ 第１項第５号に規定する「他の設備」とは、設計基準対象施設だ

けでなく、当該重大事故等対処設備以外の重大事故等対処設備も含

む。 
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二 二以上の発電用原子炉施設において共用しないこと。ただ

し、二以上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二

以上の発電用原子炉施設の安全性が向上する場合であって、同

一の工場等内の他の発電用原子炉施設に対して悪影響を及ぼ

さない場合は、この限りでない。 

三 常設重大事故防止設備には、共通要因（設置許可基準規則第

二条第二項第十八号に規定する共通要因をいう。以下同じ。）

によって設計基準事故対処設備の安全機能と同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう、適切な措置を講ずること。 

３ 可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項の規定によるほ

か、次に定めるところによらなければならない。 

一 想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え、十分に余

裕のある容量を有すること。 

二 常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時

間に発電用原子炉施設と接続することができる常設の設備を

いう。以下同じ。）と接続するものにあっては、当該常設設備

と容易かつ確実に接続することができ、かつ、二以上の系統又

は発電用原子炉施設が相互に使用することができるよう、接続

部の規格の統一その他の適切な措置を講ずること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 第２項第３号及び第３項第７号に規定する「適切な措置を講ずる

こと」とは、共通要因の特性を踏まえ、可能な限り多様性を考慮す

ることをいう。 

 

 

 

５ 第３項第１号について、可搬型重大事故等対処設備の容量は、次

によること。 

(a) 可搬型重大事故等対処設備のうち、可搬型代替電源設備及び可

搬型注水設備（原子炉建屋の外から水又は電力を供給するもの

に限る。）にあっては、必要な容量を賄うことができる可搬型重

大事故等対処設備を１基あたり２セット以上を持つこと。 

これに加え、故障時のバックアップ及び保守点検による待機除

外時のバックアップを工場等全体で確保する。 

(b)可搬型重大事故等対処設備のうち、可搬型直流電源設備等であ

って負荷に直接接続するものにあっては、１負荷当たり１セッ

トに、工場等全体で故障時のバックアップ及び保守点検による
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三 常設設備と接続するものにあっては、共通要因によって接続

することができなくなることを防止するため、可搬型重大事故

等対処設備（原子炉建屋の外から水又は電力を供給するものに

限る。）の接続口をそれぞれ互いに異なる複数の場所に設ける

こと。 

四 想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大

事故等対処設備を設置場所に据え付け、及び常設設備と接続す

ることができるよう、放射線量が高くなるおそれが少ない設置

場所の選定、設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を

講ずること。 

五 地震、津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝

突その他のテロリズムによる影響、設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備の配置その他の条件を考慮した上で常設

重大事故等対処設備と異なる保管場所に保管すること。 

六 想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大

事故等対処設備を運搬し、又は他の設備の被害状況を把握する

ため、工場等内の道路及び通路が確保できるよう、適切な措置

を講ずること。 

待機除外時のバックアップを加えた容量を持つこと。 

(c)「必要な容量」とは、当該原子炉において想定する重大事故等に

おいて、炉心損傷防止及び格納容器破損防止等のために有効に

必要な機能を果たすことができる容量をいう。 

６ 第３項第３号について、複数の機能で一つの接続口を使用する場

合は、それぞれの機能に必要な容量（同時に使用する可能性がある

場合は、合計の容量）を確保することができるように接続口を設け

ること。 

 

 

 

 

 

 

７ 第３項第５号について、可搬型重大事故等対処設備の保管場所

は、故意による大型航空機の衝突も考慮すること。例えば原子炉建

屋から 100m 以上離隔をとり、原子炉建屋と同時に影響を受けない

こと。又は、故意による大型航空機の衝突に対して頑健性を有する

こと。 
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七 重大事故防止設備のうち可搬型のものには、共通要因によっ

て、設計基準事故対処設備の安全機能、使用済燃料貯蔵槽の冷

却機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止設備の重大事

故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能と同

時にその機能が損なわれるおそれがないよう、適切な措置を講

ずること。 
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（材料及び構造） 

第五十五条 重大事故等対処設備に属する容器、管、ポンプ若しくは

弁又はこれらの支持構造物の材料及び構造は、次に定めるところに

よらなければならない。この場合において、第一号から第三号まで

及び第七号の規定については、法第四十三条の三の十一第二項に定

める使用前事業者検査の確認を行うまでの間適用する。 

一 重大事故等クラス１機器及び重大事故等クラス１支持構造物

に使用する材料は、次に定めるところによること。 

イ 重大事故クラス等１機器又は重大事故等クラス１支持構造

物が、その使用される圧力、温度、荷重その他の使用条件に対

して適切な機械的強度及び化学的成分を有すること。 

ロ 重大事故等クラス１機器に使用する材料にあっては、当該機

器の最低使用温度に対して適切な破壊じん性を有することを

機械試験その他の評価方法により確認したものであること。 

ハ 重大事故等クラス１機器に属する鋳造品にあっては、有害な

欠陥がないことを非破壊試験により確認したものであること。 

二 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物

に使用する材料は、次に定めるところによること。ただし、次に

掲げる性能と同等以上の性能を有する場合は、この限りでない。 

イ 重大事故等クラス２機器又は重大事故等クラス２支持構造

物が、その使用される圧力、温度、荷重その他の使用条件に対

して適切な機械的強度及び化学的成分を有すること。 

第５５条（材料及び構造） 

１ 第４号から第６号までの構造強度は、原子炉等規制法第４３条

の３の１４に基づき維持段階にも適用される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第１号ロ及び第２号ロに規定する材料にあっては、本規程第１

７条４を準用することができる。 

 

 

 

３ 第２号に規定する「同等以上の性能を有する場合」には、当該機

器及び支持構造物がその設計上要求される強度を確保できるもの

であることを示すこと。 
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ロ 重大事故等クラス２機器に使用する材料にあっては、当該機

器の最低使用温度に対して適切な破壊じん性を有することを

機械試験その他の評価方法により確認したものであること。 

ハ 重大事故等クラス２機器に属する鋳造品にあっては、有害な

欠陥がないことを非破壊試験により確認したものであること。 

三 重大事故等クラス３機器（重大事故等クラス３容器、重大事故

等クラス３管、重大事故等クラス３ポンプ又は重大事故等クラス

３弁をいう。以下同じ。）に使用する材料は、当該機器が使用さ

れる圧力、温度、荷重その他の使用条件に対して適切な機械的強

度及び化学的成分を有すること。 

四 重大事故等クラス１機器及び重大事故等クラス１支持構造物

の構造及び強度は、次に定めるところによること。ただし、想定

される重大事故等に対処するために必要な構造及び強度を有す

るものについては、この限りでない。 

イ 重大事故等クラス１機器にあっては、設計上定める条件にお

いて、全体的な変形を弾性域に抑えること。 

ロ 重大事故等クラス１機器に属する伸縮継手にあっては、設計

上定める条件で応力が繰り返し加わる場合において、疲労破壊

が生じないこと。 

ハ 重大事故等クラス１管（伸縮継手を除く。）にあっては、設

計上定める条件において、疲労破壊が生じないこと。 

ニ 重大事故等クラス１容器及び重大事故等クラス１管にあっ

 

 

 

 

 

４ 第３号に規定する「適切な機械的強度及び化学的成分を有する

こと」とは、例えば、日本産業規格等の適切な規格及び基準に適

合する材料とする。完成品として一般産業品の規格基準へ適合し

ている場合（消防法に基づく技術上の規格を満たす消防車等）に

は、第３号の規定を満たすものと解釈する。 
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ては、設計上定める条件において、座屈が生じないこと。 

ホ 重大事故等クラス１支持構造物であって、重大事故等クラス

１機器に溶接により取り付けられ、その損壊により重大事故等

クラス１機器に損壊を生じさせるおそれがあるものにあって

は、設計上定める条件において、延性破断及び座屈が生じない

こと。 

五 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物

の構造及び強度は、次に定めるところによること。ただし、次に

掲げる性能と同等以上の性能を有する場合は、この限りでない。 

イ 重大事故等クラス２機器にあっては、設計上定める条件にお

いて、全体的な変形を弾性域に抑えること。 

ロ 重大事故等クラス２機器に属する伸縮継手にあっては、設計

上定める条件で応力が繰り返し加わる場合において、疲労破壊

が生じないこと。 

ハ 重大事故等クラス２管（伸縮継手を除く。）にあっては、設

計上定める条件において、疲労破壊が生じないこと。 

ニ 重大事故等クラス２容器及び重大事故等クラス２管にあっ

ては、設計上定める条件において、座屈が生じないこと。 

ホ 重大事故等クラス２支持構造物であって、重大事故等クラス

２機器に溶接により取り付けられ、その損壊により重大事故等

クラス２機器に損壊を生じさせるおそれがあるものにあって

は、設計上定める条件において、延性破断及び座屈が生じない

 

 

 

 

 

 

５ 第５号に規定する「同等以上の性能を有する場合」には、当該機

器及び支持構造物がその設計上要求される強度を確保できるもの

であることを示すこと。 

６ 第４号イ、第５号イ及び第６号に規定する「全体的な変形を弾性

域に抑えること」とは、本規程第１７条７を準用するものをいう。

ただし、第６号の重大事故等クラス３機器にあっては、完成品と

して一般産業品の規格及び基準へ適合している場合（消防法に基

づく技術上の規格を満たす消防車等）には、第６号の規定を満た

すものと解釈する。 

７ 第１号、第２号、第４号及び第５号の規定に適合する材料及び構

造とは、本規程第１７条１１を準用するものをいう。この場合に

おいて、第１号及び第４号の規定の適用に当たって「クラス２」

とあるのは「重大事故等クラス１」と、第２号及び第５号の規定

の適用に当たって「クラス２」とあるのは「重大事故等クラス２」

とそれぞれ読み替えるものとし、「材料規格 2012」の許容引張応

力（S 値）は、「設計・建設規格 2005（2007）」付録材料図表の値
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こと。 

六 重大事故等クラス３機器の構造及び強度は、設計上定める条件

において、全体的な変形を弾性域に抑えること。 

七 重大事故等クラス１容器、重大事故等クラス１管、重大事故等

クラス２容器及び重大事故等クラス２管のうち主要な耐圧部の

溶接部（溶接金属部及び熱影響部をいう。）は次に定めるところ

によること。ただし、重大事故等クラス２容器及び重大事故等ク

ラス２管にあっては、次に掲げる性能と同等以上の性能を有する

場合は、この限りでない。 

イ 不連続で特異な形状でないものであること。 

 

ロ 溶接による割れが生ずるおそれがなく、かつ、健全な溶接部

の確保に有害な溶込み不良その他の欠陥がないことを非破壊

試験により確認したものであること。 

 

ハ 適切な強度を有するものであること。 

ニ 機械試験その他の評価方法により適切な溶接施工法、溶接設

備及び技能を有する溶接士であることをあらかじめ確認した

ものにより溶接したものであること。 

 

に読み替えるものとする。 

（「材料規格 2012 技術評価書」） 

 

８ 第７号に規定する「主要な耐圧部の溶接部」とは、本規程第１７

条１６を準用するものをいう。 

 

 

 

 

９ 第７号イに規定する「不連続で特異な形状でないもの」とは、本

規程第１７条１７を準用するものをいう。 

１０ 第７号ロに規定する「溶接による割れが生ずるおそれがなく」

とは、本規程第１７条１８を準用するものをいう。 

１１ 第７号ロに規定する「非破壊試験」とは、本規程第１７条１９

を準用するものをいう。 

１２ 第７号ハに規定する「適切な強度を有する」とは、本規程第１

７条２０を準用するものをいう。 

１３ 第７号の規定に適合する溶接部とは、本規程第１７条２１を準

用するものをいう。この場合において、重大事故等クラス１容器

及び重大事故等クラス１管に係るものにあっては「クラス２」は

「重大事故等クラス１」と読み替えるものとする。また、重大事

故等クラス２容器及び重大事故等クラス２管に係るものにあっ
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ては「クラス２」は「重大事故等クラス２」と読み替えるものと

する。 
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（使用中の亀裂等による破壊の防止） 

第五十六条 使用中の重大事故等クラス１機器、重大事故等クラス

１支持構造物、重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２

支持構造物には、その破壊を引き起こす亀裂その他の欠陥があっ

てはならない。 

第５６条（使用中の亀裂等による破壊の防止） 

１ 第５６条の適用に当たっては、第１８条の解釈に準ずるものとす

る。 
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（安全弁等） 

第五十七条 重大事故等対処施設には、発電用原子炉施設の安全性

を確保する上で機器に作用する圧力の過度の上昇を適切に防止す

る性能を有する安全弁、逃がし弁、破壊板又は真空破壊弁を必要

な箇所に設けなければならない。 

第５７条（安全弁等） 

１ 第５７条に規定する「発電用原子炉施設の安全性を確保する上で

機器に作用する圧力の過度の上昇を適切に防止する性能を有する

安全弁、逃がし弁、破壊板又は真空破壊弁」とは、第２０条の規定

に準ずるものをいう。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（耐圧試験等） 

第五十八条 重大事故等クラス１機器、重大事故等クラス２機器及び

重大事故等クラス３機器に属する機器は、当該機器の使用時におけ

る圧力で耐圧試験を行ったとき、これに耐え、かつ、著しい漏えい

がないものでなければならない。ただし、他の方法により当該圧力

に耐え、かつ、圧力を加えた場合に著しい漏えいがないことを確認

できる場合は、この限りでない。 

２ 重大事故等クラス１機器、重大事故等クラス２機器及び重大事故

等クラス３機器に属する機器は、当該機器の使用時における圧力で

漏えい試験を行ったとき、著しい漏えいがないものでなければなら

ない。ただし、他の方法により当該圧力を加えた場合に著しい漏え

いがないことを確認できる場合は、この限りでない。 

第５８条（耐圧試験等） 

１ 第５８条の適用にあたっては、第２１条の解釈に準ずるものとす

る。ただし、重大事故等クラス３機器に係る耐圧試験にあっては、

完成品として一般産業品の規格及び基準へ適合している場合（消防

法に基づく技術上の規格を満たす消防車等）には、第１項の規定を

満たすものと解釈する。 

２ 第１項及び第２項に規定する「他の方法」とは、機器の使用時に

おける圧力で試験を行うことが困難と認められる場合に、評価等の

方法を用いて実施する場合をいう。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備） 

 

第五十九条 発電用原子炉施設には、運転時の異常な過渡変化時にお

いて発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象が

発生するおそれがある場合又は当該事象が発生した場合において

も炉心の著しい損傷を防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリ

及び原子炉格納容器の健全性を維持するとともに、発電用原子炉を

未臨界に移行するために必要な設備を施設しなければならない。 

第５９条（緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設

備） 

１ 第５９条に規定する「発電用原子炉の運転を緊急に停止すること

ができない事象が発生するおそれがある場合」とは、発電用原子炉

が緊急停止していなければならない状況にもかかわらず、原子炉出

力又は原子炉圧力等のパラメータの変化から緊急停止していない

ことが推定される場合のことをいう。 

２ 第５９条に規定する「発電用原子炉を未臨界に移行するために必

要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を

有する措置を行うための設備をいう。 

（１）BWR 

 ａ）センサー出力から最終的な作動装置の入力までの原子炉スク

ラム系統から独立した代替反応度制御棒挿入回路（ARI）を整備

すること。 

 ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができ

ない事象が発生するおそれがある場合」に、原子炉出力を制御

するため、原子炉冷却材再循環ポンプを自動で停止させる装置

を整備すること。 

 ｃ）十分な反応度制御能力を有するほう酸水注入設備（SLCS）を

整備すること。 

（２）PWR 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

 ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができ

ない事象が発生するおそれがある場合」に、原子炉出力を抑制

するため、補助給水系ポンプを自動的に起動させる設備及び蒸

気タービンを自動で停止させる設備を整備すること。 

 ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができ

ない事象が発生するおそれがある場合」には、化学体積制御設

備又は非常用炉心冷却設備による十分な量のほう酸水注入を

実施する設備を整備すること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する

ための設備） 

第六十条 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリが高

圧の状態であって、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の

冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷を防止する

ため、発電用原子炉を冷却するために必要な設備を施設しなければ

ならない 

第６０条（原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却

するための設備） 

１ 第６０条に規定する「発電用原子炉を冷却するために必要な設

備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する

措置を行うための設備をいう。 

（１）全交流動力電源喪失・常設直流電源系統喪失を想定し、原子炉

隔離時冷却系(RCIC)若しくは非常用復水器（BWR の場合）又はタ

ービン動補助給水ポンプ（PWR の場合）（以下「RCIC 等」という。）

により発電用原子炉を冷却するため、以下に掲げる措置又はこ

れらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備を整備す

ること。 

 ａ）可搬型重大事故防止設備 

 ⅰ）現場での可搬型重大事故防止設備（可搬型バッテリ又は窒

素ボンベ等）を用いた弁の操作により、RCIC 等の起動及び

十分な期間※の運転継続を行う可搬型重大事故防止設備等

を整備すること。ただし、下記（１）ｂ）ⅰ）の人力による

措置が容易に行える場合を除く。 

 ｂ）現場操作 

 ⅰ）現場での人力による弁の操作により、RCIC 等の起動及び十

分な期間※の運転継続を行うために必要な設備を整備する

こと。 

 ※：原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間

のこと。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備） 

第六十一条 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリが

高圧の状態であって、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉

の減圧機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子

炉格納容器の破損を防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリを

減圧するために必要な設備を施設しなければならない。 

第６１条（原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備） 

１ 第６１条に規定する「炉心の著しい損傷」を「防止するため、原

子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要な設備」とは、以

下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行う

ための設備をいう。 

（１）ロジックの追加 

 ａ）原子炉水位低かつ低圧注水系が利用可能な状態で、逃がし安

全弁を作動させる減圧自動化ロジックを設けること（BWR の

場合）。 

（２）可搬型重大事故防止設備 

 ａ）常設直流電源系統喪失時においても、減圧用の弁（逃がし安

全弁（BWR の場合）又は主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁

（PWR の場合））を作動させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減

圧操作が行えるよう、手動設備又は可搬型代替直流電源設備

を配備すること。 

 ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧用の弁を作動させ

原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、可搬

型コンプレッサー又は窒素ボンベを配備すること。 

 ｃ）減圧用の弁は、想定される重大事故等が発生した場合の環境

条件において確実に作動すること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する

ための設備） 

第六十二条 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリが

低圧の状態であって、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉

の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子

炉格納容器の破損を防止するため、発電用原子炉を冷却するために

必要な設備を施設しなければならない。 

第６２条（原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却

するための設備） 

１ 第６２条に規定する「炉心の著しい損傷」を「防止するため、発

電用原子炉を冷却するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置

又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をい

う。 

（１）重大事故防止設備 

 ａ）可搬型重大事故防止設備を配備すること。 

 ｂ）炉心の著しい損傷に至るまでの時間的余裕のない場合に対応

するため、常設重大事故防止設備を設置すること。 

 ｃ）上記ａ）及びｂ）の重大事故防止設備は、設計基準事故対処

設備に対して、多様性及び独立性を有し、位置的分散を図るこ

と。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備） 

第六十三条 発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備が有す

る最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が

発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため、最終ヒートシ

ンクへ熱を輸送するために必要な設備を施設しなければならない。 

 

第６３条（最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備） 

１ 第６３条に規定する「最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必

要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を

有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）炉心の著しい損傷等を防止するため、重大事故防止設備を整備

すること。 

ｂ）重大事故防止設備は、設計基準事故対処設備に対して、多重性

又は多様性及び独立性を有し、位置的分散を図ること。 

ｃ）取水機能の喪失により最終ヒートシンクが喪失することを想定

した上で、BWR においては、サプレッションプールへの熱の蓄積

により、原子炉冷却機能が確保できる一定の期間内に、十分な余

裕を持って所内車載代替の最終ヒートシンクシステム(UHSS)の

繋ぎ込み及び最終的な熱の逃がし場への熱の輸送ができるこ

と。加えて、残留熱除去系(RHR)の使用が不可能な場合について

考慮すること。 

  また、PWR においては、タービン動補助給水ポンプ及び主蒸気

逃がし弁による２次冷却系からの除熱により、最終的な熱の逃

がし場への熱の輸送ができること。 

ｄ）格納容器圧力逃がし装置を整備する場合は、本規程第６５条３

ｂ)に準ずること。また、その使用に際しては、敷地境界での線

量評価を行うこと。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（原子炉格納容器内の冷却等のための設備） 

第六十四条 発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備が有す

る原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合において炉心の著

しい損傷を防止するため、原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下

させるために必要な設備を施設しなければならない。 

２ 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合にお

いて原子炉格納容器の破損を防止するため、原子炉格納容器内の圧

力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために必要な設

備を施設しなければならない。 

第６４条（原子炉格納容器内の冷却等のための設備） 

１ 第１項に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下さ

せるために必要な設備」及び第２項に規定する「原子炉格納容器

内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために

必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効

果を有する措置を行うための設備をいう。 

（１）重大事故等対処設備 

 ａ）設計基準事故対処設備の格納容器スプレイ注水設備（ポンプ

又は水源）が機能喪失しているものとして、格納容器スプレイ

代替注水設備を配備すること。 

 ｂ）上記ａ）の格納容器スプレイ代替注水設備は、設計基準事故

対処設備に対して、多様性及び独立性を有し、位置的分散を図

ること。 

（２）兼用 

 ａ）第１項の炉心損傷防止目的の設備と第２項の格納容器破損防

止目的の設備は、同一設備であってもよい。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備） 

第六十五条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場

合において原子炉格納容器の過圧による破損を防止するため、原子

炉格納容器バウンダリ（設置許可基準規則第二条第二項第三十七号

に規定する原子炉格納容器バウンダリをいう。）を維持しながら原

子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な設備を

施設しなければならない。 
 
 
 
 
 
 
２ 発電用原子炉施設（原子炉格納容器の構造上、炉心の著しい損

傷が発生した場合において短時間のうちに原子炉格納容器の過圧

による破損が発生するおそれがあるものに限る。）には、前項の

設備に加えて、原子炉格納容器内の圧力を大気中に逃がすために

必要な設備を施設しなければならない。 

 

 

 

第６５条（原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備） 

１ 第１項に規定する「原子炉格納容器バウンダリ（設置許可基準規

則第２条第２項第３７号に規定する原子炉格納容器バウンダリを

いう。）を維持」とは、限界圧力及び限界温度において評価される原

子炉格納容器の漏えい率を超えることなく、原子炉格納容器内の放

射性物質を閉じ込めておくことをいい、「原子炉格納容器バウンダ

リ（設置許可基準規則第２条第２項第３７号に規定する原子炉格納

容器バウンダリをいう。）を維持しながら原子炉格納容器内の圧力

及び温度を低下させるために必要な設備」とは、以下に掲げる措置

又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をい

う。 

ａ）格納容器代替循環冷却系又は格納容器再循環ユニットを設置

すること。 

２ 第２項に規定する「原子炉格納容器の構造上、炉心の著しい損傷

が発生した場合において短時間のうちに原子炉格納容器の過圧に

よる破損が発生するおそれがあるもの」とは、原子炉格納容器の容

積が小さく炉心損傷後の事象進展が速い発電用原子炉施設である

BWR及びアイスコンデンサ型格納容器を有するPWRをいう。 

３ 第２項に規定する「原子炉格納容器内の圧力を大気中に逃がすた

めに必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の

効果を有する措置を行うための設備をいう。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）格納容器圧力逃がし装置を設置すること。 

ｂ）上記３ａ）の格納容器圧力逃がし装置とは、以下に掲げる措置

又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備を

いう。 

ⅰ）格納容器圧力逃がし装置は、排気に含まれる放射性物質の量

を低減するものであること。 

ⅱ）格納容器圧力逃がし装置は、可燃性ガスの爆発防止等の対策

が講じられていること。 

ⅲ）格納容器圧力逃がし装置の配管等は、他の系統・機器（例え

ばSGTS）や他号機の格納容器圧力逃がし装置等と共用しないこ

と。ただし、他への悪影響がない場合を除く。 

ⅳ）また、格納容器圧力逃がし装置の使用に際しては、必要に応

じて、原子炉格納容器の負圧破損を防止する設備を整備するこ

と。 

ⅴ）格納容器圧力逃がし装置の隔離弁は、人力により容易かつ確

実に開閉操作ができること。 

ⅵ）炉心の著しい損傷時においても、現場において、人力で格納

容器圧力逃がし装置の隔離弁の操作ができるよう、遮蔽又は離

隔等の放射線防護対策がなされていること。 

ⅶ）原子炉格納容器の隔離機能を有するラプチャーディスクを設

置する場合は、バイパス弁を併置すること。ただし、当該ラプ

チャーディスクを強制的に手動で破壊する装置を設置する場
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３ 前項の設備は、共通要因によって第一項の設備の過圧破損防止機

能（炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の過

圧による破損を防止するために必要な機能をいう。）と同時にその

機能が損なわれるおそれがないよう、適切な措置を講じたものでな

ければならない。 

合は、この限りでない。 

ⅷ）格納容器圧力逃がし装置の窒素充填、雨水の浸入防止等のた

めにラプチャーディスクを設置する場合は、当該ラプチャーデ

ィスクは、格納容器圧力逃がし装置の機能を損なうおそれがな

いよう十分に低い圧力で作動するものであること。 

ⅸ）格納容器圧力逃がし装置は、長期的にも溶融炉心及び水没の

悪影響を受けない場所に接続されていること。 

ⅹ）排気により高線量となるフィルター等からの被ばくを低減す

るための遮蔽等の放射線防護対策がなされていること。 

xi）格納容器圧力逃がし装置からの放射性物質を含む気体の排気

を放射線量の変化によって検出するため、当該装置の排気口又

はこれに近接する箇所に放射線量を測定することができる設

備を設けること。 

４ 第３項に規定する「適切な措置を講じたもの」とは、多様性及び

可能な限り独立性を有し、位置的分散を図ることをいう。 
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（原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備） 

第六十六条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場

合において原子炉格納容器の破損を防止するため、溶融し、原子炉

格納容器の下部に落下した炉心を冷却するために必要な設備を施

設しなければならない。 

第６６条（原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備） 

１ 第６６条に規定する「溶融し、原子炉格納容器の下部に落下した

炉心を冷却するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこ

れらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。な

お、原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却は、溶融炉心・

コンクリート相互作用(MCCI)を抑制すること及び溶融炉心が拡が

り原子炉格納容器バウンダリに接触することを防止するために行

われるものである。 

ａ）原子炉格納容器下部注水設備を設置すること。原子炉格納容器

下部注水設備とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の

効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ⅰ）原子炉格納容器下部注水設備（ポンプ車及び耐圧ホース等）

を整備すること。（可搬型の原子炉格納容器下部注水設備の場

合は、接続する建屋内の流路をあらかじめ敷設すること。） 

ⅱ）原子炉格納容器下部注水設備は、多重性又は多様性及び独立

性を有し、位置的分散を図ること。（ただし、建屋内の構造上

の流路及び配管を除く。） 

ｂ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設

備からの給電を可能とすること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備） 

 

第六十七条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場

合において原子炉格納容器内における水素による爆発（以下「水素

爆発」という。）による破損を防止する必要がある場合には、水素

爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備を

施設しなければならない。 

第６７条（水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設

備） 

１ 第６７条に規定する「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防

止するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同

等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）原子炉格納容器内を不活性化すること又は原子炉格納容器内に

水素濃度制御設備を設置すること。 

ｂ）原子炉格納容器内を不活性化する場合には、次に掲げるところ

により、原子炉格納容器から水素ガスを排出することができる

設備を設けること。 

ⅰ）その排出経路での水素爆発を防止すること。 

ⅱ）排気に含まれる放射性物質の量を低減すること。 

ⅲ）排気中の水素濃度を測定することができる設備を設けるこ

と。 

ⅳ）当該設備からの放射性物質を含む気体の排気を放射線量の

変化によって検出するため、当該設備の排気口又はこれに近

接する箇所に放射線量を測定することができる設備を設ける

こと。 

ｃ）炉心の著しい損傷時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で

測定できる監視設備を設置すること。 

ｄ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設

備からの給電を可能とすること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備） 

 

第六十八条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場

合において原子炉建屋その他の原子炉格納容器から漏えいする気

体状の放射性物質を格納するための施設（以下「原子炉建屋等」と

いう。）の水素爆発による損傷を防止する必要がある場合には、水

素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な設

備を施設しなければならない。 

第６８条（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設

備） 

１ 第６８条に規定する「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を

防止するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと

同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）原子炉格納容器の構造上、炉心の著しい損傷が発生した場合に

おいて原子炉格納容器内の水素濃度が高くなり、高濃度の水素ガ

スが原子炉格納容器から漏えいするおそれのある発電用原子炉

施設には、原子炉格納容器から原子炉建屋等への水素ガスの漏え

いを抑制し、原子炉建屋等内の水素濃度の上昇を緩和するための

設備として、次に掲げるところにより、原子炉格納容器から水素

ガスを排出することができる設備を設置すること。この場合にお

いて、当該設備は、本規程第６５条の規定により設置する格納容

器圧力逃がし装置と同一設備であってもよい。 

ⅰ）その排出経路での水素爆発を防止すること。 

ⅱ）排気中の水素濃度を測定することができる設備を設けるこ

と。 

ⅲ）ⅰ）及びⅱ）に掲げるもののほか、本規程第６５条３ｂ）ⅰ）

からⅺ）までの規定に準ずること。 

ｂ）水素濃度制御設備（制御により原子炉建屋等で水素爆発のおそ

れがないことを示すこと。）又は原子炉建屋等から水素ガスを排
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

出することができる設備（動的機器等に水素爆発を防止する機

能を付けること。放射性物質低減機能を付けること。）を設置す

ること。 

ｃ）想定される事故時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で推

定できる監視設備を設置すること。 

ｄ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設

備からの給電を可能とすること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

第六十九条 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵槽の冷却機能

又は注水機能が喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えい

その他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合

において使用済燃料貯蔵槽内の燃料体又は使用済燃料（以下「貯

蔵槽内燃料体等」という。）を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界

を防止するために必要な設備を施設しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵槽からの大量の水の漏え

いその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が異常に低下

した場合において貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、

及び臨界を防止するために必要な設備を施設しなければならない。 

第６９条（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

１ 第１項に規定する「使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が

喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因によ

り当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合」とは、設置許可基

準規則解釈第３７条３－１(a)及び(b)で定義する想定事故１及び

想定事故２において想定する使用済燃料貯蔵槽の水位の低下をい

う。 

２ 第１項に規定する「貯蔵槽内燃料体等を冷却し、放射線を遮蔽し、

及び臨界を防止するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又

はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）代替注水設備として、可搬型代替注水設備（注水ライン及びポ

ンプ車等）を配備すること。 

ｂ）代替注水設備は、設計基準対象施設の冷却設備及び注水設備が

機能喪失し、又は小規模な漏えいがあった場合でも、使用済燃料

貯蔵槽の水位を維持できるものであること。 

３ 第２項に規定する「貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和

し、及び臨界を防止するために必要な設備」とは、以下に掲げる措

置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備を

いう。 

ａ）スプレイ設備として、可搬型スプレイ設備（スプレイヘッダ、

スプレイライン及びポンプ車等）を配備すること。 

ｂ）スプレイ設備は、代替注水設備によって使用済燃料貯蔵槽の水
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

位が維持できない場合でも、燃料損傷を緩和できるものである

こと。 

ｃ）燃料損傷時に、できる限り環境への放射性物質の放出を低減す

るための設備を整備すること。 

４ 第１項及び第２項の設備として、使用済燃料貯蔵槽の監視は、以

下によること。 

ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位、水温及び上部の空間線量率について、

燃料貯蔵設備に係る重大事故等により変動する可能性のある範

囲にわたり測定可能であること。 

ｂ）これらの計測設備は、交流又は直流電源が必要な場合には、代

替電源設備からの給電を可能とすること。 

ｃ）使用済燃料貯蔵槽の状態をカメラにより監視できること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備） 

第七十条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷及び原子炉格納

容器の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合にお

いて工場等外への放射性物質の拡散を抑制するために必要な設備

を施設しなければならない。 

第７０条（工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備） 

１ 第７０条に規定する「工場等外への放射性物質の拡散を抑制する

ために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）原子炉建屋に放水できる設備を配備すること。 

ｂ）放水設備は、原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機

燃料火災に対応できること。 

ｃ）放水設備は、移動等により、複数の方向から原子炉建屋に向け

て放水することが可能なこと。 

ｄ）放水設備は、複数の発電用原子炉施設の同時使用を想定し、工

場等内発電用原子炉施設基数の半数以上を配備すること。 

ｅ）海洋への放射性物質の拡散を抑制する設備を整備すること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（重大事故等時に必要となる水源及び水の供給設備） 

第七十一条 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、想定

される重大事故等に対処するための水源として必要な量の水を貯

留するための設備を施設しなければならない。 

一 設計基準事故の収束に必要な水を貯留するものにあっては、当

該設計基準事故及び想定される重大事故等に対処するために必

要な量の水を貯留できるものとすること。 

二 その貯留された水を、想定される重大事故等に対処するために

必要な設備に供給できるものとすること。 

 

 

 

２ 発電用原子炉施設には、海その他の水源（前項の水源を除く。）

から、想定される重大事故等の収束に必要な量の水を取水し、当該

重大事故等に対処するために必要な設備に供給するための設備を

施設しなければならない。 

 

第７１条（重大事故等時に必要となる水源及び水の供給設備） 

１ 第１項に規定する「必要な量の水」とは、第２項に規定する「海

その他の水源」から取水された水が重大事故等に対処するために必

要な設備に供給されるまでの間、当該重大事故等に対処するために

必要な量の水をいう。 

 

 

２ 一次冷却材喪失時に原子炉格納容器に水源を切り替える必要が

ある発電用原子炉施設には、第１項第２号に規定する「想定される

重大事故等に対処するために必要な設備に供給できるもの」とし

て、原子炉格納容器を水源とする再循環設備を代替することができ

る設備を設けること。 

３ 第２項に規定する「海その他の水源」とは、海及び複数の代替淡

水源（貯水槽、ダム又は貯水池等の淡水源であって、第１項の設備

に貯留されたもの以外のものをいう。）であって、想定される重大

事故等の収束までの間、当該重大事故等に対処するために必要な量

の水を取水できるものをいう。 

４ 第２項の規定により設けられる設備は、同項に規定する「海その

他の水源」から、想定される重大事故等の収束までの間、当該重大

事故等に対処するために必要な水を取水し、当該重大事故等に対処

するために必要な設備に供給するための移送ホース、ポンプその他

の設備であって、当該各水源からの移送ルートが確保されたもので
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なければならない。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（電源設備） 

第七十二条 発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備の電源

が喪失したことにより重大事故等が発生した場合において炉心の

著しい損傷、原子炉格納容器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損

傷及び運転停止中における発電用原子炉内の燃料体（以下「運転停

止中原子炉内燃料体」という。）の著しい損傷を防止するために必

要な電力を確保するために必要な設備を施設しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７２条（電源設備） 

１ 第１項に規定する「必要な電力を確保するために必要な設備」と

は、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を

行うための設備をいう。 

ａ）代替電源設備を設けること。 

ⅰ）可搬型代替電源設備（電源車及びバッテリ等）を配備するこ

と。 

ⅱ）常設代替電源設備として交流電源設備を設置すること。 

ⅲ）設計基準事故対処設備に対して、独立性を有し、位置的分散

を図ること。 

ｂ）所内常設蓄電式直流電源設備は、負荷切り離しを行わずに 8時

間、電気の供給が可能であること。ただし、「負荷切り離しを行

わずに」には、原子炉制御室又は隣接する電気室等において簡易

な操作で負荷の切り離しを行う場合を含まない。その後、必要な

負荷以外を切り離して残り 16 時間の合計 24 時間にわたり、電

気の供給を行うことが可能であること。 

ｃ）24時間にわたり、重大事故等の対応に必要な設備に電気（直流）

の供給を行うことが可能である可搬型直流電源設備を整備する

こと。 

ｄ）複数号機設置されている工場等では、号機間の電力融通を行え

るようにあらかじめケーブル等を敷設し、手動で接続できるこ

と。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

 

 

 

 

 

２ 発電用原子炉施設には、第四十五条第一項の規定により設置され

る非常用電源設備及び前項の規定により設置される電源設備のほ

か、設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等

が発生した場合において炉心の著しい損傷、原子炉格納容器の破損

、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の

著しい損傷を防止するための常設の直流電源設備を施設しなけれ

ばならない。 

ｅ）所内電気設備（モーターコントロールセンター(MCC)、パワーセ

ンター(P/C)及び金属閉鎖配電盤(メタクラ)(MC)等）は、代替所

内電気設備を設けることなどにより共通要因で機能を失うこと

なく、少なくとも一系統は機能の維持及び人の接近性の確保を

図ること。 

２ 第２項に規定する「常設の直流電源設備」とは、以下に掲げる措

置又はこれと同等以上の効果を有する措置を行うための設備とす

る。 

ａ）更なる信頼性を向上するため、負荷切り離し（原子炉制御室又

は隣接する電気室等において簡易な操作で負荷の切り離しを行

う場合を含まない。）を行わずに 8時間、その後、必要な負荷以

外を切り離して残り 16 時間の合計 24 時間にわたり、重大事故

等の対応に必要な設備に電気の供給を行うことが可能であるも

う１系統の特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（3系

統目）を整備すること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（計装設備） 

第七十三条 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生し、計測機器

（非常用のものを含む。）の故障により当該重大事故等に対処する

ために監視することが必要なパラメータ（設置許可基準規則第十六

条第三項第二号に規定するパラメータをいう。）を計測することが

困難となった場合において当該パラメータを推定するために有効

な情報を把握できる設備を施設しなければならない。 

第７３条（計装設備） 

１ 第７３条に規定する「当該重大事故等に対処するために監視する

ことが必要なパラメータを計測することが困難となった場合にお

いて当該パラメータを推定するために有効な情報を把握できる設

備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する

措置を行うための設備をいう。なお、「当該重大事故等に対処する

ために監視することが必要なパラメータ」とは、事業者が検討すべ

き炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策等を成功させるた

めに把握することが必要な発電用原子炉施設の状態を意味する。 

ａ）設計基準を超える状態における発電用原子炉施設の状態の把握

能力を明確にすること。（最高計測可能温度等） 

ｂ）発電用原子炉施設の状態の把握能力（最高計測可能温度等）を

超えた場合の発電用原子炉施設の状態の推定手段を整備するこ

と。 

ⅰ）原子炉圧力容器内の温度、圧力及び水位が推定できる手段を

整備すること。 

ⅱ）原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への注水量が推定でき

る手段を整備すること。 

ⅲ）推定するために必要なパラメータは、複数のパラメータの中

から確からしさを考慮し、優先順位を定めておくこと。 

 ｃ）原子炉格納容器内の温度、圧力、水位、水素濃度及び放射線量

率など想定される重大事故等の対応に必要となるパラメータが
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

計測又は監視及び記録ができること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（運転員が原子炉制御室にとどまるための設備） 

第七十四条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場

合（重大事故等対処設備（特定重大事故等対処施設を構成するもの

を除く。）が有する原子炉格納容器の破損を防止するための機能が

損なわれた場合を除く。）においても運転員が第三十八条第一項の

規定により設置される原子炉制御室にとどまるために必要な設備

を施設しなければならない。 

第７４条（運転員が原子炉制御室にとどまるための設備） 

１ 第７４条に規定する「重大事故等対処設備（特定重大事故等対処

施設を構成するもの除く。）が有する原子炉格納容器の破損を防止

するための機能が損なわれた場合」とは、第６４条、第６５条、第

６６条又は第６７条の規定により設置されるいずれかの設備の原

子炉格納容器の破損を防止するための機能が喪失した場合をいう。 

２ 第７４条に規定する「運転員が第３８条第１項の規定により設置

される原子炉制御室にとどまるために必要な設備」とは、以下に掲

げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための

設備をいう。 

ａ）原子炉制御室用の電源（空調及び照明等）は、代替交流電源設

備からの給電を可能とすること。 

ｂ）炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉制御室の居住性につ

いて、次の要件を満たすものであること。 

① 設置許可基準規則解釈第３７条の想定する格納容器破損モ

ードのうち、原子炉制御室の運転員の被ばくの観点から結果

が最も厳しくなる事故収束に成功した事故シーケンス（例え

ば、炉心の著しい損傷の後、格納容器圧力逃がし装置等の格

納容器破損防止対策が有効に機能した場合）を想定すること。 

② 運転員はマスクの着用を考慮してもよい。ただしその場合

は、実施のための体制を整備すること。 

③ 交代要員体制を考慮してもよい。ただしその場合は、実施の
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

ための体制を整備すること。 

④ 判断基準は、運転員の実効線量が 7 日間で 100mSv を超えな

いこと。 

ｃ）原子炉制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況下

において、原子炉制御室への汚染の持ち込みを防止するため、モ

ニタリング及び作業服の着替え等を行うための区画を設けるこ

と。 

ｄ）上記ｂ）の原子炉制御室の居住性を確保するために原子炉格納

容器から漏えいした空気中の放射性物質の濃度を低減する必要

がある場合は、非常用ガス処理系等（BWRの場合）又はアニュラ

ス空気再循環設備等（PWRの場合）を設置すること。 

ｅ）BWR にあっては、上記ｂ）の原子炉制御室の居住性を確保する

ために原子炉建屋に設置されたブローアウトパネルを閉止する

必要がある場合は、容易かつ確実に閉止操作ができること。また、

ブローアウトパネルは、現場において人力による操作が可能なも

のとすること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（監視測定設備） 

第七十五条 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生した場合に工

場等及びその周辺（工場等の周辺海域を含む。）において、発電用

原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量を監視

し、及び測定し、並びにその結果を記録することができる設備を施

設しなければならない。 

２ 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生した場合に工場等にお

いて風向、風速その他の気象条件を測定し、及びその結果を記録す

ることができる設備を施設しなければならない。 

第７５条（監視測定設備） 

１ 第１項に規定する「発電用原子炉施設から放出される放射性物質

の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録

することができる設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等

以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）モニタリング設備は、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の

破損が発生した場合に放出されると想定される放射性物質の濃

度及び放射線量を測定できるものであること。 

ｂ）常設モニタリング設備（モニタリングポスト等）が機能喪失し

ても代替し得る十分な台数のモニタリングカー又は可搬型代替

モニタリング設備を配備すること。 

ｃ）常設モニタリング設備は、代替交流電源設備からの給電を可能

とすること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（緊急時対策所） 

第七十六条 第四十六条の規定により設置される緊急時対策所は、重

大事故等が発生した場合においても当該重大事故等に対処するた

めの適切な措置が講じられるよう、次に定めるところによらなけれ

ばならない。 

一 重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員がとどま

ることができるよう、適切な措置を講ずること。 

二 重大事故等に対処するために必要な指示ができるよう、重大事

故等に対処するために必要な情報を把握できる設備を設けるこ

と。 

三 発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と

通信連絡を行うために必要な設備を設けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７６条（緊急時対策所） 

１ 第１項及び第２項の要件を満たす緊急時対策所とは、以下に掲げ

る措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設

備を備えたものをいう。 

ａ）基準地震動による地震力に対して緊急時対策所の機能を喪失し

ないようにするとともに、基準津波の影響を受けないこと。 

ｂ）緊急時対策所と原子炉制御室は共通要因により同時に機能喪失

しないこと。 

ｃ）緊急時対策所は、代替交流電源からの給電を可能とすること。

また、当該代替電源を含めて緊急時対策所の電源は、多重性又は

多様性を有すること。 

ｄ）緊急時対策所の居住性が確保されるように、適切な遮蔽設計及

び換気設計を行うこと。 

ｅ）緊急時対策所の居住性については、次の要件を満たすものであ

ること。 

  ① 想定する放射性物質の放出量等は東京電力株式会社福島第

一原子力発電所事故と同等とすること。 

  ② プルーム通過時等に特別な防護措置を講ずる場合を除き、

対策要員は緊急時対策所内でのマスクの着用なしとして評価

すること。 

  ③ 交代要員体制、安定ヨウ素剤の服用、仮設設備等を考慮し

てもよい。ただし、その場合は、実施のための体制を整備す
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２ 緊急時対策所には、重大事故等に対処するために必要な数の要員

を収容することができる措置を講じなければならない。 

ること。 

  ④ 判断基準は、対策要員の実効線量が 7 日間で 100mSv を超

えないこと。 

ｆ）緊急時対策所の外側が放射性物質により汚染したような状況下

において、緊急時対策所への汚染の持ち込みを防止するため、モ

ニタリング及び作業服の着替え等を行うための区画を設けるこ

と。 

２ 第２項に規定する「重大事故等に対処するために必要な数の要

員」とは、第１項第１号に規定する「重大事故等に対処するために

必要な指示を行う要員」に加え、少なくとも原子炉格納容器の破損

等による工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための対策に

対処するために必要な数の要員を含むものとする。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（通信連絡を行うために必要な設備） 

第七十七条 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生した場合にお

いて当該発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある場

所と通信連絡を行うために必要な設備を施設しなければならない。 

第７７条（通信連絡を行うために必要な設備） 

１ 第７７条に規定する「当該発電用原子炉施設の内外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設備」とは、以

下に掲げる措置又はこれと同等以上の効果を有する措置を行うた

めの設備をいう。 

ａ）通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）

からの給電を可能とすること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（準用） 

第七十八条 発電用火力設備に関する技術基準を定める省令第十九

条から第二十三条までの規定は、重大事故等対処施設に施設する

ガスタービンについて、同令第二十五条から第二十九条までの規

定は、重大事故等対処施設に施設する内燃機関について準用する。 

２ 原子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定める命

令第四条から第十六条まで、第十九条から第二十八条まで及び第三

十条から第三十五条までの規定は、重大事故等対処施設に施設する

電気設備について準用する。 
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［様式１］ 

 

発電用原子炉施設技術基準特殊設計施設認可申請書 

（○○発電所○号炉） 

（文書番号） 

 申請年月日 

 原子力規制委員会 殿 

申請者住所 

氏   名              ○印  

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則第３条の規定により次のとおり同規則

第○条第○項第○号の規定によらないで施設したいので申請します。 

１ 申請施設（注１） 

２ 申請理由（注２） 

３ 施設方法（注３） 

４ 添付図面及び資料 

（注１）申請施設の記載例 

○○○発電所○号炉廃棄物処理設備のうち 

（１）液体廃棄物処理系 

（イ）配管 

（ロ）濃縮装置 

（注２）この規則に定められた基準によれない特別な理由及びその場合になお安全性を確保できる理由

を具体的に記載すること。 

（注３）安全性に関する事項について特に詳細に記載すること。 
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図－ 1  準用する火力省令（第 3 章）及び本規則（第31条）の適用範囲（ＰＷＲの例） 

本規則適用範囲 
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本規則  適用範囲 

図－ 2  準用する火力省令（第 3 章）及び本規則（第 31条）の適用範囲（ＢＷＲの例） 
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4206-2007）」の適用に当たって 
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って 
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別記－１０ 燃料体に関する要求事項 

 

別記－１１ 日本電気協会「安全保護系へのディジタル計算機の適用に関する規程（JEAC 

4620）」等の適用に当たって 
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別記－１ 
 

日本電気協会｢原子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験方

法（JEAC 4206-2007）｣の適用に当たって 
 
技術基準規則第１４条第２項において、｢破壊靭性の確認試験方法（JEAC 4206-2007）｣

（次表「「破壊靱性の確認試験方法（JEAC 4206-2007）」正誤表一覧」に示す正誤表を含む。）

を適用するに当たっては、次のとおり要件を付すこととする。 

なお、技術基準規則第１４条第２項の規定と日本電気協会｢原子力発電所用機器に対する

破壊靭性の確認試験方法（JEAC 4206-2007）」の規定との対応関係は別表に掲げるところに

よる。 

 

表「破壊靱性の確認試験方法（JEAC 4206-2007）」正誤表一覧 

発行年月日 名称 

平成 31 年 3 月 28 日 原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靱性の確認方法

（JEAC4206-2016）正誤表 

平成 22 年 1 月 29 日 原子力発電用機器に対する破壊靱性の確認試験方法（JEAC4

206-2007）正誤表 

（「日本機械学会 設計・建設規格（JSME S NC1）正誤表（令和元年 7 月 12 日付け）等及

び日本電気協会 原子炉格納容器の漏えい率試験規程（JEAC4203-2008）正誤表（平成 28

年 12 月 13 日付け）等に関する技術評価書」（原規技発第 2001159 号（令和 2 年 1 月 15 日

原子力規制委員会決定））） 

 

（１） C-2000 記号 

「JEAC4201-2007 附属書 B の B-2100」とあるのは、「JEAC4201-2007/2013 附属書 B の

B-2100」と読み替える。 

（２） C-3110 評価事象の熱水力解析 

C-3110(1)における「ここで、PTS 事象の選定に当たり、配管破断防護設計により破断

前漏えい（LBB）概念の適用が認められているプラントにおいては、破断前漏えい概念

に基づく破損形態により選定した過渡とすることができる。」の規定は適用しないこと。 

（３） C-3230 破壊靱性（KIc）の実測値がある場合 

C-3230(2)の「σΔ」とあるのは、「2σΔ」と読み替える。 
 

別表 技術基準規則と｢破壊靭性の確認試験方法（JEAC 4206-2007）」との対応表 

技術基準規則 「破壊靭性の確認試験方法（JEAC 4206-2007）」 

第１４条 

２ 安全設備は、設計基準事

故時及び当該事故に至る

までの間に想定される全

FB-4000 原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の要

求 

FB-4100 原子炉圧力容器に対する供用期間中の耐圧・漏えい

試験及び運転条件の制限 

FB-4200 原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の要

求 
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技術基準規則 「破壊靭性の確認試験方法（JEAC 4206-2007）」 

ての環境条件において、そ

の機能を発揮することが

できるよう、施設しなけれ

ばならない。 

附属書Ａ A-3200 供用期間中の容器材料の破壊靭性要求 

A-3210 供用状態Ａ及びＢの評価方法 

A-3220 原子炉圧力容器の供用状態Ａ及びＢの評価方法 

A-3230 供用状態Ｃ及びＤの評価方法 

附属書Ｃ 供用状態Ｃ、Ｄにおける加圧水型原子炉圧力容器

の炉心領域部に対する非延性破壊防止のための評

価法 

C-1000 適用範囲 

C-2000 記号 

C-3000 加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域部に対する個別

の詳細評価 

C-4000 加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域部に対する一般

評価 

C-5000 参考文献 

付属書Ｅ 破壊靭性評価方法 

E-1000 適用範囲 

E-2000 記号 

E-3000 破壊靭性評価の考え方 

E-4000 破壊靭性適用式 

E-5000 初期プラントに対する破壊靭性評価方法 

E-6000 参考文献 

附属書Ｇ 上部棚吸収エネルギーが６８Ｊを下回る原子炉

圧力容器の健全性評価法 

G-1000 適用範囲 

G-2000 記号の定義 

G-3000 上部棚破壊靭性 

G-4000 最大仮想欠陥 

G-5000 過渡条件 

G-6000 き裂進展力 

G-7000 健全性評価（判定基準） 

附属書Ｈ 弾性解析によるＪ積分 

H-1000 適用 

H-2000 記号の定義 

H-3000 適用範囲 

H-4000 計算方法 

H-5000 参考文献 
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別記－２ 

 

日本機械学会「設計・建設規格」及び「材料規格」の適用に当たって 

 

１．「設計・建設規格 2005（2007）」の適用に当たって 

技術基準規則第１７条第１号から第５号まで、第７号から第１２号まで及び第１４号並

びに第１９条及び第２０条において、「設計・建設規格 2005（2007）」(次表「「設計・建設

規格 2005(2007）」正誤表一覧」に示す正誤表を含む。)、「【事例規格】設計・建設規格 2005

年版「管の設計」（管継手、フランジ）のＪＩＳ規格年版の読替規程（NC-CC-003）」（JSME

発電用原子力設備規格 設計・建設規格 事例規格 NC-CC-003/NC-CC-003-1 正誤表（平成

28 年 2 月 17 日付け）を含む。）、「【事例規格】設計・建設規格 2005 年版付録材料図表 Ｊ

ＩＳ規格年版の読替規程（NC-CC-004）」及び「過圧防護規定」を適用するに当たっては、

以下のとおり要件を付すこととする。 

なお、技術基準規則第１７条第１号から第５号まで、第７号から第１２号まで及び第１

４号の規定と「設計・建設規格 2005（2007）」の対応関係は別表－１－１、技術基準規則第

２０条の規定と「設計・建設規格 2005（2007）」及び「過圧防護規定」の対応関係は別表－

１－２に掲げるところによる。 

 

表 「設計・建設規格 2005(2007）」正誤表一覧 

発行年月日 名称 

平成３１年２月２８日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版(2007 

年追補版含む)）〈第 I編 軽水炉規格〉（JSME S NC1-2005/2007）

正誤表～規格本文～ 

平成３１年２月２８日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版(2007 

年追補版含む)）〈第 I編 軽水炉規格〉（JSME S NC1-2005/2007）

正誤表～規格解説～ 

平成３１年２月２８日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2001 年版)

（JSME S NC1-2001）正誤表～規格本文～ 

平成２８年１０月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版(2007 

年追補含む)）〈第 I編 軽水炉規格〉（JSME S NC1-2005/2007）

正誤表～規格解説～ 

平成２８年２月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版(2007

年追補含む)）〈第 I編 軽水炉規格〉（JSME S NC1-2005/2007）

正誤表～規格本文～ 

平成２７年４月２７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2008 年版（2009

年追補版含む））〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉（JSME S NC1-2008/2009）

正誤表（注 1） 

平成２７年４月２７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2008 年版）〈第

Ⅰ編 軽水炉規格〉（JSME S NC1-2008）正誤表（注 1） 

平成２７年４月２７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007

年追補版含む））〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S NC1-2005/2007）

正誤表 

平成２７年４月２７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版）〈第
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Ⅰ編 軽水炉規格〉（JSME S NC1-2005）正誤表 

平成２６年１２月５日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2005 年版

(2007 年追補版含む ))< 第Ⅰ編  軽水炉規格 >(JSME S 

NC1-2005/2007) 正誤表 

平成２１年２月１日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2005 年版

(2007 年追補版含む ))< 第Ⅰ編  軽水炉規格 >(JSME S 

NC1-2005/2007) 正誤表 

平成２０年６月１日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2005 年版

(2007 年追補版含む ))< 第Ⅰ編  軽水炉規格 >(JSME S 

NC1-2005/2007) 正誤表 

平成１９年１２月１日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2005 年版

(2007 年追補版含む ))< 第Ⅰ編  軽水炉規格 >(JSME S 

NC1-2005/2007) 正誤表 

平成１９年６月１日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2005 年版）<

第Ⅰ編 軽水炉規格>(JSME S NC1-2005) 正誤表 

平成１９年３月１日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2005 年版）<

第Ⅰ編 軽水炉規格>(JSME S NC1-2005) 正誤表 

平成１８年１２月１日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2005 年版）<

第Ⅰ編 軽水炉規格>(JSME S NC1-2005) 正誤表 

平成１８年３月１日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2005 年版）<

第Ⅰ編 軽水炉規格>(JSME S NC1-2005) 正誤表 

（注１）「設計・建設規格 2005(2007）」の正誤を含む。 

なお、２．の「「設計・建設規格 2012」正誤表一覧」に示される正誤表において、訂正さ

れる「設計・建設規格 2012」の規定内容と同様のものが「設計・建設規格 2005(2007)」に

規定されている場合は、当該正誤表の訂正を「設計・建設規格 2005(2007)」においても適

用する。 

（①「日本機械学会「JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版（2013 年

追補含む））〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉（JSME S NC1-2012/2013）正誤表」（平成 26 年 12 月 5

日付け）に関する技術評価書」（原規技発第 1502041 号（平成２７年２月４日原子力規制委

員会決定）。以下別記－２中において「評価書①」という。）並びに②「日本機械学会「設

計・建設規格（JSME S NC1）、材料規格（JSME S NJ1）及び溶接規格（JSME S NB1）正誤表」

（平成 27 年 4 月 27 日付け）並びに日本電気協会「原子炉格納容器の漏えい率試験規程

（JEAC4203-2008）正誤表」（平成 27 年 4 月 21 日付け）に関する技術評価書」（原規技発第

1510212 号（平成２７年１０月２１日原子力規制委員会決定）。以下別記－２中において「評

価書②」という。）、③「日本機械学会 設計・建設規格（JSME S NC1）正誤表（令和元年 7

月 12日付け）等及び日本電気協会 原子炉格納容器の漏えい率試験規程（JEAC4203-2008）

正誤表（平成 28 年 12 月 13 日付け）等に関する技術評価書」（原規技発第 2001159 号（令

和 2年 1月 15 日原子力規制委員会決定）。以下別記－２において「評価書③」という。）） 

また、設計・建設規格の次に掲げる補強を要しない穴の規定等において「64ｍｍ」とあ

るのは「61ｍｍ」と読み替えるものとする。 

・PVC-3150(2)a.（クラス２容器の胴に穴を設ける場合の規定および補強を要しない穴の

規定） 
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・PVC-3230(2)a.(a)（クラス２容器の鏡板に穴を設ける場合の規定および補強を要しな

い穴の規定） 

・PVD-3122(1)（クラス３容器の胴の補強を要しない穴の規定） 

・PVD-3212(1)a.（クラス３容器の鏡板の補強を要しない穴の規定） 

・PVE-3260(5)（クラス MC 容器の胴に穴を設ける場合の規定) 

・PPC-3422(1)（クラス２配管の穴の補強の適用条件） 

・PPD-3422(1)（クラス３配管の穴の補強の適用条件） 

 

２．「設計・建設規格 2012」及び「材料規格 2012」の適用に当たって 

技術基準規則第１７条第１号から第５号まで、第７号から第１２号まで及び第１４号並び

に第１９条及び第２０条において、「設計・建設規格 2012」(次表「「設計・建設規格 2012」

正誤表一覧」に示す正誤表を含む。）及び「材料規格 2012」(次表「「材料規格 2012」正誤

表一覧」に示す正誤表を含む。）を適用するに当たっては、それぞれ以下のとおり要件を付

すこととする。 

なお、技術基準規則第１７条第１号から第５号まで、第７号から第１２号まで及び第１

４号の規定と「設計・建設規格 2012」の対応関係は別表－１－３に、技術基準規則第２０

条の規定と「設計・建設規格 2012」及び「過圧防護規定」の対応関係は別表－１－４に掲

げるところによる。 

 

表 「設計・建設規格 2012」正誤表一覧 

発行年月日 名称 

令和元年７月１２日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2016 年版(2017

年 追 補 含 む ) ）〈 第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格 〉 (JSME S 

NC1-2016/2017/2018）正誤表～規格解説～ 

令和元年７月１２日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2016 年版(2018

年 追 補 含 む ) ）〈 第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格 〉 (JSME S 

NC1-2016/2017/2018）正誤表～規格解説～ 

令和元年７月１２日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2016 年版(2018

年 追 補 含 む ) ）〈 第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格 〉 (JSME S 

NC1-2016/2017/2018）正誤表～規格本文～ 

平成３１年２月２８日

（２） 

JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2016 年版）〈第

Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S NC1-2016）正誤表～規格本文～ 

平成３１年２月２８日

（１） 

JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2016 年版）〈第

Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S NC1-2016）正誤表～規格本文～ 

平成３１年２月２８日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2016 年版）〈第

Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S NC1-2016）正誤表～規格解説～ 

平成３１年２月２８日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版）〈第

Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S NC1-2012）正誤表～規格本文～ 

平成３１年２月２８日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版（2015

年 追 補 含 む ））〈 第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格 〉 (JSME S 

NC1-2012/2013/2014/2015）正誤表～規格解説～ 

平成３１年２月２８日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版（2013
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年追補含む））〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S NC1-2012/2013）

正誤表～規格本文～ 

平成３１年２月２８日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2008 年版）〈第

Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S NC1-2008）正誤表～規格本文～ 

平成３１年２月１３日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2016 年版(2017

年追補含む)）〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S NC1-2016/2017）

正誤表～規格解説～ 

平成３１年２月１３日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2016 年版(2017

年追補含む)）〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S NC1-2016/2017）

正誤表～規格本文～ 

平成３０年７月３１日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2016 年版(2017

年追補含む)）〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S NC1-2016/2017）

正誤表（案）～規格解説～ 

平成３０年７月３１日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2016 年版(2017

年追補含む)）〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S NC1-2016/2017）

正誤表（案）～規格本文～ 

平成２９年１０月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2016 年版）〈第

Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S NC1-2016）正誤表～規格解説～ 

平成２９年１０月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2016 年版）〈第

Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S NC1-2016）正誤表～規格本文～ 

平成２９年５月１２日

（２） 

JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版（2015

年 追 補 含 む ））〈 第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格 〉 (JSME S 

NC1-2012/2013/2014/2015）正誤表～解説～ 

平成２９年５月１２日

（１） 

JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版（2015

年 追 補 含 む ））〈 第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格 〉 (JSME S 

NC1-2012/2013/2014/2015）正誤表～解説～ 

平成２９年５月１２日 表 1 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版

（2015 年追補含む））〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S 

NC1-2012/2013/2014/2015）正誤表～規格本文～ 

平成２９年５月１２日 表 2 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2008 年版

（2009 年追補版含む））〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S 

NC1-2008/2009）正誤表（案）～規格本文～ 

平成２９年５月１２日 表 1 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版

（2015 年追補含む））〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S 

NC1-2012/2013/2014/2015）正誤表～規格本文～ 

平成２８年１０月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版（2015

年 追 補 含 む ））〈 第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格 〉 (JSME S 

NC1-2012/2013/2014/2015）正誤表～規格解説～ 

平成２８年１０月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版（2015

年 追 補 含 む ））〈 第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格 〉 (JSME S 

NC1-2012/2013/2014/2015）正誤表～規格解説～ 

平成２８年１０月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版（2015

年 追 補 含 む ））〈 第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格 〉 (JSME S 

NC1-2012/2013/2014/2015）正誤表～規格本文～ 

平成２８年１０月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版（2015

年 追 補 含 む ））〈 第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格 〉 (JSME S 

NC1-2012/2013/2014/2015）～規格本文～ 

平成２８年１０月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2009 年版追補



 5

（2015 年追補含む））〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S 

NC1-2009/2010/2011/2012/2013/2014/2015）正誤表～規格本文

～ 

平成２８年２月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版（2014

年 追 補 含 む ））〈 第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格 〉 (JSME S 

NC1-2012/2013/2014）正誤表～規格解説～ 

平成２８年２月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版（2014

年 追 補 含 む ））〈 第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格 〉 (JSME S 

NC1-2012/2013/2014）正誤表～規格本文～ 

平成２８年２月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2008 年版（2009

年追補版含む））〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S NC1-2008/2009）

正誤表～規格本文～ 

平成２７年４月２７日 

（平成２７年８月１２日

訂正） 

JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012 年版（2014

年 追 補 ま で 含 む））〈第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格〉 (JSME S 

NC1-2012/2013/2014）正誤表 

平成２６年１２月５日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2012 年版

(2013 年 追 補 含 む ))< 第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格 >(JSME S 

NC1-2012/2013) 正誤表 

平成２６年９月１１日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2012 年版

(2013 年 追 補 含 む ))< 第 Ⅰ 編  軽 水 炉 規 格 >(JSME S 

NC1-2012/2013) 正誤表 

平成２５年９月１日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2012 年版）<

第Ⅰ編 軽水炉規格>(JSME S NC1-2012) 正誤表 

平成２５年６月１日 JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2012 年版）<

第Ⅰ編 軽水炉規格>(JSME S NC1-2012) 正誤表 

（評価書①、評価書②及び評価書③） 

 

表 「材料規格 2012」正誤表一覧 

発行年月日 名称 

令和元年７月９日 JSME 発電用原子力設備規格 材料規格（2016 年版（2018 年追

補まで含む））（JSME S NJ1-2016/2017/2018）正誤表～解説～ 

令和元年７月９日 JSME 発電用原子力設備規格 材料規格（2016 年版（2018 年追

補まで含む））（JSME S NJ1-2016/2017/2018）正誤表～規格本

文～ 

平成３０年１０月２３日 JSME 発電用原子力設備規格 材料規格（2016 年版（2017 年追

補まで含む））（JSME S NJ1-2016/2017）正誤表～解説～ 

平成３０年１０月２３日 JSME 発電用原子力設備規格 材料規格（2016 年版（2017 年追

補まで含む））（JSME S NJ1-2016/2017）正誤表～規格本文～（注

１） 

平成３０年１０月２３日 JSME 発電用原子力設備規格 材料規格（2012 年版）正誤表～

規格本文～ 

平成２８年２月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 材料規格（2012 年版（2014 年追

補まで含む））（JSME S NJ1-2012/2013/2014）正誤表～規格解

説～ 

平成２８年２月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 材料規格（2012 年版（2014 年追

補まで含む））（JSME S NJ1-2012/2013/2014）正誤表～規格本

文～ 
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平成２７年４月２７日 JSME 発電用原子力設備規格 材料規格（2012 年版（2013 年追

補含む））（JSME S NJ1-2012/2013）正誤表 

平成２６年１２月５日 JSME 発電用原子力設備規格 材料規格(2012 年版(2013 年追

補含む))(JSME S NJ1-2012/2013) 正誤表 

平成２６年６月１６日 JSME 発電用原子力設備規格 材料規格(2011 年版，2012 年版

及び 2013 年追補)(JSME S NJ1-2011，2012，2013) 正誤表 

平成２５年１２月１日 JSME 発電用原子力設備規格 材料規格(2012 年版)(JSME S 

NJ1-2012) 正誤表 

（評価書②及び評価書③） 

（注１）ただし、No.4 の訂正は採用しない。 

 

（１）「設計・建設規格 2012」 

（ⅰ）「JEAC4601-2008「原子力発電所耐震設計技術規程」」は、「JEAG4601・補-1984「原子

力発電所耐震設計技術指針」」と読み替えて、設置許可基準規則解釈別記２を適用する

ものとする。なお、「JEAG4601・補-1984「原子力発電所耐震設計技術指針」」にある「昭

和 55 年通商産業省告示第 501 号」は、「設計・建設規格 2012 年版及び材料規格 2012

年版」と読み替えるものとする。 

（ⅱ）JEAC4605-2004「原子力発電所工学的安全設備及びその関連施設の範囲を定める規程」

は、非常用ディーゼル発電機の冷却系を工学的安全施設の一部として含むものとする。 

（ⅲ）「材料規格 2011 年版」は「材料規格 2012 年版」と読み替えるものとする。 

（ⅳ）室温での規定最小降伏点が 620 MPa を超える材料については、クラス１容器の破壊

靭性評価に KIc曲線を用いることを認めないものとする。 

（ⅴ）次に掲げる補強を要しない穴の規定等において「64ｍｍ」とあるのは「61ｍｍ」と

読み替えるものとする。 

・PVC-3150(2)a.（クラス２容器の胴に穴を設ける場合の規定および補強を要しない穴の

規定） 

・PVC-3230(2)a.(a)（クラス２容器の鏡板に穴を設ける場合の規定および補強を要しな

い穴の規定） 

・PVD-3122(1)（クラス３容器の胴の補強を要しない穴の規定） 

・PVD-3212(1)a.（クラス３容器の鏡板の補強を要しない穴の規定） 

・PVE-3260(5)（クラス MC 容器の胴に穴を設ける場合の規定) 

・PPC-3422(1)（クラス２配管の穴の補強の適用条件） 

・PPD-3422(1)（クラス３配管の穴の補強の適用条件） 

 

（２）「材料規格 2012」 

（ⅰ）次に掲げる材料の設計引張強さ（Su 値）については、括弧内のとおり読み替えるも

のとする。 

・JIS G 3214 SUSF347 下段(250℃：416MPa, 300℃：409MPa) 

・JIS G 3458 STPA12 (100℃：379MPa, 150℃：379MPa, 200℃：379MPa, 250℃：379MPa, 
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300℃：379MPa, 325℃：379MPa, 350℃：379MPa, 375℃：379MPa), 

STPA24(150℃：401MPa) 

STPA26(150℃：400MPa, 200℃：398MPa, 250℃：397MPa, 300℃：393MPa, 325℃：389MPa, 

350℃：383MPa, 375℃：375MPa) 

・JIS G 3459 SUS347TP(250℃：416MPa, 300℃：409MPa) 

・JIS G 3463 SUS347TB(250℃：416MPa, 300℃：409MPa) 

・JIS G 3468 SUS347TPY(250℃：416MPa, 300℃：408MPa, 325℃：406MPa) 

・JIS G 4303 SUS347(250℃：416MPa, 300℃：409MPa) 

・JIS G 4304 SUS347(250℃：416MPa, 300℃：409MPa) 

・JIS G 4305 SUS347(250℃：416MPa, 300℃：409MPa) 

・JSME-N13 GNCF690CM(150℃：579MPa, 200℃：566MPa) 

GNCF690HYSH(150℃：579MPa, 200℃：566MPa, 250℃：558MPa, 300℃：554MPa, 325℃：

552MPa, 350℃：551MPa, 375℃：550MPa, 400℃：549MPa, 425℃：547MPa) 

 

（ⅱ）次に掲げる材料の許容引張応力（S値）については、「設計・建設規格 2005（2007）」

付録材料図表の値に読み替えるものとする。 

・JIS G 3201 SF340A,SF390A,SF440A 

・JIS G 3214 SUSF321 

・JIS G 3455 STS370,STS410,STS480 

・JIS G 3456 STPT370 

・JIS G 3458 STPA22 

・JIS G 3459 SUS321TP 

・JIS G 3462 STBA12,STBA13,STBA22 

・JIS G 3463 SUS321TB 

・JIS G 3468 SUS321TPY 

・JIS G 4303 SUS321,SUS403,SUS410,SUS630 

・JIS G 4304 SUS321 

・JIS G 4305 SUS321 

・JIS G 4311 SUH660 

・JIS G 5151 SCPH1,SCPH2 

・JSME-N4 GLF1,GLF2 

・JSME-N9 GXM2 

・JSME-N10 GSCS16 

・JSME-N11 GSUS317J4L 

 

（ⅲ）JIS G 3204 SFVQ1B 材の 375℃における Su値等について、それぞれ Su値：550 MPa、

Sm 値：202 MPa、S値：173 MPa と読み替えるものとする。 
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（ⅳ）新規材料採用ガイドラインは適用しない。  
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      技術基準規則と「設計・建設規格（2005(2007)）」との対応表 

技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格（2005(2007)）」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

第 1号 

クラス１機器及びクラス１支持構造物

に使用する材料は、次に定めるところ

によること。 

－ － － PPB-1210 － － － （対象外） 

イ クラス１機器又はクラス１支持構

造物が、その使用される圧力、温度、

水質、放射線、荷重その他の使用条

件に対して適切な機械的強度及び化

学的成分（使用中の応力その他の使

用条件に対する適切な耐食性を含

む。）を有すること。 

GTM-2120 （対象外） 

PVB- 

2110 (2112), 

2210, 2220 

PPB- 

2120, 2170, 2220 
PMB-2110, 2120 VVB-2110, 2120 SSB-2110～2210 （対象外） 

ロ クラス１容器に使用する材料にあ

っては、当該容器が使用される圧力、

温度、放射線、荷重その他の使用条

件に対して適切な破壊じん性を有す

ることを機械試験その他の評価方法

により確認したものであること。 

GTM- 

3110, 3220～3360 
（対象外） 

PVB- 

2310, 2320, 

2330 (2331～

2332.1) 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ハ  クラス１機器（クラス１容器を除

く。）又はクラス１支持構造物（クラ

ス１管及びクラス１弁を支持するも

のを除く。）に使用する材料にあって

は、当該機器又は当該支持構造物の

最低使用温度に対して適切な破壊じ

ん性を有することを機械試験その他

の評価方法により確認したものであ

ること。 

GTM- 

3110, 3220～3360 
（対象外） （対象外） PPB-2310～2330 PMB-2310～2330 VVB-2310～2340 SSB-2310～2330 （対象外） 

注記 
① 対応規格番号は、原則として１０の位で分類。上位の規格番号（末尾が 00, 000 のも

の）は適用される。 
② １の位の規格番号で適用しないものがある場合は（ ）で限定。 

別表－１－１ 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格（2005(2007)）」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

ニ クラス１機器又はクラス１支持構

造物（棒及びボルトに限る。）に使用

する材料にあっては、有害な欠陥が

ないことを非破壊試験により確認し

たものであること。 

（対象外） 

GTN- 

2110, 2210 (2213) 

2220 (2221), 

2230, 2240,  

2250 (2252～2255) 

2260 (2263～2265) 

3110, 3210 (3213) 

3220 (3221, 3222) 

3230, 3240, 

3250 (3252, 3253) 

4010, 4180, 4240, 

4410, 4510, 5120, 

5220, 5260, 5310, 

6110, 6120,  

6210～6320、 

7120, 7210～7320 

PVB-  

2410 (2411, 

2412), 2420,  

PPB-2410～2450 PMB-2410 VVB-2410～2430 SSB-2410～2430 （対象外） 

第 2号 

クラス２機器及びクラス２支持構造物

に使用する材料は、次に定めるところ

によること。 

－ － PVC-1210, PPC-1210, － － － （対象外） 

イ クラス２機器又はクラス２支持構

造物が、その使用される圧力、温度、

荷重その他の使用条件に対して適切

な機械的強度及び化学的成分を有す

ること。 

GTM- 2120 （対象外） 
PVC- 

2110, 2120, 2210 

PPC- 

2120, 2170, 2220 
PMC-2110, 2120 VVC-2110, 2120 SSC-2110, 2120 （対象外） 

ロ クラス２機器に使用する材料にあ

っては、当該機器の最低使用温度に

対して適切な破壊じん性を有するこ

とを機械試験その他の評価方法によ

り確認したものであること。 

GTM- 

3110, 3220～3360 
（対象外） PVC-2310～2330 PPC-2310～2330 PMC-2310～2330 VVC-2310～2340 （対象外） （対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格（2005(2007)）」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

ハ クラス２機器に属する鋳造品にあ

っては、有害な欠陥がないことを非

破壊試験により確認したものである

こと。 

（対象外） 

GTN- 

2110, 2210 (2213) 

2220 (2221), 

2230, 2240 

2250 (2252, 2253) 

2260 (2263～2264) 

3110, 3210 (3213) 

3220 (3221, 3222) 

3230,  

3240 (3241, 

3242), 

3250 (3252, 3253) 

4010, 4180, 4240, 

4410, 4510, 6110, 

6120, 6210～6320、 

7120, 7210～7320 

PVC-2410 PPC-2410～2450 PMC-2410, 2420 VVC-2410, 2420 （対象外） （対象外） 

第 3号 

クラス３機器（クラス３容器又はクラ

ス３管をいう。以下同じ。）に使用する

材料は、次に定めるところによること。  

－ （対象外） － PPD-1210 （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

イ クラス３機器が、その使用される

圧力、温度、荷重その他の使用条件

に対して適切な機械的強度及び化学

的成分を有すること。 

GTM- 2120 （対象外） 
PVD- 

2110, 2120, 2210 

PPD- 

2120, 2170, 2220 
（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ロ 工学的安全施設に属するクラス３

機器に使用する材料にあっては、当

該機器の最低使用温度に対して適切

な破壊じん性を有することを機械試

験その他の評価方法により確認した

ものであること。 

GTM-3110～3360     （対象外） PVD-2310～2330 PPD-2310～2330 （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格（2005(2007)）」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

第 4号 

クラス４管に使用する材料は、当該管

が使用される圧力、温度、荷重その他

の使用条件に対して適切な機械的強度

及び化学的成分を有すること。 

－ （対象外） （対象外） PPH-2120, 2170, （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

第 5号 

原子炉格納容器（コンクリート製原子

炉格納容器を除く。以下この号におい

て同じ。）及び原子炉格納容器支持構造

物に使用する材料は、次に定めるとこ

ろによること。 

－ （対象外） PVE-1210, 1220 （対象外） （対象外） （対象外） － （対象外） 

イ 原子炉格納容器又は原子炉格納容

器支持構造物が、その使用される圧

力、温度、湿度、荷重その他の使用

条件に対して適切な機械的強度及び

化学的成分を有すること。 

GTM- 2120 （対象外） 
PVE- 

2110 , 2120, 2210 
（対象外） （対象外） （対象外） SSE-2110～2210 （対象外） 

ロ 原子炉格納容器又は原子炉格納容

器支持構造物の最低使用温度に対し

て適切な破壊じん性を有することを

機械試験その他の評価方法により確

認したものであること。 

GTM- 

3110, 3220～3360    
（対象外） 

PVE- 

2310, 2320,  

2330 

（対象外） （対象外） （対象外） SSE-2310～2330 （対象外） 

第 6号 

コンクリート製原子炉格納容器のコン

クリート部及び鋼製内張り部等に使用

する材料は、次に定めるところによる

こと。 

（対象外） （対象外） 
別記－４の別表参

照 
（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格（2005(2007)）」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

第 7号 

炉心支持構造物に使用する材料は、第

一号イ、ハ及びニの規定に準ずること。  

GTM- 

2120, 3110, 

3220～3360 

GTN- 

2110, 2210 (2213) 

2220 (2221) 

2230, 2240 

2250 (2252～2255) 

2260 (2263～2265) 

3110, 3210 (3213) 

3220 (3221, 3222) 

3230, 3240, 

3250 (3252, 3253) 

4010, 4180, 4240, 

4410, 4510, 5120, 

5220, 5260, 5310, 

6110, 6120,  

6210～6320、 

7120, 7210～7320 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） CSS-2110～2430 

第 8 号 

クラス１機器及びクラス１支持構造物

の構造及び強度は、次に定めるところ

によること。 

（対象外） （対象外） PVB-3420  PPB-1210 － － － （対象外） 

イ クラス１機器にあっては、最高使

用圧力、最高使用温度及び機械的荷

重が負荷されている状態（以下「設

計上定める条件」という。）において、

全体的な変形を弾性域に抑えるこ

と。 

（対象外） （対象外） 

PVB- 

3110 (3111, 3115, 

3116, 3117),  

3120 (3121),  

3150 (3151), 3420 

3510～3550, 4110 

PPB- 

3110 (3112) 

3410～3430 

3510～3530 

3723～3910 

 

PMB-3110～3510 

VVB- 

3010, 3110～3330 

3380～3410 

（対象外） （対象外） 

ロ  クラス１支持構造物にあっては、

運転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱにおい

て、全体的な変形を弾性域に抑える

こと。 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

SSB- 

3110 (3121.1, 

3122.1),  

3130 (3131), 

3210, 3220, 3310

～3350 

（対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格（2005(2007)）」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

ハ クラス１容器（オメガシールその

他のシールを除く。）、クラス１管、

クラス１弁及びクラス１支持構造物

にあっては、運転状態Ⅲにおいて、

全体的な塑性変形が生じないこと。

ただし、構造上の不連続部における

局部的な塑性変形はこの限りでない

。 

（対象外） （対象外） 

PVB- 

3110 (3111, 3115, 

3116, 3117, ) 

3120 (3121),  

3510～3550, 4110 

PPB- 

3110, 3550,  

3723～3910 

（対象外） VVB-3010, 3350 

SSB- 

3120 (3121.2),  

3130 (3132), 

3210, 

3230, 3310～3340 

（対象外） 

ニ クラス１容器（オメガシールその

他のシールを除く。）、クラス１管及

びクラス１支持構造物にあっては、

運転状態Ⅳにおいて、延性破断に至

る塑性変形が生じないこと。 

（対象外） （対象外） 

PVB- 

3110 (3111, 3115,  

3117 ), 3120 

(3121), 3160, 

3510～3550, 4110 

PPB- 

3110, 3560,  

3723～3910 

（対象外） （対象外） 

SSB- 

3120 (3121.3),  

3130 (3133), 

3210, 

3240, 3330～3340 

（対象外） 

ホ クラス１容器（ボルトその他の固

定用金具、オメガシールその他のシ

ールを除く。）にあっては、試験状態

において、全体的な塑性変形が生じ

ないこと。ただし、構造上の不連続

部における局部的な塑性変形はこの

限りでない。 

（対象外） （対象外） 

PVB- 

3110 (3111, 3115,  

3116 ), 3120 

(3121), 3510～

3550, 4110 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ヘ  クラス１容器（ボルトその他の固

定用金具を除く。）、クラス１管、ク

ラス１弁（弁箱に限る。）及びクラス

１支持構造物にあっては、運転状態

Ⅰ及び運転状態Ⅱにおいて、進行性

変形が生じないこと。 

（対象外） （対象外） 
PVB- 

3110 (3113) 

PPB- 

3110  

3530, 3723～3910 

（対象外） VVB-3010, 3340 

SSB- 

3120 (3122.1) 

3330 

（対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格（2005(2007)）」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

ト  クラス１容器、クラス１管、クラ

ス１弁（弁箱に限る。）及びクラス１

支持構造物にあっては、運転状態Ⅰ

及び運転状態Ⅱにおいて、疲労破壊

が生じないこと。 

（対象外） （対象外） 

PVB- 

3110 (3112, 

3114), 3120 

(3122), 3130, 

3140,3150 (3152), 

3310, 3510～3550, 

3600, 4110 

PPB- 

3110 (3111) 

3530, 3723～3910 

（対象外） 

VVB- 

3010, 3340, 3360, 

3370 

SSB- 

3120(3122.1) 

3330 

（対象外） 

チ  クラス１容器（胴、鏡板及び外側

から圧力を受ける円筒形又は管状の

ものに限る。）にあっては、運転状態

Ⅰ、運転状態Ⅱ、運転状態Ⅲ及び運

転状態Ⅳ並びに試験状態において、

座屈が生じないこと。 

（対象外） （対象外） 

PVB- 

3110 (3117), 

3210～3230 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

リ  クラス１管にあっては、設計上定

める条件において、座屈が生じない

こと。 

（対象外） （対象外） （対象外） 

PPB- 

3111, 3410 (3411, 

3415.2),  

3723～3910 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ヌ  クラス１支持構造物にあっては、

運転状態Ⅰ、運転状態Ⅱ、運転状態

Ⅲ及び運転状態Ⅳにおいて、座屈が

生じないこと。 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

SSB- 

3120 (3121.1),  

3310～3330 

（対象外） 

ル  ロ、ハ、ニ、ヘ、ト及びヌにかか

わらず、クラス１支持構造物であっ

て、クラス１容器に溶接により取り

付けられ、その損壊により、クラス

１容器の損壊を生じさせるおそれが

あるものにあっては、クラス１容器

の規定に準ずること。 

 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） SSB-3010 （対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格（2005(2007)）」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

第 9号 

クラス２機器及びクラス２支持構造物

の構造及び強度は、次に定めるところ

によること。 

（対象外） （対象外） PVC-1210 PPC-1210 － -－ － （対象外） 

イ  クラス２機器にあっては、設計上

定める条件において、全体的な変形

を弾性域に抑えること。 

 

（対象外） （対象外） 

PVC- 

3010, 3020 

3110～3170,  

3210～3240, 

3310～3720 

3910～3990, 4110  

PPC- 

3110 

3410～3415.2 

3420～3430 

3520, 3723～3910 

PMC-3110～3720 

VVC- 

3010, 3020,  

3110～3410 

（対象外） （対象外） 

ロ  クラス２機器に属する伸縮継手に

あっては、設計上定める条件で応力

が繰り返し加わる場合において、疲

労破壊が生じないこと。 

（対象外） （対象外） PVC-3810 
PPC- 

3416, 3723～3725 
（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ハ  クラス２管（伸縮継手を除く。）に

あっては、運転状態Ⅰ及び運転状態

Ⅱにおいて、疲労破壊が生じないこ

と。 

（対象外） （対象外） － 

PPC- 

3110, 3530,  

3723～3910 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ニ  クラス２容器及びクラス２管にあ

っては、設計上定める条件において、

座屈が生じないこと。 

（対象外） （対象外） 

PVC- 

3120 (3122, 3123, 

3124.2), 3180, 

3610, 4120 

PPC- 

3110, 3410 (3411, 

3415.2),  

3723～3910 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ホ クラス２支持構造物であって、ク

ラス２機器に溶接により取り付けら

れ、その損壊によりクラス２機器に

損壊を生じさせるおそれがあるもの

にあっては、運転状態Ⅰ及び運転状

態Ⅱにおいて、延性破断及び座屈が

生じないこと。 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） SSC-3010～3350 （対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格（2005(2007)）」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

第 10 号 

クラス３機器の構造及び強度は、次に

定めるところによること。  

（対象外） （対象外） 
PVD-3010 

 
PPD-1210 （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

イ  設計上定める条件において、全体

的な変形を弾性域に抑えること。 

（対象外） （対象外） 

PVD-3010  

(PVC-3110, 3120, 

3140, 3160, 3170, 

3210, 3220, 3410

～3720, 3910～

3930 

3950～3990, 4110) 

PVD- 

3110～3320 

3510～3610 

PPD- 

3110,  

3410～3415.2,  

3420～3430 

3723～3910 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ロ  クラス３機器に属する伸縮継手に

あっては、設計上定める条件で応力

が繰り返し加わる場合において、疲

労破壊が生じないこと。 

（対象外） （対象外） PVD-3410 
PPD- 

3416, 3723～3724 
（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ハ 設計上定める条件において、座屈が

生じないこと。 
（対象外） （対象外） 

PVD-3010 

(PVC-3120 (3122, 

3123, 3124.2), 

3180, 3610, 4120） 

PPD- 

3110, 

3410 (3411, 

3415.2) 

3723～3910 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

第 11 号 

クラス４管の構造及び強度は、設計上

定める条件において、延性破断に至る

塑性変形を生じないこと。 

（対象外） （対象外） （対象外） PPH-3010～3045 （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

第 12 号 

原子炉格納容器（コンクリート製原子

炉格納容器を除く。）及び原子炉格納容

器支持構造物の構造及び強度は、次に

定めるところによること。 

（対象外） （対象外） PVE-1210 （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格（2005(2007)）」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

イ 原子炉格納容器（ロに掲げる部分

を除く。）にあっては、設計上定める

条件において、全体的な変形を弾性

域に抑えること。 （対象外） （対象外） 

PVE- 

3010, 3110, 3210, 

3220, 3230～3290, 

3310, 3320 (3321, 

3323, 3325, 

3327 ), 3330～

3530  

3610 (3611, 3613) 

3710, 3720, 4110 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ロ 原子炉格納容器のうち著しい応力

が生ずる部分及び特殊な形状の部分

にあっては、第八号イ、ハ、ニ及び

ホのクラス１容器の規定を準用す

る。 

（対象外） （対象外） 
PVE- 

3010, 3110, 3120 
（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ハ 原子炉格納容器支持構造物にあっ

ては、第八号ロ、ハ及びニのクラス

１支持構造物の規定を準用する。 （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

SSE- 

3010, 3110,  

3120 (3121, 

3121.1～3121.3), 

3130, 3210, 3330

～3350 

（対象外） 

ニ  原子炉格納容器のうち著しい応力

が生ずる部分及び特殊な形状の部分

並びに原子炉格納容器支持構造物に

あっては、運転状態Ⅰ及び運転状態

Ⅱにおいて、進行性変形による破壊

が生じないこと。 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

SSE- 

3120 (3122, 

3122.1)  

3330 

（対象外） 

ホ  原子炉格納容器の伸縮継手にあっ

ては、設計上定める条件で応力が繰

り返し加わる場合において、疲労破

壊が生じないこと。 

（対象外） （対象外） PVE-3010, 3810 （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格（2005(2007)）」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

ヘ  原子炉格納容器のうち著しい応力

が生ずる部分及び特殊な形状の部分

並びに原子炉格納容器支持構造物に

あっては、運転状態Ⅰ及び運転状態

Ⅱにおいて、疲労破壊が生じないこ

と。 

（対象外） （対象外） 

PVE- 

3010, 3110, 3120, 

3130, 3260, 3270, 

3350, 3420, 4110 

（対象外） （対象外） （対象外） 

SSE- 

3120 (3122) 

3330 

－ 

ト 原子炉格納容器にあっては、設計上

定める条件並びに運転状態Ⅲ及び運

転状態Ⅳにおいて、座屈が生じない

こと。 

（対象外） （対象外） 

PVE- 

3110 (3114) 

3320 (3322, 3324, 

3326, 3328), 

3610 (3612), 4120 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

チ  原子炉格納容器支持構造物にあっ

ては、運転状態Ⅰ、運転状態Ⅱ、運

転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳにおいて、

座屈が生じないこと。 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） SSE-3310～3330 （対象外） 

第 13 号 

コンクリート製原子炉格納容器の構造

及び強度は、次に定めるところによる

こと。 

（対象外） （対象外） 
別記－４の別表参

照 
（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

第 14 号 

炉心支持構造物の構造及び強度は、次

に定めるところによること。 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） CSS-3110～3400 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格（2005(2007)）」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

第 15 号 

クラス１容器、クラス１管、クラス２

容器、クラス２管、クラス３容器、ク

ラス３管、クラス４管及び原子炉格納

容器のうち主要な耐圧部の溶接部（溶

接金属部及び熱影響部をいう。）は、

次に定めるところによること。  

イ  不連続で特異な形状でないもので

あること。 

ロ 溶接による割れが生ずるおそれが

なく、かつ、健全な溶接部の確保に

有害な溶込み不良その他の欠陥がな

いことを非破壊試験により確認した

ものであること。 

ハ 適切な強度を有するものであるこ

と。 

ニ 機械試験その他の評価方法により

適切な溶接施工法、溶接設備及び技

能を有する溶接士であることをあら

かじめ確認したものにより溶接した

ものであること。 

（対象外） （対象外） 

 

 （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

 

  

別記―５「日本機械学会「溶接規

格」等の適用に当たって」の別表

参照 
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技術基準規則と「設計・建設規格（2005(2007)）」及び「過圧防護規定」との対応表 

技術基準規則第２０条 「設計・建設規格（2005(2007)）」 「過圧防護規定」 

設計基準対象施設（蒸気タービン（発電用のもの

に限る。）、発電機、変圧器及び遮断器を除く。以

下この条において同じ。）には、次に定めるとこ

ろにより安全弁又は逃がし弁（以下この条におい

て「安全弁等」という。）を設けなければならな

い。 

－ OPP-3000 

第１号 

安全弁等は、確実に作動する構造を有するこ

と。 

SRV-3010 OPP-2000(1) 

第２号 

安全弁等の弁軸は、弁座面からの漏えいを適切

に防止できる構造であること。 

SRV-3010 OPP-2000(2) 

第３号 

安全弁等の材料は、次に定めるところによるこ

と。 

イ クラス１容器及びクラス１管に取り付け

られる安全弁等の材料にあっては、第十七条

第一号の規定に準ずること。 

ロ クラス２容器及びクラス２管に取り付け

られる安全弁等の材料にあっては、第十七条

第二号の規定に準ずること。 

SRV-2010 (1),(2) OPP-2000(3) 

第４号 

補助作動装置付きのものにあっては、当該補助

作動装置が故障しても所要の吹き出し容量が

得られる構造であること。 

SRV-3010(2) － 

第５号 

原子炉圧力容器（加圧器がある場合は、加圧器。

以下この号において同じ。）にあっては、次に定

めるところによること。 

イ 背圧の影響によりその作動に支障を生ず

SRV-3111 

SRV-3112 
OPP-3000(1) 

別表－１－２ 
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ることを防止するためベローズが設けられ

た安全弁（第七号において「ベローズ付き安

全弁」という。）を適当な箇所に二個以上設

けること。 

ロ 安全弁の容量の合計は、当該安全弁の吹き

出し圧力と設置個数とを適切に組み合わせ

ることにより、当該原子炉圧力容器の過圧防

止に必要な容量以上であること。ただし、安

全弁以外の過圧防止効果を有する装置を有

するものにあっては、当該装置の過圧防止能

力に相当する値を減ずることができる。 

第６号 

蒸気発生器にあっては、次に定めるところによ

ること。 

イ 安全弁を適当な箇所に二個以上設けるこ

と。 

ロ 安全弁の容量の合計は、当該安全弁の吹き

出し圧力と設置個数とを適切に組み合わせ

ることにより、当該蒸気発生器の過圧防止に

必要な容量以上であること。 

ハ 安全弁は、吹き出し圧力を下回った後に、

速やかに吹き止まること。 

SRV-3111 

SRV-3112 
OPP-3000(2) 

第７号 

減圧弁を有する管であって、低圧側の部分又は

これに接続する設計基準対象施設に属する容

器、管、ポンプ若しくは弁が高圧側の圧力に耐

えるように設計されていないものにあっては、

次に定めるところによること。 

イ クラス１管にあっては、ベローズ付き安全

弁を減圧弁の低圧側にこれに接近して二個

以上設けること。 

ロ イに掲げる管以外の管にあっては、安全弁

等を減圧弁の低圧側にこれに接近して一個

以上設けること。 

SRV-3111 

SRV-3112 
OPP-3000(3) 



 

23 

ハ 安全弁等の容量の合計は、当該安全弁等の

吹き出し圧力と設置個数とを適切に組み合

わせることにより、減圧弁が全開したとき管

の低圧側の部分及びこれに接続する設計基

準対象施設に属する容器、管、ポンプ若しく

は弁の過圧防止に必要な容量以上であるこ

と。 

ニ 安全弁は、吹き出し圧力を下回った後に、

速やかに吹き止まること。 

第８号 

設計基準対象施設に属する容器（第五号、第六

号及び第三項に掲げる容器、補助ボイラー並び

に原子炉格納容器を除く。）又は管（前号に掲

げるものを除く。）であって、内部に過圧が生

ずるおそれがあるものにあっては、第六号ロ並

びに前号イ、ロ及びニの規定に準じて安全弁等

を適当な箇所に設けること。 

SRV-3111 

SRV-3112 
OPP-3000(4) 

２ 前項の場合において、安全弁等の入口側又は

出口側に破壊板を設ける場合は、次に定めると

ころによらなければならない。 

－ OPP-4010 

第１号 

安全弁等の入口側に設ける場合は、次に定める

ところによること。 

イ 破壊板の吹き出し圧力は、当該容器の最高

使用圧力以下の圧力であること。 

ロ 破壊板の破壊により安全弁等の機能を損

なわないようにすること。 

－ OPP-4010(1) 

第２号 

安全弁等の出口側に設ける場合は、次に定める

ところによること。 

イ 破壊板は、安全弁等の作動を妨げないよう

に低圧で破壊するものであること。 

ロ 破壊板の吹き出し圧力に安全弁等の吹き

出し圧力を加えた圧力が、過圧防止に必要な

－ OPP-4010(2) 
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吹き出し圧力より小さくなること。 

ハ 破壊板を支持する構造は、流体が排出する

場合の通過面積が安全弁等の出口の面積以

上となるものであること。 

ニ 破壊板の破壊により吹き出し管の機能を

損なわないようにすること。 

３ 設計基準対象施設に属する容器であって、内

部に液体炭酸ガスその他の安全弁等の作動を

不能にするおそれがある物質を含むものには、

次に定めるところにより破壊板を設けなけれ

ばならない。 

－ OPP-4020 

第１号 

吹き出し圧力と設置個数とを適切に組み合わ

せることにより、当該容器の過圧防止に必要な

容量以上となるように、適当な箇所に一個以上

設けること。 

－ 
OPP-4020 

(1),(2) 

第２号 

容器と破壊板との連絡管の断面積は、破壊板の

断面積以上であること。 

－ OPP-4020(3) 

４ 第一項又は前項の場合において、安全弁等又

は破壊板の入口側又は出口側に止め弁を設け

る場合は、発電用原子炉を起動させるとき及び

運転中に、止め弁が全開していることを確認で

きる装置を設けなければならない。 

－ OPP-5000 

５ 設計基準対象施設に属する容器又は管であ

って、内部が大気圧未満となることにより外面

に設計上定める圧力を超える圧力を受けるお

それがあるものには、次に定めるところにより

過圧防止に必要な容量以上となるように真空

破壊弁を設けなければならない。 

VBV-3010 OPP-6000 

第１号 

真空破壊弁の材料は、次に定めるところによる

こと。 

VBV-2010 (1),(2) OPP-6000(1) 
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イ クラス１容器及びクラス１管に取り付け

られる真空破壊弁の材料にあっては、第十七

条第一号の規定に準ずること。 

ロ 原子炉格納容器、クラス２容器及びクラス

２管に取り付けられる真空破壊弁の材料に

あっては、第十七条第二号の規定に準ずるこ

と。 

第２号 

原子炉格納容器にあっては、真空破壊弁を適当

な箇所に二個以上設けること。 

－ OPP-6000(2) 

第３号 

前号に掲げる容器以外の容器又は管にあって

は、真空破壊弁を適当な箇所に一個以上設ける

こと。 

－ OPP-6000(3) 

６ 設計基準対象施設は、安全弁等、破壊板又は

真空破壊弁から放出される流体が放射性物質

を含む場合は、これを安全に処理することがで

きるように施設しなければならない。 

－ （解説 OPP-3000） 
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技術基準規則と「設計・建設規格 2012」との対応表 

技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格 2012」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

第 1号 

クラス１機器及びクラス１支持構造物

に使用する材料は、次に定めるところ

によること。 

－ － － PPB-1210 － － － （対象外） 

イ クラス１機器又はクラス１支持構

造物が、その使用される圧力、温度、

水質、放射線、荷重その他の使用条

件に対して適切な機械的強度及び化

学的成分（使用中の応力その他の使

用条件に対する適切な耐食性を含

む。）を有すること。 

GTM-2120 （対象外） 

PVB- 

2110 (2112), 

2210, 2220 

PPB- 

2120, 2170, 2220 
PMB-2110, 2120 VVB-2110, 2120 SSB-2110～2210 （対象外） 

ロ クラス１容器に使用する材料にあ

っては、当該容器が使用される圧力、

温度、放射線、荷重その他の使用条

件に対して適切な破壊じん性を有す

ることを機械試験その他の評価方法

により確認したものであること。 

GTM- 

3110, 3220～3360 
（対象外） 

PVB- 

2310, 2320, 

2330 (2331～

2332.1) 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ハ  クラス１機器（クラス１容器を除

く。）又はクラス１支持構造物（クラ

ス１管及びクラス１弁を支持するも

のを除く。）に使用する材料にあって

は、当該機器又は当該支持構造物の

最低使用温度に対して適切な破壊じ

ん性を有することを機械試験その他

の評価方法により確認したものであ

ること。 

GTM- 

3110, 3220～3360 
（対象外） （対象外） PPB-2310～2330 PMB-2310～2330 VVB-2310～2340 SSB-2310～2330 （対象外） 

注記 
③ 対応規格番号は、原則として１０の位で分類。上位の規格番号（末尾が 00, 000 のも

の）は適用される。 
④ １の位の規格番号で適用しないものがある場合は（ ）で限定。 

別表－１－３ 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格 2012」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

ニ クラス１機器又はクラス１支持構

造物（棒及びボルトに限る。）に使用

する材料にあっては、有害な欠陥が

ないことを非破壊試験により確認し

たものであること。 

（対象外） 

GTN- 

2110, 2210 (2213) 

2220 (2221), 

2230, 2240,  

2250 (2252～2255) 

2260 (2263～2265) 

3110, 3210 (3213) 

3220 (3221, 3222) 

3230, 3240, 

3250 (3252, 3253) 

4010, 4180, 4240, 

4410, 4510, 5120, 

5220, 5260, 5310, 

6110, 6120,  

6210～6320、 

7120, 7210～7320 

PVB-  

2410 (2411, 

2412), 2420,  

PPB-2410～2450 PMB-2410 VVB-2410～2430 SSB-2410～2430 （対象外） 

第 2号 

クラス２機器及びクラス２支持構造物

に使用する材料は、次に定めるところ

によること。 

－ － PVC-1210, PPC-1210, － － － （対象外） 

イ クラス２機器又はクラス２支持構

造物が、その使用される圧力、温度、

荷重その他の使用条件に対して適切

な機械的強度及び化学的成分を有す

ること。 

GTM- 2120 （対象外） 
PVC- 

2110, 2120, 2210 

PPC- 

2120, 2170, 2220 
PMC-2110, 2120 VVC-2110, 2120 SSC-2110, 2120 （対象外） 

ロ クラス２機器に使用する材料にあ

っては、当該機器の最低使用温度に

対して適切な破壊じん性を有するこ

とを機械試験その他の評価方法によ

り確認したものであること。 

GTM- 

3110, 3220～3360 
（対象外） PVC-2310～2330 PPC-2310～2330 PMC-2310～2330 VVC-2310～2340 （対象外） （対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格 2012」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

ハ クラス２機器に属する鋳造品にあ

っては、有害な欠陥がないことを非

破壊試験により確認したものである

こと。 

（対象外） 

GTN- 

2110, 2210 (2213) 

2220 (2221), 

2230, 2240 

2250 (2252, 2253) 

2260 (2263～2264) 

3110, 3210 (3213) 

3220 (3221, 3222) 

3230,  

3240 (3241, 

3242), 

3250 (3252, 3253) 

4010, 4180, 4240, 

4410, 4510, 6110, 

6120, 6210～6320、 

7120, 7210～7320 

PVC-2410 PPC-2410～2450 PMC-2410, 2420 VVC-2410, 2420 （対象外） （対象外） 

第 3号 

クラス３機器（クラス３容器又はクラ

ス３管をいう。以下同じ。）に使用する

材料は、次に定めるところによること。  

－ （対象外） － PPD-1210 （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

イ クラス３機器が、その使用される

圧力、温度、荷重その他の使用条件

に対して適切な機械的強度及び化学

的成分を有すること。 

GTM- 2120 （対象外） 
PVD- 

2110, 2120, 2210 

PPD- 

2120, 2170, 2220 
（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ロ 工学的安全施設に属するクラス３

機器に使用する材料にあっては、当

該機器の最低使用温度に対して適切

な破壊じん性を有することを機械試

験その他の評価方法により確認した

ものであること。 

GTM-3110～3360     （対象外） PVD-2310～2330 PPD-2310～2330 （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格 2012」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

第 4号 

クラス４管に使用する材料は、当該管

が使用される圧力、温度、荷重その他

の使用条件に対して適切な機械的強度

及び化学的成分を有すること。 

－ （対象外） （対象外） PPH-2120, 2170, （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

第 5号 

原子炉格納容器（コンクリート製原子

炉格納容器を除く。以下この号におい

て同じ。）及び原子炉格納容器支持構造

物に使用する材料は、次に定めるとこ

ろによること。 

－ （対象外） PVE-1210, 1220 （対象外） （対象外） （対象外） － （対象外） 

イ 原子炉格納容器又は原子炉格納容

器支持構造物が、その使用される圧

力、温度、湿度、荷重その他の使用

条件に対して適切な機械的強度及び

化学的成分を有すること。 

GTM- 2120 （対象外） 
PVE- 

2110 , 2120, 2210 
（対象外） （対象外） （対象外） SSE-2110～2210 （対象外） 

ロ 原子炉格納容器又は原子炉格納容

器支持構造物の最低使用温度に対し

て適切な破壊じん性を有することを

機械試験その他の評価方法により確

認したものであること。 

GTM- 

3110, 3220～3360    
（対象外） 

PVE- 

2310, 2320,  

2330 

（対象外） （対象外） （対象外） SSE-2310～2330 （対象外） 

第 6号 

コンクリート製原子炉格納容器のコン

クリート部及び鋼製内張り部等に使用

する材料は、次に定めるところによる

こと。 

（対象外） （対象外） 
別記－４の別表参

照 
（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格 2012」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

第 7号 

炉心支持構造物に使用する材料は、第

一号イ、ハ及びニの規定に準ずること。  

GTM- 

2120, 3110, 

3220～3360 

GTN- 

2110, 2210 (2213) 

2220 (2221) 

2230, 2240 

2250 (2252～2255) 

2260 (2263～2265) 

3110, 3210 (3213) 

3220 (3221, 3222) 

3230, 3240, 

3250 (3252, 3253) 

4010, 4180, 4240, 

4410, 4510, 5120, 

5220, 5260, 5310, 

6110, 6120,  

6210～6320、 

7120, 7210～7320 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） CSS-2110～2430 

第 8 号 

クラス１機器及びクラス１支持構造物

の構造及び強度は、次に定めるところ

によること。 

（対象外） （対象外） PVB-3420  PPB-1210 － － － （対象外） 

イ クラス１機器にあっては、最高使

用圧力、最高使用温度及び機械的荷

重が負荷されている状態（以下「設

計上定める条件」という。）において、

全体的な変形を弾性域に抑えるこ

と。 

（対象外） （対象外） 

PVB- 

3110 (3111, 3115, 

3116, 3117),  

3120 (3121),  

3150 (3151), 3420 

3510～3550, 4110 

PPB- 

3110 (3112) 

3410～3430 

3510～3530 

3723～3910 

 

PMB-3110～3510 

VVB- 

3010, 3110～3330 

3380～3410 

（対象外） （対象外） 

ロ  クラス１支持構造物にあっては、

運転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱにおい

て、全体的な変形を弾性域に抑える

こと。 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

SSB- 

3110 (3121.1, 

3122.1),  

3130 (3131), 3210, 

3220, 3310～3350 

（対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格 2012」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

ハ クラス１容器（オメガシールその

他のシールを除く。）、クラス１管、

クラス１弁及びクラス１支持構造物

にあっては、運転状態Ⅲにおいて、

全体的な塑性変形が生じないこと。

ただし、構造上の不連続部における

局部的な塑性変形はこの限りでない

。 

（対象外） （対象外） 

PVB- 

3110 (3111, 3115, 

3116, 3117, ) 

3120 (3121),  

3510～3550, 4110 

PPB- 

3110, 3550,  

3723～3910 

（対象外） VVB-3010, 3350 

SSB- 

3120 (3121.2),  

3130 (3132), 3210, 

3230, 3310～3340 

（対象外） 

ニ クラス１容器（オメガシールその

他のシールを除く。）、クラス１管及

びクラス１支持構造物にあっては、

運転状態Ⅳにおいて、延性破断に至

る塑性変形が生じないこと。 

（対象外） （対象外） 

PVB- 

3110 (3111, 3115,  

3117 ), 3120 

(3121), 3160, 

3510～3550, 4110 

PPB- 

3110, 3560,  

3723～3910 

（対象外） （対象外） 

SSB- 

3120 (3121.3),  

3130 (3133), 3210, 

3240, 3330～3340 

（対象外） 

ホ クラス１容器（ボルトその他の固

定用金具、オメガシールその他のシ

ールを除く。）にあっては、試験状態

において、全体的な塑性変形が生じ

ないこと。ただし、構造上の不連続

部における局部的な塑性変形はこの

限りでない。 

（対象外） （対象外） 

PVB- 

3110 (3111, 3115,  

3116 ), 3120 

(3121), 3510～

3550, 4110 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ヘ  クラス１容器（ボルトその他の固

定用金具を除く。）、クラス１管、ク

ラス１弁（弁箱に限る。）及びクラス

１支持構造物にあっては、運転状態

Ⅰ及び運転状態Ⅱにおいて、進行性

変形が生じないこと。 

（対象外） （対象外） 
PVB- 

3110 (3113) 

PPB- 

3110  

3530, 3723～3910 

（対象外） VVB-3010, 3340 

SSB- 

3120 (3122.1) 

3330 

（対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格 2012」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

ト  クラス１容器、クラス１管、クラ

ス１弁（弁箱に限る。）及びクラス１

支持構造物にあっては、運転状態Ⅰ

及び運転状態Ⅱにおいて、疲労破壊

が生じないこと。 

（対象外） （対象外） 

PVB- 

3110 (3112, 3114

～3114.2), 3120 

(3122～3122.2), 

3130, 3140,3150 

(3152), 3310, 

3510～3550, 3600, 

4110 

PPB- 

3110 (3111) 

3530, 3723～3910 

（対象外） 

VVB- 

3010, 3340, 3360, 

3370 

SSB- 

3120(3122.1) 

3330 

（対象外） 

チ  クラス１容器（胴、鏡板及び外側

から圧力を受ける円筒形又は管状の

ものに限る。）にあっては、運転状態

Ⅰ、運転状態Ⅱ、運転状態Ⅲ及び運

転状態Ⅳ並びに試験状態において、

座屈が生じないこと。 

（対象外） （対象外） 

PVB- 

3110 (3117), 

3210～3230 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

リ  クラス１管にあっては、設計上定

める条件において、座屈が生じない

こと。 

（対象外） （対象外） （対象外） 

PPB- 

3111, 3410 (3411, 

3415.2),  

3723～3910 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ヌ  クラス１支持構造物にあっては、

運転状態Ⅰ、運転状態Ⅱ、運転状態

Ⅲ及び運転状態Ⅳにおいて、座屈が

生じないこと。 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

SSB- 

3120 (3121.1),  

3310～3330 

（対象外） 

ル  ロ、ハ、ニ、ヘ、ト及びヌにかか

わらず、クラス１支持構造物であっ

て、クラス１容器に溶接により取り

付けられ、その損壊により、クラス

１容器の損壊を生じさせるおそれが

あるものにあっては、クラス１容器

の規定に準ずること。 

 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） SSB-3010 （対象外） 



 

33 

技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格 2012」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

第 9号 

クラス２機器及びクラス２支持構造物

の構造及び強度は、次に定めるところ

によること。 

（対象外） （対象外） PVC-1210 PPC-1210 － -－ － （対象外） 

イ  クラス２機器にあっては、設計上

定める条件において、全体的な変形

を弾性域に抑えること。 

 

（対象外） （対象外） 

PVC- 

3010, 3020 

3110～3170,  

3210～3240, 

3310～3720 

3910～3990, 4110  

PPC- 

3110 

3410～3415.2 

3420～3430 

3520, 3723～3910 

PMC-3110～3720 

VVC- 

3010, 3020,  

3110～3410 

（対象外） （対象外） 

ロ  クラス２機器に属する伸縮継手に

あっては、設計上定める条件で応力

が繰り返し加わる場合において、疲

労破壊が生じないこと。 

（対象外） （対象外） PVC-3810 
PPC- 

3416, 3723～3725 
（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ハ  クラス２管（伸縮継手を除く。）に

あっては、運転状態Ⅰ及び運転状態

Ⅱにおいて、疲労破壊が生じないこ

と。 

（対象外） （対象外） － 

PPC- 

3110, 3530,  

3723～3910 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ニ  クラス２容器及びクラス２管にあ

っては、設計上定める条件において、

座屈が生じないこと。 

（対象外） （対象外） 

PVC- 

3120 (3122, 3123, 

3124.2), 3180, 

3610, 4120 

PPC- 

3110, 3410 (3411, 

3415.2),  

3723～3910 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ホ クラス２支持構造物であって、ク

ラス２機器に溶接により取り付けら

れ、その損壊によりクラス２機器に

損壊を生じさせるおそれがあるもの

にあっては、運転状態Ⅰ及び運転状

態Ⅱにおいて、延性破断及び座屈が

生じないこと。 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） SSC-3010～3350 （対象外） 



 

34 

技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格 2012」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

第 10 号 

クラス３機器の構造及び強度は、次に

定めるところによること。  

（対象外） （対象外） 
PVD-3010 

 
PPD-1210 （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

イ  設計上定める条件において、全体

的な変形を弾性域に抑えること。 

（対象外） （対象外） 

PVD-3010  

(PVC-3110, 3120, 

3140, 3160, 3170, 

3210, 3220, 3410

～3720, 3910～

3930 

3950～3990, 4110) 

PVD- 

3110～3320 

3510～3610 

PPD- 

3110,  

3410～3415.2,  

3420～3430 

3723～3910 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ロ  クラス３機器に属する伸縮継手に

あっては、設計上定める条件で応力

が繰り返し加わる場合において、疲

労破壊が生じないこと。 

（対象外） （対象外） PVD-3410 
PPD- 

3416, 3723～3724 
（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ハ 設計上定める条件において、座屈が

生じないこと。 
（対象外） （対象外） 

PVD-3010 

(PVC-3120 (3122, 

3123, 3124.2), 

3180, 3610, 4120） 

PPD- 

3110, 

3410 (3411, 

3415.2) 

3723～3910 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

第 11 号 

クラス４管の構造及び強度は、設計上

定める条件において、延性破断に至る

塑性変形を生じないこと。 

（対象外） （対象外） （対象外） PPH-3010～3045 （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

第 12 号 

原子炉格納容器（コンクリート製原子

炉格納容器を除く。）及び原子炉格納容

器支持構造物の構造及び強度は、次に

定めるところによること。 

（対象外） （対象外） PVE-1210 （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格 2012」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

イ 原子炉格納容器（ロに掲げる部分

を除く。）にあっては、設計上定める

条件において、全体的な変形を弾性

域に抑えること。 （対象外） （対象外） 

PVE- 

3010, 3110, 3210, 

3220, 3230～3290, 

3310, 3320 (3321, 

3323, 3325, 

3327 ), 3330～

3530  

3610 (3611, 3613) 

3710, 3720, 4110 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ロ 原子炉格納容器のうち著しい応力

が生ずる部分及び特殊な形状の部分

にあっては、第八号イ、ハ、ニ及び

ホのクラス１容器の規定を準用す

る。 

（対象外） （対象外） 
PVE- 

3010, 3110, 3120 
（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

ハ 原子炉格納容器支持構造物にあっ

ては、第八号ロ、ハ及びニのクラス

１支持構造物の規定を準用する。 
（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

SSE- 

3010, 3110,  

3120 (3121, 3121.1

～3121.3), 3130, 

3210, 3330～3350 

（対象外） 

ニ  原子炉格納容器のうち著しい応力

が生ずる部分及び特殊な形状の部分

並びに原子炉格納容器支持構造物に

あっては、運転状態Ⅰ及び運転状態

Ⅱにおいて、進行性変形による破壊

が生じないこと。 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

SSE- 

3120 (3122, 

3122.1)  

3330 

（対象外） 

ホ  原子炉格納容器の伸縮継手にあっ

ては、設計上定める条件で応力が繰

り返し加わる場合において、疲労破

壊が生じないこと。 

（対象外） （対象外） PVE-3010, 3810 （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 



 

36 

技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格 2012」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

ヘ  原子炉格納容器のうち著しい応力

が生ずる部分及び特殊な形状の部分

並びに原子炉格納容器支持構造物に

あっては、運転状態Ⅰ及び運転状態

Ⅱにおいて、疲労破壊が生じないこ

と。 

（対象外） （対象外） 

PVE- 

3010, 3110, 3120, 

3130, 3260, 3270, 

3350, 3420, 4110 

（対象外） （対象外） （対象外） 

SSE- 

3120 (3122) 

3330 

－ 

ト 原子炉格納容器にあっては、設計上

定める条件並びに運転状態Ⅲ及び運

転状態Ⅳにおいて、座屈が生じない

こと。 

（対象外） （対象外） 

PVE- 

3110 (3114) 

3320 (3322, 3324, 

3326, 3328), 

3610 (3612), 4120 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

チ  原子炉格納容器支持構造物にあっ

ては、運転状態Ⅰ、運転状態Ⅱ、運

転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳにおいて、

座屈が生じないこと。 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） SSE-3310～3330 （対象外） 

第 13 号 

コンクリート製原子炉格納容器の構造

及び強度は、次に定めるところによる

こと。 

（対象外） （対象外） 
別記－４の別表参

照 
（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

第 14 号 

炉心支持構造物の構造及び強度は、次

に定めるところによること。 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） （対象外） CSS-3110～3400 
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技術基準規則第１７条 

「設計・建設規格 2012」 

第 2 章 

機械試験 

(GTM) 

第 3 章 

非破壊試験 

(GTN) 

第 4 章 

容器 

(PV) 

第 5 章 

管 

(PP) 

第 6 章 

ポンプ 

(PM) 

第 7 章 

弁 

(VV) 

第 8 章 

支持構造物 

(SS) 

第 9 章 

炉心支持構造物 

(CSS) 

2000 番台： 

引張試験 

3000 番台： 

破壊靭性試験 

2000 番台：垂直 UT 

3000 番台：斜角 UT 

4000 番台：RT 

5000 番台：ECT 

6000 番台：MT 

7000 番台：PT 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

4000 番台：製造 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

2000 番台：材料 

3000 番台：設計 

第 15 号 

クラス１容器、クラス１管、クラス２

容器、クラス２管、クラス３容器、ク

ラス３管、クラス４管及び原子炉格納

容器のうち主要な耐圧部の溶接部（溶

接金属部及び熱影響部をいう。）は、

次に定めるところによること。  

イ  不連続で特異な形状でないもので

あること。 

ロ 溶接による割れが生ずるおそれが

なく、かつ、健全な溶接部の確保に

有害な溶込み不良その他の欠陥がな

いことを非破壊試験により確認した

ものであること。 

ハ 適切な強度を有するものであるこ

と。 

ニ 機械試験その他の評価方法により

適切な溶接施工法、溶接設備及び技

能を有する溶接士であることをあら

かじめ確認したものにより溶接した

ものであること。 

（対象外） （対象外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

（対象外） （対象外） （対象外） （対象外） 

 

別記―５「日本機械学会「溶接規

格」等の適用に当たって」の別表

参照 
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規則と「設計・建設規格 2012」及び過圧防護規定との対応表 

技術基準規則第２０条 「設計・建設規格 2012」 過圧防護規定 

設計基準対象施設（蒸気タービン（発電用のもの

に限る。）、発電機、変圧器及び遮断器を除く。以

下この条において同じ。）には、次に定めるとこ

ろにより安全弁又は逃がし弁（以下この条におい

て「安全弁等」という。）を設けなければならな

い。 

－ OPP-3000 

第１号 

安全弁等は、確実に作動する構造を有するこ

と。 

SRV-3010 OPP-2000(1) 

第２号 

安全弁等の弁軸は、弁座面からの漏えいを適切

に防止できる構造であること。 

SRV-3010 OPP-2000(2) 

第３号 

安全弁等の材料は、次に定めるところによるこ

と。 

イ クラス１容器及びクラス１管に取り付け

られる安全弁等の材料にあっては、第十七条

第一号の規定に準ずること。 

ロ クラス２容器及びクラス２管に取り付け

られる安全弁等の材料にあっては、第十七条

第二号の規定に準ずること。 

SRV-2010(1),(2) OPP-2000(3) 

第４号 

補助作動装置付きのものにあっては、当該補助

作動装置が故障しても所要の吹き出し容量が

得られる構造であること。 

SRV-3010(2) － 

第５号 

原子炉圧力容器（加圧器がある場合は、加圧器。

以下この号において同じ。）にあっては、次に定

めるところによること。 

イ 背圧の影響によりその作動に支障を生ず

SRV-3111 

SRV-3112 
OPP-3000(1) 

別表－１－４ 
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ることを防止するためベローズが設けられ

た安全弁（第七号において「ベローズ付き安

全弁」という。）を適当な箇所に二個以上設

けること。 

ロ 安全弁の容量の合計は、当該安全弁の吹き

出し圧力と設置個数とを適切に組み合わせ

ることにより、当該原子炉圧力容器の過圧防

止に必要な容量以上であること。ただし、安

全弁以外の過圧防止効果を有する装置を有

するものにあっては、当該装置の過圧防止能

力に相当する値を減ずることができる。 

第６号 

蒸気発生器にあっては、次に定めるところによ

ること。 

イ 安全弁を適当な箇所に二個以上設けるこ

と。 

ロ 安全弁の容量の合計は、当該安全弁の吹き

出し圧力と設置個数とを適切に組み合わせ

ることにより、当該蒸気発生器の過圧防止に

必要な容量以上であること。 

ハ 安全弁は、吹き出し圧力を下回った後に、

速やかに吹き止まること。 

SRV-3111 

SRV-3112 
OPP-3000(2) 

第７号 

減圧弁を有する管であって、低圧側の部分又は

これに接続する設計基準対象施設に属する容

器、管、ポンプ若しくは弁が高圧側の圧力に耐

えるように設計されていないものにあっては、

次に定めるところによること。 

イ クラス１管にあっては、ベローズ付き安全

弁を減圧弁の低圧側にこれに接近して二個

以上設けること。 

ロ イに掲げる管以外の管にあっては、安全弁

等を減圧弁の低圧側にこれに接近して一個

以上設けること。 

SRV-3111 

SRV-3112 
OPP-3000(3) 
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ハ 安全弁等の容量の合計は、当該安全弁等の

吹き出し圧力と設置個数とを適切に組み合

わせることにより、減圧弁が全開したとき管

の低圧側の部分及びこれに接続する設計基

準対象施設に属する容器、管、ポンプ若しく

は弁の過圧防止に必要な容量以上であるこ

と。 

ニ 安全弁は、吹き出し圧力を下回った後に、

速やかに吹き止まること。 

第８号 

設計基準対象施設に属する容器（第五号、第六

号及び第三項に掲げる容器、補助ボイラー並び

に原子炉格納容器を除く。）又は管（前号に掲

げるものを除く。）であって、内部に過圧が生

ずるおそれがあるものにあっては、第六号ロ並

びに前号イ、ロ及びニの規定に準じて安全弁等

を適当な箇所に設けること。 

SRV-3111 

SRV-3112 
OPP-3000(4) 

２ 前項の場合において、安全弁等の入口側又は

出口側に破壊板を設ける場合は、次に定めると

ころによらなければならない。 

－ OPP-4010 

第１号 

安全弁等の入口側に設ける場合は、次に定める

ところによること。 

イ 破壊板の吹き出し圧力は、当該容器の最高

使用圧力以下の圧力であること。 

ロ 破壊板の破壊により安全弁等の機能を損

なわないようにすること。 

－ OPP-4010(1) 

第２号 

安全弁等の出口側に設ける場合は、次に定める

ところによること。 

イ 破壊板は、安全弁等の作動を妨げないよう

に低圧で破壊するものであること。 

ロ 破壊板の吹き出し圧力に安全弁等の吹き

出し圧力を加えた圧力が、過圧防止に必要な

－ OPP-4010(2) 
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吹き出し圧力より小さくなること。 

ハ 破壊板を支持する構造は、流体が排出する

場合の通過面積が安全弁等の出口の面積以

上となるものであること。 

ニ 破壊板の破壊により吹き出し管の機能を

損なわないようにすること。 

３ 設計基準対象施設に属する容器であって、内

部に液体炭酸ガスその他の安全弁等の作動を

不能にするおそれがある物質を含むものには、

次に定めるところにより破壊板を設けなけれ

ばならない。 

－ OPP-4020 

第１号 

吹き出し圧力と設置個数とを適切に組み合わ

せることにより、当該容器の過圧防止に必要な

容量以上となるように、適当な箇所に一個以上

設けること。 

－ 
OPP-4020 

(1),(2) 

第２号 

容器と破壊板との連絡管の断面積は、破壊板の

断面積以上であること。 

－ OPP-4020(3) 

４ 第一項又は前項の場合において、安全弁等又

は破壊板の入口側又は出口側に止め弁を設け

る場合は、発電用原子炉を起動させるとき及び

運転中に、止め弁が全開していることを確認で

きる装置を設けなければならない。 

－ OPP-5000 

５ 設計基準対象施設に属する容器又は管であ

って、内部が大気圧未満となることにより外面

に設計上定める圧力を超える圧力を受けるお

それがあるものには、次に定めるところにより

過圧防止に必要な容量以上となるように真空

破壊弁を設けなければならない。 

VBV-3010 OPP-6000 

第１号 

真空破壊弁の材料は、次に定めるところによる

こと。 

VBV-2010 

(1),(2) 
OPP-6000(1) 
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イ クラス１容器及びクラス１管に取り付け

られる真空破壊弁の材料にあっては、第十七

条第一号の規定に準ずること。 

ロ 原子炉格納容器、クラス２容器及びクラス

２管に取り付けられる真空破壊弁の材料に

あっては、第十七条第二号の規定に準ずるこ

と。 

第２号 

原子炉格納容器にあっては、真空破壊弁を適当

な箇所に二個以上設けること。 

－ OPP-6000(2) 

第３号 

前号に掲げる容器以外の容器又は管にあって

は、真空破壊弁を適当な箇所に一個以上設ける

こと。 

－ OPP-6000(3) 

６ 設計基準対象施設は、安全弁等、破壊板又は

真空破壊弁から放出される流体が放射性物質

を含む場合は、これを安全に処理することがで

きるように施設しなければならない。 

－ （解説 OPP-3000） 
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別記－３ 

 

ウェルドオーバーレイ工法の適用に当たって 

 

オーステナイト系ステンレス鋼配管の完全溶込み突合せ溶接（容器管台のセーフエンドと接続

配管の溶接を含む。）の周継手部内表面に検出された応力腐食割れによる亀裂について、ウェル

ドオーバーレイ工法を適用する場合は、技術基準規則第１７条第１号、第８号及び第１５号の規

定に適合するため、当該溶接部は、別記－２及び別記－５によるほか、次の条件を満足すること。

ただし、「溶接規格 2012(2013)」の規定を適用するに当たっては、次表のとおり読み替えるもの

とする。 

 

表 「溶接規格 2007」から「溶接規格 2012(2013)」への読替表 

読み替える

規定 

読み替えられる字句 読み替える字句 

第 1 部溶接

規格 

N-1100(3)の a.又は b. N-1100(3)の 1)又は 2) 

N-5140 準用（N-1020 溶接の制限） N-5020 溶接の制限 

N-5140 準用（N-1030 開先面） N-5030 開先面 

N-5140 準用（N-1040 溶接部の強度等） N-5040 溶接部の強度等 

N-5140 準用（N-1060 突合せ溶接による

継手面の食違い） 

N-5060 突合せ溶接による継手面の食違

い 

N-5140 準用（N-1070 厚さの異なる母材

の突合せ溶接） 

N-5070 厚さの異なる母材の突合せ溶接 

N-5140 準用（N-1080 継手の仕上げ） N-5080 継手の仕上げ 

N-5140 準用（N-1090 溶接後熱処理） N-5090 溶接後熱処理 

N-5140 準用（N-1100 非破壊試験） N-5100 非破壊試験 

N-5140 準用（N-1110 機械試験） N-5110 機械試験 

N-5140 準用（N-1120 再試験） N-5120 再試験 

N-5140 準用（N-1130 耐圧試験） N-5130 耐圧試験 

表-8 表 N-X100-2 

表-10 表 N-X100-4 

第 2 部溶接

施工法認証

標準 

3.確認事項（表-1 を含む。） WP-300 確認事項（表 200-1, 200-2, 

200-3, 301-1 を含む。） 

4.確認試験 WP-400 確認試験 

5.試験片の形状・寸法および試験方法お

よび試験結果の判定基準 

WP-500 試験片の形状・寸法、試験方法及

び試験結果の判定基準 

表-2 表 WP-302-1 

表-4 表 WP-304-1 

表-5 表 WP-309-1 

表-6 表 WP-400-1 

 

 

１．定義 

ウェルドオーバーレイ（以下「ＷＯＬ」という。）工法とは、オーステナイト系ステンレス

鋼配管であって、日本機械学会「発電用原子力設備規格 溶接規格」（JSME S NB1－2007。以

下「溶接規格」という。）第１部溶接規格 N-0020 定義に規定する継手区分Ｂ又は継手区分Ｃ（完

全溶込み突合せ溶接に限る。）に係る溶接部の内表面に応力腐食割れ（以下「ＳＣＣ」という。）
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が確認された部位について、原配管部の強度を期待せず、外面全周にわたり強度部材を構成す

るために、周方向に溶接金属（フェライト含有量の高い低炭素オーステナイト系ステンレス鋼

溶接材料）を複数層肉盛りする溶接工法をいう。 
 

２．適用範囲 

ＷＯＬ工法の適用範囲は、次表のとおりとする。 

 

項  目 適 用 範 囲 

呼 び 径 100Ａ～700Ａ 

母材の厚さ 14.0mm～46.0mm 

亀裂の性状 亀裂の方向：周方向 

厚さ方向：亀裂が原配管外表面から深さ 7mm の位置と内表面の範囲内にと

どまっていること。 

軸方向：亀裂が原配管外表面の開先端面の両端(※)から 13mm までの範囲内に

とどまっていること。 

※ 原配管溶接線中心から図面寸法により求めた長さに収縮量を考慮した位置 

対象鋼種 溶接規格第２部溶接施工法認証標準表－2母材の区分に規定する「母材の区

分」が P－8（オーステナイト系ステンレス鋼）のもの 

既設の 

溶接金属 

溶接規格第２部溶接施工法認証標準表－4溶接金属の区分に規定する「溶接

金属の区分」が A－7 又は同表－5 溶加材もしくはウェルドインサートまた

は心線の区分に規定する「溶加材もしくはウェルドインサートの区分」が R

－7のもの 

形  状 完全溶込み突合せ溶接の周継手部 

 

３．ＷＯＬ工法の材料及び構造について 

（１）材料 

ＷＯＬ工法の原配管の材料は規則第１７条第１号の規定に適合し、溶接部の材料は適用す

る溶接施工法に規定する溶加材に適合するものであること。 

（２）構造 

ＷＯＬ施工部の構造は、原配管の継手区分Ｂ又は継手区分Ｃの完全溶け込み突合せ溶接継

手の溶接部に亀裂が全周貫通していることを想定し、外面側に強度上有効な部材を取り付け

るものであって、別紙－１又は別紙－２に規定する形状に適合するものであり、規則第１７

条第８号（クラス１管の構造及び強度）及び次に示す規定によらなければならない。 

① ＷＯＬ施工部の厚さ設計 

ＷＯＬ施工部の強度上有効な厚さは、デルタフェライト量の測定値が平均で 7.5FN 以上

かつ最少 5.0FN 以上の層の厚さとし、以下を満足すること。 

イ．原配管の板厚を貫通する全周欠陥を想定し、運転中に発生する荷重及び地震荷重に対

して、構造健全性が確保できること。 

なお、亀裂の評価については、「実用発電用原子炉及びその附属施設における破壊を

引き起こす亀裂その他の欠陥の解釈」（原規技発第 1408063 号（平成２６年８月６日原

子力規制委員会決定））によること。 

ロ．ＷＯＬ施工後に、原配管厚さにＷＯＬ施工部を加えた厚さの 75%を超える領域に亀裂

が存在しない厚さであること。 

ハ．通常運転状態及び地震時において発生する可能性のある疲労亀裂の進展を考慮してい
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ること。 

ニ．ＷＯＬ施工部の亀裂のない断面における強度を考慮していること。 

② ＷＯＬ施工部の長さ設計 

ＷＯＬ施工部の長さは、以下を満足すること。 

イ．原配管外表面の開先端面の両側13㎜の範囲から両側にそれぞれ nR75.0 t の長さ（R:

原配管外半径(mm)、tn:原配管厚さ(mm)）を有すること。 

ロ．ＷＯＬ施工部の外面から、深さ方向はＷＯＬ施工部の厚さに原配管の外面から原配管

厚さの 25%を加えた値、軸方向は原配管外表面の開先端面の両側 13 ㎜までとする範囲に

ついて、斜角超音波探傷試験の探触子が走査可能な長さを有すること。 

 

４．ＷＯＬ工法の溶接について 

溶接規格第１部第６章クラス１配管の規定を以下のように読み替えた規定を満足すること。 

また、この読替えは、溶接規格第１部第７章クラス２配管及び同第８章クラス３配管の規定

についても準用し、読替え後の同規定を満足すること。 

 

（１）N-5010 溶接部の設計 

ＷＯＬ工法の溶接部は、３．の規定に適合するものであること。 

（２）N-5140 準用（N-1020 溶接の制限） 

ＷＯＬ工法の溶接は、次に掲げるところにより行うものであること。 

①溶加材は、溶接規格第２部溶接施工法認証標準表－5「溶加材もしくはウェルドインサー

トまたは心線の区分」に規定する R－7により行うものであること。 

なお、溶加材の炭素含有量は、0.030%を超えないこと。 

②溶接入熱は、6.9kJ/cm 以上 15.8kJ/cm 以下の範囲内で行うものであること。 

③溶接速度は、6.0cm/min 以上 17.4cm/min 以下の範囲内で行うものであること。 

④パス間温度は、150℃以下で行うものであること。 

⑤溶加材供給速度は、5.1g/min 以上 8.8g/min 以下の範囲内で行うものであること。 

⑥溶接は、原配管の内側を水冷しながら行うものであること。（空気のたまり等で水冷効果

が阻害されないものであること。） 

 

（３）N-5140 準用（N-1030 開先面） 

①N-1030(1)の規定を準用すること。この場合において、本規定中「クラス１容器の溶接部」

とあるのは「ＷＯＬ工法の溶接部」と読み替えるものとする。 

②ＷＯＬ工法の溶接部の開先面は、溶接規格第１部表－10 浸透探傷試験の規定に基づき浸透

探傷試験を行い、これに適合するものであること。 

 

（４）N-5140 準用（N-1040 溶接部の強度等） 

①ＷＯＬ工法の溶接部は、母材の強度（母材の強度が異なる場合は、強い方の強度）と同等

以上の強度を有するものであること。 

②N-1040(2)の規定を準用すること。この場合において、本規定中「クラス１容器の溶接部」

とあるのは「ＷＯＬ工法の溶接部」と読み替えるものとする。 

 

（５）N-5050 クラス１配管の溶接部 

ＷＯＬ工法の溶接部は、次表の左欄に掲げる非破壊試験の種類に応じ、それぞれ同表の右
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欄に掲げる試験範囲に対して（８）に規定する方法により非破壊試験を行い、これに適合す

るものであること。 

 

非破壊試験 試 験 範 囲 

超音波探傷試験 

①別紙－1 及び別紙－２における b 寸法の長さと施工前の原配管外表面よ

り深さ 10mm までの範囲の溶接金属部及び母材部とを断面とする全周の体

積 

②ＷＯＬ溶接の施工前に確認されたＳＣＣについては、b 寸法の長さと原

配管外表面より深さ 3.5mm までの範囲の溶接金属部及び母材の溶け込み部

を断面とする全周の体積 

ただし、溶接部の形状上、超音波探傷試験を行うことが著しく困難な場

合にあっては、可能な限り溶接止端部に寄せて同試験を行うことで足りる

ものとする。 

浸透探傷試験 
ＷＯＬ工法の溶接部表面及び溶接止端部より管軸方向に幅 13mm の範囲の

母材外表面 

 

（６）N-5140 準用（N-1080 継手の仕上げ） 

ＷＯＬ工法の溶接部の表面は、滑らかに仕上げられたものであること。 

 

（７）N-5140 準用（N-1090 溶接後熱処理） 

溶接後熱処理は行わないこと。 

 

（８）N-5040 準用（N-1100 非破壊試験） 

①超音波探傷試験 

  超音波探傷試験は以下を満足すること。 

イ．（５）の表に規定する超音波探傷試験範囲の①については、溶接規格第１部表－8 超

音波探傷試験に規定する方法により超音波探傷試験を行い、有意な信号の無いものであ

ること。この場合において、超音波探傷試験は溶接規格第１部 N-1100(3)の a.又は b.

に規定するいずれかの者により行うこと。 

ロ．（５）の表に規定する超音波探傷試験範囲の②については、ＷＯＬ工法の溶接部に用

いるものとしてあらかじめ特定する試験装置及び試験要領を用いて確認された適切な

試験方法により試験を行い、ＷＯＬ溶接の施工前に確認されたＳＣＣが、同溶接の施工

によってＷＯＬ溶接の母材への溶け込み部に進展していないものであることを確認す

ること。この場合において、超音波探傷試験は、日本非破壊検査協会規格「超音波探傷

試験システムの性能実証における技術者の資格及び認証」（NDIS 0603:2005）の附属書

（規定）「軽水型原子力発電所用機器に対するＰＤ資格試験」に合格し認証を受けた超

音波探傷試験技術者又は ASME Section XI Appendix Ⅷ Supplement 11 で合格したＰＤ

技術者としての資格を維持し、かつ、ＷＯＬ部試験体を用いた探傷研修をＷＯＬ工法の

溶接部の超音波探傷試験実施前１年以内に１回以上実施することにより、当該部の探傷

を確実に実施できることが立証された者により行うこと。 

②浸透探傷試験 

溶接規格第１部表－10 浸透探傷試験の規定に基づき浸透探傷試験を行い、これに適合す

るものであること。 
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この場合において、浸透探傷試験は溶接規格第１部 N-1100(3)の a.又は b.に規定するい

ずれかの者により行うこと。 

 

（９）N-5140 準用（N-1130 耐圧試験） 

N-1130 の規定を準用すること。この場合において、本規定中「クラス１容器の溶接部」と

あるのは「ＷＯＬ工法の溶接部」と、「放射線透過試験、超音波探傷試験、磁粉探傷試験ま

たは浸透探傷試験」とあるのは「超音波探傷試験または浸透探傷試験」と読み替えるものと

する。 

 

（１０）N-5140 準用（適用除外とするもの） 

N-5140 準用における準用規定のうち、N-1060 突合せ溶接による継手面の食違い、N-1070

厚さの異なる母材の突合せ溶接、N-1110 機械試験及び N-1120 再試験は適用しない。 

 

５．ＷＯＬ工法の溶接施工法について 

溶接規格第２部の規定のうち「３．確認事項」（表－１を含む。）を別紙－３に、同「４．

確認試験」及び「５．試験片の形状・寸法および試験方法および試験結果の判定基準」を別紙

－４に読み替えた規定を満足すること。 
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別紙－１ 

ＷＯＬ工法の溶接部形状（直管と直管の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔備考〕 

1. tn は、原配管の厚さ 

tw は、ＷＯＬ工法の溶接部であって、備考 2 に示す FN を満足する厚さ 

a は、健全なリガメント厚さで、7mm 以上（溶接前） 

b は、計算上必要なＷＯＬ工法の溶接部長さ 

2. tw となりうる厚さは、平均 7.5FN 以上で、かつ、最小 5.0FN 以上の層の厚さであって、計算上

必要な厚さ。フェライト量の測定箇所は、肉盛溶接部の積層ごとに、管の軸方向の中央、両端

の 3 箇所及び周方向 4 箇所の計 12 箇所を、上記の値を満たすまで測定管理する。 

3. FN は、フェライト番号 

4. FN は、JIS Z3119(2006)「オーステナイト系及びオーステナイト・フェライト系ステンレス鋼

溶着金属のフェライト量の測定方法」の磁気的な装置による方法で測定した番号。 

曲率半径 0.5tn 以上 

45°以下 

b 

a 

tn
 

tw
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別紙－２ 

ＷＯＬ工法の溶接部形状（直管と弁・ポンプ等の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔備考〕 

1. tn は、原配管の厚さ 

tw は、ＷＯＬ工法の溶接部であって、備考 2 に示す FN を満足する厚さ 

a は、健全なリガメント厚さで、7mm 以上（溶接前） 

b は、計算上必要なＷＯＬ工法の溶接部長さ 

2. tw となりうる厚さは、平均 7.5FN 以上で、かつ、最小 5.0FN 以上の層の厚さであって、計算上

必要な厚さ。フェライト量の測定箇所は、肉盛溶接部の積層ごとに、管の軸方向の中央、両端

の 3 箇所及び周方向 4 箇所の計 12 箇所を、上記の値を満たすまで測定管理する。 

3. FN は、フェライト番号 

4. FN は、JIS Z3119(2006)「オーステナイト系及びオーステナイト・フェライト系ステンレス鋼

溶着金属のフェライト量の測定方法」の磁気的な装置による方法で測定した番号。 

5. ＷＯＬ工法の溶接部とみなす部分は、弁、ポンプ等の母材部であって、ＷＯＬ工法による溶接

で形成したものでない。 

6. 弁、ポンプ等で継手区分Ｂに十分な長さの平行部がある場合にあって、別紙－1 が適用できる

場合には、別紙－1 による設計とする。 

曲率半径 0.5tn 以上 
b 

a 

tn
 

ＷＯＬ工法 
の溶接部とみなす部分 

tw
 

45°以下 
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別紙－３ 

 

ＷＯＬ工法の確認項目 

確 認 項 目 要 素 の 区 分 

溶 接 方 法 ST 

母 材 P－8＋P－8 

溶 接 棒 ―― 

溶 接 金 属 ―― 

予 熱 行わない 

溶 接 後 熱 処 理 行わない 

シ ー ル ド ガ ス アルゴンガス 

裏からのガス保護 行わない 

溶 加 材 R－7 

ウェルドインサート 使用しない 

電 極 １ 

フ ラ ッ ク ス ―― 

心 線 ―― 

溶 接 機 自動ティグ溶接機 

層 多層 

母 材 の 厚 さ 14.0～46.0mm 内で母材厚さの上限までを区分とする 

ノ ズ ル ―― 

電 圧 及 び 電 流 ―― 

搖 動 ―― 

あ て 金 ―― 

リガメントの 幅 ―― 

衝 撃 試 験 ―― 

備 考 

自動ティグ溶接時に原配管の内面側を水冷する。（空気のた

まり等で水冷効果が阻害されないものであること。） 

溶接入熱は 6.9kJ/cm 以上 15.8kJ/cm 以下の範囲内、溶接速

度は 6.0cm/min 以上 17.4cm/min 以下の範囲内、パス間温度

は 150℃以下及び溶加材供給速度は 5.1g/min 以上 8.8g/min

以下の範囲内とする。 
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別紙－４ 

 

ＷＯＬ工法の溶接施工法の確認試験要領 

 

 

確認試験は、次に掲げるところにより行うものとする。 

 

１．試験材とその取付け方法（溶接姿勢） 

（１）試験材は次のとおりとする。 

試験材は事前に周継手を施工した管とし、その厚さは 23mm 以上とする。 

（２）試験材の取付け方法（溶接姿勢）は、水平固定とし、原配管の外面に次の肉盛溶接を行

うものとする。 

①原配管外面への肉盛溶接の厚さは、使用する管の板厚の 1/3 以上とし、かつ、機械試験

片を採取できる厚さ以上とすること｡また､その長さは、管周継手の溶接部両端部から

13mm＋0.75 nR t 以上とし、かつ、機械試験片を採取できる長さとすること。 

ここで、Rとは使用する原配管の外半径(mm)、tn とは使用する原配管の板厚(mm)である。 

②引張試験片は肉盛溶接部であって、平均 7.5FN 以上で、かつ、最小 5.0FN 以上の範囲よ

り採取するものとする。なお、フェライト量（FN）の測定要領は、３．による。 

 

２．試験片及びその試験方法 

（１）試験片の種類、数及び採取位置は次による。 

 

○機械試験  

・引張試験 4 個 

・側曲げ試験 4 個 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

側曲げ試験 

引張試験 

 

引張試験片採取位置/方向 

 
側曲げ試験片（試験材とＷＯＬ工法を施

工した厚さが 38mm 以下の場合は、試

験材とＷＯＬ工法を施工した厚さとす

る。その厚さが 38mm を超えるときは、

ＷＯＬ工法の溶接部を含む厚さが

38mm の曲げ試験片とする。） 
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（２）試験片の形状、寸法、試験方法及び判定基準 

試験片の形状、寸法、試験方法及び判定基準は次に掲げるところにより行う。 

①引張試験の試験片については、JIS Z2201(1998) 14A 号試験片とし、試験方法は、JIS 

Z2241(1998)とし、判定基準は、母材の強度（母材の強度が異なる場合は、強い方の強

度）と同等以上の強度とする。 

②曲げ試験は、JIS Z3122(1990)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」によるものとし、判

定基準は溶接規格第２部溶接施工法認証標準表－6に掲げる判定基準による。 

 

３．フェライト量の測定は、次により行う。 

（１）測定方法は、JIS Z3119(2006)「オーステナイト系及びオーステナイト・フェライト系ス

テンレス鋼溶着金属のフェライト量の測定方法」の磁気的な装置による方法による。 

（２）測定箇所は、肉盛溶接部の積層ごとに、管の軸方向の中央及び両端の 3箇所並びに周方

向 4箇所の計 12 箇所を、１．（２）②の値を満たすまで測定管理する。 
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別記－４ 

 

日本機械学会「コンクリート製原子炉格納容器規格」の適用に当たって 

 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則第１７条第６号及び第１３

号において、日本機械学会「コンクリート製原子炉格納容器規格（JSME S NE1-2003）」（次

表「「コンクリート製原子炉容器格納容器規格」（JSME S NE1-2003）正誤表一覧」に示す正

誤表を含む。）を適用するに当たっては、それぞれ以下のとおり要件を付すこととする。 

なお、技術基準規則第１７条第６号及び第１３号の規定と日本機械学会「コンクリート

製原子炉格納容器規格（JSME S NE1-2003）」の規定との対応関係は別表に掲げるところに

よる。 

 

表 「コンクリート製原子炉格納容器規格」（JSME S NE1-2003）正誤表一覧 

発行年月日 名称 

平成２９年１０月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器

規格（2014 年版）（JSME S NE1-2014） 正誤表（注 1） 

平成２９年１０月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器

規格（2011 年版）（JSME S NE1-2011）正誤表（注 1） 

平成２８年２月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器

規格（2011 年版）（JSME S NE1-2011）正誤表（注 1） 

平成２８年２月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器

規格（2003 年版）（JSME S NE1-2003）正誤表 

（注１）「コンクリート製原子炉格納容器規格」（JSME S NE1-2003）の正誤を含む。 

（「日本機械学会 設計・建設規格（JSME S NC1）正誤表（令和元年 7 月 12 日付け）等及

び日本電気協会 原子炉格納容器の漏えい率試験規程（JEAC4203-2008）正誤表（平成 28

年 12 月 13 日付け）等に関する技術評価書」（原規技発第 2001159 号（令和 2 年 1 月 15 日

原子力規制委員会決定））） 

 

なお、プレストレストコンクリート製原子炉格納容器については、プレストレス力によ

る平均圧縮応力度比 Fcp を、円周方向 0.23 以上、子午線方向 0.32 以上である場合に適

用すること。 

 また、別表中の「コンクリート製原子炉格納容器規格（CCV 規格：CVE 番号）」欄にあ

る「別表４」及び「別表５」の適用に当たっては、以下によること。 

１．「別表４」及び「別表５」（「（備考）６．」を除く。）において、「S1地震荷重」、「S2地震

荷重」は、それぞれ「Sd 地震荷重」、「Ss 地震荷重」と読み替える。また、「設計用最強

地震による地震力」、「設計用限界地震による地震力」は、それぞれ「弾性設計用地震動

Sd による地震力」、「基準地震動 Ssによる地震力」と読み替える。 
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２．「別表４（備考）６．」の規定（「別表４－１」及びその「（注）」を含む。）は以下によ

る。 

・備考２の j.の弾性設計用地震動 Sd による地震力と静的地震力および k.基準地震動 Ss

による地震力は、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則の解釈（原規技発第 1306193 号（平成２５年６月１９日原子力規制委員会

決定）。以下「設置許可基準規則解釈」という。）の第４条の解釈中４の一の弾性設計

用地震動による地震力、同条の解釈中４の二の静的地震力（Ｓクラスの建物・建築物

に適用されるものに限る。）及び同条の解釈中７の基準地震動による地震力によること。 

・水平方向及び鉛直方向の地震力の組合せは、設置許可基準規則解釈の第４条の解釈中

４及び７の規定によること。 
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別 表 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 コンクリート製原子炉格納容器規格（CCV 規格：CVE 番号） 

第１７条 （材料及び構造）： 材料 設計 

一般事項 コンクリート部 ライナープレート、

ライナアンカ、ナッ

クル、胴アンカ 

一般事項、荷重と

荷重組合せ 
コンクリート部 

ライナープレート、

ライナアンカ等 

ナックル、胴アン

カ コンクリート 
鉄筋、緊張材、定

着具、防せい材 

六 コンクリート製原子炉格納容器のコンクリート部及び鋼製内張り部等

に使用する材料は、次に定めるところによること。 

CVE-2000               

CVE-2100               

イ コンクリートにあっては、当該原子炉格納容器が使用される圧力、

温度、荷重その他の使用条件に対して適切な圧縮強度を有するこ

と。 

ロ コンクリートにあっては、有害な膨張及び鉄筋腐食を起こさないよ

う、長期の耐久性を有すること。 

  CVE-2200             

  CVE-2210             

  CVE-2220             

  別表 1             

  別表 2             

  別表 3             

ハ コンクリート部に強度部材として使用する鉄筋並びに緊張材及び

定着具（以下「鉄筋等」という。）にあっては、当該原子炉格納容器

が使用される圧力、温度、荷重その他の使用条件に対して適切な

機械的強度、化学的成分及び形状寸法を有すること。 

    CVE-2300           

    CVE-2400          

    CVE-2410           

    CVE-2420           

    CVE-2430           

ニ 鋼製内張り部等に使用する材料にあっては、前号イ及びロの規

定に準ずること。 

      CVE-2500         

      CVE-2600         

      CVE-2610         

      CVE-2620         

      CVE-2630         

十三 コンクリート製原子炉格納容器の構造及び強度は、次に定めると

ころによること。 

 

 

 

 

 

 

 

        CVE-3000       

        CVE-3100       

        CVE-3110       

        CVE-3120       

        CVE-3130       

        CVE-3200       

        CVE-3210       

    CVE-3220    
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 コンクリート製原子炉格納容器規格（CCV 規格：CVE 番号） 

第１７条 （材料及び構造）： 材料 設計 

一般事項 コンクリート部 ライナープレート、

ライナアンカ、ナッ

クル、胴アンカ 

一般事項、荷重と

荷重組合せ 
コンクリート部 

ライナープレート、

ライナアンカ等 

ナックル、胴アン

カ コンクリート 
鉄筋、緊張材、定

着具、防せい材 

 

イ コンクリートにあっては、荷重状態Ⅰ、荷重状態Ⅱ及び荷重状態

Ⅲにおいて圧縮破壊が生じず、かつ、荷重状態Ⅳにおいてコンク

リート製原子炉格納容器が大きな塑性変形に至る圧縮破壊が生

じないこと。 

ロ 鉄筋等にあっては、荷重状態Ⅰ、荷重状態Ⅱ及び荷重状態Ⅲに

おいて降伏せず、かつ、荷重状態Ⅳにおいて破断に至るひずみが

生じないこと。 

ハ コンクリート部にあっては、荷重状態Ⅰ、荷重状態Ⅱ及び荷重状

態Ⅲにおいてせん断破壊が生じず、かつ、荷重状態Ⅳにおいてコ

ンクリート製原子炉格納容器が大きな塑性変形に至るせん断破壊

が生じないこと。 

          CVE-3300     

          CVE-3310     

          CVE-3320     

          CVE-3330     

          CVE-3400     

          CVE-3410     

          CVE-3420     

          CVE-3500     

          CVE-3510     

          CVE-3520     

          CVE-3530     

          CVE-3540     

          CVE-3550     

          別表 4     

ニ ライナプレート（貫通部スリーブが取り付く部分を除く。）にあって

は、荷重状態Ⅰ及び荷重状態Ⅱにおいて著しい残留ひずみが生

じず、かつ、荷重状態Ⅲ及び荷重状態Ⅳにおいて破断に至らない

こと。 

ホ ライナプレート（貫通部スリーブが取り付く部分を除く。）にあって

は、ニの規定によるほか、第十二号ヘの原子炉格納容器の規定

を準用する。 

ヘ ライナプレート（貫通部スリーブが取り付く部分に限る。）、貫通部

スリーブ及び定着金具（ライナプレートに取り付ける定着金具であ

って、全ての荷重状態において全体的な変形を弾性域に抑えるこ

とができるものを除く。）にあっては、第十二号ハ、ニ、ヘ及びチの

原子炉格納容器支持構造物の規定を準用する。この場合におい

て、第十二号中「運転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱ」とあるのは「荷重

            CVE-3600   

      CVE-3610  

            CVE-3620   

            CVE-3630   

            CVE-3640   

            CVE-3650   

            別表 5   
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 コンクリート製原子炉格納容器規格（CCV 規格：CVE 番号） 

第１７条 （材料及び構造）： 材料 設計 

一般事項 コンクリート部 ライナープレート、

ライナアンカ、ナッ

クル、胴アンカ 

一般事項、荷重と

荷重組合せ 
コンクリート部 

ライナープレート、

ライナアンカ等 

ナックル、胴アン

カ コンクリート 
鉄筋、緊張材、定

着具、防せい材 

状態Ⅰ及び荷重状態Ⅱ」と、「運転状態Ⅰ、運転状態Ⅱ、運転状

態Ⅲ及び運転状態Ⅳ」とあるのは「荷重状態Ⅰ、荷重状態Ⅱ、荷

重状態Ⅲ及び荷重状態Ⅳ」と読み替えるものとする。 

ト ナックルにあっては、第十二号ロ、ニ及びヘの原子炉格納容器の

うち著しい応力が生ずる部分及び特殊な形状の部分の規定を準

用する。 

       CVE-3700 

       CVE-3710 

       CVE-3720 

 



1 

別記－５ 

 

日本機械学会「溶接規格」等の適用に当たって 

 

 「溶接規格 2007 技術評価書」及び「溶接規格 2012(2013)技術評価書」に基づき、技術基準

規則第１７条第１５号（同規則第３１条、第４８条第１項及び第５５条第７号において準用す

る場合を含む。）に規定する溶接部への「溶接規格 2007」（次表「「溶接規格 2007」正誤表一

覧」に示す正誤表を含む。)及び「設計・建設規格 2005(2007)」（別記－２「「設計・建設規

格 2005(2007)」正誤表一覧」に示す正誤表を含む。)又は「溶接規格 2012(2013)」（次表「「溶

接規格 2012(2013)」正誤表一覧」に示す正誤表を含む。)及び「設計・建設規格 2012」（別記

－２「「設計・建設規格 2012」正誤表一覧」に示す正誤表を含む。）の適用に当たっては、次

のとおり要件を付すこととする。 

なお、技術基準規則第１７条第１５号の規定と溶接規格及び設計・建設規格の規定との対応

関係は別表第５－１から第５－３まで及び第６－１から第６－３までに掲げるところによる。 

 

表 「溶接規格 2007」正誤表一覧 

発行年月日 名称 

平成２２年１２月１日 JSME 発電用原子力設備規格 溶接規格(JSME S NB1-2007(2008 追補

版、2009 年追補版)) 正誤表 

平成２０年１２月１日 JSME 発電用原子力設備規格 溶接規格(JSME S NB1-2007(2008 追補

版)) 正誤表 

平成１９年１１月１日 JSME 発電用原子力設備規格 溶接規格(JSME S NB1-2007)正誤表 

 なお、「「溶接規格 2012(2013)」正誤表一覧」に示される正誤表の記載において、訂正され

る「溶接規格 2012(2013)」の規定内容と同様のものが「溶接規格 2007」に規定されている場合

は、当該正誤表の訂正を「溶接規格 2007」においても適用する。 

 

表 「溶接規格 2012(2013)」正誤表一覧 

発行年月日 名称 

令和元年７月９日 JSME 発電用原子力設備規格 溶接規格（JSME S NB1-2012 年版/2013

年追補/2014 年追補）正誤表(1/2)（2016 年 10 月 17 日発行の正誤表

の修正（Rev.1）） 

平成２９年１０月１７日 JSME 発電用原子力設備規格 溶接規格（JSME S NB1-2012 年版/2013

年追補/2014 年追補/2015 年追補）正誤表 

平成２９年５月１２日 JSME 発電用原子力設備規格 溶接規格（JSME S NB1-2012 年版/2013

年追補/2014 年追補/2015 年追補）正誤表 

平成２８年１０月１７日

（１） 

JSME 発電用原子力設備規格 溶接規格（JSME S NB1-2012 年版/2013

年追補/2014 年追補/2015 年追補）正誤表 

平成２８年１０月１７日

（２） 

JSME 発電用原子力設備規格 溶接規格（JSME S NB1-2012 年版/2013

年追補/2014 年追補/2015 年追補）正誤表 

平成２７年４月２７日 

（平成２７年８月１２日

訂正） 

JSME 発電用原子力設備規格 溶接規格（JSME S NB1-2012 年版/2013

年追補/2014 年追補）正誤表 

平成２６年１２月５日 JSME 発電用原子力設備規格 溶接規格(JSME S NB1-2012，2013 追補） 

正誤表 

平成２６年９月１１日 JSME 発電用原子力設備規格 溶接規格(JSME S NB1-2012，2013 追補） 
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正誤表 

（「日本機械学会「設計・建設規格（JSME S NC1）、材料規格（JSME S NJ1）及び溶接規格（JSME 

S NB1）正誤表」（平成 27 年 4 月 27 日付け）並びに日本電気協会「原子炉格納容器の漏えい率

試験規程（JEAC4203-2008）正誤表」（平成 27 年 4 月 21 日付け）に関する技術評価書」（原規

技発第 1510212 号（平成２７年１０月２１日原子力規制委員会決定）及び「日本機械学会 設

計・建設規格（JSME S NC1）正誤表（令和元年 7月 12 日付け）等及び日本電気協会 原子炉格

納容器の漏えい率試験規程（JEAC4203-2008）正誤表（平成 28 年 12 月 13 日付け）等に関する

技術評価書」（原規技発第 2001159 号（令和 2年 1月 15 日原子力規制委員会決定））） 

 

１．第１部 溶接規格 

 

① N-0010 目的及び適用（「溶接規格 2007」及び「溶接規格 2012(2013)」） 

ただし書は、適用除外とする。 

 

② N-0020 定義（「溶接規格 2007」及び「溶接規格 2012(2013)」） 

・N-0020(3)の「クラス 2容器」及び「クラス 2配管」は、技術基準規則第２条第２項第３３

号に規定するものをいう。 

・N-0020(4)及び(5)について、「放射線管理設備に属するダクト」とあるのは「放射線管理

施設若しくは原子炉格納施設（非常用ガス処理設備に限る。）に属するダクト」に読み替

える。 

・第 4部 解説 第 1章 溶接規格の解説 N-0020 における JEAC4602-2004 及び JEAC4605- 

2004 は適用除外とする。 

 

③ N-0030 溶接施工法（「溶接規格 2007」及び「溶接規格 2012(2013)」） 

N-0030 溶接施工法(2)に規定されている「安全設備」は、技術基準規則第２条第２項第９

号に規定するものをいう。 

 

④ N-1010、N-2010、N-3010、N-4010、N-5010、N-6010、N-7010 及び N-8010 溶接部の設計（「溶

接規格 2007」） 

溶接部の設計に当たっては、設計･建設規格における次表の各規定によること。この場合

において、PVB-4211、PVB-4212、PVE-4211 及び PVE-4212 に規定する「突合せ完全溶け込

み両側溶接」とは、「突合せ両側溶接」をいう。 

 

 容 器 管 

クラス１ PVB-4200（N-1010） PPB-4000（N-5010） 

クラス２ PVC-4200（N-3010） PPC-4000（N-6010） 

クラス３及びクラス３相当 PVD-4100（N-4010） PPD-4000（N-7010） 

クラス４ － PPH-4000（N-8010） 

クラスＭＣ PVE-4200（N-2010） － 

注）設計・建設規格の規格番号（溶接規格の規格番号） 

 

⑤ N-1040、N-2040、N-3040、N-4040、N-5040、N-6040、N-7040 及び N-8040 溶接部の強度

等（「溶接規格 2007」及び「溶接規格 2012(2013)」） 

・「溶接規格 2007」においては、オーステナイト系ステンレス鋼溶接金属にあっては、デ
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ルタフェライト量が高温割れ防止の観点から適切なものであること。 

・「溶接規格 2012(2013)」においては、(3)の「溶接金属の区分が A-7 になるオーステナ

イト系ステンレス鋼」とあるのは「溶接金属の成分が A-7（オーステナイト系ステンレ

ス鋼）に相当するもの」に、「溶着金属にデルタフェライトが含まれる」とあるのは「高

温割れ防止の観点から溶着金属にデルタフェライトが適切量含まれる」に読み替える。 

 

⑥ N-1050、N-2050、N-3050、N-4050、N-5050、N-6050 及び N-7050 溶接部の非破壊試験及

び機械試験（「溶接規格 2012(2013)」） 

・N-1050(2)の「もしくは」とあるのは「は，母材成分から再熱割れのおそれがないと確認

された場合，溶接後熱処理前に実施することができる。」に読み替える。 

・N-2050(2)、N-4050(2)及び N-5050(2)の「P-1 の溶接部は」とあるのは「P-1 の溶接部は，

母材成分から再熱割れのおそれがないと確認された場合」に読み替える。 

・N-3050(2)の「また，P-1 の溶接部の非破壊試験，もしくは」とあるのは「また，P-1 の

溶接部は，母材成分から再熱割れのおそれがないと確認された場合，非破壊試験を溶接

後熱処理前に実施することができる。」に読み替える。 

・N-6050(2)及び N-7050(2)の「また，P-1 の溶接部は」とあるのは「また，P-1 の溶接部

は，母材成分から再熱割れのおそれがないと確認された場合」に読み替え、なお書は適

用除外とする。 

 

 

⑦ N-9050 補助ボイラーおよびその附属設備（「溶接規格 2007」及び「溶接規格

2012(2013)」） 

補助ボイラー及びその附属設備の溶接部については、補助ボイラーにあっては経済産業

省「発電用火力設備の技術基準の解釈（平成２５年５月１７日付け 20130507 商局第 2号）」

に規定する「第１０章 溶接部」の「第２節 ボイラー等」、補助ボイラーの附属設備に

あっては同「第３節 熱交換器等」の規定によること。 
 

⑧ 表－3 溶接部の機械試験板及び表 N-X050-2 溶接部の機械試験板（「溶接規格 2007」

及び「溶接規格 2012(2013)」） 

クラス２容器、及びクラス３容器（安全設備に属するものに限る。）の胴の内径が 600mm

を超えるものについては、同表のクラス１容器と同様に試験板を作成すること。 

（注）の 5．は、適用除外とする。 

 

⑨ 表－5 溶接後熱処理の方法及び表 N-X090-2 溶接後熱処理の方法（「溶接規格 2007」

及び「溶接規格 2012(2013)」） 

・「溶接規格 2007」においては、表－5 溶接後熱処理の方法における「加熱及び冷却の

方法」の欄の 2.について、「温度 650℃において、母材の区分が表－16 に掲げる P-7 を

冷却する場合の速さは、1 の規定にかかわらず、1 時間につき温度差が 55℃以下である

こと」とあるのは「母材の区分が表－16 に掲げる P-7 については、1.の規定にかかわら

ず、650℃より高い温度範囲における冷却速度は、1 時間につき温度差が 55℃以下とし、

650℃以下の温度範囲においては脆化を防ぐために十分に速い速度で冷却すること。」に

読み替える。 

・「溶接規格 2012(2013)」においては、表 N-X090-2 溶接後熱処理の方法「熱処理の方法」

の欄の 5.について、「局部加熱により行う場合は，均一温度領域が溶接金属の最大幅の
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両側にそれぞれ母材の厚さ又は 50mm のいずれか小さい値以上の幅」とあるのは 

「次の(1)及び(2)に掲げる範囲 

(1) 容器（管寄せを除く）については，溶接部の最大幅の両側にそれぞれ母材の厚

さの 3倍以上の幅 

(2) 管寄せ又は管については，溶接部の最大幅の両側にそれぞれ開先幅の 3 倍以上

で，かつ，余盛幅の 2倍以上の幅」 

に読み替える。 

 

⑩ 表 N-X090-3 溶接後熱処理を要しないもの（「溶接規格 2012(2013)」） 

・「1. クラス 1機器」の表中、「母材の区分」の欄が「P-1」であって、「溶接部の区分」

の欄が「5.クラッド溶接」であって、「母材の炭素・クロム含有量（％）」の欄におけ

る「C≦0.30」とあるのは、「C≦0.25」に読み替える。 

・「1. クラス 1機器」の表中、「母材の区分」の欄が「P-1」であって、「溶接部の区分」

の欄が「5.クラッド溶接」であって、「母材の厚さ」の欄が「T≦38」であって、「予熱

温度（℃）」の欄における「40 以上」とあるのは「100 以上」に読み替える。 

 

⑪ 表 N-X110-3 破壊靱性試験（「溶接規格 2012(2013)」） 

・次表を追加する。 

 

 

表 クラス 1容器の破壊靭性試験に対する要件 
機 器 の 区 分 試験の方法 判 定 基 準 

ク ラ ス
１容器 

母材の区分が表N-G01に掲
げる P-6 で，かつ、溶接金
属がマルテンサイト系ス
テンレス鋼の場合である
もの 

最低使用温
度以下の温
度で衝撃試
験を行うこ
と 

それぞれの試験片の横膨出量が，次の表の
左項に掲げる厚さの区分に応じ，それぞれ
同表の右項に掲げる値以上であること 
 

厚さの区分（mm） 横膨出量（mm） 

16 以上 19以下 0.50 

19 を超え 38以下 0.65 

38 を超えるもの 1.00 

  

 

・次表のとおり読み替えるものとする。 

 

表 表 N-X110-3 破壊靱性試験に係る読替表 

機器の 

区分 
読み替えられる規定 読み替える規定 

ク ラ ス

1容器 

1. 溶接金属 

関連温度（RTNDT）が，設計・建設規格 第 4

章 添付 4-1「RTNDT要求値の決定方法」を満

足するように定めた RTNDT の要求値を満足

すること。 

1. 溶接金属 

関連温度（RTNDT）が，設計・建設規格 第 4

章 添付 4-1「RTNDT要求値の決定方法」を満

足するように定めた RTNDT の要求値を満足

すること。ただし，室温での規定最小降伏

点が 620MPa を超える材料については，KIC
曲線は適用除外とする。 

ク ラ ス

MC 容器 

溶接金属及び熱影響部 

以下の 1.又は 2.のいずれかに適合するこ

と。 

溶接金属及び熱影響部 

以下の 1.又は 2.のいずれかに適合するこ

と。 
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1. 落重試験 

容器の最低使用温度が，設計・建設規

格の PVB-2333.1「関連温度(RTNDT）の

決定方法」の規定により求めた無延性

遷移温度に 17℃を加えた温度以上で

あること。 

2. 衝撃試験 

以下(1)又は(2)のいずれかを満足する

こと。 

(1) 3 個の試験片の横膨出量の平均値

及び最小値が，設計・建設規格の

表 PVE-2331.2-1 ｢横膨出量の判

定基準｣を満足すること。 

(2) 3 個の試験片の吸収エネルギーの

平均値及び最小値が，設計・建設

規格の表 PVE-2331.2-2「吸収エネ

ルギーの判定基準」を満足するこ

と。 

1. 落重試験 

容器の最低使用温度が，設計・建設規

格の PVB-2333.1「関連温度(RTNDT）の

決定方法」の規定により求めた無延性

遷移温度に 17℃を加えた温度以上で

あること。 

2. 衝撃試験 

以下(1)又は(2)のいずれかを満足する

こと。 

(1) 3 個の試験片の横膨出量の平均値

及び最小値が，設計・建設規格の

表 PVE-2331.2-1 ｢横膨出量の判

定基準｣を満足すること。この場

合，3 個の平均の判定基準を満足

する試験片の個数は 2 個以上であ

ること。 

(2) 3 個の試験片の吸収エネルギーの

平均値及び最小値が，設計・建設

規格の表 PVE-2331.2-2「吸収エネ

ルギーの判定基準」を満足するこ

と。この場合，3 個の平均の判定

基準を満足する試験片の個数は 2

個以上であること。 

ク ラ ス

2容器 

ク ラ ス

3容器 

ク ラ ス

3 相 当

容器 

ク ラ ス

2配管 

ク ラ ス

3配管 

ク ラ ス

3 相 当

管 

溶接金属及び熱影響部 

以下の 1.又は 2.のいずれかに適合するこ

と。 

1. 落重試験 

容器の最低使用温度が，設計・建設規

格の PVB-2333.1「関連温度(RTNDT）の

決定方法」の規定により求めた無延性

遷移温度に 17℃を加えた温度以上で

あること。 

2. 衝撃試験 

以下(1)又は(2)のいずれかを満足する

こと。 

(1) 3 個の試験片の横膨出量の平均値

及び最小値が，設計・建設規格の

表 PVE-2331.2-1 ｢横膨出量の判

定基準｣を満足すること。 

(2) 3 個の試験片の吸収エネルギーの

平均値及び最小値が，設計・建設

規格の表 PVE-2331.2-2「吸収エネ

ルギーの判定基準」を満足するこ

と。 

溶接金属及び熱影響部 

以下の 1.又は 2.のいずれかに適合するこ

と。 

1. 落重試験 

容器の最低使用温度が，設計・建設規

格の PVB-2333.1「関連温度(RTNDT）の

決定方法」の規定により求めた無延性

遷移温度に 17℃を加えた温度以上で

あること。 

2. 衝撃試験 

以下(1)又は(2)のいずれかを満足する

こと。 

(1) 3 個の試験片の横膨出量の平均値

及び最小値が，設計・建設規格の

表 PVE-2331.2-1 ｢横膨出量の判

定基準｣を満足すること。この場

合，3 個の平均の判定基準を満足

する試験片の個数は 2 個以上であ

ること。 

(2) 3 個の試験片の吸収エネルギーの

平均値及び最小値が，設計・建設

規格の表 PVE-2331.2-2「吸収エネ

ルギーの判定基準」を満足するこ

と。この場合，3 個の平均の判定

基準を満足する試験片の個数は 2

個以上であること。 
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⑫ 表 N-X120-1 再試験（「溶接規格 2012(2013)」） 

・次表を追加する。 

 

表 クラス 1容器の破壊靭性試験の再試験 

試験の

種類 
再 試 験 が 行 え る 場 合 再試験片の数 

破壊靭

性試験 

クラス

１容器 

（溶接金属及び熱影響部） 

母材の区分が，表 N-G01 に掲げる P-6 で，かつ，溶接金属が

マルテンサイト系ステンレス鋼であって，次の(1)及び(2)に該

当する場合は，再試験することができる。 

(1) 3 個の試験片の横膨出量の平均値が，設計・建設規格の表 

PVB-2332-1「50mm 以下の棒及びマルテンサイト系ステン

レス鋼の判定基準」を満足する場合 

(2) 設計・建設規格の表 PVB-2332-1「50mm 以下の棒及びマル

テンサイト系ステンレス鋼の判定基準」を満足しない試験

片が１個あり，かつ，当該１個試験片が，表 PVB-2332.1-1

「50mm 以下の棒，マルテンサイト系ステンレス鋼の再試

験可能な判定基準」を満足する場合  

1 組の試験片

について１組 

（３個） 

 

 

⑬ 表 N-X130-2 耐圧代替非破壊試験（第４部 解説 N-1130 耐圧試験及び解説表

N-X130-1 耐圧試験）（「溶接規格 2012(2013)」） 

表 N-X130-2 耐圧代替非破壊試験のクラス 1からクラス 4までの機器の「溶接部の区分」

の欄中、「ラグ，ブラケット，強め材，控え，強め輪等であって，重要なものを取付け

る溶接部」であって、「耐圧代替非破壊試験」の欄中、「放射線透過試験」及び「超音

波探傷試験」であって、「－」とあるのは「○」に読み替える。 

第 4部 解説 解説表 表 N-X130-1-1 耐圧試験圧力及び方法は、適用除外とする。 

第 4部 解説 N-1130(6)5)の「耐圧代替非破壊試験の作業手順」における「（加圧が困

難な場合は省略しても良い。）」は適用除外とする。 

第 4部 解説 N-1130(6)のなお書は適用除外とする。 

 

２．第２部 溶接施工法認証標準 

「溶接規格 2007」及び「溶接規格 2012(2013)」における溶接施工法については、第２部溶

接施工法認証標準の３．確認事項及び WP-300 確認事項の区分によって、認証標準への適合

を確認すること。 

適用に当たっては以下によること。 

 

① 3.(4)溶接金属（「溶接規格 2007」） 

ただし書は適用除外とする。 

 

② WP-306 溶接後熱処理（「溶接規格 2012(2013)」） 

(1)3)から 5)までは適用除外とする。 

 

③ 表 WP-200-2 電子ビーム溶接における確認項目（「溶接規格 2012(2013)」） 

次表を追加する。 
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表 電子ビーム溶接の確認項目における溶接姿勢 

確認

項目 

確認

項目 
確認要領 

追加

要求 

参考 

（ASME SecIX 

QW No.） 

溶接 

姿勢 

○ 認証を受けた溶接姿勢からの変更で１区分。溶接姿勢の区

分は下向，立向上進，立向下進，横向，上向又は管の水平

固定とする。 

  

 

④ 表 WP-200-3 レーザビーム溶接における確認項目（「溶接規格 2012(2013)」） 

・次表を追加する。 

 

表 レーザビーム溶接の確認項目における溶接姿勢 

確認

項目 

確認

項目 
確認要領 

追加

要求 

参考 

（ASME SecIX 

QW No.） 

溶接 

姿勢 

○ 認証を受けた溶接姿勢からの変更で１区分。溶接姿勢の区

分は下向，立向上進，立向下進，横向，上向又は管の水平

固定とする。 

  

 

・次表のとおり読み替えるものとする。 

 

 

 

表 表 WP-200-3 レーザビーム溶接における確認項目に係る読替表 

確認項目 読み替えられる規定 読み替える規定 

シールドガ

ス 

流量の１０％を超える減少で１区分 流量の±５％超えで１区分 

プラズマ除

去ガス 

「使用する」又は「使用しない」 

使用する場合は，流量の１０％を超える

減少で１区分 

「使用する」又は「使用しない」 

使用する場合は，流量の１０％を超える

減少で１区分 

プラズマ除去ガスの変更で１区分 

裏面からの

ガス保護 

流量の１０％を超える減少で１区分 流量の±５％超えで１区分 

溶加材 溶加材断面積の１０％を超える変更で１

区分 

溶加材径の変更で１区分 

母材の厚さ ＋２０％で１区分 ±２０％で１区分 

＋１０％で１区分 ±１０％で１区分 

＋５％で１区分 ±５％で１区分 

レーザ出力 加工点における認証値１０％を超える減

少で１区分 

認証値±２％で１区分 

ワイヤ供給

速度 

認証値１０％を超える増加で１区分 認証値±１０％で１区分 

焦点距離 認証値の±１０％を超える変更で１区分 認証値からの変更で１区分 

レンズとワ

ーク間距離 

レンズとワーク間の距離の認証値±１

０％を超える変更で１区分 

レンズとワーク間距離の認証値と焦点距

離の認証値との差が±５０％を超える変

更で１区分 
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３．第３部 溶接士技能認証標準 

 

（１）溶接士技能認証標準の適用に当たって 

① 3.1(2) 試験材及び溶接姿勢及び WQ-312 試験材及び溶接姿勢（「溶接規格 2007」及び

「溶接規格 2012(2013)」） 

自動溶接機を用いない溶接士の技能の確認に当たっては、試験材及び溶接姿勢の区分は、

別表第１に規定する試験材の区分及び溶接姿勢の区分の組合わせとする。この場合におい

て、溶接姿勢の区分が有壁水平固定及び有壁鉛直固定にあっては、試験材の寸法、取付け

方法、試験片採取位置及び試験の方法は別図によること。 

 

② WQ-322 試験材の種類がアルミニウム又はアルミニウム合金のものの場合（「溶接規格

2012(2013)」） 

JIS Z 3122(1990) (突合せ溶接継手の曲げ試験方法)における 5.1 型曲げ試験方法は適用

除外とする。 

 

③ 3.3 作業範囲及び WQ-330 作業範囲（「溶接規格 2007」及び「溶接規格 2012(2013)」） 

確認試験に合格した技能を有する溶接士が行う作業範囲は、別表第２に規定する試験材

の区分及び溶接姿勢の区分に応じ、それぞれ同表の作業範囲に規定する範囲とする。 

 

④ WQ-430 作業範囲（「溶接規格 2012(2013)」） 

ただし書は、適用除外とする。 

 

（２）溶接士技能認証標準への適合確認（「溶接規格 2007」及び「溶接規格 2012(2013)」） 

溶接士の技能については、３．自動溶接機を用いない溶接士及び４．自動溶接機を用いる

溶接士の区分、又は WP-300 自動溶接機を用いない溶接士及び WP-400 自動溶接機を用いる

溶接士の区分によって、認定標準への適合を確認すること。 

 

（３）溶接士技能認証標準と同等と認められるもの（「溶接規格 2007」及び「溶接規格

2012(2013)」） 

第１部溶接規格「N-0050 溶接士」（１）に規定する「第３部に定める溶接士技能認証標

準によって認定されたものと同等と認められるもの」とは、次に掲げる場合とする。 

イ 自動溶接機を用いない溶接士について 

ａ）船舶構造規則（平成１０年運輸省令第１６号）第６条第１項に規定する試験に合格

した者、又はボイラー及び圧力容器安全規則（昭和４７年労働省令第３３号）第１０

４条に規定するボイラー溶接士試験に合格した者であって、別表第３に掲げる溶接士

の技能の区分に応じ、掲げる試験に合格しているものが溶接を行う場合 

ｂ）日本産業規格 JIS Z 3801(1997)「手溶接技術検定における試験方法及び判定基準」、

日本産業規格 JIS Z 3821(2001)「ステンレス鋼溶接技術検定における試験方法及び判

定基準」若しくは日本産業規格 JIS Z 3841(1997)「半自動溶接技術検定における試験

方法及び判定基準」の規定に準拠して社団法人日本溶接協会が行う評価試験に合格し

適格性証明書の交付を受けた者であって、別表第４の資格区分に掲げる溶接士の技能

の区分に応じ、ＪＩＳ資格区分の項に規定する資格の技量の認定を受けているものが

溶接を行う場合 

ｃ）原子炉等規制法第１６条の２第１項、第２７条第１項又は第４５条第１項の規定に
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基づき認可を受けた設計及び工事の方法において溶接士の技能の確認を受けた者であ

って、当該確認を受けたときに所属していた溶接施工工場に所属している者が溶接を

行う場合 

ロ 自動溶接機を用いる溶接士について 

ａ）一つの溶接方法による溶接について１年以上（自動溶接機を用いない溶接士であっ

て、（２）又は（３）イに適合した技能を有する者若しくは（４）ロに適合した者に

あっては３月以上）の連続した経歴を有している場合。ただし、経歴の算出に当たっ

ては、自動溶接機を操作する部門へ配属されていた期間をもって行うこと。 

 

（４）溶接士技能認証標準に適合する溶接士技能の有効期間（「溶接規格 2007」及び「溶接規

格 2012(2013)」） 

イ 認証標準を満足する技能を有する溶接士によって行われた溶接とみなされる期間は、

自動溶接機を用いない溶接士にあっては、（２）又は（３）イにより技能の認証を受け

た日から２年、自動溶接機を用いる溶接士にあっては、（２）により技能の認証を受け

た日又は（３）ロによる要件を満たすこととなった日から１０年とする。 

ロ （４）イの規定にかかわらず、自動溶接機を用いない溶接士にあっては、（２）又は

（３）イにより技能の認証を受けた日から２年を経過する日前に、次のいずれかに適合

する場合にあっては、その適合した日より起算して２年間、自動溶接機を用いる溶接士

にあっては、（２）により技能の認証を受けた日又は（３）ロによる要件を満たすこと

となった日から１０年を経過する日前に、次のいずれかに適合する場合にあっては、そ

の適合した日から起算して１０年間は、その溶接士の当該技能によって溶接を行うこと

ができる。 

ａ）原子炉等規制法第４３条の３の１１第２項の確認をした場合 

ｂ）次に掲げる検査のいずれかに合格し又は確認をした場合 

・船舶安全法（昭和８年法律第１１号）第５条又は第６条の検査 

・ボイラー及び圧力容器安全規則（昭和４７年労働省令第３３号）第７条又は第５３

条の検査 

・高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号）第５６条の３の検査 

・原子炉等規制法第１６条の３第２項、第２８条第２項、第４３条の１１第２項、第４

６条第２項、第５１条の８第２項又は第５５条の２第２項の確認 
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別表第１ 試験材及び溶接姿勢の区分（1/2） 

 
試験材の区分 溶接姿勢の区分 

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
又
は
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金
以
外 

W-0 
（厚さ 3～3.2mm 

の板） 

f 下 向 

v 立 向 

h 横 向 

o 上 向 

W-1 
（厚さ 9mm の板） 

f 下 向 

v 立 向 

h 横 向 

o 上 向 

W-2 
（厚さ 25mm 以上 

の板） 

f 下 向 

v 立 向 

h 横 向 

o 上 向 

W-3-0 
（外径 100～120mm 

厚さ 4～5.3mm の管） 

r 
有壁水平固定及び 
有壁鉛直固定 

e 
水平固定及び 
鉛直固定 

W-3 
（外径 150～170mm 

厚さ 10～12mm の管） 

r 
有壁水平固定及び 
有壁鉛直固定 

e 
水平固定及び 
鉛直固定 

W-4 
（外径 200～300mm 
で厚さ 20mm 以上の 

管） 

r 
有壁水平固定及び 
有壁鉛直固定 

e 
水平固定及び 
鉛直固定 

W-5 
（管と管板の取り 

付け溶接） 

f 下 向 

vh 立向及び横向 

o 上 向 

W-6 
（クラッド溶接） 

f 下 向 

v 立 向 

h 横 向 

o 上 向 

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
又
は
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金 

W-10 
（厚さ 3mm の板） 

f 下 向 

v 立 向 

h 横 向 

o 上 向 

W-11 
（厚さ 8mm の板） 

f 下 向 

v 立 向 

h 横 向 

o 上 向 

W-12 
（厚さ 20mm 以上 

の板） 

f 下 向 

v 立 向 

h 横 向 

o 上 向 

W-13 
（外径 100～150mm で厚

さ 4mm の管） 

r 
有壁水平固定及び 
有壁鉛直固定 

e 
水平固定及び 
鉛直固定 

W-14 
（外径 150～200mm で厚
さ 12～15mm の管） 

r 
有壁水平固定及び 
有壁鉛直固定 

e 
水平固定及び 
鉛直固定 

W-15 
（外径 200～300mm で厚
さ 20mm 以上の管） 

r 
有壁水平固定及び 
有壁鉛直固定 

e 
水平固定及び 
鉛直固定 
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別表第１ 試験材及び溶接姿勢の区分（2/2） 

 
試験材の区分 溶接姿勢の区分 

チ
タ
ン 

W-20 
（厚さ 3mm の板） 

f 下 向 

v 立 向 

h 横 向 

o 上 向 

W-21 
（厚さ 6mm の板） 

f 下 向 

v 立 向 

h 横 向 

o 上 向 

W-23 
（外径 89.1～114.3mm 

厚さ 3mm の管） 

r 
有壁水平固定及び 
有壁鉛直固定 

e 
水平固定及び 
鉛直固定 

W-24 
（外径 150～170mm 

厚さ 10～12mm の管） 

r 
有壁水平固定及び 
有壁鉛直固定 

e 
水平固定及び 
鉛直固定 

W-26 
（管と管板の取り 

付け溶接） 

f 下 向 

vh 立向及び横向 

o 上 向 
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別表第２ 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲（1/2） 

 
試験材の区分 溶接姿勢の区分 作 業 範 囲 

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
又
は
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金
以
外 

W-0 
（厚さ 3～3.2mm 

の板） 

f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さが 7mm 未満 

v 立 向 板についての立向き姿勢で母材の厚さが 7mm 未満 

h 横 向 板についての横向き姿勢で母材の厚さが 7mm 未満 

o 上 向 板についての上向き姿勢で母材の厚さが 7mm 未満 

W-1 

（厚さ 9mm の板） 

f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さが 19mm 未満 

v 立 向 板についての立向き姿勢で母材の厚さが 19mm 未満 

h 横 向 板についての横向き姿勢で母材の厚さが 19mm 未満 

o 上 向 板についての上向き姿勢で母材の厚さが 19mm 未満 

W-2 
（厚さ 25mm 以上 

の板） 

f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

v 立 向 板についての立向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

h 横 向 板についての横向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

o 上 向 板についての上向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

W-3-0 
（外径 100～120mm 厚さ 4

～5.3mm の管） 

r 
有壁水平固定 

及び有壁鉛直固定 
姿勢の制限がなく、母材の厚さが11mm 未満 

e 
水平固定 

及び鉛直固定 
姿勢の制限がなく、母材の厚さが11mm 未満 
（拘束のある場合を除く） 

W-3 

（外径 150～170mm 厚さ
10～12mm の管） 

r 
有壁水平固定 

及び有壁鉛直固定 
姿勢の制限がなく、母材の厚さが19mm 未満 

e 
水平固定 

及び鉛直固定 

姿勢の制限がなく、母材の厚さが19mm 未満 

（拘束のある場合を除く） 

W-4 
（外径200～300mmで厚さ

20mm 以上の管） 

r 
有壁水平固定 

及び有壁鉛直固定 
姿勢及び母材の厚さに制限なし 

e 
水平固定 

及び鉛直固定 
姿勢及び母材の厚さに制限なし 
（拘束のある場合を除く） 

W-5 
（管と管板の取り付け溶

接） 

f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

vh 立向及び横向 管板を立てて溶接する姿勢で母材の厚さに制限なし 

o 上 向 上向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

W-6 
（クラッド溶接） 

f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

v 立 向 立向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

h 横 向 横向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

o 上 向 上向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
又
は
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金 

W-10 
（厚さ 3mm の板） 

f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さが 7mm 未満 

v 立 向 板についての立向き姿勢で母材の厚さが 7mm 未満 

h 横 向 板についての横向き姿勢で母材の厚さが 7mm 未満 

o 上 向 板についての上向き姿勢で母材の厚さが 7mm 未満 

W-11 
（厚さ 8mm の板） 

f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さが 17mm 未満 

v 立 向 板についての立向き姿勢で母材の厚さが 17mm 未満 

h 横 向 板についての横向き姿勢で母材の厚さが 17mm 未満 

o 上 向 板についての上向き姿勢で母材の厚さが 17mm 未満 

W-12 

（厚さ 20mm 以上 
の板） 

f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

v 立 向 板についての立向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

h 横 向 板についての横向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

o 上 向 板についての上向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

W-13 
（外径100～150mmで厚さ

4mm の管） 

r 
有壁水平固定 

及び有壁鉛直固定 
姿勢に制限なく、母材の厚さが 9mm 未満 

e 
水平固定 

及び鉛直固定 
姿勢に制限なく、母材の厚さが 9mm 未満 
（拘束のある場合を除く） 

W-14 
（外径150～200mmで厚さ

12～15mm の管） 

r 
有壁水平固定 

及び有壁鉛直固定 
姿勢に制限なく、母材の厚さが 25mm 未満 

e 
水平固定 

及び鉛直固定 
姿勢に制限なく、母材の厚さが 25mm 未満 
（拘束のある場合を除く） 

W-15 

（外径200～300mmで厚さ
20mm 以上の管） 

r 
有壁水平固定 

及び有壁鉛直固定 
姿勢及び母材の厚さに制限なし 

e 
水平固定 

及び鉛直固定 

姿勢及び母材の厚さに制限なし 

（拘束のある場合を除く） 
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別表第２ 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲（2/2） 

 
試験材の区分 溶接姿勢の区分 作 業 範 囲 

チ
タ
ン 

W-20 

（厚さ 3mm の板） 

f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さが 7mm 未満 

v 立 向 板についての立向き姿勢で母材の厚さが 7mm 未満 

h 横 向 板についての横向き姿勢で母材の厚さが 7mm 未満 

o 上 向 板についての上向き姿勢で母材の厚さが 7mm 未満 

W-21 

（厚さ 6mm の板） 

f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さが 13mm 未満 

v 立 向 板についての立向き姿勢で母材の厚さが 13mm 未満 

h 横 向 板についての横向き姿勢で母材の厚さが 13mm 未満 

o 上 向 板についての上向き姿勢で母材の厚さが 13mm 未満 

W-23 
（外径 89.1～114.3mm 厚

さ 3mm の管） 

r 
有壁水平固定 

及び有壁鉛直固定 
姿勢の制限がなく、母材の厚さが7mm 未満 

e 
水平固定 

及び鉛直固定 
姿勢の制限がなく、母材の厚さが7mm 未満 
（拘束のある場合を除く） 

W-24 

（外径 150～170mm 厚さ
10～12mm の管） 

r 
有壁水平固定 

及び有壁鉛直固定 
姿勢の制限がなく、母材の厚さが19mm 未満 

e 
水平固定 

及び鉛直固定 

姿勢の制限がなく、母材の厚さが19mm 未満 

（拘束のある場合を除く） 

W-26 

（管と管板の取り付け溶
接） 

f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

vh 立向及び横向 管板を立てて溶接する姿勢で母材の厚さに制限なし 

o 上 向 上向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

 
（注）1. 「拘束」とは実際に溶接を行う場合における高所作業、限られた狭い場所における作業等作業しにくい場所における

種々の制限をいう。 

2. 溶接規格第３部溶接士技能認証標準表-1 に規定する TF及び TFBの場合、上表の試験材 W-0、W-1、W-3-0、W-3、W-10、
W-11、W-13、W-14、W-20、W-21、W-23 及び W-24 の作業範囲は、母材の厚さに制限ないものとする。 

3. 溶接規格第３部溶接士技能認証標準表-1 に規定する G の場合、上表の作業範囲に示す「母材の厚さが 19mm 未満」又

は「母材の厚さに制限なし」とあるのは、それぞれ「母材の厚さが試験材の厚さ未満」と読み替えるものとする。 
4. 上表の試験材の区分が W-0 又は W-10 の場合における作業範囲は、f、v、h及び oの 4姿勢について確認を受けた場合、

作業範囲に規定する溶接姿勢は、「姿勢制限なし」と読み替えるものとする。 
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別表第３ 溶接士の技能の区分の対応 

 

合格となったボイラー溶接士等の試験の種類 
確認を受けようとする溶

接を行う者の技能 

船舶構造規則及び溶接工の

技りょうに関する試験の方

法を定める告示 

M2 種 O級 A AW-1  fvho  F-0 

M3 種 O級 A AW-2  fvho  F-0 

M2 種 V級 A AW-1  fv  F-0 

M3 種 V級 A AW-2  fv  F-0 

ボイラー及び圧力容器安全

規則 

特別ボイラー溶接士 AW-2  fvh  F-0 

普通ボイラー溶接士 AW-1  fvo  F-0 
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別表第４ 溶接規格とＪＩＳの資格区分の対応 

 

１．JIS Z3801 

JIS 

資格区分 

A N G 

溶接規格の資格区分 

1F --- Ao    W-0    f Ｇ    W-0    f 

2F A    W-1    f Ao    W-1    f --- 

3F A    W-2    f Ao    W-2    f --- 

1V --- Ao    W-0    v Ｇ    W-0    v 

2V A    W-1    v Ao    W-1    v --- 

3V A    W-2    v Ao    W-2    v --- 

1H --- Ao    W-0    h Ｇ    W-0    h 

2H A    W-1    h Ao    W-1    h --- 

3H A    W-2    h Ao    W-2    h --- 

1O --- Ao    W-0    o Ｇ    W-0    o 

2O A    W-1    o Ao    W-1    o --- 

3O A    W-2    o Ao    W-2    o --- 

1P --- Ao    W-3-0  e Ｇ    W-3-0  e 

2P A    W-3    e Ao    W-3    e --- 

3P A    W-4    e Ao    W-4    e --- 

(備考)  

① 溶接棒の区分は、試験に使用した溶接棒が該当する溶接規格第３部溶接士技能認証標準表-3

の区分とする。 

② 「－」の表示は、該当する試験の種類が JIS にないものを示す。 

③ 溶接方法Ｇの場合、作業範囲に係る母材の厚さは、確認を受けた試験材の厚さ未満とする。 

 

 

２．JIS Z 3821 

JIS 

資格区分 

CN CA TN MN MA 

溶接規格の資格区分 

F Ao  W-1  f --- T  W-0    f Mo   W-l   f M   W-l   f 

V Ao  W-1  v --- T  W-0    v Mo   W-l   v M   W-l   v 

H Ao  W-1  h --- T  W-0    h Mo   W-l   h M   W-l   h 

O Ao  W-1  o A  W-1  o T  W-0    o --- --- 

P Ao  W-3  e --- T  W-3-0  e --- --- 

(備考) 

①溶接方法 Ao 及び A における溶接棒の区分、溶接方法 T における溶加材の区分並びに溶接方法

Mo及び Mにおける心線の区分は、試験に使用した溶接棒、溶加材又は心線が該当する溶接規格

第３部溶接士技能認証標準表-3又は表-4の区分とする。 

②JIS 資格である CN-P において、初層ティグ溶接を行った場合は、溶接規格の資格区分に対応し

ないものとする。 

③「－」の表示は、該当する試験の種類が JIS にないものを示す。 
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３．JIS Z3841 

JIS 

資格区分 

ＳＮ ＳＡ 

溶接規格の資格区分 

1F Mo    W-0    f --- 

2F Mo    W-1    f M    W-1    f 

3F Mo    W-2    f M    W-2    f 

1V Mo    W-0    v --- 

2V Mo    W-1    v M    W-1    v 

3V Mo    W-2    v M    W-2    v 

1H Mo    W-0    h --- 

2H Mo    W-1    h M    W-1    h 

3H Mo    W-2    h M    W-2    h 

1O Mo    W-0    o --- 

2O Mo    W-1    o M    W-1    o 

3O Mo    W-2    o M    W-2    o 

1P Mo    W-3-0  e --- 

2P Mo    W-3    e M    W-3    e 

3P Mo    W-4    e M    W-4    e 

(備考) 

①溶接方法 Mo及び Mおける心線の区分は、試験に使用した心線が該当する溶接規格第３部溶接士

技能認証標準表-4の区分とする。 

②「－」の表示は、該当する試験の種類が JIS にないものを示す。 
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別図   Ｗ-3-0ｒ、Ｗ-3ｒ、Ｗ-4ｒ、Ｗ-13ｒ、Ｗ-14ｒ、Ｗ-15ｒ、Ｗ-23ｒ及び

Ｗ-24ｒの試験材の寸法、取付け方法、試験片採取位置及び試験の方法 

 

ａ）天井 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）壁 

4. 溶接方法の区分が溶接規格第３部溶接士技能認証標準表-1 に掲げるＭ又はＭｏ及びＭの場

合にあっては、天井及び壁と試験材の間隔「300」とあるのは「500」と読み替えるものとす

る。 

5. Ｗ-13ｒ、Ｗ-14ｒ、Ｗ-15ｒ、Ｗ-23ｒ及びＷ-24ｒの場合にあっては、天井及び壁と試験材の

間隔「300」とあるのは「500（溶接方法の区分が溶接規格第３部溶接士技能認証標準表-1に

掲げるティグ溶接及び初層ティグ溶接の場合は 400）」と壁又は床と溶接部の間隔「150」と

あるのは「350（溶接方法の区分が溶接規格第３部溶接士技能認証標準表-1 に掲げるティグ

溶接及び初層ティグ溶接の場合は 300）」と読み替えるものとする。 

6. 図中「表曲げ又は側曲げ」とあるのはＷ-3-0ｒ、Ｗ-3ｒ、Ｗ-13ｒ、Ｗ-14ｒ及びＷ-23ｒに対

して表曲げと、Ｗ-4ｒ、Ｗ-15ｒ及びＷ-24ｒに対しては側曲げとする。 
 

 

表曲げ又は 
側曲げ 

鉛直固定 

3
0
0 裏曲げ 

300 

Ｃ 

45° 

60° 

 

60° 

 
120° 

Ｄ 

Ａ 
Ｂ 

1. 寸法の単位は、㎜とする。 

2. 試験材は、本図に規定するほかJIS Z3801(1997)

「手溶接技術検定における試験方法及び判定

基準」を準用する。 

3. 試験材は、適当な方法を用いて図ａ）のように

水平に固定してＡＢ及びＡＤ間を溶接する。Ｄ

点は水平軸の下端とする。次に図ｂ）のように

試験材を鉛直に固定してＢＣＤを溶接する。Ｃ

点は壁の隅の方向にする。 

溶接はＢ点、Ｄ点のいずれから開始してもよ

い。 

30° 

 

水平管では天井、鉛直管では壁 

表曲げ又は 
側曲げ 水平固定 

裏曲げ 

3
0
0 

裏曲げ 

水平固定 

300 

表曲げ又は 
側曲げ 

約 125 150 以下 

約 125 

水
平
管
で
は
壁
、
鉛
直
管
で
は
床
 

Ａ 
120° 
60° 

 
30° 

 30° 

 60° 

 120° 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 
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別表第５－１ 技術基準規則と「溶接規格 2007」との対比表 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術
基準に関する規則

備考

（材料及び構造）
クラス１容器 クラス２容器 クラス３容器及び

クラス３相当容器
クラスＭＣ容器 クラス１配管 クラス２配管 クラス３配管及び

クラス３相当配管
クラス４配管 補助ボイラー及び

その附属施設

第十七条　設計基準対象施設（圧縮機、補
助ボイラー、蒸気タービン（発電用のもの
に限る。）、発電機、変圧器及び遮断器を
除く。）に属する容器、管、ポンプ若しく
は弁若しくはこれらの支持構造物又は炉心
支持構造物の材料及び構造は、次に定める
ところによらなければならない。この場合
において、第一号から第七号まで及び第十
五号の規定については、使用前に適用され
るものとする。

十五　クラス１容器、クラス１管、クラス
２容器、クラス２管、クラス３容器、クラ
ス３管、クラス４管及び原子炉格納容器の
うち主要な耐圧部の溶接部（溶接金属部及
び熱影響部をいう。）は、次に定めるとこ
ろによること。

N-1010 N-3010 N-4010 N-2010 N-5010 N-6010 N-7010 N-8010

PVB-4200 PVC-4200 PVD-4100 PVE-4200 PPB-4000 PPC-4000 PPD-4000 PPH-4000

N-1060 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) － 注１：

N-1070 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) －

N-1010 N-3010 N-4010 N-2010 N-5010 N-6010 N-7010 N-8010

PVB-4200 PVC-4200 PVD-4100 PVE-4200 PPB-4000 PPC-4000 PPD-4000 PPH-4000

N-1020 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) N-8140(準用1)

N-1030 N-3030 N-4140(準用2) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用2) N-7140(準用2) N-8140(準用2) 注２：

N-1040(2) N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) N-8140(準用1)

N-1050(1) N-3050(1) N-4050(1) N-2050(1) N-5050(1) N-6050(1) N-7050(1) N-8050

N-1080 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) －

N-1090 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2090 N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) －

N-1100 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) N-8140(準用1)

N-1040(1) N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) N-8140(準用1)

N-1050(2) N-3050(2) N-4050(2) N-2050(2) N-5050(2) N-6050(2) N-7050(2) －

N-1110 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) －

N-1120 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) －

N-1130 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) N-8140(準用1)

ニ　機械試験その他の評価方法により適切
な溶接施工法、溶接設備及び技能を有する
溶接士であることをあらかじめ確認したも
のにより溶接したものであること。

N-0030

N-0040

N-0050

第２部　溶接施工法認証標準

第３部　溶接士技能認証標準

溶接規格（N番号）　及び　設計・建設規格（PV番号、PP番号）

イ　不連続で特異な形状でないものである
こと。

－

ロ　溶接による割れが生ずるおそれがな
く、かつ、健全な溶接部の確保に有害な溶
込み不良その他の欠陥がないことを非破壊
試験により確認したものであること。

ハ　適切な強度を有するものであること。

（準用１）とは、
クラス１容器の対
応する規定を適用
することをいう。

（準用２）とは、
クラス２容器の対
応する規定を適用
することをいう。
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別表第５－２ 技術基準規則と「溶接規格 2007」との対比表 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術
基準に関する規則

備考

（蒸気タービン）
第三十一条　第十七条第十五号の規定及び
発電用火力設備に関する技術基準を定める
省令（平成九年通商産業省令第五十一号）
第三章の規定は、設計基準対象施設に施設
する蒸気タービンについて準用する。

－ － N-4010 － － － N-7010 －
PVD-4100 PPD-4000

－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) － 注１：

－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －

－ － N-4010 － － － N-7010 －
PVD-4100 PPD-4000

－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －

－ － N-4140(準用2) － － － N-7140(準用2) － 注２：

－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －

－ － N-4050(1) － － － N-7050(1) －

－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －

－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －

－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －

－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －

－ － N-4050(2) － － － N-7050(2) －

－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －

－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －

－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －

（準用） － － － － － － － － N-9050
「発電用火力設備
の技術 基準 の解
釈」を引用

第四十八条　第十七条第十五号の規定及び
発電用火力設備に関する技術基準を定める
省令第二章の規定は、設計基準対象施設に
施設する補助ボイラーについて準用する。 N-0030

N-0040

N-0050

第２部　溶接施工法認証標準

第３部　溶接士技能認証標準

（準用１）とは、
クラス１容器の対
応する規定を適用
することをいう。

（準用２）とは、
クラス２容器の対
応する規定を適用
することをいう。

クラス４配管 補助ボイラー及び
その附属施設

　（イ） －

　（ロ）

　（ハ）

クラス２容器 クラス３容器及び
クラス３相当容器

クラスＭＣ容器 クラス１配管 クラス２配管 クラス３配管及び
クラス３相当配管

N-0040

N-0050

第２部　溶接施工法認証標準

第３部　溶接士技能認証標準

　（ニ） N-0030

溶接規格（N番号）　及び　設計・建設規格（PV番号、PP番号）

クラス１容器
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別表第５－３ 技術基準規則と「溶接規格 2007」との対比表 
実用発電用原子炉及びその附属施設の技術
基準に関する規則

備考

（材料及び構造）
クラス１容器 クラス２容器 クラス３容器及び

クラス３相当容器
クラスＭＣ容器 クラス１配管 クラス２配管 クラス３配管及び

クラス３相当配管
クラス４配管 補助ボイラー及び

その附属施設

第五十五条　重大事故等対処設備に属する
容器、管、ポンプ若しくは弁又はこれらの
支持構造物の材料及び構造は、次に定める
ところによらなければならない。この場合
において、第一号から第三号まで及び第七
号の規定については、使用前に適用される
ものとする。

七　重大事故等クラス１容器、重大事故等
クラス１管、重大事故等クラス２容器及び
重大事故等クラス２管のうち主要な耐圧部
の溶接部（溶接金属部及び熱影響部をい
う。）は次に定めるところによること。た
だし、重大事故等クラス２容器及び重大事
故等クラス２管にあっては、次に掲げる性
能と同等以上の性能を有する場合は、この
限りでない。

－ N-3010 － － － N-6010 － －
PVC-4200 PPC-4000

－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － － 注１：

－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －

－ N-3010 － － － N-6010 － －
PVC-4200 PPC-4000

－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －

－ N-3030 － － － N-6140(準用2) － － 注２：

－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －

－ N-3050(1) － － － N-6050(1) － －

－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －

－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －

－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －

－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －

－ N-3050(2) － － － N-6050(2) － －

－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －

N-3140(準用1) N-6140(準用1)

N-3140(準用1) N-6140(準用1)

－

ロ　溶接による割れが生ずるおそれがな
く、かつ、健全な溶接部の確保に有害な溶
込み不良その他の欠陥がないことを非破壊
試験により確認したものであること。

ハ　適切な強度を有するものであること。

第３部　溶接士技能認証標準

（準用１）とは、
クラス１容器の対
応する規定を適用
することをいう。

（準用２）とは、
クラス２容器の対
応する規定を適用
することをいう。

ニ　機械試験その他の評価方法により適切
な、溶接設備及び技能を有する溶接士であ
ることをあらかじめ確認したものにより溶
接したものであること。

N-0030

N-0040

N-0050

第２部　溶接施工法認証標準

イ　不連続で特異な形状でないものである
こと。

溶接規格（N番号）　及び　設計・建設規格（PV番号、PP番号）
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別表第６－１ 技術基準規則と「溶接規格 2012(2013)」との対比表 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術
基準に関する規則

備考

（材料及び構造）
クラス１容器 クラス２容器

クラス３容器及び
クラス３相当容器

クラスＭＣ容器 クラス１配管 クラス２配管
クラス３配管及び
クラス３相当配管

クラス４配管
補助ボイラー及び
その附属施設

第十七条　設計基準対象施設（圧縮機、補
助ボイラー、蒸気タービン（発電用のもの
に限る。）、発電機、変圧器及び遮断器を
除く。）に属する容器、管、ポンプ若しく
は弁若しくはこれらの支持構造物又は炉心
支持構造物の材料及び構造は、次に定める
ところによらなければならない。この場合
において、第一号から第七号まで及び第十
五号の規定については、使用前に適用され
るものとする。

十五　クラス１容器、クラス１管、クラス
２容器、クラス２管、クラス３容器、クラ
ス３管、クラス４管及び原子炉格納容器の
うち主要な耐圧部の溶接部（溶接金属部及
び熱影響部をいう。）は、次に定めるとこ
ろによること。

N-1010 N-3010 N-4010 N-2010 N-5010 N-6010 N-7010 N-8010

PVB-4200 PVC-4200 PVD-4100 PVE-4200 PPB-4000 PPC-4000 PPD-4000 PPH-4000

N-1060 N-3060 N-4060 N-2060 N-5060 N-6060 N-7060 －

N-1070 N-3070 N-4070 N-2070 N-5070 N-6070 N-7070 －

N-1010 N-3010 N-4010 N-2010 N-5010 N-6010 N-7010 N-8010

PVB-4200 PVC-4200 PVD-4100 PVE-4200 PPB-4000 PPC-4000 PPD-4000 PPH-4000

N-1020 N-3020 N-4020 N-2020 N-5020 N-6020 N-7020 N-8020

N-1030 N-3030 N-4030 N-2030 N-5030 N-6030 N-7030 N-8030

N-1040(2) N-3040(2) N-4040(2) N-2040(2) N-5040(2) N-6040(2) N-7040(2) N-8040(2)

N-1050(1) N-3050(1) N-4050(1) N-2050(1) N-5050(1) N-6050(1) N-7050(1) N-8050

N-1080 N-3080 N-4080 N-2080 N-5080 N-6080 N-7080 －

N-1090 N-3090 N-4090 N-2090 N-5090 N-6090 N-7090 －

N-1100 N-3100 N-4100 N-2100 N-5100 N-6100 N-7100 N-8100

N-1040(1) N-3040(1) N-4040(1) N-2040(1) N-5040(1) N-6040(1) N-7040(1) N-8040(1)

N-1050(2) N-3050(2) N-4050(2) N-2050(2) N-5050(2) N-6050(2) N-7050(2) －

N-1110 N-3110 N-4110 N-2110 N-5110 N-6110 N-7110 －

N-1120 N-3120 N-4120 N-2120 N-5120 N-6120 N-7120 －

N-1130 N-3130 N-4130 N-2130 N-5130 N-6130 N-7130 N-8130

N-0040

N-0050

第２部　溶接施工法認証標準

第３部　溶接士技能認証標準

－

ニ　機械試験その他の評価方法により適切
な溶接施工法、溶接設備及び技能を有する
溶接士であることをあらかじめ確認したも
のにより溶接したものであること。

N-0030

イ　不連続で特異な形状でないものである
こと。

ロ　溶接による割れが生ずるおそれがな
く、かつ、健全な溶接部の確保に有害な溶
込み不良その他の欠陥がないことを非破壊
試験により確認したものであること。

ハ　適切な強度を有するものであること。

溶接規格（N番号）　及び　設計・建設規格（PV番号、PP番号）

 

 

 



 

 

22 

別表第６－２ 技術基準規則と「溶接規格 2012(2013)」との対比表 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術
基準に関する規則

備考

（蒸気タービン）
クラス１容器 クラス２容器 クラス３容器及び

クラス３相当容器
クラスＭＣ容器 クラス１配管 クラス２配管 クラス３配管及び

クラス３相当配管
クラス４配管 補助ボイラー及び

その附属施設

第三十一条　第十七条第十五号の規定及び
発電用火力設備に関する技術基準を定める
省令（平成九年通商産業省令第五十一号）
第三章の規定は、設計基準対象施設に施設
する蒸気タービンについて準用する。

－ － N-4010 － － － N-7010 －
PVD-4100 PPD-4000

－ － N-4060 － － － N-7060 －

－ － N-4070 － － － N-7070 －

－ － N-4010 － － － N-7010 －
PVD-4100 PPD-4000

－ － N-4020 － － － N-7020 －

－ － N-4030 － － － N-7030 －

－ － N-4040(2) － － － N-7040(2) －

－ － N-4050(1) － － － N-7050(1) －

－ － N-4080 － － － N-7080 －

－ － N-4090 － － － N-7090 －

－ － N-4100 － － － N-7100 －

－ － N-4040(1) － － － N-7040(1) －

－ － N-4050(2) － － － N-7050(2) －

－ － N-4110 － － － N-7110 －

－ － N-4120 － － － N-7120 －

－ － N-4130 － － － N-7130 －

（準用） － － － － － － － － N-9050
「発電用火力設備
の技術基準の解
釈」を引用

N-0040

N-0050

第２部　溶接施工法認証標準

第３部　溶接士技能認証標準

第四十八条　第十七条第十五号の規定及び
発電用火力設備に関する技術基準を定める
省令第二章の規定は、設計基準対象施設に
施設する補助ボイラーについて準用する。

N-0040

N-0050

第２部　溶接施工法認証標準

第３部　溶接士技能認証標準

－

溶接規格（N番号）　及び　設計・建設規格（PV番号、PP番号）

N-0030

（ニ　機械試験その他の評価方法により適
切な溶接施工法、溶接設備及び技能を有す
る溶接士であることをあらかじめ確認した
ものにより溶接したものであること。）

N-0030

（イ　不連続で特異な形状でないものであ
ること。）

（ロ　溶接による割れが生ずるおそれがな
く、かつ、健全な溶接部の確保に有害な溶
込み不良その他の欠陥がないことを非破壊
試験により確認したものであること。）

（ハ　適切な強度を有するものであること。）
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別表第６－３ 技術基準規則と「溶接規格 2012(2013)」との対比表 
実用発電用原子炉及びその附属施設の技術
基準に関する規則

備考

（材料及び構造）
クラス１容器 クラス２容器

クラス３容器及び
クラス３相当容器

クラスＭＣ容器 クラス１配管 クラス２配管
クラス３配管及び
クラス３相当配管

クラス４配管
補助ボイラー及び
その附属施設

第五十五条　重大事故等対処設備に属する
容器、管、ポンプ若しくは弁又はこれらの
支持構造物の材料及び構造は、次に定める
ところによらなければならない。この場合
において、第一号から第三号まで及び第七
号の規定については、使用前に適用される
ものとする。

七　重大事故等クラス１容器、重大事故等
クラス１管、重大事故等クラス２容器及び
重大事故等クラス２管のうち主要な耐圧部
の溶接部（溶接金属部及び熱影響部をい
う。）は次に定めるところによること。た
だし、重大事故等クラス２容器及び重大事
故等クラス２管にあっては、次に掲げる性
能と同等以上の性能を有する場合は、この
限りでない。

－ N-3010 － － － N-6010 － －
PVC-4200 PPC-4000

－ N-3060 － － － N-6060 － －

－ N-3070 － － － N-6070 － －

－ N-3010 － － － N-6010 － －
PVC-4200 PPC-4000

－ N-3020 － － － N-6020 － －

－ N-3030 － － － N-6030 － －

－ N-3040(2) － － － N-6040(2) － －

－ N-3050(1) － － － N-6050(1) － －

－ N-3080 － － － N-6080 － －

－ N-3090 － － － N-6090 － －

－ N-3100 － － － N-6100 － －

－ N-3040(1) － － － N-6040(1) － －

－ N-3050(2) － － － N-6050(2) － －

－ N-3110 － － － N-6110 － －

N-3120 N-6120

N-3130 N-6130

ニ　機械試験その他の評価方法により適切
な溶接施工法、溶接設備及び技能を有する
溶接士であることをあらかじめ確認したも
のにより溶接したものであること。

N-0030

N-0040

N-0050

第２部　溶接施工法認証標準

第３部　溶接士技能認証標準

溶接規格（N番号）　及び　設計・建設規格（PV番号、PP番号）

イ　不連続で特異な形状でないものである
こと。

－

ロ　溶接による割れが生ずるおそれがな
く、かつ、健全な溶接部の確保に有害な溶
込み不良その他の欠陥がないことを非破壊
試験により確認したものであること。

ハ　適切な強度を有するものであること。

 

 



機密性○

実用発電用原子炉及びその附属施設の技
術基準に関する規則

備考

（材料及び構造）

クラス１容器 クラス２容器 クラス３容器及
びクラス３相当
容器

クラスＭＣ容器 クラス１配管 クラス２配管 クラス３配管及
びクラス３相当
配管

クラス４配管 補助ボイラー及
びその附属施設

第十七条　設計基準対象施設（圧縮機、
補助ボイラー、蒸気タービン（発電用の
ものに限る。）、発電機、変圧器及び遮
断器を除く。）に属する容器、管、ポン
プ若しくは弁若しくはこれらの支持構造
物又は炉心支持構造物の材料及び構造
は、次に定めるところによらなければな
らない。この場合において、第一号から
第七号まで及び第十五号の規定について
は、使用前に適用されるものとする。

十五　クラス１容器、クラス１管、クラ
ス２容器、クラス２管、クラス３容器、
クラス３管、クラス４管及び原子炉格納
容器のうち主要な耐圧部の溶接部（溶接
金属部及び熱影響部をいう。）は、次に
定めるところによること。

N-1010 N-3010 N-4010 N-2010 N-5010 N-6010 N-7010 N-8010
PVB-4200 PVC-4200 PVD-4100 PVE-4200 PPB-4000 PPC-4000 PPD-4000 PPH-4000

N-1060 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) － 注１：

N-1070 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) －

N-1010 N-3010 N-4010 N-2010 N-5010 N-6010 N-7010 N-8010
PVB-4200 PVC-4200 PVD-4100 PVE-4200 PPB-4000 PPC-4000 PPD-4000 PPH-4000

N-1020 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) N-8140(準用1)

N-1030 N-3030 N-4140(準用2) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用2) N-7140(準用2) N-8140(準用2) 注２：

N-1040(2) N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) N-8140(準用1)

N-1050(1) N-3050(1) N-4050(1) N-2050(1) N-5050(1) N-6050(1) N-7050(1) N-8050

N-1080 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) －

N-1090 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2090 N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) －

N-1100 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) N-8140(準用1)

N-1040(1) N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) N-8140(準用1)

N-1050(2) N-3050(2) N-4050(2) N-2050(2) N-5050(2) N-6050(2) N-7050(2) －

N-1110 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) －

N-1120 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) －

N-1130 N-3140(準用1) N-4140(準用1) N-2140(準用1) N-5140(準用1) N-6140(準用1) N-7140(準用1) N-8140(準用1)

ニ　機械試験その他の評価方法により適
切な溶接施工法、溶接設備及び技能を有
する溶接士であることをあらかじめ確認
したものにより溶接したものであるこ
と。

N-0030

N-0040

N-0050

第２部　溶接施工法認証標準

第３部　溶接士技能認証標準

溶接規格（N番号）　及び　設計・建設規格（PV番号、PP番号）

イ　不連続で特異な形状でないものであ
ること。

－

ロ　溶接による割れが生ずるおそれがな
く、かつ、健全な溶接部の確保に有害な
溶込み不良その他の欠陥がないことを非
破壊試験により確認したものであるこ
と。

ハ　適切な強度を有するものであること。

（準用１）とは、
クラス１容器の対
応する規定を適用
することをいう。

（準用２）とは、
クラス２容器の対
応する規定を適用
することをいう。



機密性○

実用発電用原子炉及びその附属施設の技
術基準に関する規則

備考

（蒸気タービン）
第三十一条　第十七条第十五号の規定及
び発電用火力設備に関する技術基準を定
める省令（平成九年通商産業省令第五十
一号）第三章の規定は、設計基準対象施
設に施設する蒸気タービンについて準用
する。

－ － N-4010 － － － N-7010 －
PVD-4100 PPD-4000

－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) － 注１：
－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －
－ － N-4010 － － － N-7010 －

PVD-4100 PPD-4000
－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －
－ － N-4140(準用2) － － － N-7140(準用2) － 注２：
－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －
－ － N-4050(1) － － － N-7050(1) －
－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －
－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －
－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －
－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －
－ － N-4050(2) － － － N-7050(2) －
－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －
－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －
－ － N-4140(準用1) － － － N-7140(準用1) －

（準用） － － － － － － － － N-9050
「発電用火力設
備の技術基準の
解釈」を引用

第四十八条　第十七条第十五号の規定及
び発電用火力設備に関する技術基準を定
める省令第二章の規定は、設計基準対象
施設に施設する補助ボイラーについて準
用する。

N-0030

N-0040
N-0050
第２部　溶接施工法認証標準
第３部　溶接士技能認証標準

（準用１）とは、
クラス１容器の対
応する規定を適用
することをいう。

（準用２）とは、
クラス２容器の対
応する規定を適用
することをいう。

クラス４配管 補助ボイラー及
びその附属施設

クラス２容器 クラス３容器及
びクラス３相当
容器

クラスＭＣ容器 クラス１配管 クラス２配管 クラス３配管及
びクラス３相当
配管

N-0040
N-0050
第２部　溶接施工法認証標準
第３部　溶接士技能認証標準

　（ニ） N-0030

溶接規格（N番号）　及び　設計・建設規格（PV番号、PP番号）

クラス１容器

　（イ） －

　（ロ）

　（ハ）



機密性○

実用発電用原子炉及びその附属施設の技
術基準に関する規則

備考

（材料及び構造）

クラス１容器 クラス２容器 クラス３容器及
びクラス３相当
容器

クラスＭＣ容器 クラス１配管 クラス２配管 クラス３配管及
びクラス３相当
配管

クラス４配管 補助ボイラー及
びその附属施設

第五十五条　重大事故等対処設備に属す
る容器、管、ポンプ若しくは弁又はこれ
らの支持構造物の材料及び構造は、次に
定めるところによらなければならない。
この場合において、第一号から第三号ま
で及び第七号の規定については、使用前
に適用されるものとする。

七　重大事故等クラス１容器、重大事故
等クラス１管、重大事故等クラス２容器
及び重大事故等クラス２管のうち主要な
耐圧部の溶接部（溶接金属部及び熱影響
部をいう。）は次に定めるところによる
こと。ただし、重大事故等クラス２容器
及び重大事故等クラス２管にあっては、
次に掲げる性能と同等以上の性能を有す
る場合は、この限りでない。

－ N-3010 － － － N-6010 － －
PVC-4200 PPC-4000

－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － － 注１：
－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －
－ N-3010 － － － N-6010 － －

PVC-4200 PPC-4000
－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －
－ N-3030 － － － N-6140(準用2) － － 注２：
－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －
－ N-3050(1) － － － N-6050(1) － －
－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －
－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －
－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －
－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －
－ N-3050(2) － － － N-6050(2) － －
－ N-3140(準用1) － － － N-6140(準用1) － －

N-3140(準用1) N-6140(準用1)
N-3140(準用1) N-6140(準用1)

第３部　溶接士技能認証標準

（準用１）とは、
クラス１容器の対
応する規定を適用
することをいう。

（準用２）とは、
クラス２容器の対
応する規定を適用
することをいう。

ニ　機械試験その他の評価方法により適
切な、溶接設備及び技能を有する溶接士
であることをあらかじめ確認したものに
より溶接したものであること。

N-0030
N-0040

N-0050

第２部　溶接施工法認証標準

イ　不連続で特異な形状でないものであ
ること。

溶接規格（N番号）　及び　設計・建設規格（PV番号、PP番号）

－

ロ　溶接による割れが生ずるおそれがな
く、かつ、健全な溶接部の確保に有害な
溶込み不良その他の欠陥がないことを非
破壊試験により確認したものであるこ
と。

ハ　適切な強度を有するものであること。



機密性○

実用発電用原子炉及びその附属施設の技
術基準に関する規則

備考

（材料及び構造）
クラス１容器 クラス２容器

クラス３容器及
びクラス３相当
容器

クラスＭＣ容器 クラス１配管 クラス２配管
クラス３配管及
びクラス３相当
配管

クラス４配管
補助ボイラー及
びその附属施設

第十七条　設計基準対象施設（圧縮機、
補助ボイラー、蒸気タービン（発電用の
ものに限る。）、発電機、変圧器及び遮
断器を除く。）に属する容器、管、ポン
プ若しくは弁若しくはこれらの支持構造
物又は炉心支持構造物の材料及び構造
は、次に定めるところによらなければな
らない。この場合において、第一号から
第七号まで及び第十五号の規定について
は、使用前に適用されるものとする。

十五　クラス１容器、クラス１管、クラ
ス２容器、クラス２管、クラス３容器、
クラス３管、クラス４管及び原子炉格納
容器のうち主要な耐圧部の溶接部（溶接
金属部及び熱影響部をいう。）は、次に
定めるところによること。

N-1010 N-3010 N-4010 N-2010 N-5010 N-6010 N-7010 N-8010

PVB-4200 PVC-4200 PVD-4100 PVE-4200 PPB-4000 PPC-4000 PPD-4000 PPH-4000

N-1060 N-3060 N-4060 N-2060 N-5060 N-6060 N-7060 －

N-1070 N-3070 N-4070 N-2070 N-5070 N-6070 N-7070 －

N-1010 N-3010 N-4010 N-2010 N-5010 N-6010 N-7010 N-8010

PVB-4200 PVC-4200 PVD-4100 PVE-4200 PPB-4000 PPC-4000 PPD-4000 PPH-4000

N-1020 N-3020 N-4020 N-2020 N-5020 N-6020 N-7020 N-8020

N-1030 N-3030 N-4030 N-2030 N-5030 N-6030 N-7030 N-8030

N-1040(2) N-3040(2) N-4040(2) N-2040(2) N-5040(2) N-6040(2) N-7040(2) N-8040(2)

N-1050(1) N-3050(1) N-4050(1) N-2050(1) N-5050(1) N-6050(1) N-7050(1) N-8050

N-1080 N-3080 N-4080 N-2080 N-5080 N-6080 N-7080 －

N-1090 N-3090 N-4090 N-2090 N-5090 N-6090 N-7090 －

N-1100 N-3100 N-4100 N-2100 N-5100 N-6100 N-7100 N-8100

N-1040(1) N-3040(1) N-4040(1) N-2040(1) N-5040(1) N-6040(1) N-7040(1) N-8040(1)

N-1050(2) N-3050(2) N-4050(2) N-2050(2) N-5050(2) N-6050(2) N-7050(2) －

N-1110 N-3110 N-4110 N-2110 N-5110 N-6110 N-7110 －

N-1120 N-3120 N-4120 N-2120 N-5120 N-6120 N-7120 －

N-1130 N-3130 N-4130 N-2130 N-5130 N-6130 N-7130 N-8130

N-0040

N-0050

第２部　溶接施工法認証標準

第３部　溶接士技能認証標準

－

溶接規格（N番号）　及び　設計・建設規格（PV番号、PP番号）

ニ　機械試験その他の評価方法により適
切な溶接施工法、溶接設備及び技能を有
する溶接士であることをあらかじめ確認
したものにより溶接したものであるこ
と。

N-0030

イ　不連続で特異な形状でないものであ
ること。

ロ　溶接による割れが生ずるおそれがな
く、かつ、健全な溶接部の確保に有害な
溶込み不良その他の欠陥がないことを非
破壊試験により確認したものであるこ
と。

ハ　適切な強度を有するものであること。



機密性○

実用発電用原子炉及びその附属施設の技
術基準に関する規則

備考

（蒸気タービン）

クラス１容器 クラス２容器 クラス３容器及
びクラス３相当
容器

クラスＭＣ容器 クラス１配管 クラス２配管 クラス３配管及
びクラス３相当
配管

クラス４配管 補助ボイラー及
びその附属施設

第三十一条　第十七条第十五号の規定及
び発電用火力設備に関する技術基準を定
める省令（平成九年通商産業省令第五十
一号）第三章の規定は、設計基準対象施
設に施設する蒸気タービンについて準用
する。

－ － N-4010 － － － N-7010 －
PVD-4100 PPD-4000

－ － N-4060 － － － N-7060 －
－ － N-4070 － － － N-7070 －
－ － N-4010 － － － N-7010 －

PVD-4100 PPD-4000
－ － N-4020 － － － N-7020 －
－ － N-4030 － － － N-7030 －
－ － N-4040(2) － － － N-7040(2) －
－ － N-4050(1) － － － N-7050(1) －
－ － N-4080 － － － N-7080 －
－ － N-4090 － － － N-7090 －
－ － N-4100 － － － N-7100 －
－ － N-4040(1) － － － N-7040(1) －
－ － N-4050(2) － － － N-7050(2) －
－ － N-4110 － － － N-7110 －
－ － N-4120 － － － N-7120 －
－ － N-4130 － － － N-7130 －

（準用） － － － － － － － － N-9050
「発電用火力設
備の技術基準の
解釈」を引用

N-0040

N-0050

第２部　溶接施工法認証標準

第３部　溶接士技能認証標準

第四十八条　第十七条第十五号の規定及
び発電用火力設備に関する技術基準を定
める省令第二章の規定は、設計基準対象
施設に施設する補助ボイラーについて準
用する。

N-0040
N-0050
第２部　溶接施工法認証標準
第３部　溶接士技能認証標準

－

溶接規格（N番号）　及び　設計・建設規格（PV番号、PP番号）

N-0030

（ニ　機械試験その他の評価方法により
適切な溶接施工法、溶接設備及び技能を
有する溶接士であることをあらかじめ確
認したものにより溶接したものであるこ
と。）

N-0030

（イ　不連続で特異な形状でないもので
あること。）

（ロ　溶接による割れが生ずるおそれが
なく、かつ、健全な溶接部の確保に有害
な溶込み不良その他の欠陥がないことを
非破壊試験により確認したものであるこ
と。）

（ハ　適切な強度を有するものであるこ
と。）



機密性○

実用発電用原子炉及びその附属施設の技
術基準に関する規則

備考

（材料及び構造）
クラス１容器 クラス２容器

クラス３容器及
びクラス３相当
容器

クラスＭＣ容器 クラス１配管 クラス２配管
クラス３配管及
びクラス３相当
配管

クラス４配管
補助ボイラー及
びその附属施設

第五十五条　重大事故等対処設備に属す
る容器、管、ポンプ若しくは弁又はこれ
らの支持構造物の材料及び構造は、次に
定めるところによらなければならない。
この場合において、第一号から第三号ま
で及び第七号の規定については、使用前
に適用されるものとする。

七　重大事故等クラス１容器、重大事故
等クラス１管、重大事故等クラス２容器
及び重大事故等クラス２管のうち主要な
耐圧部の溶接部（溶接金属部及び熱影響
部をいう。）は次に定めるところによる
こと。ただし、重大事故等クラス２容器
及び重大事故等クラス２管にあっては、
次に掲げる性能と同等以上の性能を有す
る場合は、この限りでない。

－ N-3010 － － － N-6010 － －
PVC-4200 PPC-4000

－ N-3060 － － － N-6060 － －
－ N-3070 － － － N-6070 － －
－ N-3010 － － － N-6010 － －

PVC-4200 PPC-4000
－ N-3020 － － － N-6020 － －
－ N-3030 － － － N-6030 － －
－ N-3040(2) － － － N-6040(2) － －
－ N-3050(1) － － － N-6050(1) － －
－ N-3080 － － － N-6080 － －
－ N-3090 － － － N-6090 － －
－ N-3100 － － － N-6100 － －
－ N-3040(1) － － － N-6040(1) － －
－ N-3050(2) － － － N-6050(2) － －
－ N-3110 － － － N-6110 － －

N-3120 N-6120
N-3130 N-6130

ニ　機械試験その他の評価方法により適
切な溶接施工法、溶接設備及び技能を有
する溶接士であることをあらかじめ確認
したものにより溶接したものであるこ
と。

N-0030

N-0040

N-0050

第２部　溶接施工法認証標準

第３部　溶接士技能認証標準

溶接規格（N番号）　及び　設計・建設規格（PV番号、PP番号）

イ　不連続で特異な形状でないものであ
ること。

－

ロ　溶接による割れが生ずるおそれがな
く、かつ、健全な溶接部の確保に有害な
溶込み不良その他の欠陥がないことを非
破壊試験により確認したものであるこ
と。

ハ　適切な強度を有するものであること。
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別記－６ 

 

日本電気協会「原子炉構造材の監視試験方法（JEAC 4201）」の適用に当た

って 

 

技術基準規則第１４条第２項及び第２２条第２号において、｢監視試験方法（JEAC 4201-2007）｣、

｢監視試験方法（JEAC 4201-2007/2010）」及び｢監視試験方法（JEAC 4201-2007/2013）」を適用す

るに当たっては、次のとおり要件を付すこととする。 

なお、技術基準規則第１４条第２項及び第２２条第２号の規定と｢監視試験方法（JEAC 

4201-2007）｣、｢監視試験方法（JEAC 4201-2007/2010）」及び｢監視試験方法（JEAC 4201-2007/2013）」

の規定との対応関係は別表に掲げるところによる。 

 

（１）附属書表 B-2100-3 国内脆化予測法の適用範囲（｢監視試験方法（JEAC 4201-2007/2013）」）

（注記）に以下を加える。 

・原子炉圧力容器内面が受ける中性子照射量（E>1MeV）が 2.4×1019n/cm2を上回る場合は、

以下の①及び②を満足すること。 

① 原子炉圧力容器内面が受ける中性子照射量（E>1MeV）が、これまでに取り出された

監視試験片の中性子照射量を超えない時期に、新たな監視試験片を取り出して関連温

度移行量を予測すること。 

② 運転開始後 40 年を超えて運転を行う場合には、運転開始後 40 年から 50 年の間に

少なくとも１度、更に運転開始後 50 年から 60 年の間に少なくとも１度、監視試験片

を取り出して関連温度移行量を予測すること。 

 

別表 技術基準規則と｢監視試験方法（JEAC 4201-2007）｣、｢監視試験方法（JEAC 4201-2007/2010）」

及び｢監視試験方法（JEAC 4201-2007/2013）」との対応表 

技術基準規則 原子炉構造材の監視試験方法 適用規格 

（安全設備） 

第１４条 

２ 安全設備は、設計基準事故時及び

当該事故に至るまでの間に想定され

る全ての環境条件において、その機

能を発揮することができるよう、施

設しなければならない。 

附属書 B 中性子照射による関

連温度移行量及び上部棚吸収

エネルギー減少率の予測 

B-1000 適用 

B-2000 関連温度移行量の予測

（国内脆化予測法） 

B-3000 上部棚吸収エネルギー

減少率（ΔUSE）の予測（国内

USE 予測式） 

 

監視試験方法

（JEAC  

4201-2007/2013

） 
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技術基準規則 原子炉構造材の監視試験方法 適用規格 

（監視試験片） 

第２２条 

設計基準対象施設に属する容器であ

って、一メガ電子ボルト以上の中性

子の照射を受けその材料が著しく劣

化するおそれがあるものの内部に

は、当該容器が想定される運転状態

において脆性破壊を引き起こさない

ようにするために、照射の影響を確

認できるよう次に定める監視試験片

を備えなければならない。 

二 監視試験片は、容器の使用開始

後に取り出して試験を実施するこ

とにより、容器の材料の機械的強

度及び破壊じん性の変化を確認で

きる個数とすること。 

SA-2240 監視試験片の再生 

SA-2360 試験用カプセルの取

り出し時期 

SA-3000 監視試験方法 

SA-3100 機械的性質の測定 

SA-3200 中性子照射量の評価 

SA-3300 最高温度の測定 

SA-3400 照射効果の評価 

監視試験方法

（JEAC  

4201-2007） 

ただし、SA-2363

については、監

視試験方法

（JEAC  

4201-2007/2010

）の規定による

こと 

附属書 C 監視試験片の再生方

法 

C-1000 適用 

C-2000 試験片の再生に関する

要求事項 

C-3000 再生試験片を用いた試

験 

C-4000 記録 

C-5000 監視試験片再生に用い

る標準接合法 

監 視 試 験 方 法

（JEAC 

4201-2007） 
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別記－７ 

 

原子炉制御室における誤操作防止のための設備面への要求事項 

 

１．原子炉制御室の環境条件 

 運転員が適切に運転できるよう、原子炉制御室は、温度、照明、騒音に対して、快適な

環境条件が考慮されていること。 

 

２．原子炉制御室の配置及び作業空間 

(1)全てのプラント運転状態において、運転員に過度な負担とならないよう以下を考慮する

こと。 

①人間と機械の役割分担が決められている。 

②原子炉制御室において集中して監視、操作する項目を定め、現場（原子炉制御室内裏

側直立盤を含む）との役割分担が決められている。 

③運転員の情報共有が有効になるよう考慮された設備配置となっている。 

(2)安全性を確保するために、プラント異常状態時に手動操作を要する場合は、運転員の監

視、操作性を考慮した動作範囲とすること。 

 

３．制御盤の盤面配置 

 制御盤に設置される警報、表示装置、制御機器は、運転員の誤操作及び誤認識を防止で

きるように配置・配列されるとともに、統一性のある表示を用いること。 

 

４．表示システム（警報システムを含む。） 

(1)情報機能 

①プラントの系統・機器の状況を示す情報や安全上必要な情報は、網羅され、適切な位

置に、理解しやすい表示方法で運転員に提供されること。 

②発電所緊急時対策所との連絡・連携の機能にかかわる情報伝達の不備や誤判断が生じ

ないよう考慮されていること。 

③複数の運転員による監視ができるよう、安全上重要な情報は原子炉制御室の運転員が

共有できる場所に表示できること。 

 

(2)警報機能 

 プラントの設備又はプロセスに異常が生じた場合、運転員に告知し、運転員の適切な

運転対応操作を可能とすること。 

 

(3)運転支援 

 運転支援装置を用いる場合は、その装置の機能を喪失した場合にもプラントを安全に

運転できる設備となっていること。運転支援装置とは、プラント設備の情報をより分

かりやすい形に整理及び加工して表示することにより、運転員の判断、意思決定及び

これに伴う対応行動に関する助言を与え、運転員の監視及び操作を支援するための装

置及びプラント状態の把握を支援する装置をいう（計算機が直接操作端を駆動する、
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あるいは制御装置に自動的に起動信号や設定値を与える運転の自動化は運転支援では

ない）。 

 

５．制御機能 

(1)誤操作を可能な限り小さくするよう、制御機器は操作しやすいものであること。 

(2)原子炉制御室から制御する系統・機器は、プラントの安全を阻害するような非安全な操

作ができないようにすること。 

(3)自動操作する場合は、自動操作の進行を運転員が確認できること。 

 

 

（注） 各項目に対する具体的仕様の例 

１． 

（環境条件） 

(a)照明反射によるインターフェイス機器監視の阻害要因が排除されている。 

(b)運転員同士の会話が阻害されるような騒音が防止されている。 

２． 

(配置・作業空間) 

(a)原子炉制御室の運転・操作エリアは、全ての運転状態において、運転員がそれ

ぞれの運転タスクを適切に行えるよう、区分等が考慮されている。（区分：原子

炉系、ＢＯＰ系などの系統） 

(b)原子炉制御室は、運転員相互の視認性及び運転員間のコミュニケーションを考

慮して配置されている。 

(c)動作範囲としては、運転員動線と運転員同士の輻輳回避が考慮される。  

３． 

(制御盤の盤面配

置) 

(a)警報用パネル及び警報窓は、運転・操作エリアから監視できるようにする。 

(b)操作頻度の高い制御機器及び緊急時に操作を必要とする制御機器は、容易に手

の届く範囲に配置する。操作に関連する指示計及び表示装置は、操作を行う位置

から監視できるようにする。 

(c)機器は、左右逆となる鏡対称とならないよう配置する。 

(d)表示装置及び制御機器は、系統区分に従ったグループにまとめる。 

(e)系統区分に従ったグルーピングと異なるグルーピングを同時に用いる場合は、

異なるグルーピングが混乱の原因とならないよう配慮する。 

(f)コーディングの考え方が原子炉制御室全体で統一されている。 

(g)ラベリングは、同一プラント内で整合性をもつ。 

４． 

(表示システム) 

(1)情報機能 

運転員への情報提供として以下が考慮されている。 

(a)通常時及び事故時の運転に必要な情報や、安全上必要な情報は、網羅して表

示される。また、事故時においても、あらかじめ定められた精度及び範囲で表

示される。 

(b)情報の表示は、理解しやすい適切な表示方法で行われている。 

ⅰ)指示計、記録計を用いる場合 

ⅰa）系統区分に従ったグループにまとめる。 

ⅰb）系統区分に従ったグルーピングと異なるグルーピングを同時に用いる

場合は、異なるグルーピングが混乱の原因とならないよう配慮する。 

ⅰc)コーディングの考え方が原子炉制御室全体で統一されている。 
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ⅰd)ラベリングは、同一プラント内で整合性をもつ。 

ⅱ)CRT を用いる場合 

ⅱa）安全上重要な設備に関する監視機能を適切な場所に実現する。 

ⅱb）情報の配置、形状などの設定を一貫して適用し、個々の表示目的にふ

さわしい表示形式を選定する。また、タスク分析などに基づいて情報の

適切な使われ方を考慮した形式で表示する。 

ⅱc)運転員の慣習に適合した情報表示を行う。 

ⅱd)機能分析及びタスク分析から必要とされる情報のまとまりを、極力一

つの画面に表示する。 

ⅱe）情報は、表示機能又は情報のまとまりごとにグループ分けする。 

(c)制御盤や表示装置にミミックを用いる場合は、プロセスの流れ、事象の流れ

と整合性をとる。 

(d)検出器などの不作動又は除外により、情報を提供できない場合は、運転員が

そのことを知ることができる。 

(e)データ収集及びデータ処理において、入力信号のサンプリング周期及び処理

速度が、プロセスの変化速度に十分追従できるものである。 

(f)表示データの更新が、運転操作に対して十分な速度で行われる。 

(2)警報機能 

運転員への警報提供として以下が考慮されている。 

(a)警報発生に伴い、その確認と操作が運転員の負荷を過度に増加させないよう、

考慮がなされている。 

(b)プラント運転状態に応じた不要な警報の発生を防止し、新たに発生した警報

の確認を阻害しない。 

(c)警報は、警報原因の速やかな運転対応操作ができるような場所に表示する。 

(d)新たに発生した警報が音、点滅光等で認識できる。 

(e)警報は、確認操作により、点滅光から連続点灯等、点灯状況が変わる。 

(f)警報原因が消滅した場合は、警報は、元の状態に復帰できる。 

５． 

（制御機能） 

(a)制御機器の大きさ、操作に要する力、触覚フィードバック等が考慮されている。 

(b)制御機器の操作方法は、運転員の慣習に基づく動作・方向感覚に合致している。 

(c)制御機器の色、形、大きさのコーディング方法や操作方法が一貫性を持ち、類

似の制御機能と統一されている。安全上の重要な制御機器が、他の制御機器と

識別できる。 

(d)タッチオペレーション方式による制御の場合は、以下とする。 

ⅰ)タッチ領域は，枠などを表示することにより、その領域がタッチ領域である

ことが区別された表示とする。 

ⅱ)タッチを受け付けたことを示す打ち返し表示を行う。また、その打ち返し表

示は、運転員の認知的特性に対して長すぎない時間内に行う。 

ⅲ)プラント設備の操作にかかわるタッチ領域には、タッチミスが発生しないよ

うな大きさ及び間隔を確保する。 

ⅳ)原則として，一貫したタッチ方式を用いる。 
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ⅴ)タッチ操作器の呼び出しによって表示される制御器及び操作器の数は、原則

として１つとする。 

ⅵ)画面上に予め制御器及び操作器を配置しておく場合には、タッチ領域の大き

さ及びタッチ領域間の距離を考慮して制御器及び操作器を配置する。 

(e)情報の表示が制御の結果生じる状態と符合する。 

(f)一つの制御機器とそれに関連する情報表示は近接して設置されるか、対の関係

が分かるグルーピングである。 

(g)シーケンシャルな運転・操作では、操作とその結果の関係が分かりやすいよう、

制御機器と情報表示が構成されている。 

(h)非安全な操作ができないための対応 

h-ⅰ)制御機器の適切な配置 

h-ⅱ)固定式保護機構の設置 

h-ⅲ)取り外し可能な保護カバーの設置 

h-ⅳ)インターロック 

h-ⅴ)上記の組み合わせ 

(i)自動操作において、運転員の許可や入力など条件設定を要する場合は、条件設

定方法が運転員に理解しやすいようにする。 
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別記－８ 
 

日本電気協会「原子炉格納容器の漏えい率試験規程」の適用に当た

って 

 
技術基準規則第２１条第３項並びに第４４条第１号ハ及び第２号ホにおいて、漏えい率

試験規程 2008（表１「「漏えい率試験規程 2008 正誤表一覧」に示す正誤表を含む。）又は漏

えい率試験規程 2017（表２「漏えい率試験規程 2017 正誤表一覧」に示す正誤表を含む。）

を適用するに当たっては、次のとおり要件を付すこととする。 

なお、技術基準規則第２１条第３項並びに第４４条第１号ハ及び第２号ホの規定と、漏

えい率試験規程 2017 の規定との対応関係は別表１－１に、漏えい率試験規程 2008 の規定

との対応関係は別表１－２に、それぞれ掲げるところによる。 

 

表１ 漏えい率試験規程 2008 正誤表一覧 
発行年月日 名称 

平成２８年１２月１３日 JEAC 4203-2008「原子炉格納容器の漏えい率試験規程」正誤

表 

平成２７年４月２１日 JEAC 4203-2008「原子炉格納容器の漏えい率試験規程」正誤

表 

平成２１年３月 原子炉格納容器の漏えい率試験規程（JEAC4203-2008）正誤表 

（「日本機械学会「設計・建設規格（JSME S NC1）、材料規格（JSME S NJ1）及び溶接規格

（JSME S NB1）正誤表」（平成２７年４月２７日付け）並びに日本電気協会「原子炉格納容

器の漏えい率試験規程（JEAC4203-2008）正誤表」（平成２７年４月２１日付け）に関する

技術評価書」（原規技発第 1510212 号（平成２７年１０月２１日原子力規制委員会決定））

及び「日本機械学会 設計・建設規格（JSME S NC1）正誤表（令和元年７月１２日付け）等

及び日本電気協会 原子炉格納容器の漏えい率試験規程（JEAC4203-2008）正誤表（平成２

８年１２月１３日付け）等に関する技術評価書」（原規技発第 2001159 号（令和２年１月１

５日原子力規制委員会決定））） 

表２ 漏えい率試験規程2017正誤表一覧 

発行年月日 名称 

令和３年６月２９日 原子炉格納容器の漏えい率試験規程（JEAC4203-2017）正誤表 

（「日本電気協会「原子力発電所用機器における渦電流探傷試験指針（JEAG 4217-2018）、

軽水型原子力発電所用機器の供用期間中検査における超音波探傷試験規程（JEAC 

4207-2016）及び原子炉格納容器の漏えい率試験規程（JEAC 4203-2017）」に関する技術評

価書」（原規技発第2107219号（令和３年７月２１日原子力規制委員会決定））） 

 

１．漏えい率試験規程2017 

・次の表のとおり読み替える。 
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読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

3.1.2.3  平均漏

えい率及び信頼限

界 

(1)傾きの検定 

有意差がなければ，

経過時間に対し無関

係であり，バラツキ

の範囲で漏えい率は

０である。 

有意差がないと検定された場合は測定時間を延

長してデータ数を増やすか，測定開始基準時刻

の決定に戻り再試験を行う。 

3.1.4.4 測定系

の妥当性の確認 

 

試験中の原子炉格納

容器内状態変化の確

認と併せ，漏えい率

が正常に測定されて

いることをチェック

する目的で，試験開

始時点よりの空気重

量変化 Pm/T，露点温

度θD(℃)，圧力

Pm(hPa[abs])，温度

θ(℃)をグラフにプ

ロットする。 

全体漏えい率試験中の原子炉格納容器内の状態

は，容器からの漏えいの有無にかかわらず，

Boyle-Charles の法則により温度，圧力の間に

は相関関係が成立する。したがって，試験開始

時点と任意時刻との圧力，温度の変化分Δ

Pm=Pm1-Pm2，ΔT=T1-T2の関係は次式を満足しなけ

ればならない。 

…(3.1.7) 

ただし， 

 

3.1.4.6 計器の

校正及び試験 

(2)測定系の調整 

温度検出器，露点検

出器及び圧力計は，

あらかじめ試験に際

して使用する範囲に

ついての校正を実施

しておくこと。 

温度検出器，露点検出器及び圧力計は，あらか

じめ試験に際して使用する範囲についての校正

を実施しておくこと。圧力計の校正曲線の作成

方法については「JIS B 7547-1:2020 圧力計の

特性試験方法及び校正方法―第 1部：一般用」

によること。 

3.2.2.3 平均漏

えい率及び信頼限

界 

(1)傾きの検定 

有意差がなければ試

験時間に対し無関係

であり，バラツキの

範囲内で漏えい率は

０である。 

有意差がないと検定された場合は測定時間を延

長してデータ数を増やすか，測定開始基準時刻

の決定に戻り再試験を行う。 

3.2.4.6 計器の

校正及び試験 

(2)温度，湿度及

び圧力測定系 

なお，温度検出器，

露点検出器及び圧

力検出器はあらか

じめ校正しておく

こと。 

なお，温度検出器，露点検出器及び圧力検出

器はあらかじめ校正しておくこと。圧力検出

器の校正曲線の作成方法については「JIS B 

7547-1:2020 圧力計の特性試験方法及び校正

方法―第 1部：一般用」によること。 
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・次の表のとおり読み替える。 

表 「図3.1.6 全体漏えい率試験結果」に係る読替表 

読

み

替

え

ら

れ

る

図 

 
読

み

替

え

る

図 
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２．漏えい率試験規程2008 

・次の表のとおり読み替える。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

2.4.2 試験前の

必要条件 

(1) 

Ａ種試験は原子炉格

納容器設計用の想定

事象として原子炉冷

却材喪失事故後を模

擬した状態及び隔離

範囲に対して行わな

ければならない。つ

まり，原子炉格納容

器設計用の想定事象

後の状態で自動的に

閉となる隔離弁は閉

め，開のままの隔離

弁あるいは工学的安

全施設が作動するた

めに開となる隔離弁

は開けておかなけれ

ばならない。 

Ａ種試験は原子炉格納容器設計用の想定事象で

ある原子炉冷却材喪失事故後を模擬した隔離範

囲に対して行わなければならない。 

Ａ種試験の実施に当たっては，個々の隔離弁

について単一故障を想定することとし，以下の

いずれかを実施する。 

①事故時に自動的に閉となる隔離弁の閉鎖方法

として，内側隔離弁を開とし，外側隔離弁を

閉とした状態で全体漏えい率試験を実施す

る。 

②Ａ種試験の結果の判定に当たっては，全体漏

えい率に健全に機能することが期待される弁

からの漏えい量を適切に考慮し，本規程2.4.4

に定める判定基準値以内であることを確認す

る。具体的には，事故時に自動的に閉となる

隔離弁は閉め，開のままの隔離弁あるいは工

学的安全施設が作動するために開となる隔離

弁は開けた状態でＡ種試験を行う場合は，当

該貫通部に対して局部漏えい率試験（Ｃ種試

験）を行い，その結果を加味した評価を行う。 

2.4.4 判定基準 

(1)設計圧力試験 

Ａ1：漏えいの増加要

因を考慮した余裕係

数で，0.25とする。 

Ａ1：漏えいの増加要因を考慮した余裕係数（0.2） 

2.4.4 判定基準 

(2)低圧試験 

Ａ1：漏えいの増加要

因を考慮した余裕係

数で，0.25とする。 

Ａ1：漏えいの増加要因を考慮した余裕係数（0.2） 

3.1.2.3 平均漏

えい率及び信頼限

界 

(1)直線性の検討 

有意差がなければ，

経過時間に対し無関

係であり，バラツキ

の範囲で漏えい率は

０である。 

有意差がないと検定された場合は測定時間を延

長してデータ数を増やすか，測定開始基準時刻

の決定に戻り再試験を行う。 

3.1.4.6 計器の

校正及び試験 

(2)測定系の調整 

温度検出器，露点検

出器及び圧力計は，

あらかじめ試験に際

して使用する範囲に

ついての校正を実施

しておくこと。 

温度検出器，露点検出器及び圧力計は，あらか

じめ試験に際して使用する範囲についての校正

を実施しておくこと。圧力計の校正曲線の作成

方法については「JIS B 7547-1:2020 圧力計の特

性試験方法及び校正方法―第 1部：一般用」に

よること。 

3.2.2.3 平均漏

えい率及び信頼限

界 

(1)直線性の検討 

有意差がなければ試

験時間に対し無関係

であり，バラツキの

範囲内で漏えい率は

０である。 

有意差がないと検定された場合は測定時間を延

長してデータ数を増やすか，測定開始基準時刻

の決定に戻り再試験を行う。 

3.2.4.6 計器の

校正及び試験 

なお，温度検出器，

露点検出器及び圧力

なお，温度検出器，露点検出器及び圧力検出器

はあらかじめ校正しておくこと。圧力検出器の
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(2)温度，湿度及び

圧力測定系 

検出器はあらかじめ

校正しておくこと。 

校正曲線の作成方法については「JIS B 

7547-1:2020 圧力計の特性試験方法及び校正方

法―第 1部：一般用」によること。 

 

別表１－１ 技術基準規則の規定と漏えい率試験規程2017の規定との対応関係 

 

 

 

技術基準規則 漏えい率試験規程 2017 

（耐圧試験等） 

第２１条 

３ 原子炉格納容器は、最高使用圧力の〇・

九倍に等しい気圧で気密試験を行ったと

き、著しい漏えいがないものでなければな

らない。 

２．原子炉格納容器の漏えい率試験 

２．４ Ａ種試験 

２．８．３ Ａ種試験後に再開放するバウ

ンダリ部位に関する確認 

３．原子炉格納容器全体漏えい率試験（Ａ種

試験）標準方案 

３．１ 絶対圧力法標準方案 

（３．１．５は除く。） 

３．２ 基準容器法標準方案 

（３．２．５は除く。） 

（原子炉格納施設） 
第４４条 
一 原子炉格納容器にあっては、次に定め

るところによること。 
ハ 原子炉格納容器を貫通する箇所及

び出入口は、想定される漏えい量その

他の漏えい試験に影響を与える環境

条件に応じて漏えい試験ができるこ

と。 

２．原子炉格納容器の漏えい率試験 

２．５ Ｂ種試験 

４．原子炉格納容器局部漏えい率試験（Ｂ種

及びＣ種試験）標準方案 

（４．５は除く。） 

二 原子炉格納容器を貫通して取り付け

る管には、次により隔離弁（閉鎖隔離弁

（ロック装置が付されているものに限

る。）又は自動隔離弁（隔離機能がない

逆止め弁を除く。）をいう。以下同じ。）

を設けること。 
ホ 隔離弁は、想定される漏えい量その

他の漏えい試験に影響を与える環境

条件に応じて漏えい試験ができるこ

と。 

２．原子炉格納容器の漏えい率試験 

２．６ Ｃ種試験 

４．原子炉格納容器局部漏えい率試験（Ｂ種

及びＣ種試験）標準方案 

（４．５は除く。） 

 

 

別表１－２ 技術基準規則の規定と漏えい率試験規程 2008 の規定との対応関係 

 

 

 

 

 

注記 
対応規格箇条は、原則として第１階層の細分箇条で分類。上位の箇条（細分箇条でない

もの）は適用される。 
 

注記 
対応規格箇条は、原則として第１階層の細分箇条で分類。上位の箇条（細分箇条でない

もの）は適用される。 
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技術基準規則 漏えい率試験規程 2008 
（耐圧試験等） 

第２１条 

３ 原子炉格納容器は、最高使用圧力の

〇・九倍に等しい気圧で気密試験を行っ

たとき、著しい漏えいがないものでなけ

ればならない。 

２．原子炉格納容器の漏えい率試験 

２．４ Ａ種試験 

３．原子炉格納容器全体漏えい率試験（Ａ

種試験）標準方案 

３．１ 絶対圧力法標準方案 

（３．１．５は除く。） 

３．２ 基準容器法標準方案 

（３．２．５は除く。） 

（原子炉格納施設） 
第４４条 

一 原子炉格納容器にあっては、次に定め

るところによること。 
ハ 原子炉格納容器を貫通する箇所及

び出入口は、想定される漏えい量そ

の他の漏えい試験に影響を与える環

境条件に応じて漏えい試験ができる

こと。 

２．原子炉格納容器の漏えい率試験 

２．５ Ｂ種試験 

４．原子炉格納容器局部漏えい率試験（Ｂ

種及びＣ種試験）標準方案 

（４．５は除く。） 

二 原子炉格納容器を貫通して取り付け

る管には、次により隔離弁（閉鎖隔離弁

（ロック装置が付されているものに限

る。）又は自動隔離弁（隔離機能がない

逆止め弁を除く。）をいう。以下同じ。）

を設けること。 
ホ 隔離弁は、想定される漏えい量その

他の漏えい試験に影響を与える環境

条件に応じて漏えい試験ができるこ

と。 

２．原子炉格納容器の漏えい率試験 

２．６ Ｃ種試験 

４．原子炉格納容器局部漏えい率試験（Ｂ

種及びＣ種試験）標準方案 

（４．５は除く。） 
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別記－９ 

 

有毒ガスの発生を検出し警報するための装置に関する要求事項 

 

技術基準規則第３８条第５項、第４６条第２項及び第５３条第２号1の規定に対応する工

場等内における有毒ガスの発生2を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検

出した場合に自動的に警報するための装置の設置に関する要求事項については、以下のと

おりとする。なお、同規則の規定と当該要求事項との対応関係は別表に掲げるところによ

る。 

（１）工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置 

① 工場等内における有毒ガスの発生源（固定されているものに限る。）の近傍に、有毒

ガスの発生又は発生の兆候を検出する検出装置を設置すること。 

② 有毒ガスの到達を検出するために、原子炉制御室近傍に検出装置を設置すること。 

③ 有毒ガスの到達を検出するために、緊急時対策所近傍に検出装置を設置すること。 

④ 有毒ガスの到達を検出するために、緊急時制御室近傍に検出装置を設置すること。 

（２）当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に自動的に警報するための装置 

① 原子炉制御室には、（１）①から④に掲げる検出装置からの信号を受信して原子炉制

御室で自動的に警報する警報装置を設置すること。 

② 緊急時対策所には、（１）③に掲げる検出装置からの信号を受信して緊急時対策所で

自動的に警報する警報装置を設置すること。 

③ 緊急時制御室には、（１）①から④に掲げる検出装置からの信号を受信して緊急時制

御室で自動的に警報する警報装置を設置すること。 

 
1 技術基準規則の解釈第５３条３(b)に規定される緊急時制御室に限る。 
2 有毒ガスの発生時において、原子炉制御室及び緊急時制御室の運転員並びに緊急時対策所の指示要員の対処能力が著

しく低下し、安全施設の安全機能及び特定重大事故等対処施設の機能が損なわれるおそれがあり、当該運転員及び指示

要員の吸気中の有毒ガスの濃度が有毒ガス防護のための判断基準値を超えるおそれがあることをいう。 
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別表 技術基準規則の規定と要求事項との対応関係 

 

以下の場所に検出装置を

設置すること。 

以下の場所に設置した検出装置からの

信号を受信し、警報する装置を設置する

こと。 

発
生
源
の
近
傍 

原
子
炉
制
御
室
近
傍 

緊
急
時
対
策
所
近
傍 

緊
急
時
制
御
室
近
傍 

発
生
源
の
近
傍 

原
子
炉
制
御
室
近
傍 

緊
急
時
対
策
所
近
傍 

緊
急
時
制
御
室
近
傍 

（原子炉制御室等） 

第三十八条 

５ （前略）次の各号に掲げる場所の区分に応じ、当該各号に定める防護措置を講じなければならない。 

一 原子炉制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍 工場等内における有毒ガスの発生を検出す

るための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に原子炉制御室において自動的に警報するた

めの装置の設置 

二 （略） 

○ ○ ― ― ○ ○ ○ ○ 

（緊急時対策所） 

第四十六条 

２ 緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍には、有毒ガスが発生した場合に適切な措置をと

るため、工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場

合に緊急時対策所において自動的に警報するための装置の設置その他の適切な防護措置を講じなければなら

ない。 

○ ― ○ ― ― ― ○ ― 

（特定重大事故等対処施設） 

第五十三条 

二 原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備を有すること。（※） 

○ ― ― ○ ○ ○ ○ ○ 

凡例 

○：それぞれの条文において要求するもの 

―：それぞれの条文において要求しないもの 

※ 緊急時制御室の要求事項に限る。 
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別記－１０ 

 

燃料体に関する要求事項 

 

技術基準規則第２３条第１項の規定に対応する燃料体に関する要求事項については、以下のと

おりとする。この場合において、以下の規定は、法第４３条の３の１１第２項に定める使用前事

業者検査の確認を行うまでの間適用する。 

 

１．二酸化ウラン燃料材 

二酸化ウラン燃料材は、次の⑴～⑸のいずれにも適合すること。 

⑴ 次の表の左欄に掲げる元素を含有する場合における当該元素の含有量のウランの含有量に

対する百分率の値は、それぞれ同表の右欄に掲げる値であること。 

 

炭素 0.010 以下 

ふっ素 0.0015 以下 

水素 0.0002 以下 

窒素 0.0075 以下 

 

⑵ ウラン 235 の含有量のウランの含有量に対する百分率の値の偏差は、著しく大きくないこ

と。 

⑶ ペレット型燃料材にあっては、ペレットが次に適合すること。 

① 各部分の寸法の偏差は、著しく大きくないこと。 

② 密度の偏差は、著しく大きくないこと。 

③ 表面に割れ、傷等で有害なものがないこと。 

④ 表面に油脂、酸化物等で有害な付着物がないこと。 

⑷ ガドリニウムを添加していないものにあっては、次に適合すること。 

① ウランの含有量の全重量に対する百分率の値は、87.7 以上であること。 

② 酸素の原子数のウランの原子数に対する比率の値は、1.99 以上 2.02 以下であること。 

⑸ ガドリニウムを添加したものにあっては、次に適合すること。 

① ウランの含有量の全重量に対する百分率の値は、実用上差し支えがないものであること。 

② 酸素の原子数のウランの原子数に対する比率の値は、実用上差し支えがないものである

こと。 

③ ガドリニウムの含有量の全重量に対する百分率の値の偏差は、著しく大きくないこと。 

④ ガドリニウムの均一度は、実用上差し支えがないものであること。 

 

２．ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料材 

ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料材は、次の⑴～⑸のいずれにも適合すること。 

⑴ 各元素の含有量の全重量に対する百分率の値の偏差は、著しく大きくないこと。 

⑵ 酸素の原子数のウラン及びプルトニウムの原子数の合計に対する比率の値は、実用上差し
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支えがないものであること。 

⑶ ウラン 235、プルトニウム 239 及びプルトニウム 241 の含有量の合計のウラン及びプルト

ニウムの含有量の合計に対する百分率の値の偏差は、著しく大きくないこと。 

⑷ プルトニウムの均一度は、実用上差し支えがないものであること。 

⑸ ペレット型燃料材にあっては、ペレットが次に適合すること。 

① 各部分の寸法の偏差は、著しく大きくないこと。 

② 密度の偏差は、著しく大きくないこと。 

③ 表面に割れ、傷等で有害なものがないこと。 

④ 表面に油脂、酸化物等で有害な付着物がないこと。 

 

３．ジルコニウム合金燃料被覆材 

ジルコニウム合金燃料被覆材は、次の⑴～⑾のいずれにも適合すること。 

⑴ 各部分の寸法の偏差は、著しく大きくないこと。 

⑵ 被覆材の軸は、著しく湾曲していないこと。 

⑶ 各元素の含有量の全重量に対する百分率の値は、日本産業規格 H4751（2016）「ジルコニウ

ム合金管」の「4品質」の表 2及び表 3に規定する値であること。 

⑷ 日本産業規格 H4751（2016）「ジルコニウム合金管」の「附属書 C 水素化物方位試験方法」

又はこれと同等の方法によって水素化物方位試験を行ったとき、水素化物方向性係数が 0.45

を超えないこと。 

⑸ 日本産業規格 H4751（2016）「ジルコニウム合金管」の「附属書 D 超音波探傷試験方法」

又はこれと同等の方法によって超音波探傷試験を行ったとき、対比試験片の人工傷からの欠

陥信号と同等以上の欠陥信号がないこと。 

⑹ 表面に割れ、傷等で有害なものがないこと。 

⑺ 表面に油脂、酸化物等で有害な付着物がないこと。 

⑻ 表面の粗さの程度は、実用上差し支えがないものであること。 

⑼ 日本産業規格 H4751（2016）「ジルコニウム合金管」の「附属書 B 腐食試験方法」又はこ

れと同等の方法によって腐食試験を行ったとき、表面に著しい白色又は褐色の酸化物が付着

せず、かつ、腐食質量増加が 3日間で 22ミリグラム毎平方デシメートル以下又は 14日間で

38ミリグラム毎平方デシメートル以下であること。 

⑽ 再結晶焼きなましを行ったものにあっては、次に適合すること。 

① 日本産業規格 H4751（2016）「ジルコニウム合金管」の「附属書 A 結晶粒度試験方法」

又はこれと同等の方法によって結晶粒度試験を行ったとき、結晶粒度が結晶粒度番号７と

同等又はこれより細かいこと。 

② 日本産業規格 Z2241（2011）「金属材料引張試験方法」又はこれと同等の方法によって引

張試験を行ったとき、引張強さ、耐力及び伸びが日本産業規格 H4751（2016）「ジルコニウ

ム合金管」の「4品質」の表 4に規定する値であること。 

⑾ 応力除去焼きなましを行ったものにあっては、日本産業規格 Z2241（2011）「金属材料引張

試験方法」又はこれと同等の方法によって引張試験を行ったとき、引張強さ、耐力及び伸び

が必要な値であること。 
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４．ジルコニウム合金端栓 

⑴ 再結晶焼きなましを行ったジルコニウム合金端栓は、日本産業規格 Z2241（2011）「金属材

料引張試験方法」、ASTM International 規格 ASTM B 351 「Standard Specification for 

Hot-Rolled and Cold-Finished Zirconium and Zirconium Alloy Bars, Rod, and Wire for 

Nuclear Application」又はこれと同等の方法によって次の表の上欄に掲げるいずれかの試験

温度において引張試験を行ったとき、引張強さ、耐力及び伸びが同欄に掲げる試験温度の区

分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる値であること。端栓とは、燃料被覆材の両端を密封

するために成形された金属部品をいう。 

 

温度 引張試験 

引張強さ 

ニュートン毎平方

ミリメートル 

耐力 

ニュートン毎平方

ミリメートル 

伸び 

パーセント 

室温 415 以上 240 以上 14 以上 

316 度 215 以上 105 以上 24 以上 

 

⑵ 応力除去焼きなましを行ったジルコニウム合金端栓は、日本産業規格 Z2241（2011）「金属

材料引張試験方法」又はこれと同等の方法によって引張試験を行ったとき、引張強さ、耐力

及び伸びが必要な値であること。 

⑶ 前記「３．ジルコニウム合金燃料被覆材」（⑵､⑷､⑸､⑻､⑽及び⑾を除く。）の規定は、ジ

ルコニウム合金端栓に準用する。ただし、（３）の日本産業規格 H4751（2016）「ジルコニウ

ム合金管」の「4品質」の表 3に掲げるニオブ及びカルシウムを除く。 

 

５．その他の部品 

燃料材、燃料被覆材及び端栓以外の燃料体の部品は、次の⑴～⑷のいずれにも適合すること。 

⑴ 各部分の寸法の偏差は、著しく大きくないこと。 

⑵ 表面に割れ、傷等で有害なものがないこと。 

⑶ 表面に油脂、酸化物等で有害な付着物がないこと。 

⑷ 支持格子、上部支持板、下部支持板、ウォータロッド、制御棒案内シンブルにあっては、

次に適合すること。 

① 各元素の含有量の全重量に対する百分率の値の偏差は、著しく大きくないこと。 

② 日本産業規格 Z2241（2011）「金属材料引張試験方法」又はこれと同等の方法によって引

張試験を行ったとき、引張強さ、耐力及び伸びが必要な値であること。 

 

６．燃料要素 

燃料要素は、次の⑴～⑻のいずれにも適合すること。 

⑴ 各部分の寸法の偏差は、著しく大きくないこと。 

⑵ 燃料要素の軸は、著しく湾曲していないこと。 
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⑶ 表面に割れ、傷等で有害なものがないこと。 

⑷ 表面に油脂、酸化物等で有害な付着物がないこと。 

⑸ 日本産業規格 Z4504（2008）「放射線表面汚染の測定方法－β線放出核種（最大エネルギー

0.15MeV 以上）及びα線放出核種」における間接測定法又はこれと同等の方法によって測定

したとき、表面に付着している核燃料物質の量が 0.00004 ベクレル毎平方ミリメートルを超

えないこと。 

⑹ ヘリウム漏えい試験を行ったとき、漏えい量が 1億分の 304 メガパスカル立方ミリメート

ル毎秒を超えないこと。 

⑺ 溶接部にブローホール、アンダーカット等で有害なものがないこと。 

⑻ 部品の欠如がないこと。 

 

７．燃料体 

燃料体は、次の⑴～⑷のいずれにも適合すること。 

⑴ 各部分の寸法の偏差は、著しく大きくないこと。 

⑵ 表面に割れ、傷等で有害なものがないこと。 

⑶ 表面に油脂、酸化物等で有害な付着物がないこと。 

⑷ 部品の欠如がないこと。 
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別記－１１ 

 

日本電気協会「安全保護系へのディジタル計算機の適用に関する規程（JEAC 

4620）」等の適用に当たって 

 

技術基準規則第３５条において、デジタル安全保護系規程 2008 及びデジタル安全保護系 V&V

指針 2008、又はデジタル安全保護系規程 2020 及びデジタル安全保護系 V&V 指針 2020 を適用す

るに当たっては、次の各表の左欄に掲げる項目ごとに同表の中欄に掲げる記載は、それぞれ同

表の右欄のとおりとする。 

また、技術基準規則第３５条の規定と、デジタル安全保護系規程 2020 及びデジタル安全保護

系 V&V 指針 2020 の規定との対応関係は別表１－１に、デジタル安全保護系規程 2008 及びデジ

タル安全保護系 V&V 指針 2008 の規定との対応関係は別表１－２に、それぞれ掲げるところによ

る。 

なお、これらの規格の適用に当たっての技術的根拠については、以下を参照のこと。 

①「日本電気協会「安全保護系へのディジタル計算機の適用に関する規程（JEAC 4620-

2008）」及び「ディジタル安全保護系の検証及び妥当性確認に関する指針（JEAG 4609-

2008）」に関する技術評価書」（平成２３年１月原子力安全・保安院、原子力安全基盤機構

取りまとめ） 

②「日本電気協会「安全保護系へのディジタル計算機の適用に関する規程（JEAC 4620-

2020）」及び「ディジタル安全保護系の検証及び妥当性確認(V&V)に関する指針（JEAG 

4609-2020）」に関する技術評価書」（原規技発第 2310116 号（令和５年１０月１１日原子

力規制委員会決定）） 

 

表１ デジタル安全保護系規程2020 

（解説-3）機能を実現

するソフトウェア 

したがって，本規程におけるソフ

トウェアとは，特にことわりのな

い場合，安全保護系としての機能

を実現するソフトウェアを示す。 

（削る） 

4.ディジタル安全保

護系に対する要求事

項 

ディジタル安全保護系は，動作に

失敗する確率（アンアベイラビリ

ティ）及び誤動作する頻度（誤動

作率）を考慮し，その安全保護機

能に相応した高い信頼性を有す

ること。 

そのため，ディジタル安全保護系

は，以下の要求事項を満足するこ

と。 

デジタル計算機（原子炉停止系，

工学的安全施設作動系，及び重要

度と複雑さがこれらと同程度の

安全保護装置のその他の機器（例

えば，BWR における核計装・放射

線モニタ）に適用される電子計算

機をいう。以下同じ。）を適用し

たデジタル安全保護系（以下「デ

ジタル安全保護系」という。）は，

動作に失敗する確率（アンアベイ

ラビリティ）及び誤動作する頻度

（誤動作率）を考慮し，その安全

保護機能に相応した高い信頼性

を有すること。 

デジタル安全保護系の信頼性評

価において，ハードウェア構成要

素に異常の検出，検出信号の伝

送，入出力信号の処理，演算処理，

トリップ信号の伝送，トリップの
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作動等，評価に必要な構成要素を

含むこと。 

そのため，デジタル安全保護系

は，以下の要求事項を満足するこ

と。 

4.1 過渡時及び地震

時の機能 

ディジタル安全保護系は，運転時

の異常な過渡変化が発生する場

合又は地震の発生により原子炉

の運転に支障が生じる場合にお

いて，原子炉停止系（原子炉の緊

急停止機能）又はその他系統と併

せて機能することにより，燃料要

素の許容損傷限界を超えないよ

うにできる設計とすること。 

デジタル安全保護系は，運転時の

異常な過渡変化が発生する場合

又は地震の発生により原子炉の

運転に支障が生じる場合におい

て，原子炉停止系（原子炉の緊急

停止機能）又はその他系統と併せ

て機能することにより，燃料要素

の許容損傷限界を超えないよう

にできる設計とすること。 

「燃料要素の許容損傷限界を超

えない設計」とは，運転時の異常

な過渡変化が発生する場合に，燃

料要素の許容損傷限界を超えな

いよう安全保護系の設定値を決

定することをいう。 

4.3 精度及び応答時間 ディジタル安全保護系は，安全保

護上必要な精度及び応答時間（リ

アルタイム性能を含む。）を計算

機システムと関連ハードウェア

部を合わせた全体システムとし

て満足する設計とすること。 

 

デジタル安全保護系は，安全保護

上必要な精度及び応答時間（リア

ルタイム性能を含む。）を計算機

システムと関連ハードウェア部

を合わせた全体システムとして

満足する設計とすること。 

リアルタイム性能とは，プロセス

信号のサンプリング周期及び処

理速度が，プロセスの変化速度に

十分追従できる能力のことを言

い，応答時間にはサンプリング周

期及び処理速度も含まれる。 

4.5 独立性 

 

ディジタル安全保護系は，一つの

チャンネルの故障によって安全

保護機能が喪失しないようにチ

ャンネル相互を電気的，物理的に

分離し，チャンネル間の独立性を

有する設計とすること。さらに，

チャンネル間に通信を用いる場

合には機能的にも分離する設計

とすること。 

 

デジタル安全保護系は，一つのチ

ャンネルの故障によって安全保

護機能が喪失しないようにチャ

ンネル相互を電気的，物理的に分

離し，チャンネル間の独立性を有

する設計とすること。さらに，チ

ャンネル間に通信を用いる場合

には機能的にも分離する設計と

すること。 

多重化されたチャンネル間の通

信の機能的分離の措置は、以下に

掲げる手段その他適切な手段を

考慮する。 

(1)多重化されたチャンネル間の

通信は，原則として一方通行の通

信路を介して情報伝達を行う。双

方向通信が可能な通信路を介し

て情報伝達を行う場合には，発信

側のシステムと受信側のシステ
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ム間の調整，接続の失敗等によっ

て，どちらのシステムも機能的に

異常をきたさない設計とする。 

(2)デジタル安全保護系のプロセ

ッサと通信コントローラの間に

バッファメモリを設置する。 

4.6 計測制御系との分

離 

ディジタル安全保護系は，計測制

御系と部分的に共用する場合に

は，計測制御系で故障が生じても

ディジタル安全保護系に影響の

ないよう，計測制御系と電気的に

分離する設計とすること。さら

に，通信を共用する場合には機能

的にも分離する設計とすること。 

 

デジタル安全保護系は，計測制御

系と部分的に共用する場合には，

その安全保護機能を失わないよ

う，計測制御系から機能的に分離

されたものであること。また，計

測制御系で故障が生じてもデジ

タル安全保護系に影響のないよ

う，計測制御系と電気的に分離す

る設計とすること。 

デジタル安全保護系と計測制御

系とを部分的に共用する場合に

は，以下のように設計することに

より，電気的に分離することがで

きる。 

・デジタル安全保護系と計測制

御系との信号取り合いには，光

／電気変換などのアイソレー

ションデバイスを用いる。この

場合アイソレーションデバイ

スは安全保護系に属する。 

4.9.1 環境条件 ディジタル安全保護系は，次の環

境条件を考慮した設計とするこ

と。 

・設置される場所における予想

温度，湿度，放射線量 

・想定される電源じょう乱，サー

ジ電圧，電磁波等の外部からの

外乱・ノイズ 

デジタル安全保護系は，次の環境

条件を考慮した設計とすること。

各環境条件については達成すべ

き水準を明確にすること。 

・設置される場所における予想

温度，湿度，放射線量 

・想定される電源じょう乱，サー

ジ電圧，電磁波等の外部からの

外乱・ノイズ 

4.16 自己診断機能 ディジタル安全保護系は，各チャ

ンネル独立に適切な周期で実施

される自己診断機能を有する設

計とすること。また，自己診断機

能によりディジタル計算機の異

常を検知した場合には，ディジタ

ル計算機の異常を運転員へ告知

する設計とすること。 

 

デジタル安全保護系は，各チャン

ネル独立に適切な周期で実施さ

れる自己診断機能を有する設計

とすること。また，自己診断機能

によりデジタル計算機の異常を

検知した場合には，デジタル計算

機の異常を運転員へ告知する設

計とすること。 

自己診断機能は，故障を早期発見

することができるため，従来のア

ナログの安全保護系でも実施さ

れている故障進展後の警報及び

定期的な試験による健全性確認

に加えて，システムの信頼性を更

に向上させるのに有効な一手段

である。 
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自己診断機能によりデジタル計

算機の異常が検出された場合に

は，運転員が適切な措置をとれる

よう，警報等により運転員へ告知

する。さらに，自動で，当該チャ

ンネルを動作状態又はバイパス

状態にすることもある。 

自己診断の例として，ウォッチド

ッグタイマ，パリティチェック，

送受信信号の誤り検出，ソフトウ

ェアによるチェック等がある。 

4.17 ソフトウェアの

管理外の変更の防止 

ディジタル安全保護系に装荷す

るソフトウェアは，管理外の変更

を防止する設計とすること。 

 

 

 

 

デジタル安全保護系のデジタル

計算機に装荷するソフトウェア

は，管理外の変更を防止する設計

とすること。 

管理外の変更とは，故意による変

更など，承認されていない変更の

ことをいう。 

ソフトウェアの管理外の変更を

防止する手段の例としては，以下

がある。 

(1) ソフトウェアの不揮発化 

(2) 鍵付きスイッチの設置 

(3) パスワードの登録 

4.18 不正アクセス行

為等の被害の防止 

 

ディジタル安全保護系は，不正ア

クセス行為等による以下の被害

を防止するために必要な措置を

講じる設計とすること。 

・ディジタル計算機に使用目的

に沿うべき動作をさせない行

為 

・ディジタル計算機に使用目的

に反する動作をさせる行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デジタル安全保護系は，不正アク

セス行為等による以下の被害を

防止するために必要な措置を講

じる設計とすること。 

・電子計算機に使用目的に沿う

べき動作をさせない行為 

・電子計算機に使用目的に反す

る動作をさせる行為 

不正アクセス行為等の被害の防

止に必要な措置は以下の点を考

慮する。 

(1) 外部ネットワーク（インター

ネット等）と遮断することによ

り，外部ネットワークからの遠

隔操作，ウイルスの侵入等の外

部影響を防止する。外部ネット

ワークと遮断するとは，物理的

な接続を制限し最小限とする

こと，前記に係わらず外部との

接続が必要な場合には物理的

又は機能的に遮断できる防護

装置を適用すること，可能な限

り外側向けの通信を適用する

ことをいう。 

(2) 物理的及び電気的アクセス

の制限を設けることにより，シ

ステムの据付，更新，試験，保
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守等で，承認されていない者の

操作，ウイルス等の侵入等を防

止する。 

(3) 鍵付きスイッチの設置及び

パスワードの登録は，不正アク

セス行為等の被害の防止にも

有効である。 

4.19 品質保証 ディジタル安全保護系に用いら

れるディジタル計算機は，以下の

手法によりソフトウェアの健全

性を確保すること。 

・ソフトウェアライフサイクル

及び構成管理手法を含めた，品

質保証活動 

・V&V 活動 

 

デジタル安全保護系に用いられ

る電子計算機は，保安活動の重要

度に応じ，以下に掲げる手法その

他の適切な手法によりソフトウ

ェアの健全性を確保すること。 

・ソフトウェアライフサイクル

及び構成管理手法を含めた，品

質保証活動 

・V&V 活動 

なお，ソフトウェアの品質を高め

るために以下の手法を用いるこ

とがある。 

・処理構造の簡素化（定周期，シ

ングルタスク構成等） 

・適切な使用言語の適用による

処理内容の明確化（可視化言語

の適用，ツールによる可視化

等） 

・ソフトウェア品質保証指標に

よる品質管理（品質指標の例：

正確さ，完全性，要求の遵守，

性能履歴等） 

市販電子計算機，既存開発ソフト

ウェア又はソフトウェアツール

を使用する場合には，目的に応じ

て適切に品質が確保され，ソフト

ウェア実行時に，他のソフトウェ

アに欠陥を招かないよう考慮す

る。 

4.19.1 ソフトウェア

ライフサイクル 

 

ディジタル安全保護系のソフト

ウェアに対して，ライフサイクル

を通じて品質の管理方法を予め

定め，実施するとともに，これを

文書化すること。 

 

デジタル安全保護系のソフトウ

ェアに対して，ライフサイクルを

通じて品質の管理方法を予め定

め，実施するとともに，これを文

書化すること。 

デジタル安全保護系のソフトウ

ェアの品質を確保するために，ソ

フトウェアに対してライフサイ

クルプロセスの考えを基にプロ

セスごとの管理を実施する。ライ

フサイクルプロセスの例を以下

に示す。 

(1) ライフサイクルプロセス 

デジタル安全保護系に装荷され

るソフトウェアに対しては，各プ
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ロジェクトのプロセスを定義し，

文書化する。プロセスには，設計，

製作，試験，装荷，運転，変更及

び廃止がある。 

以下に各プロセスの内容を示す。 

(a)設計プロセス：製品に対する

システムの要求事項からソフ

トウェア設計仕様を作成する

プロセス 

(b)製作プロセス：ソフトウェア

設計仕様よりソフトウェアを

製作するプロセス 

(c)試験プロセス：製作されたソ

フトウェアに対して試験を実

施するプロセス。ソフトウェア

単体に対して行う試験とハー

ドウェアと一体となったシス

テムとして行う試験がある。 

(d)装荷プロセス：実機の最終シ

ステムへソフトウェアを実装

するプロセス 

(e)運転プロセス：システムを運

転しているプロセス 

(f)変更プロセス：仕様変更等に

よりソフトウェアを変更する

プロセス 

(g)廃止プロセス：ソフトウェア

を使用不可能とするプロセス 

(2) 各プロセスで実施すべき品

質管理項目 

各プロセスで実施すべき品質管

理項目に対して計画を作成し，そ

の計画に従って実施した結果を

文書化する。なお，計画はプロジ

ェクトの開始段階で一括して作

成することでもよい。以下に各プ

ロセスで実施すべき品質管理項

目の例を示す。 

(a) 設計プロセス 

ソフトウェアに対する仕様を決

定する。また，設計検証手段を決

定する。 

(b) 製作プロセス 

仕様のとおりソフトウェアが製

作されていること 

を確認する。 

(c) 試験プロセス 

要求仕様を確認するための試験

方案を作成し，判定基準内にある

ことを確認する。試験にはソフト

ウェア単体で行うものとシステ
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ムとして行うものがある。ソフト

ウェア単体では確認できない内

容はシステムとして確認するな

ど，その範囲については事前に計

画する。 

(d) 装荷プロセス 

管理されたソフトウェアが正し

く実機に実装されることを確認

する。ソフトウェアのコンペア等

を用いて確認する。 

(e) 運転プロセス 

運転中はシステムに異常が無い

ことを確認する。 

(f) 変更プロセス 

ソフトウェアの変更要否につい

て調査する。 

ソフトウェアに変更が生じる場

合には，変更仕様を決定し変更を

実施する。実施内容は設計，製作

及び試験におけるそれぞれのプ

ロセスに従う。 

(g) 廃止プロセス 

廃止することを宣言する。代替手

段がある場合にはこれを含むも

のとする。廃止されたソフトウェ

アが誤って再使用されることの

ないよう，例えば，記憶媒体の破

壊，図面の使用禁止の識別等の措

置を講じる。 

4.19.2 ソフトウェア

構成管理 

ディジタル安全保護系のソフト

ウェアに対して，構成管理手法を

予め定め，実施するとともに，構

成管理計画として文書化するこ

と。また，ソフトウェアを構成す

る管理対象項目は，ソフトウェア

構成管理計画に基づき，すべてを

文書化すること。 

 

デジタル安全保護系のソフトウ

ェアに対して，構成管理手法を予

め定め，実施するとともに，構成

管理計画として文書化すること。

また，ソフトウェアを構成する管

理対象項目は，ソフトウェア構成

管理計画に基づき，すべてを文書

化すること。 

構成管理とは，管理対象要素の特

定及び識別，要素の管理方法，並

びにソフトウェア構成管理のレ

ビュー又は審査方法を，予め定

め，計画に基づき実施することで

ある。 

具体的な例を以下に示す。 

(1) ソフトウェア及び関連文書

を特定し，相互に識別するため

に，予め構成管理計画を策定し，

実行する。 

(2) 構成管理計画で，以下の内容

を定める。 

(a)ソフトウェア及び関連文書に
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ついて，管理対象要素を定め

る。管理対象要素の例としては

以下がある。 

・要求仕様 

・設計仕様 

・製作仕様 

・試験仕様／試験結果 

・設計検証手順／設計検証結果 

・V&V 手順／V&V 結果 

・取扱説明 

・製作したソフトウェア 

(b)管理対象要素の管理手法を定

める。管理する項目の例として

は以下がある。 

・改訂番号，改訂日付 

・変更要求有無，他の管理対象要

素との整合状況等の状態 

・他の管理対象要素との取り合

い 

(c)ソフトウェアの変更時の管理

手法を定める。 

(d)ソフトウェア構成管理のレビ

ュー又は審査の方法を定める。 

(e)以上の項目を実施するための

体制を定める。 

4.19.3 V&V 

 

ディジタル安全保護系に対して

は，ソフトウェアライフサイクル

の設計，製作，試験及び変更の各

プロセスに応じて V&V を実施す

ること。 

(1) V&V は，設計，製作及び試験

を行う個人又はグループと独

立した体制で実施すること。 

(2) V&V を実施する上で適切な

文書化を行うこと。 

(3) ソフトウェアの再利用時に

おいては，既存設計での V&V 結

果による代替を可能とする前

提として再利用範囲を明確に

識別し，再利用の妥当性を示す

根拠を文書化すること。 

 

デジタル安全保護系に対しては，

デジタル計算機のソフトウェア

のうち，ハードウェアと直接結び

ついて計算機の基本動作のみを

制御するソフトウェアを除いた

もの（以下単に「ソフトウェア」

という。）に対しソフトウェアラ

イフサイクルの設計，製作，試験

及び変更の各プロセスに応じて

V&V を実施すること。 

(1) V&V は，設計，製作及び試験

を行う個人又はグループと独

立した体制で実施すること。 

(2) V&V を実施する上で適切な文

書化を行うこと。 

(3) ソフトウェアの再利用時に

おいては，既存設計での V&V 結

果による代替を可能とする前

提として再利用範囲を明確に

識別し，再利用の妥当性を示す

根拠を文書化すること。 

 

4.19.3.1 V&V（手順） 

安全保護系は原子炉の安全確保

のために高い信頼性が求められ

る設備であるため，デジタル安全
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保護系の供給者は，「原子力施設

の保安のための業務に係る品質

管理に必要な体制の基準に関す

る規則」が求める保安活動を実施

する。 

V&V については，「ディジタル安

全保護系の検証及び妥当性確認

（V&V）に関する指針：JEAG4609-

2020」による。具体的には，設計

プロセス及び製作プロセスにお

いて V&V としての検証を実施し，

試験プロセスにおいて V&V とし

ての妥当性確認を実施する。 

なお，ソフトウェアライフサイク

ルプロセスにおいて V&V が必要

なプロセスとして，設計，製作，

試験及び変更がある。 

 

4.19.3.2 V&V（独立性） 

ソフトウェアの設計，製作及び試

験に対する V&V の実施体制の独

立性とは下記をいう。 

(1)V&V を実施する個人又はグル

ープは，原設計に携わった者以

外の個人又はグループであり，

V&Vを実施する力量を有するこ

とを組織が認めた者である。 

(2)V&V を実施する個人又はグル

ープは，設計，製作及び試験に

携わった個人又はグループか

ら経済面，工程管理に関する制

約を受けない。 

 

4.19.3.3 V&V（文書化） 

V&V の合格基準，不良結果等に対

する措置を決定し文書化する。

V&Vの実施に際して作成された文

書は，構成管理計画の中にこれら

の文書の保存を定め，適切に管理

する。 

・「（解説-2）適用範囲（概念図）」は、適用除外とする。 

・「3.1 ディジタル計算機」は適用除外とする。 

・上記表１に掲げていない項目において「ディジタル」は「デジタル」に読み替える。 

 

表２ デジタル安全保護系 V&V 指針 2020 

2.適用範囲 したがって，本指針では，安全保

護系設備としての機能を実現す

るソフトウェア（以下，「ソフト

ウェア」という。）を適用範囲と

する。 

削る。 
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4．V&V 

 

ディジタル安全保護系に装荷す

るソフトウェアに対しては，V&V

を実施して，安全保護上要求され

る機能が正しく実現されている

ことを確認する。 

ソフトウェアに関する V&V は，以

下の手法によるものとする。 

 

デジタル安全保護系のデジタル

計算機（原子炉停止系，工学的安

全施設作動系，及び重要度と複雑

さがこれらと同程度の安全保護

装置のその他の機器（例えば，BWR

における核計装・放射線モニタ）

に適用される電子計算機をいう。

以下同じ。）に装荷するソフトウ

ェア（ハードウェアと直接結びつ

いて計算機の基本動作のみを制

御するソフトウェアを除く。以下

単に「ソフトウェア」という。）に

対しては，V&V を実施して，安全

保護上要求される機能が正しく

実現されていることを確認する。 

ソフトウェアに関する V&V は以

下の 4.1～4.3 に示す手法による

ものとする。なお，V&V の対象で

ある設計・製作作業の各ステップ

の内容を以下に示す。 

(1)システム設計要求仕様作成 

JEAC4620 等のデジタル安全保護

系に対する要求事項を基にシス

テムとしての全体設計を行い，要

求仕様を明確に定める。 

(2)ハードウェア・ソフトウェア

設計要求仕様作成 

システム設計要求仕様を基に，以

下のハードウェア･ソフトウェア

設計要求仕様を明確に定める。 

①ハードウェア・ソフトウェア統

合要求仕様 

②ハードウェア設計要求仕様 

③ソフトウェア設計要求仕様 

(3)ソフトウェア設計 

ソフトウェア設計要求仕様を実

現するためのソフトウェアを設

計する。このときの設計上の配慮

としては，検証を容易に行えるよ

うソフトウェアの機能単位の分

割等が望ましい。（例：ソフトウ

ェアロジック図等） 

(4)ソフトウェア製作 

ソフトウェア設計で明らかにさ

れたソフトウェア機能を，デジタ

ル計算機で実現するためのプロ

グラムを作成する。 

(5)ハードウェア設計・製作 

ハードウェアの機能及び性能を

ハードウェア設計要求仕様に基

づいて明らかにし，ハードウェア



 11

システムを設計，製作する。（例：

盤内配線図等） 

(6)ハードウェア・ソフトウェア

統合 

ハードウェアにソフトウェアを

装荷し，システムとして組みあげ

る。 

4．2 V&V の実施 ディジタル安全保護系に対して

は，設計，製作及び試験の各ステ

ップにおいて，図１に示される

V&V 作業を実施する。 

V&V 活動は，以下の各項目に従っ

て実施する。 

(1)V&V の手順及び内容 

検証作業は，図１に示された，設

計・製作作業の各ステップにて実

施する。妥当性確認作業は，試験

プロセスにおいて，必要な検証を

経て製作された全体システムに

対して行う。V&V では，以下(a)～

(g)の各作業を実施する。 

(a)V&V 基本計画作成 

V&V 作業の開始に当たり，ディジ

タル安全保護系に対する要求事

項及びシステム設計要求仕様に

基づき V&V 基本計画を作成する。

この基本計画は，以下に示す V&V

の各作業，体制及び文書管理につ

いて規定する。 

ソフトウェアを再利用する場合

には，その範囲に応じた V&V の各

作業方法等について規定する。 

(b)システム設計要求仕様検証

（検証 1） 

本検証では，JEAC4620 等のディ

ジタル安全保護系に対する要求

事項が正しくシステム設計要求

仕様に反映されていることを検

証する。 

(c)ハードウェア・ソフトウェア

設計要求仕様検証（検証 2） 

本検証では，システム設計要求仕

様が正しくハードウェア・ソフト

ウェア設計要求仕様に反映され

ていることを検証する。 

(d)ソフトウェア設計検証（検証

3） 

本検証では，ソフトウェア設計ど

おりに正しくソフトウェアが製

作されていることを検証する。 

(e)ソフトウェア製作検証（検証

デジタル安全保護系に対しては，

設計，製作及び試験の各ステップ

において，V&V 作業を実施する。 

 

V&V 活動は，以下の各項目に従っ

て実施する。 

(1)V&V の手順及び内容 

検証作業は，設計・製作作業の各

ステップにて実施する。妥当性確

認作業は，試験プロセスにおい

て，必要な検証を経て製作された

全体システムに対して行う。V&V

では，以下(a)～(g)の各作業を実

施する。 

 

(a)V&V 基本計画作成 

V&V 作業の開始に当たり，デジタ

ル安全保護系に対する要求事項

及びシステム設計要求仕様に基

づき V&V 基本計画を作成する。こ

の基本計画は，以下に示す V&V の

各作業，体制及び文書管理につい

て規定する。 

ソフトウェアを再利用する場合

には，その範囲に応じた V&V の各

作業方法等について規定する。 

(b)システム設計要求仕様検証

（検証 1） 

本検証では，JEAC4620 等のデジ

タル安全保護系に対する要求事

項が正しくシステム設計要求仕

様に反映されていることを検証

する。 

(c)ハードウェア・ソフトウェア

設計要求仕様検証（検証 2） 

本検証では，システム設計要求仕

様が正しくハードウェア・ソフト

ウェア設計要求仕様に反映され

ていることを検証する。 

(d)ソフトウェア設計検証（検証

3） 

本検証では，ソフトウェア設計要

求仕様が正しくソフトウェア設

計に反映されていることを検証
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4） 

本検証では，ソフトウェア設計ど

おりに正しくソフトウェアが製

作されていることを検証する。 

(f)ハードウェア・ソフトウェア

統合検証（検証 5） 

本検証では，ハードウェアとソフ

トウェアを統合してハードウェ

ア・ソフトウェア設計要求仕様ど

おりのシステムとなっているこ

とを検証する。 

(g)妥当性確認 

妥当性確認では，ハードウェアと

ソフトウェアを統合して検証さ

れたシステムが，JEAC4620 等の

ディジタル安全保護系に対する

要求事項を満たしていることを

確認する。 

(2)体制 

ソフトウェアの設計，製作及び試

験に対する V&V を実施する体制

は，V&V 基本計画作成時に決定さ

れる。また，以下に示すとおり，

V&V 作業は，設計・製作及び試験

に携わった組織から独立した者

が行う。 

(a)V&V を実施する個人又はグル

ープは，原設計に携わった者以外

の個人又はグループとし，V&V を

実施する力量を有することを組

織が認めた者とする。 

(b)V&V を実施する個人又はグル

ープは，設計，製作及び試験に携

わった組織から経済面，工程管理

に関する制約を受けないものと

する。 

(3)文書管理 

V&Vを実施する上で以下の文書化

を行う。 

(a)設計，製作作業の文書化 

図１に示されるステップごとに

必要な設計，製作に関わる内容を

明確にし，文書化する。 

(b)V&V の文書化 

V&V 作業の開始に当たり，V&V 基

本計画を文書として作成する。ま

た，V&V の各作業実施に当たって

は 4.2(1)の内容を明確にし，作

業内容，合格基準，不良結果等に

対する措置の文書化を行い，作業

ごとに結果を文書化する。 

する。 

(e)ソフトウェア製作検証（検証

4） 

本検証では，ソフトウェア設計ど

おりに正しくソフトウェアが製

作されていることを検証する。 

(f)ハードウェア・ソフトウェア

統合検証（検証 5） 

本検証では，ハードウェアとソフ

トウェアを統合してハードウェ

ア・ソフトウェア設計要求仕様ど

おりのシステムとなっているこ

とを検証する。 

(g)妥当性確認 

妥当性確認では，ハードウェアと

ソフトウェアを統合して検証さ

れたシステムが，JEAC4620 等の

デジタル安全保護系に対する要

求事項を満たしていることを確

認する。 

(2)体制 

ソフトウェアの設計，製作及び試

験に対する V&V を実施する体制

は，V&V 基本計画作成時に決定さ

れる。また，以下に示すとおり，

V&V 作業は，設計・製作及び試験

に携わった組織から独立した者

が行う。 

(a)V&V を実施する個人又はグル

ープは，原設計に携わった者以外

の個人又はグループとし，V&V を

実施する力量を有することを組

織が認めた者とする。 

(b)V&V を実施する個人又はグル

ープは，設計，製作及び試験に携

わった組織から経済面，工程管理

に関する制約を受けないものと

する。 

(3)文書管理 

V&Vを実施する上で以下の文書化

を行う。 

(a)設計，製作作業の文書化 

各ステップごとに必要な設計，製

作に関わる内容を明確にし，文書

化する。 

 

(b)V&V の文書化 

V&V 作業の開始に当たり，V&V 基

本計画を文書として作成する。ま

た，V&V の各作業実施に当たって

は 4.2(1)の内容を明確にし，作
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(4)ソフトウェアツールの管理 

ソフトウェアツールを使用する

際には，目的に応じて適切に品質

管理されたツールを使用する。 

なお，ソフトウェアツールとは，

以下をいう。 

・ソフトウェアを設計，製作及び

試験する上で使用するツール（コ

ンパイラ等） 

・V&V を実施する上で使用するツ

ール 

業内容，合格基準，不良結果等に

対する措置の文書化を行い，作業

ごとに結果を文書化する。 

(4)ソフトウェアツールの管理 

ソフトウェアツールを使用する

際には，目的に応じて適切に品質

管理されたツールを使用する。 

ソフトウェアツールの品質の確

保とは，「原子力施設の保安のた

めの業務に係る品質管理に必要

な体制の基準に関する規則」が求

める保安活動の結果として確保

することである。 

なお，ソフトウェアツールとは，

以下をいう。 

・ソフトウェアを設計，製作及び

試験する上で使用するツール（コ

ンパイラ等） 

・V&V を実施する上で使用するツ

ール 

 「（解説-3）適用範囲（概念図）」は適用除外とする。 

 「3.1 ディジタル計算機」は適用除外とする。 

 上記表２に掲げていない項目において「ディジタル」は「デジタル」に読み替える。 

 

表３ デジタル安全保護系規程 2008 

4.ディジタル安全保

護系に対する要求事

項 

ディジタル安全保護系は，動作に

失敗する確率（アンアベイラビリ

ティ）及び誤動作する頻度（誤動

作率）を考慮し，その安全保護機

能に相応した高い信頼性を有す

ること。 

そのため，ディジタル安全保護系

は，以下の要求事項を満足するこ

と。 

デジタル安全保護系は，動作に失

敗する確率（アンアベイラビリテ

ィ）及び誤動作する頻度（誤動作

率）を考慮し，その安全保護機能

に相応した高い信頼性を有する

こと。 

デジタル安全保護系の信頼性評

価において，ハードウェア構成要

素に異常の検出，検出信号の伝

送，入出力信号の処理，演算処理，

トリップ信号の伝送，トリップの

作動等，評価に必要な構成要素を

含むこと。 

そのため，デジタル安全保護系

は，以下の要求事項を満足するこ

と。 

4.1 過渡時，事故時及

び地震時の機能 

ディジタル安全保護系は，運転時

の異常な過渡変化時，事故時及び

地震の発生により原子炉の運転

に支障が生じる場合において，原

子炉停止系及び必要な工学的安

全施設の作動を自動的に開始さ

せる機能を果たす設計とするこ

と。 

デジタル安全保護系は，運転時の

異常な過渡変化時，事故時及び地

震の発生により原子炉の運転に

支障が生じる場合において，原子

炉停止系及び必要な工学的安全

施設の作動を自動的に開始させ

る機能を果たす設計とすること。 

運転時の異常な過渡変化が生じ

る場合又は地震の発生等により
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原子炉の運転に支障が生じる場

合において，原子炉停止系統及び

工学的安全施設と併せて機能す

ることにより，燃料許容損傷限界

を超えないよう安全保護系の設

定値を決定すること。 

4.2 精度・応答時間 ディジタル安全保護系は，安全保

護上必要な精度，応答時間（リア

ルタイム性能を含む）を計算機シ

ステムと関連ハードウェア部を

合わせた全体システムとして満

足する設計とすること。 

デジタル安全保護系は，安全保護

上必要な精度，応答時間（リアル

タイム性能を含む）を計算機シス

テムと関連ハードウェア部を合

わせた全体システムとして満足

する設計とすること。 

リアルタイム性能とは，プロセス

信号のサンプリング周期及び処

理速度が，プロセスの変化速度に

十分追従できる能力のことを言

い，応答時間にはサンプリング周

期及び処理速度を含めるものと

する。 

4.4 独立性 ディジタル安全保護系は，一つの

チャンネルの故障によって安全

保護機能が喪失しないようにチ

ャンネル相互を電気的，物理的に

分離し，チャンネル間の独立性を

有する設計とすること。 

 

デジタル安全保護系は，一つのチ

ャンネルの故障によって安全保

護機能が喪失しないようにチャ

ンネル相互を電気的，物理的に分

離し，チャンネル間の独立性を有

する設計とすること。 

多重化されたチャンネル間の通

信の機能的分離は具体的には以

下を考慮する。 

・多重化されたチャンネル間の

通信は，原則として一方通行の通

信路を介して情報伝達を行う。双

方向通信が可能な通信路を介し

て情報伝達を行う場合には，発信

側のシステムと受信側のシステ

ム間の調整あるいは接続の失敗

等によって，どちらのシステムも

機能的に異常をきたさない設計

とする。 

・通信接続の制御は，受信側の異

常が発信側に影響しない設計と

する。 

4.5 計測制御系との分

離 

ディジタル安全保護系と計測制

御系とを部分的に共用する場合

には，計測制御系で故障が生じて

もディジタル安全保護系に影響

のないよう，ディジタル安全保護

系と計測制御系を電気的に分離

する設計とすること。更に，通信

を共用する場合には機能的にも

分離する設計とすること。 

 

デジタル安全保護系と計測制御

系とを部分的に共用する場合に

は，計測制御系で故障が生じても

デジタル安全保護系に影響のな

いよう，デジタル安全保護系と計

測制御系を電気的に分離する設

計とすること。更に，通信を共用

する場合には機能的にも分離す

る設計とすること。 

デジタル安全保護系は，試験時を
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除き，計測制御系からの情報を受

けないこと。試験時に，計測制御

系からの情報を受ける場合には，

計測制御系の故障により，デジタ

ル安全保護系が影響を受けない

よう措置を講ずること。 

デジタル安全保護系及び計測制

御系の伝送ラインを共用する場

合，通信をつかさどる制御装置は

発信側システムの装置とするこ

と。 

デジタル安全保護系と計測制御

系とを部分的に共用する場合に

は，以下のように設計することに

より，電気的に分離することがで

きる。 

・安全保護系と計測制御系との

信号取り合いは，光／電気変換

などのアイソレーションデバ

イスを用いて電気的に分離す

る。 

4.8 環境条件 ディジタル安全保護系は，期待さ

れる安全機能に応じて必要な耐

震性，耐サージ性を有するととも

に，火災防護上の措置，設置され

る場所における予想温度，湿度，

放射線量，想定される電源擾乱，

電磁波等の外部からの外乱・ノイ

ズの環境条件を考慮した設計と

すること。 

デジタル安全保護系は，期待され

る安全機能に応じて必要な耐震

性，耐サージ性を有するととも

に，火災防護上の措置，設置され

る場所における予想温度，湿度，

放射線量，想定される電源擾乱，

サージ電圧，電磁波等の外部から

の外乱・ノイズの環境条件を考慮

して設計し，その設計による対策

の妥当性が十分であることを確

証すること。 

4.15 自己診断機能 ディジタル安全保護系は，各チャ

ンネル独立に適切な周期で実施

される自己診断機能を有する設

計とすること。 

また，自己診断機能によりディジ

タル計算機の異常を検知した場

合には，ディジタル計算機の異常

を運転員へ告知する設計とする

こと。 

デジタル安全保護系は，各チャン

ネル独立に適切な周期で実施さ

れる自己診断機能を有する設計

とすること。 

また，自己診断機能によりデジタ

ル計算機の異常を検知した場合

には，デジタル計算機の異常を運

転員へ告知する設計とすること。 

自己診断機能は，故障を早期発見

することができるため，従来のア

ナログの安全保護系でも実施さ

れている故障進展後の警報及び

定期的な試験による健全性確認

に加えて，システムの信頼性を更

に向上させるのに有効な一手段

である。自己診断機能によりデジ

タル計算機の異常が検出された

場合には，運転員が適切な措置を

とれるよう，警報等により運転員
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へ告知する。更に，自動で，当該

チャンネルを動作状態又はバイ

パス状態にすることもある。 

自己診断の例として，ウォッチド

ッグタイマ，パリティチェック，

送受信信号の誤り検出，ソフトウ

ェアによるチェック等がある。 

4.16 外部ネットワー

クとの遮断 

ディジタル安全保護系は，外部ネ

ットワークと遮断することによ

り外部からの影響を防止し得る

設計とすること。 

デジタル安全保護系は，外部ネッ

トワークと遮断することにより

外部影響の防止された設備とす

ること。 

4.17 ソフトウェアの

管理外の変更に対す

る防護措置 

ディジタル安全保護系に装荷す

るソフトウェアは，管理外の変更

に対して適切な防護措置を講じ

得る設計とすること。 

 

デジタル安全保護系に装荷する

ソフトウェアは，管理外の変更に

対して適切な防護措置を講じ得

る設計とすること。 

管理外の変更とは，故意による変

更など，承認されていない変更の

ことをいう。 

ソフトウェアの管理外の変更に

対する防護措置の例としては，以

下がある。 

(1) ソフトウェアの不揮発化 

(2) 鍵付きスイッチの設置 

(3) パスワードの登録 

4.18 品質管理 安全保護系に用いられるディジ

タル計算機は，以下の手法により

ソフトウェアの健全性を確保す

ること。 

・ソフトウェアライフサイクル

及び構成管理手法を含めた，品質

保証活動 

・検証及び妥当性確認活動 

 

安全保護系に用いられるデジタ

ル計算機は，以下の手法によりソ

フトウェアの健全性を確保する

こと。 

・ソフトウェアライフサイクル

及び構成管理手法を含めた，品

質保証活動 

・検証及び妥当性確認活動 

市販デジタル計算機，既存開発ソ

フトウェア又はソフトウェアツ

ールを使用する場合には，目的に

応じて適切に品質が確保され，ソ

フトウェア実行時に，他のソフト

ウェアに欠陥を招かないよう考

慮する。 

なお，ソフトウェアの品質を高め

るために以下の手法を用いるこ

とがある。 

・処理構造の簡素化（定周期・シ

ングルタスク構成等） 

・適切な使用言語の適用による

処理内容の明確化（可視化言語

の適用，ツールによる可視化

等） 

・ソフトウェア品質保証指標に

よる品質管理（品質指標の例：

正確さ，完全性，要求の遵守，
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性能履歴等） 

4.18.1 ソフトウェア

ライフサイクル 

ディジタル安全保護系のソフト

ウェアに対して，ライフサイクル

を通じて品質の管理方法を予め

定め，実施するとともに，これを

文書化すること。 

 

デジタル安全保護系のソフトウ

ェアに対して，ライフサイクルを

通じて品質の管理方法を予め定

め，実施するとともに，これを文

書化すること。 

デジタル安全保護系のソフトウ

ェアの品質を確保するために，ソ

フトウェアに対してライフサイ

クルプロセスの考えを基にプロ

セスごとの管理を実施する。 

(1) ライフサイクルプロセス 

デジタル安全保護系に装荷され

るソフトウェアに対しては，各プ

ロジェクトのプロセスを定義し，

文書化する。プロセスには，設計，

製作，試験，装荷，運転，変更及

び廃止がある。 

以下に各プロセスの内容を示す。 

設計プロセス：製品に対するシス

テムの要求事項からソフトウェ

ア設計仕様を作成するプロセス。 

製作プロセス：ソフトウェア設計

仕様よりソフトウェアを製作す

るプロセス。 

試験プロセス：製作されたソフト

ウェアに対して試験を実施する

プロセス。ソフトウェア単体に対

して行う試験とハードウェアと

一体となったシステムとして行

う試験がある。 

装荷プロセス：実機の最終システ

ムへソフトウェアを実装するプ

ロセス。 

運転プロセス：システムを運転し

ているプロセス。 

変更プロセス：仕様変更等により

ソフトウェアを変更するプロセ

ス。 

廃止プロセス：ソフトウェアを使

用不可能とするプロセス。 

ソフトウェアライフサイクルプ

ロセスには，以下の理由により，

開発及び保守プロセスを定義し

ていない。 

(2) 各プロセスで実施すべき品

質管理項目 

各プロセスで実施すべき品質管

理項目に対して計画を作成し，そ

の計画に従って実施した結果を

文書化する。 
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なお，計画はプロジェクトの開始

段階で一括して作成することで

もよい。以下に各プロセスで実施

すべき品質管理項目の例を示す。 

1) 設計プロセス 

ソフトウェアに対する仕様を決

定する。 

また，検証手段を決定する。 

2) 製作プロセス 

仕様のとおりソフトウェアが製

作されていることを確認する。 

3) 試験プロセス 

要求仕様を確認するための試験

方案を作成し，判定基準内にある

ことを確認する。試験にはソフト

ウェア単体で行うものとシステ

ムとして行うものがあり，ソフト

ウェア単体では確認できない内

容はシステムとして確認するこ

とでよい。 

4) 装荷プロセス 

管理されたソフトウェアが正し

く実機に実装されることを確認

する。ソフトウェアのコンペア等

を用いて確認する。 

5) 運転プロセス 

運転中はシステムに異常が無い

ことを確認する。 

6) 変更プロセス 

ソフトウェアの変更要否につい

て調査する。 

ソフトウェアに変更が生じる場

合には，変更仕様を決定し変更を

実施する。実施内容は設計・製作

及び試験におけるそれぞれのプ

ロセスに従う。 

7) 廃止プロセス 

廃止することを宣言する。代替手

段がある場合にはこれを含むも

のとする。 

4.18.2 ソフトウェア

構成管理 

ディジタル安全保護系のソフト

ウェアに対して，構成管理手法を

予め定め，実施するとともに，構

成管理計画として文書化するこ

と。また，ソフトウェアを構成す

る管理対象項目は，ソフトウェア

構成管理計画に基づき，すべてが

文書化されること。 

 

デジタル安全保護系のソフトウ

ェアに対して，構成管理手法を予

め定め，実施するとともに，構成

管理計画として文書化すること。

また，ソフトウェアを構成する管

理対象項目は，ソフトウェア構成

管理計画に基づき，すべてを文書

化すること。 

構成管理とは，管理対象要素の特

定・識別と，要素の管理方法，及

びソフトウェア供給者に対する
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監査あるいは審査方法を予め定

め，計画に基づき，実施すること

である。 

具体的には以下に示す。 

(1) ソフトウェア及び関連文書

を特定し，相互に識別するため

に，予め構成管理計画を策定し，

実行する。 

(2) 構成管理計画で，以下の内容

を定める。 

①ソフトウェア及び関連文書に

ついて，管理対象要素を定める。

管理対象要素の例としては以下

がある。 

・要求仕様 

・設計仕様 

・製作仕様 

・試験仕様／試験結果 

・検証手順／検証結果 

・取扱説明 

・製作したソフトウェア 

②管理対象要素の管理手法を定

める。管理する項目の例としては

以下がある。 

・改訂番号，改訂日付 

・変更要求有無，他の管理対象要

素との整合状況などの状態 

・他の管理対象要素との取り合

い 

③ソフトウェアの変更手法を定

める。 

④ソフトウェア供給者への監査

あるいは審査方法を定める。 

⑤以上の項目を実施するための

体制を定める。 

4.18.3 検証及び妥当

性確認 

ディジタル安全保護系は，設計，

製作，試験，変更のソフトウェア

ライフサイクルのプロセスで検

証及び妥当性確認を実施するこ

と。 

(1) 検証及び妥当性確認は，技術

及び管理において設計，製作及び

試験を行う組織と独立した組織

が実施すること。 

(2) 検証及び妥当性確認を実施

する上で適切な文書化が行われ

ていること。 

(3) ソフトウェアの再利用時に

おいては，既存設計での検証結果

による代替を可能とする前提と

して再利用範囲が明確に識別さ

デジタル安全保護系は，設計，製

作，試験，変更のソフトウェアラ

イフサイクルのプロセスで検証

及び妥当性確認を実施すること。 

(1) 検証及び妥当性確認は，技術

及び管理において設計，製作及び

試験を行う組織と独立した組織

が実施すること。検証及び妥当性

確認の実施体制の独立性とは下

記をいう。 

(a)ソフトウェアの設計，製作及

び試験に対する検証及び妥当性

確認を実施する人間又はグルー

プは，原設計に携わった人間以外

の人間又はグループであること。 

(b)検証及び妥当性確認の実施を
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れ，再利用の妥当性を示す根拠が

文書化されていること。 

管理する組織は，設計，製作，試

験及び工程管理に携わった組織

以外の組織であること。 

(2) 検証及び妥当性確認を実施

する上で適切な文書化が行われ

ていること。検証及び妥当性確認

の実施に際して作成された文書

は，4.18.2 の構成管理計画の中

に文書の保存を定め，適切に管理

すること。検証及び妥当性確認の

合格基準及び不良結果等に対す

る措置を決定し文書化すること。 

(3) ソフトウェアの再利用時に

おいては，既存設計での検証結果

による代替を可能とする前提と

して再利用範囲が明確に識別さ

れ，再利用の妥当性を示す根拠が

文書化されていること。 

 上記表３に掲げていない項目において「ディジタル」は「デジタル」に読み替える。 

 

表４ デジタル安全保護系 V&V 指針 2008 

4．2 検証及び妥当性

確認の実施 

 

ディジタル安全保護系に対して

は，設計・製作・試験の各段階に

おいて，図１に示される検証及び

妥当性確認作業を実施する。 

(図１は略) 

検証及び妥当性確認活動は，以下

の各項目に従って実施する。 

(1) 検証及び妥当性確認の手順

及び内容 

検証作業は，図１に示された，設

計・製作の各プロセスにて実施す

る。妥当性確認は，試験プロセス

において，必要な検証を経て製作

された全体システムに対して行

う。検証及び妥当性確認では，下

記(a)～(g)の各作業を実施する。 

(a) 検証・妥当性確認基本計画

作成 

検証・妥当性確認作業の開始に当

たり，ディジタル安全保護系シス

テム要求事項及びシステム設計

要求仕様に基づき検証・妥当性確

認基本計画を作成する。この基本

計画は，以下に示す検証及び妥当

性確認の各作業，体制及び文書管

理について規定する。 

また，ソフトウェアを再利用する

場合には，その範囲に応じた検証

及び妥当性確認の各作業方法等

デジタル安全保護系に対しては，

設計・製作・試験の各段階におい

て，検証及び妥当性確認作業を実

施する。 

 

検証及び妥当性確認活動は，以下

の各項目に従って実施する。 

(1)検証及び妥当性確認の手順及

び内容 

検証作業は，設計・製作の各プロ

セスにて実施する。妥当性確認

は，試験プロセスにおいて，必要

な検証を経て製作された全体シ

ステムに対して行う。検証及び妥

当性確認では，下記(a)～(g)の各

作業を実施する。 

(a)検証・妥当性確認基本計画作

成 

検証・妥当性確認作業の開始に当

たり，デジタル安全保護系システ

ム要求事項及びシステム設計要

求仕様に基づき検証・妥当性確認

基本計画を作成する。この基本計

画は，以下に示す検証及び妥当性

確認の各作業，体制及び文書管理

について規定する。 

また，ソフトウェアを再利用する

場合には，その範囲に応じた検証

及び妥当性確認の各作業方法等
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について規定する。 

(b)システム設計要求仕様検証

（検証 1） 

本検証では，JEAC 4620 のディジ

タル安全保護系システム要求事

項が正しくシステム設計要求仕

様に反映されていることを検証

する。 

(c)ハードウェア・ソフトウェア

設計要求仕様検証（検証 2） 

本検証では，システム設計要求仕

様が正しくハードウェア・ソフト

ウェア設計要求仕様に反映され

ていることを検証する。 

(d)ソフトウェア設計検証（検証

3） 

本検証では，ソフトウェア設計要

求仕様が正しくソフトウェア設

計に反映されていることを検証

する。 

(e) ソフトウェア製作検証（検

証 4） 

本検証では，ソフトウェア設計通

りに正しくソフトウェアが製作

されていることを検証する。 

(f)ハードウェア・ソフトウェア

統合検証（検証 5） 

本検証では，ハードウェアとソフ

トウェアを統合してハードウェ

ア・ソフトウェア設計要求仕様通

りのシステムとなっていること

を検証する。 

(g)妥当性確認 

妥当性確認では，ハードウェアと

ソフトウェアを統合して検証さ

れたシステムが，JEAC 4620 のデ

ィジタル安全保護系システム要

求事項を満たしていることを確

認する。 

(2)体制 

検証及び妥当性確認を実施する

体制は，検証・妥当性確認基本計

画作成作業時に決定されるべき

である。 

また，以下に示すとおり，設計・

製作作業とその検証及び妥当性

確認作業は，別の人間が行う。 

(a)ソフトウェアの設計，製作及

び試験に対する検証及び妥当性

確認を実施する人間又はグルー

プは，原設計に携わった人間以外

について規定する。 

(b)システム設計要求仕様検証

（検証 1） 

本検証では，JEAC 4620 のデジタ

ル安全保護系システム要求事項

が正しくシステム設計要求仕様

に反映されていることを検証す

る。 

(c)ハードウェア・ソフトウェア

設計要求仕様検証（検証 2） 

本検証では，システム設計要求仕

様が正しくハードウェア・ソフト

ウェア設計要求仕様に反映され

ていることを検証する。 

(d)ソフトウェア設計検証（検証

3） 

本検証では，ソフトウェア設計要

求仕様が正しくソフトウェア設

計に反映されていることを検証

する。 

(e)ソフトウェア製作検証（検証

4） 

本検証では，ソフトウェア設計通

りに正しくソフトウェアが製作

されていることを検証する。 

(f)ハードウェア・ソフトウェア

統合検証（検証 5） 

本検証では，ハードウェアとソフ

トウェアを統合してハードウェ

ア・ソフトウェア設計要求仕様通

りのシステムとなっていること

を検証する。 

(g)妥当性確認 

妥当性確認では，ハードウェアと

ソフトウェアを統合して検証さ

れたシステムが，JEAC 4620 のデ

ジタル安全保護系システム要求

事項を満たしていることを確認

する。 

(2)体制 

検証及び妥当性確認を実施する

体制は，検証・妥当性確認基本計

画作成作業時に決定されるべき

である。 

また，以下に示すとおり，設計・

製作作業とその検証及び妥当性

確認作業は，別の人間が行う。 

(a)ソフトウェアの設計，製作及

び試験に対する検証及び妥当性

確認を実施する人間又はグルー

プは，原設計に携わった人間以外
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の人間又はグループであること。 

(b)検証及び妥当性確認の実施を

管理する組織は，設計，製作，試

験及び工程管理に携わった組織

以外の組織であること。この組織

は，管理面で独立していれば同一

部署内でも構わない。（解説-8） 

なお，設計・製作者はシステム設

計要求仕様の作成，ハードウェ

ア・ソフトウェア設計要求仕様の

作成，ソフトウェア設計，ソフト

ウェア製作，ハードウェア・ソフ

トウェア統合の各作業を行い，検

証者は検証・妥当性確認基本計画

立案，システム設計要求仕様検

証，ハードウェア・ソフトウェア

設計要求検証，ソフトウェア設計

検証，ソフトウェア製作検証，ハ

ードウェア・ソフトウェア統合検

証及び妥当性確認の各作業を行

う。 

(3)文書管理 

検証及び妥当性確認を実施する

上で以下の文書化を行う。 

(a)設計の文書化 

図１に示される各ステップごと

に必要な設計・製作に係わる内容

を明確にし文書化する。 

(b) 検証及び妥当性確認作業の

文書化 

検証及び妥当性確認作業の開始

に当たり，検証・妥当性確認基本

計画を文書として作成する。 

また，検証及び妥当性確認の各作

業実施に当たっては 4.2(1)の内

容を明確にし，作業内容，合格基

準及び不良結果等に対する措置

の文書化を行い，各作業ごとに結

果を文書化する。 

(4) ソフトウェアツールの管理 

ソフトウェアツールを使用する

際には，目的に応じて適切に品質

管理されたツールを使用する。 

なお，ソフトウェアツールとは，

以下をいう。 

・ソフトウェアを設計・製作・試

験する上で使用するツール（コ

ンパイラ等） 

・検証及び妥当性確認を実施す

る上で使用するツール 

の人間又はグループであること。 

(b)検証及び妥当性確認の実施を

管理する組織は，設計，製作，試

験及び工程管理に携わった組織

以外の組織であること。この組織

は，管理面で独立していれば同一

部署内でも構わない。 

なお，設計・製作者はシステム設

計要求仕様の作成，ハードウェ

ア・ソフトウェア設計要求仕様の

作成，ソフトウェア設計，ソフト

ウェア製作，ハードウェア・ソフ

トウェア統合の各作業を行い，検

証者は検証・妥当性確認基本計画

立案，システム設計要求仕様検

証，ハードウェア・ソフトウェア

設計要求検証，ソフトウェア設計

検証，ソフトウェア製作検証，ハ

ードウェア・ソフトウェア統合検

証及び妥当性確認の各作業を行

う。 

(3)文書管理 

検証及び妥当性確認を実施する

上で以下の文書化を行う。 

(a)設計の文書化 

ステップごとに必要な設計・製作

に係わる内容を明確にし文書化

する。 

(b)検証及び妥当性確認作業の文

書化 

検証及び妥当性確認作業の開始

に当たり，検証・妥当性確認基本

計画を文書として作成する。 

また，検証及び妥当性確認の各作

業実施に当たっては 4.2(1)の内

容を明確にし，作業内容，合格基

準及び不良結果等に対する措置

の文書化を行い，各作業ごとに結

果を文書化する。 

(4)ソフトウェアツールの管理 

ソフトウェアツールを使用する

際には，目的に応じて適切に品質

管理されたツールを使用する。 

なお，ソフトウェアツールとは，

以下をいう。 

・ソフトウェアを設計・製作・試

験する上で使用するツール（コ

ンパイラ等） 

・検証及び妥当性確認を実施す

る上で使用するツール 

 上記表４に掲げていない項目において「ディジタル」は「デジタル」に読み替える。 
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別表１－１ 技術基準規則の規定とデジタル安全保護系規程2020及びデジタル安全保護系V&V

指針2020の規定との対応関係 

 

 

 

技術基準規則 規格 

（安全保護装置） 

第三十五条 発電用原子炉施設には、安全保護装置を次に定めるところ

により施設しなければならない。 

一 運転時の異常な過渡変化が発生する場合又は地震の発生により発電

用原子炉の運転に支障が生ずる場合において、原子炉停止系統その他

系統と併せて機能することにより、燃料要素の許容損傷限界を超えな

いようにできるものであること。  

二 系統を構成する機械若しくは器具又はチャンネルは、単一故障が起

きた場合又は使用状態からの単一の取り外しを行った場合において、

安全保護機能を失わないよう、多重性を確保すること。 

三 系統を構成するチャンネルは、それぞれ互いに分離し、それぞれの

チャンネル間において安全保護機能を失わないように独立性を確保す

ること。 

四 駆動源の喪失、系統の遮断その他の不利な状況が生じた場合におい

ても、発電用原子炉施設をより安全な状態に移行するか、又は当該状

態を維持することにより、発電用原子炉施設の安全上支障がない状態

を維持できること。 

五 不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき動作を

させず、又は使用目的に反する動作をさせる行為による被害を防止す

るために必要な措置が講じられているものであること。 

六 計測制御系の一部を安全保護装置と共用する場合には、その安全保

護機能を失わないよう、計測制御系から機能的に分離されたものであ

ること。  

七 発電用原子炉の運転中に、その能力を確認するための必要な試験が

できるものであること。 

八 運転条件に応じて作動設定値を変更できるものであること。 

デジタル安全保

護系規程2020 

4. 

 

デジタル安全保

護系V&V指針2020 

4. 

5. 

 

 

別表１－２ 技術基準規則の規定とデジタル安全保護系規程 2008 及びデジタル安全保護系

V&V 指針 2008 の規定との対応関係 

 

 

 

 

技術基準規則 規格 

（安全保護装置） 

第三十五条 発電用原子炉施設には、安全保護装置を次に定めるところ

により施設しなければならない。 

一 運転時の異常な過渡変化が発生する場合又は地震の発生により発

電用原子炉の運転に支障が生ずる場合において、原子炉停止系統そ

の他系統と併せて機能することにより、燃料要素の許容損傷限界を

デジタル安全保

護系規程 2008 

4. 

 

デジタル安全保

護系 V&V 指針

注記 
対応規格箇条は、原則として第１階層の箇条で分類。最下位の箇条まで適用される。 

注記 
対応規格箇条は、原則として第１階層の箇条で分類。最下位の箇条まで適用される。 
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超えないようにできるものであること。  

二 系統を構成する機械若しくは器具又はチャンネルは、単一故障が起

きた場合又は使用状態からの単一の取り外しを行った場合におい

て、安全保護機能を失わないよう、多重性を確保すること。 

三 系統を構成するチャンネルは、それぞれ互いに分離し、それぞれの

チャンネル間において安全保護機能を失わないように独立性を確保

すること。 

四 駆動源の喪失、系統の遮断その他の不利な状況が生じた場合におい

ても、発電用原子炉施設をより安全な状態に移行するか、又は当該

状態を維持することにより、発電用原子炉施設の安全上支障がない

状態を維持できること。 

五 不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき動作

をさせず、又は使用目的に反する動作をさせる行為による被害を防

止するために必要な措置が講じられているものであること。 

六 計測制御系の一部を安全保護装置と共用する場合には、その安全保

護機能を失わないよう、計測制御系から機能的に分離されたもので

あること。 

七 発電用原子炉の運転中に、その能力を確認するための必要な試験が

できるものであること。 

八 運転条件に応じて作動設定値を変更できるものであること。 

2008 

4. 

5. 

 


